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(注１)　本書中、「当社」とは、ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッドを指し、「当グループ」とは、当社

並びに当社の子会社及び関連会社を指し、「当社株式」とは、当社の額面10センの記名式額面普通株式を指す。

(注２)　別段の記載のある場合又は文脈により別異に解すべき場合を除き、「マレーシア・リンギット」、「リンギッ

ト」、「RM」及び「セン」はマレーシアの法定通貨を指すものとする。なお１マレーシア・リンギット＝100センで

ある。

(注３)　本書において便宜上一部の財務情報はマレーシア・リンギットから日本円に換算されている。本書において使用さ

れている換算率は１マレーシア・リンギット＝34.75円である。上記の為替相場は、2014年12月１日現在の株式会社

三菱東京UFJ銀行の公表する現地参考為替相場の仲値である100円＝2.8780マレーシア・リンギットに基づいて算定

したものである。

(注４)　本書中の表で計数が四捨五入されている場合、合計は計数の総和と必ずしも一致しない。

(注５)　当社の事業年度は毎年６月30日に終了する。本書中、2014年６月30日に終了した事業年度は「2014年度」と表示

し、その他の事業年度もこれに準じて表示されている。
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第一部 【企業情報】

第１ 【本国における法制等の概要】

１ 【会社制度等の概要】

(1) 【提出会社の属する国・州等における会社制度】

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(会社番号 92647-H)(以下「当社」という。) は、マ

レーシアの1965年会社法 (以下「会社法」という。)に服している。会社法は会社登記所により運営されてい

る。

会社法に基づき設立された上場公開会社として当社に適用のある会社法の主要規定の概要は以下のとおりで

ある。

設立

会社の設立には、発起人が基本定款(Memorandum of Association)と呼ばれる書類を作成し、これを会社登

記所に登記しなければならない。会社登記所がその他の付属書類とともに基本定款を受領し、設立証書を発行

して初めて会社は適法な法人として成立する。

基本定款

基本定款は(下記に述べる付属定款とともに)会社の基本的な組織を定める文書であり、特に会社名、会社の

目的、並びに会社が登記しようとする株式資本の額及び株式資本を一定額の株式に分割することを必ず記載し

なければならない。このほか、会社が当社のような株式会社である場合には、株主の責任が有限であることを

基本定款中に記載することを要する。基本定款は、会社法上明示的に規定されていない限り、改正することは

できない。改正は、一定の限られた例外を除いて、21日以上前に通知のなされた株主総会において、自ら又は

代理人により出席した株主の議決権の４分の３以上の多数をもって採択する特別決議により行わなければなら

ない。21日前の事前通知は、総会に出席し、議決権を行使する権利を有する株主の過半数で、議決権株式の額

面価額の95％以上を保有する株主が同意した場合には不要となる。

付属定款

付属定款には、会社の内部運営及び管理に関する規定が記載される。付属定款には、会社の業務、会社の運

営、権利及び権限並びに株主、取締役及びその他の役員の権利及び権限に関して、法律又は基本定款の規定と

矛盾しないあらゆる事項を定めることができる。付属定款は、21日以上前に通知のなされた株主総会におい

て、自ら又は代理人により出席した株主の議決権の４分の３以上の多数をもって採択する特別決議によっての

み改正することができる。21日前の事前通知は、総会に出席し、議決権を行使する権利を有する株主の過半数

で、議決権株式の額面価額の95％以上を保有する株主が同意した場合には不要となる。
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付属定款には、他の事項に加え、通常次の事項に関する規定が記載されている。

イ　会社の株式に付随する権利及び義務(株式の登録及び譲渡に関する事項を含む。)。

ロ　株主総会における議決権の行使及び運営方法(定足数及び議長の任命に関する事項を含む。)。

ハ　取締役の員数、権限及び職務、任免に関する手続並びに取締役会の議事の運営。

ニ　配当の宣言及び支払い。

ホ　会計帳簿の作成及び株主総会に対する特定の会社報告書等の提出。

ヘ　株主への招集通知の送付に関する諸手続。

ト　会社の解散に際しての資産の分配。

取締役の義務

付属定款によって付与された権利及び権限を行使するに際しては、取締役は合理的な注意、技能及び配慮を

もってこれに当たる義務を負い、かつ常に適切な目的のために、誠意をつくし、会社の最善の利益となるよう

その権限を行使することが要求されている。また、取締役は、総会の承認若しくは承諾を得ることなく、以下

のことを行い、直接的又は間接的に、自己又は他者のために利益を得、若しくは会社に損害を生じさせてはな

らない。

イ　会社の不動産を利用すること。

ロ　取締役としての役職により取得した情報を利用すること。

ハ　取締役としての立場を利用すること。

ニ　取締役としての役割を果たす過程において知るところとなった会社のビジネスチャンスを利用すること。

ホ　会社と競合する事業を行うこと。

株式の発行

通常、付属定款及び会社法の規定に従うことを条件として、未発行株式はすべて取締役会の管理下にあり、

取締役会が適切と判断した者に対し、取締役会が適切と判断した条件により、割当又は処分することができる

ことが、付属定款に定められている。会社法132D条は、取締役会は株主の承認なくして会社が有する株式発行

の権限を行使してはならない旨明文で規定している。

会計

会社法は、会社に対し、その取引及び財務状況を十分説明し、真実かつ公正な損益計算書及び貸借対照表並

びにその添付書類を適宜作成することができるように会計その他の帳簿を備えること、及び当該帳簿を容易に

かつ適切に監査することのできるように備えることを要求している。

一般に、会社は、事業年度毎に、会社法の要求するところに従い、貸借対照表、損益計算書及び財政状態変

動表から成る財務書類も作成しなければならない。当社のように、会社グループの持株会社である場合には、

会社の財務書類と連結財務書類の両方を作成しなければならない。監査済の年次財務書類は、会社登記所に提

出しなければならない。

当社のような会社は、会社法並びに公認会計士協会の定める手続及び基準に従って、独立の公認会計士(以

下「監査人」という。) による監査を受けなければならない。監査人は、貸借対照表及び損益計算書が会社法

に準拠して適正に作成されたか否か、また監査人の意見において財務書類が関係事項を真実かつ正確に表示し

ているか否かを記載した報告書を作成し、これを会社に提出しなければならない。
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取締役会報告書

取締役会は、会社法で要求する事項について株主宛の報告書を作成しなければならない。特に、主要な事

業、当期純損益、(もしあれば)配当提案額及び配当支払額又は宣言額、当該事業年度の業績の検討、当該会計

期間中における業務内容の重要な変更及び会社の業務、業績又は経営状態に重大な影響を及ぼしたか又はその

可能性のあるすべての事項を記載しなければならない。報告書は、財務書類に添付しなければならない。

財務書類

財務書類、監査報告書及び取締役会報告書はいずれも年次株主総会の少なくとも21日前までに（又は会社法

の規定に従い、招集通知の受領の対象となっている事業年度について合意されたこれより短い期間内に）当社

の株主名簿に記載された株主全員に送付されなければならない。

株主

会社法の規定に従い、少なくとも年１回株主総会を開催しなければならない。この総会は、年次株主総会と

呼ばれる。年次株主総会に加え、取締役及び一定割合以上の株式を保有する株主は、その他の株主総会を招集

することができる。この総会は、臨時株主総会と呼ばれる。年次株主総会の通常の機能は、(ⅰ)事業年度の財

務書類並びにこれに係る取締役会及び監査人の報告を受領し承認すること、(ⅱ)配当の宣言を承認すること、

(ⅲ)取締役を選任ないし再任すること、(ⅳ)事業年度中の取締役報酬の支払いを承認すること、及び(ⅴ)監査

人を再任し、その報酬の決定を取締役に授権することである。

会社の株式の議決権については、株主総会におけるその行使方法とともに、付属定款に定められている。

株主総会への出席権及び議決権を有する株主は、通常、代理人を株主総会に出席させることができる。付属

定款に別段の定めがない限り、弁護士である場合、会社の承認された会計監査人である場合、又は個別に会社

登記所が承認した場合を除き、代理人は会社の株主でなければならない。

株主総会の決議は、一般に普通決議、すなわち自ら又は委任状、代理人若しくは代表者を通じて株主総会に

出席した株主の議決権の過半数による多数決によって採択される。しかしながら、一定の場合には、特別決議

が要求され、４分の３以上の多数決によって採択される。

経営及び運営

会社は２名以上のマレーシア国内を主な又は唯一の居住地とする取締役を選任しなければならない。取締役

は成人である自然人でなければならない。取締役の会社運営権限(及びこの権限に対するすべての制限)は、通

常、付属定款及び会社法に定められている。付属定款は通常、取締役会に対し、特定の権能の遂行又は特定分

野の業務の処理のために委員会を設置する権限を付与している。

取締役会は、合議体として行為しなければならず、決議を会議で行うほか、付属定款が認める場合には、取

締役会を開催することなく書面決議の方法により決議することができる。個々の取締役は、その地位に必然的

に伴う一定の権限を黙示的に有するとされる場合はあるが、取締役会の決議で付与された権限の範囲内におい

てのみ会社を代表して現実に行為する権限を有する。取締役社長(Managing Director)は一般に、会社の日常

業務を執行する明示的な権限及びその地位に必然的に伴う一定範囲で会社を代表して行為する権限を黙示的に

有する。
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会社は１名又は複数の秘書役を置くことを義務づけられているが、会社法はその他の役員の任命を要求して

いない。秘書役は会社法に基づき特定の権能と責任を有しており、マレーシア国内を主な又は唯一の居住地と

し、会社法に規定された特定の資格を有する成人である自然人でなければならない。

付属定款は通常、会社の業務運営権限を取締役会に対してのみ付与しており、これによって、株主が会社業

務の運営方法につき取締役会に指示を与え、業務遂行につき取締役会の決定した事項を覆すことを排除してい

る。

ただし、株主は、次の点において究極の制裁措置を有するということができる。

(a) 取締役会に権限を付与している付属定款を、改正の通知を条件として、株主総会において改正することが

できる。

(b) 取締役の全員若しくは一部の解任又は不再任を決議することができる。

配当

付属定款には、取締役会が、随時中間配当を宣言・支払いできると規定されている。当社は株主総会におい

て採択された通常決議による承認により、期末配当を宣言することができるが、当該配当金の額は取締役会が

推奨する金額を超えることはできない。会社法は、株式発行差金の減額による株式発行に対する配当金の支払

いの場合を除き、配当金は各年度の利益からのみ支払うべきことを規定している。

減資

会社は、付属定款により授権されている場合には、裁判所の承認を条件として、特別決議をもって、随時資

本金を減少させることができ、資本金及び株式の減少に係る基本定款の改正を、必要な限度で、行うことがで

きる。

 

(2) 【提出会社の定款等に規定する制度】

当社の会社制度は、会社法において規定されるほか、当社の基本定款及び付属定款にも規定されている。

(a) 総会及び議決権

当社は、付属定款及び会社法の規定に従い、毎年、年次株主総会と称する株主総会を開催することが要求

されている。その他のすべての株主総会は臨時株主総会である。特別決議を可決するために招集される株主

総会は、総会に出席し、投票する権利を有する株主の過半数で、株式の額面価額の95％以上を保有する株主

(年次株主総会の場合には当該総会に出席し、投票することのできる全株主)が通知期間の短縮を承認する場

合を除き、会社法及びブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッド・メイン・マーケット上場規則

(「上場規則」)の規定に従い、21日以上前の書面による通知をもって開催しなければならない。その他の株

主総会は、14日以上前の書面による通知をもって開催しなければならない。

取締役会は、取締役会が適切と判断する場合、又は当社の払込済株式資本の10％以上を保有する２名以上

の株主の請求がある場合には臨時株主総会を招集することができる。
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招集通知は、当社にマレーシア国内の通知先を届け出ていない株主を除き、出席し、議決権を行使するこ

とのできるすべての株主に対して送付しなければならない。

付属定款上、株主本人又は委任状若しくは代理人により代表される株主(法人の場合には適切に授権され

たその代表者)２名により、あらゆる議事について定足数を構成する。

各株主は、本人自ら、又は委任状若しくは代理人を通じて株主総会における議決権を行使することができ

る。ただし、当社が種類株式を発行している場合には、これに付与されている議決権に係る権利又は制限に

従い、またそれを侵害してはならない。株主総会に出席する普通株式若しくは優先株式を保有する株主は

(委任状、代理人若しくは会社の場合は代表者も含む)、挙手の場合には１人１議決権を有し、投票の場合に

は、本人又は委任状若しくは代理人その他適切に授権された代表者によって出席する株主は、所有する全額

払込済株式１株について１議決権を有する。株式に係る請求金その他の株主にかかる債務が未払いの株主は

議決権を行使することはできない。

書面による投票の請求がありこれが撤回されない場合を除き、挙手により全会一致又は特定の多数によっ

て決議が可決又は否決されたとの議長の宣言及びその旨を記載した当社の議事録は、決議に関する確定的証

拠となる。この場合決議に対する賛成又は反対の数又は割合を証明する必要はない。書面による投票の請求

は撤回することができる。

(b) 株式資本の変更

当社は、株主総会における株主の事前の承認がなければ、経営権を譲渡するための株式の発行はできな

い。

当社は、適宜、(1)普通決議すなわち議決権の過半数による決議により、株式資本を当該決議に定める金

額において増額し、当該決議で定める金額の株式に分割することができ、また、(2)特別決議により、付属

定款によって認められる方法及び会社法に規定される条件に従い、株式資本及び資本償還準備金を減少する

ことができる。

また、当社は、(1) 株式資本を既存株式より多額の株式に併合及び分割するため、又は(2)会社法に従

い、株式資本又はその一部を基本定款及び付属定款に規定する額より少額の株式に再分割するため(この場

合再分割する株式中一部の株式に対し、当該再分割のための決議で、配当、資本配当、議決権又はその他の

事項について他の株式に優先する権利又は利益を付与することができる)、基本定款及び付属定款を普通決

議により変更することができる。

(c) 権利の変更

当社の株式資本が異なる種類の株式に分割されている場合、会社法の規定に従い、各種類の株式に付与さ

れる権利は、(当該種類の株式の発行条件によって別段に規定される場合を除き)当該種類の株式の発行済株

式の株主の４分の３以上の書面による同意、又は、21日以上前の通知により開催する当該種類株式の株主総

会における出席株主の４分の３以上の賛成決議をもって、変更することができる。

個別に開催される種類株式の株主総会には総会に関する付属定款の規定が準用される。ただし、定足数

は、当該種類株式の発行済株式について支払われた若しくは支払われたとされる株式資本の３分の１を所有

する株主本人又は委任状によって代理される株主２名とし、当該種類株式を所有し、株主本人又は委任状に

よって代理される株主はすべて書面による投票を請求することができるものとする。当該発行済種類株式の

10％以上を所有する反対株主は、決議の取り消しを裁判所に請求することができる。
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(d) 配当

当社株式に特別な権利が付与されている場合にはこれに従うことを条件として、配当は、当該株式に対す

る払込済みの金額又は払込済みとして貸記された金額に比例して、請求に先立ち宣言されかつ支払われる。

取締役会は、株主総会の普通決議の承認を条件として、随時配当を宣言することができるが、取締役会が

提案する金額を超えて配当することはできない。取締役会は、適切と判断する場合には、株主に対して適

宜、当社の利益から判断して正当であると考えられる中間配当を宣言し、支払うことができる。取締役会に

より提案された金額を超える中間配当を支払うことはできない。

取締役会は、配当の提案をする前に、当社の利益から適当と考える金額を準備金として留保することがで

きる。当該準備金は、取締役会の裁量により、準備金として留保せずに当社の利益を適法に使用することの

できる他の目的に使用することができ、当該目的に使用されるまで、取締役会は、適宜これを当社の事業資

金として利用し、取締役会が選択する商品(当社の株式を除く)に投資することができる。取締役会はまた、

適宜、分配しない方が賢明であると考える利益を次期に繰り越すことができる。

配当証書は、別段の指定のない限り、配当を受領する権利を有する株主の直近の登録住所に宛てて郵送さ

れる。配当宣言の日現在、当社株式の所有者としてブルサ・マレーシア・デポジタリー・センドリアン・

バーハッド(「BMD」)((h)を参照のこと)が記録する預託者名簿に記載されている株主が、又は株式が共有さ

れている場合には、共有者のうちの一名が配当証書を受領することにより、当社は当該株式に係る配当を適

法に行ったものとみなされる。未払配当には利息を付さない。

2010年９月１日より、ブルサ・セキュリティーズは既存の配当支払いシステムに代わる電子的な配当支払

いサービス（eDividend）を開始した。

2010年９月１日以降に現金配当の基準日を公表するすべての上場会社は、随時、株主がBMDに対して通知

している銀行口座に直接振り込むことにより、配当を支払うよう指示される。

株主が2010年９月１日までにBMDに口座情報を提供していない場合、上場会社は引き続き当該会社の定款

に定める方法に従って現金配当を支払うことができる。しかし、上場会社の株主がeDividendに関する電子

メール通知のための連絡先をBMDに提供している場合、上場会社は現金配当を口座に支払った後に電子メー

ルにて当該株主に通知するものとする。

現金配当に加えて、2012年１月３日以降、上場発行会社は「配当金再投資スキーム」(「DRS」)として知

られるスキームによって、株主に株式で配当を支払うことが認められる。

DRSを予定している上場発行会社は、株主の承認を得た上で、すべての株主に対して配当の一部又は全部

を現金又は株式で受領することを選択するための通知を発送し、配当を受け取る権利を有するすべての株主

にDRSに参加する機会を与えなければならない。

DRSに基づき割り当てられる株式は、価格決定日の直前の５市場営業日の加重平均市場価格の10％のディ

スカウントを上回ってはならない。この点について、上場発行会社は、配当に関する基準日設定の前又はそ

の予定がある時点でDRS対象株式の発行価格を発表しなければならない。
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(e) 新株引受権及び株式の新規発行

当社付属定款第52条の要件を除き、基本定款及び付属定款上、株式の新規発行又は株式の譲渡について、

株主に新株引受権はない。

ただし、会社法上、取締役会は株主総会における普通決議による事前の承認なくして、当社の株式を発行

する権利を行使することはできない。かかる条件に違反する株式の発行は無効である。当社は、会社法の規

定、当社の付属定款及び当社の決議による条件に従って、配当、議決権、資本配当その他に関する取締役が

定める権利及び規制を付した上で、取締役会が定める条件に従い、株式を割り当て、発行することができる

（株式の無償交付及び株主割当発行を除く）。ただし、１事業年度中に発行される株式総数は当社の当時の

発行済み、払込済株式資本の額面価格の10％を超えないものとするが、当該発行の条件の詳細が株主総会の

事前の承認を得た上で発行される場合にはこの限りではない。一般的に、従業員持株制度若しくは従業員株

式オプション制度に基づく株式の発行、株式の無償交付、株主割当発行若しくは私募の行使による株式の発

行（当該株式の発行が当社の事業の方向性若しくは方針に重大な影響を与える資産の取得若しくは処分を伴

わないことを条件とする）又は配当に代わる新規株式の分配である場合を除き、当社の株式発行はさらにマ

レーシアの証券委員会の事前の許可を条件とする。

上記に従い、当社株式は取締役会の管理下にあり、取締役会は、付属定款及び上場規則の規定に従い、取

締役会が適切と判断する者に対し、適切と判断する条件及び時期に、当該株式の割当又は発行をすることが

できる。

(f) ブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッド（「ブルサ・セキュリティーズ」）規則

当社株式はブルサ・セキュリティーズに上場されている。当社株式が上場されていることにより、当社は

ブルサ・セキュリティーズとの契約及び2007年資本市場及びサービスに関する法律の要件に基づき、特に以

下の規定を含むブルサ・セキュリティーズの上場規則を遵守しなければならない。

(1) 取締役は、株主が株主総会において当該取締役による特定割当を承認しない限り、従業員に対する株

式の発行に参加することができない。

(2) 株主総会において株主が別段の指示をしない限り、すべての新株は、発行前に、募集の日付現在当社

から株主総会の招集通知を受領する権利を有する株主に対し、可能な限りその所有株式数に比例して、募集

しなければならない。募集は、募集する株式数、及び募集に応じなかった場合には辞退したとみなされる期

間を明記した通知によって行うものとし、当該期間の経過後、又は募集の対象者が辞退の意思を表示した場

合には、取締役会は、当社にとって最も利益となると考える方法によって、当該株式を処分することができ

る。取締役会はまた、(新株の既存株式への割当比率上)、本規定に基づいて適宜割り当てることができない

と取締役会が考える新株についても、同様に処分することができる。

(g) 自社株の取引

ある一定の要件に従って自社株を購入する権利(当社の付属定款により許可されている場合)を除き、会社

法により、当社は自社株の買取り、取引又は自社株を担保とする金銭貸付を行うことはできない。
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(h) 登録及び譲渡

1991年証券産業(中央預託)法(以下「中央預託法」という。) に基づき、ブルサ・セキュリティーズは当

社株式を指定証券に指定した。中央預託法に基づき、指定証券は、BMDに預託しなければ、証券取引所にお

いて、取引することはできない。BMDはマレーシアの中央預託制度上の中央預託機関であり、ブルサ・セ

キュリティーズの子会社である。株主は、直接、又はブルサ・セキュリティーズ会員の中からBMDが指名す

る公認預託代理人を通じて、1998年12月１日までに証券口座を開設することにより当社株式を預託すること

を義務づけられた。これを行わなかった場合には、当社株式はマレーシアの財務大臣(Minister of

Finance)に移転され(ただし、不当な扱いを受けた株主による限定された異議申立の権利の対象となる)、適

用のある法律に従って財務大臣により処分されることがある。預託された当社株式は証券口座間の振替記帳

により取引され、物理的な株券の譲渡は行われない。預託された当社株式は、当社株主名簿上はBMDのノミ

ニーであるBMDノミニーズの名義で登録されるが、中央預託法は、BMDは権限のない受託者であることを規定

し、当社はBMDが作成する預託者名簿に記載された者を当社株主として取扱う。中央預託制度上の日本の実

質株主についての取扱いについては下記第８の１（1）「本邦における株式事務等の概要」を参照。

会社法上、以下の場合、当社の議決権付株式を有する株主は、14日以内に当社に対し、書面により、氏

名、国籍及び住所並びに利害関係を有する当社の議決権株式の詳細を通知しなければならない。

(1) 当社の全発行済議決権付株式の額面金額の５％以上を保有する場合

(2) 当該株主の当該株式に関する利害関係に変更があった場合

(3) 当社の全議決権付株式の額面金額の５％以上を所有しなくなった場合

当社は、マレーシアにおいて上場している会社として、登録株主に対し、当該株主がその議決権株式を実

質株主、承認されたノミニー又は受託者のいずれの資格で所有しているかを明らかにするよう求めることが

できる。当該株主が承認されたノミニー又は受託者として議決権株式を所有している場合には、可能な範囲

で当該株式の所有に関する委託者の名称若しくはこれらの者を確認するために必要なその他の情報を明らか

にし、その持分の性質を明らかにするよう求める権利を有する。
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(i) 清算

会社法に従い、当社が任意清算する場合、清算人は、特別決議により、同種の株主の間で当社の資産の全

部又は一部を分配し、分配される財産に関して清算人が適正とみなす価格を決定し、異種の種類株主間にお

ける分配の方法を決定することができる。清算人は、清算人が適切と判断する場合には、同様の特別決議に

より、出資者を受益者として当該資産の全部又は一部を信託することができるが、これにより債務の付着し

た株式又はその他の証券の受け入れを株主が強制されることはない。特別な条件に基づき発行された株式の

株主の権利を損なうことなく、以下の規定を適用する。

(1) 当社が清算され、株主に分配可能な資産が払込済資本の全額を返済するに足りない場合には、各株主

が保有する株式についての払込資本若しくは清算開始時に払込済みとなっているはずの金額に比例して

当該損失を株主に分配する。

(2) 清算時に株主に分配可能な資産が清算開始時の払込済資本の全額を返済しても余る額である場合、超

過分は各株主が保有する株式についての払込資本若しくは清算開始時に払込済みとなっているはずの金

額に比例して株主に分配する。

(j) 取締役

選任等

株主総会において当社が別途定めない限り、取締役の数は３名以上20名以下とする。各年次株主総会にお

いて取締役の３分の１、又は取締役の数が３名若しくは３名の倍数ではない場合、３分の１に最も近似する

数の取締役が退任するものとする。すべての取締役は３年に一度、退任する。退任する取締役は再任するこ

とができる。

付属定款の規定に基づき取締役が退任する総会において、当社は普通決議によって退任する取締役又は任

命資格を有するその他の者を選任することにより欠員を補充することができる。かかる選任が行われない場

合には、退任取締役が再任されたものとみなす。

取締役会は偶発的な欠員を補充するため、あるいは取締役を増員するため、いつでも随時取締役を選任す

る権限を有する。ただし、取締役の総数はいかなる時でも付属定款上の定員を超えてはならない。任命され

た取締役の任期は次の年次株主総会までとし、当該総会において再任することができる。なお、当該総会に

おいて輪番により退任する取締役の対象とはならない。

当社は、普通決議により、法に従い、任期満了前に取締役を解任し、普通決議により、当該取締役に代わ

る者を選任する権利を有する。選任された取締役の退任については、解任された取締役が取締役として選任

された日から取締役であったものとして、決定する。

取締役会は随時、代替取締役を選任し、また随時かかる選任を取り消すことができる。

取締役会の権限

当社の事業は、取締役会が運営し、取締役会は、会社法又は定款上株主総会において当社が行使すべき権

限を除く、当社の権限を行使することができる。株主総会において、当該規則が制定されなければ有効で

あったはずの取締役会の過去の行為を無効とする規則を制定することはできない。
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取締役会の議事手続

付属定款に従い、取締役会において提起される議事は過半数をもって決定し、取締役の過半数による決議

を取締役会の決議とみなす。可否同数の場合は、出席取締役が２名のみである場合を除き又は議事について

議決権を行使することのできる取締役が２名のみである場合を除き、議長が２番目の議決権又は決定権を有

する。

取締役会の活動に必要な定足数は、取締役会が決定し、別段の決定がない限り、２名とする。

取締役社長

取締役会は随時取締役の中から取締役社長及び取締役副社長を、適当と判断する期間及び条件で選任する

ことができ、個別の選任に係る契約の条件に従い、選任を撤回することができる。当該取締役及び会社の間

の契約の規定にもかかわらず、取締役社長は、就任期間中、当社のその他の取締役と同様の辞任、輪番によ

る退任及び解任の規定の対象となり、取締役ではなくなった場合には、自動的に選任が決定される。取締役

社長及び取締役副社長は取締役会の支配の対象となる。

 

２ 【外国為替管理制度】

(1) 為替管理

1997年の東南アジアにおける経済危機に対する政策として、マレーシア中央銀行、バンク・ヌガラ・マレー

シア(「BNM」)は1998年９月１日より、選択的資本規制を導入した。1998年９月に発表された当該政策によ

り、マレーシアの認可銀行に維持しているマレーシア・リンギット口座(非居住口座として指定されたもの)の

所有者(非居住会社及び非居住の個人を含む)は認められた目的以外の資金の利用についての非居住口座間の資

金の移動について、外国為替規制当局から事前の承認を得ることが義務づけられた。また、ポートフォリオ資

本の流入額は、最低でも１年間はマレーシア国外に送金することはできないものとし、マレーシア人旅行者に

よるリンギットの輸出入を規制し、海外における投資若しくは旅行者が持ち出すことのできる外貨の金額を制

限した。マレーシア国外のリンギットの取引も制限され、2005年７月21日までは、リンギットは米ドルに対し

て為替レートが固定されており、これにより市場による為替変動から守られた。

BNMは1999年に選択的資本規制の緩和を開始し、外国人投資家が資本と投資利益を本国へ送金できるように

したが、送金する利益のパーセンテージに基づく税金を課した。2001年２月１日に、BNMはマレーシアにおけ

る投資期間が１年未満のポートフォリオ投資からの利益についてのみ当該税金を課すことに変更した。2001年

５月２日に、BNMは主にブルサ・セキュリティーズに上場している株式の売却から発生した海外ポートフォリ

オ資金に影響するすべての規制を廃止した。

BNMの外国為替に関する規制緩和を促進するため、BNMは2005年４月１日に非居住者による外貨送金に関する

規制及び条件を緩和する変更を発表した。この変更により、外国の直接投資か若しくはポートフォリオ投資家

による資本、利益、配当、利息、報酬若しくは賃貸料の送金に関する規制はないが、すべての送金はイスラエ

ルの通貨以外の外貨で行うものとする。
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2007年１月１日付けで、1953年為替管理法(「ECA」)が改正され、外国為替の未承認取引に関する取り締ま

りを強化し、居住者による保証の発行若しくは取得による偶発的な債務をBNMが取り締まることが可能となっ

た。特に、ECAの第４項(1)及び第４項(3)が改正され、第４条A及び第10条Aが追加された。

その後ECAは、2013年６月30日付けで施行された2013年金融サービス法（FSA）によって廃止された。ECAの

第４条、第４条A及び第10条Aは、FSAの第214条(２)及び第14条第１項及び第５項に統合された。

マレーシアにおいてビジネスを行うコストを引き続き軽減させるために、BNMは以下のとおり決定した。

(ⅰ)　2007年３月21日より、為替管理通知にいくつかの改正を行い、自由化した。例えば、国内会社がグ

ループ内において海外通貨で借入を行うことや、海外の証券取引所において株式上場を行ったこと

による収益など。

(ⅱ)　2007年10月１日より、非居住者が外国為替予約契約の満期前にリンギット建て資産の売却した場

合、当該売却から７営業日以内に既存の外国為替予約契約を継続するために、再投資する条件等を

廃止した。

(iii) 2010年８月18日より、居住者及び非居住者による物品及びサービスの決済に関する規則及び居住者

による外貨の借入に関する規則が以下のとおり緩和された。

(a)　非居住者は、居住者との物品又はサービスに関する決済を、外部口座を通じて、マレーシア・

リンギットで受領若しくは支払うことができる。ただし、外部口座における資金によって第三

者の支払いを立て替えることに関する規制は今後も適用される。

「外部口座」とは、(a)非居住者が(i)単独、(ii)別の非居住者と共同で、(iii)(aa)マレーシ

アにおける合弁事業、(bb)夫若しくは妻のいずれか以外の別の居住者と共同で、又は(b)非居

住者から受託して、若しくはこれに代わって居住者がマレーシア・リンギット建てでマレーシ

アの金融機関において開設した口座である。

(b)　国内会社は非居住ノンバンク関連会社から外貨を制限なく借り入れることができ、当該関連会

社には最終的な持株会社、親会社／本店、子会社／支店、関連又は兄弟会社（共通の株主を有

する会社）が含まれる。ただし、非居住ノンバンク関連会社が非居住金融機関から外貨を取得

することのみを目的として設立されている場合、非居住ノンバンク関連会社からの借入金額の

上限は、引き続き非居住者からの借入金額の上限である100百万マレーシア・リンギットに制

限される。
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(iv)　2011年６月１日より、マレーシア・リンギットでの関連会社からの借入金についての規制が緩和さ

れ、居住会社は、非居住ノンバンク関連会社から制限なく借入を行い、マレーシアにおける実物部

門での活動資金とすることができる。実物部門とは製品の製造やサービスが実在する部門を意味

し、金融サービスを除くすべての産業が含まれる。ただし、非居住金融機関から外貨を取得するこ

とのみを目的として設立されている非居住ノンバンク関連会社から居住会社がマレーシア・リン

ギットの借入を行う場合、借入金額は引き続き非居住者からの借入金額の上限である100百万マレー

シア・リンギットに制限される。

(2) マレーシアにおける海外投資規制

マレーシアにおける株式の取得は、マレーシアの外国投資委員会（「FIC」）の規制及び監視の対象であっ

た。マレーシア首相のダト・スリ・ナジブ・トゥン・ラザックが2009年６月30日に発表したとおり、持分の取

得、合併及び買収に関するFICのガイドラインは2009年６月30日付けで廃止され、これに代わる新たなガイド

ラインは定められていない。この決定はより自由な規制環境を整備することにより、より積極的な投資活動と

活発な資本市場を実現可能にし、民間企業の繁栄を目指すためのマレーシア政府による自由化政策の一環であ

る。

上記に基づき、従前のガイドラインに定められていた、ブミプトラであるマレーシア人が最低でも30％の株

式を保有するという規定の適用はなくなった。しかし各業界の規制当局が課す株式に関する規制は今後も適用

される。

マレーシアにおける資産の取得については、2014年３月１日付けで資産取得に関する新たなガイドラインが

首相部門付属の経済計画局により発行された。新たなガイドラインに従って、居住用の不動産以外のすべての

不動産について、(i)直接の取得については、20百万マレーシア・リンギット以上の不動産について、ブミプ

トラの持分及び／若しくは政府機関の持分の希薄化が生じる場合、又は (ii)ブミプトラ持分以外の不動産の

株式の取得による間接的な取得の場合、ブミプトラ持分及び／若しくは政府当局が所有する株式の支配の変更

が生じる場合で、当該総資産の50％以上の資産を有し、当該資産が20百万マレーシア・リンギット以上の評価

額とされる場合には、首相部門付属の経済計画局の承認が必要であるとしている。

首相部門付属の経済計画局の承認を必要としないが、該当する省庁及び／又は行政府の部門の権限の対象と

なる外国人投資家による不動産の取得は以下のとおりとする。

(a)　評価額が1,000,000マレーシア・リンギット以上の商業施設の取得

(b)　評価額が1,000,000マレーシア・リンギット以上の農業用地又は下記の目的のための５エーカー以上の

土地の取得

(i)　最新又はハイテクノロジーを使用した、商業規模での農業活動、又は

(ii) 農業観光旅行プロジェクトの引受、又は

(iii)輸出用製品の生産のための農業又は農産ベースの産業活動。

(c)　評価額が1,000,000マレーシア・リンギット以上の工業用地の取得

(d)　近親者間の親族関係に基づ　く外国人に対する不動産の譲渡は親族間においてのみ許される。

外国人投資家は、政府当局が低価格又は中低価格住居として指定した、１ユニット当たりの評価額が

1,000,000マレーシア・リンギットを下回る不動産、マレー保留地の不動産及び不動産開発プロジェクトにお

いて政府当局がブミプトラ持分に割り当てた不動産を取得してはならない。
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「外国人投資家」とは、(ⅰ)マレーシア市民ではない者、(ⅱ)永住者、(ⅲ)外国会社若しくは機関、又は、

(ⅳ)（ⅰ）、（ⅱ）若しくは(ⅲ)の者が議決権の50％以上を保有する現地法人又は現地機関から構成される、

投資家、投資家グループ又は協調して活動する投資家の集団を意味する。

「永住者」とは、マレーシア市民ではなく、マレーシア政府より永住権を与えられた者を意味する。

 

３ 【課税上の取扱い】

以下の課税上の取扱いに関する記載は、本書の日付現在有効な法律に基づいており、当該日付以降の法制の変

更により変更される可能性があり、かかる変更は過去に遡及して行われる場合がある。以下に記載する概要は、

当社株式の購入、所有又は処分に関連する課税上の検討事項を余すところなく記載したものでも、あらゆる種類

の投資家に適用される課税上の取扱いを説明したものでもなく、(証券会社等の)一部の投資家には特別な規則が

適用されることもある。当社株式を保有しようとする者は、当社株式所有による課税上の取扱い全般について各

自の税務専門家と相談すべきである。

 

配当課税

2008年１月１日以前は、マレーシアの会社が支払う配当に対しマレーシアの所得税が課され、配当金支払会社

に対して源泉徴収される、インピュテーション課税システムを採用していた。配当は総額で宣言され、配当金支

払会社が支払った税金を控除した純額が支払われる。かかる純額の支払いについて源泉徴収は行われない。マ

レーシアの配当所得を受領した株主は、当該株主のマレーシアの税金について、配当金支払会社が支払った税金

の税額控除を申告することができる場合がある。配当所得の受取人がマレーシアと租税条約を締結する国におけ

る居住者であって、当該国において配当所得が課税される場合、当該条約に従い、二重課税の回避の申告をする

ことができる場合がある。

マレーシアは上記のインピュテーション課税システムに代わるシングルティア課税システムを2008年１月１日

より導入した。2007年12月31日現在、所得税法第108条の口座に残高がない会社は、シングルティア課税システ

ムに基づき配当金を支払う。

2007年12月31日現在、所得税法第108条の口座に残高のある会社は６年間の移行期間（2008年１月１日から

2013年12月31日）を与えられ、税額控除の対象となる受取配当金を所得税法第108条の口座に残高から支払うこ

とができる。これらの会社は所得税法第108条の口座に残高がなくなった場合、又は当該口座の残高を完全に使

用することができなくても、2013年12月31日以降はシングルティア課税システムに基づき配当金を支払う。

シングルティア課税システムに基づき支払う配当金は、株主に支払後はマレーシアの所得税の課税対象とはな

らない。
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キャピタル・ゲイン課税

現行のマレーシア法上、不動産会社以外の会社の証券(当社株式を含む)の売却によるキャピタル・ゲインに対

する課税はない。2010年１月１日より、５％の不動産売却益税(「RPGT」)が不動産の売却益に対して課される。

ここで不動産とは、マレーシアに所在するあらゆる土地及び当該土地に対するあらゆる持分、オプション若しく

はその他の権利を意味する。RPGTは不動産会社に対する持分の処分についても課される。ただし、2012年１月１

日より、RPGT率は取得から２年以内に処分された不動産については10％に引き上げられた。２年を超え５年以内

の期間に所有、処分された不動産については、RPGTは５％とし、取得後５年を超えて処分された不動産はRPGTの

対象外である。

2013年１月１日より、RPGT率は取得から２年以内に処分された不動産について10％から15％に引き上げられ

た。２年を超え５年以内の期間で所有、処分された不動産については、RPGT率は5％から10％に引き上げられ、

取得後５年を超えて処分された不動産は引き続きRPGT率0％である。

 

不動産収益税

2014年１月１日より、不動産の処分及び不動産会社に対する持分の処分による利益に対する不動産収益税率

は、以下のとおり改訂された。

処分の日 会社 個人
（国民及び永住者）

個人
（非居住者）

取得日から３年以内 30％ 30％ 30％

４年目 20％ 20％ 30％

５年目 15％ 15％ 30％

６年目以降 5％ 0％ 5％
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４ 【法律意見】

当社の法律顧問を務めるリー・ペラーラ・アンド・タン法律事務所から、(ⅰ)当社が、マレーシア法に準拠し

た法人として適法に設立されかつ有効に存続し、(ⅱ)本書に記載されたマレーシア法に関する記述が、すべての

重要な点において正確である旨の法律意見書が提出されている。
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第２ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 下表は過去５事業年度における当グループの主要な経営指標等の推移を示す。

 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

売上高
(百万マレーシア・リンギット)

16,505.0 18,354.8 20,195.8 20,033 19,269.2

経常利益
(百万マレーシア・リンギット)

2,977.0 2,999.4 3,079.4 2,921.7 3,685.7

子会社及び関連会社持分損益
(百万マレーシア・リンギット)

302.8 404.0 380.0 396.5 249.7

税引前利益
(百万マレーシア・リンギット)

2,278.4 2,351.9 2,450.2 2,299.4 2,811.6

当期純利益
(百万マレーシア・リンギット)

1,619.1 1,835.9 1,974.1 1,830.9 2,604.9

包括利益金額

(百万マレーシア・リンギット)

（注１）

549.7 2,588.6 1,823.7 1,794.8 3,375.6

株式資本
(百万マレーシア・リンギット)

950.1 952.8 1,054.7 1,073.9 1,073.9

発行済普通株式総数(株)
(注２)＊

8,974,226,145 8,978,704,645 9,678,186,224 10,365,587,534 10,363,587,434

純資産
(百万マレーシア・リンギット)

9,630.1 10,365.9 11,943.6 13,142.1 14,386.8

総資産
(百万マレーシア・リンギット)

46,060.0 48,266.2 51,600.0 53,603.4 61,042.4

１株当たり当期純利益（セ

ン）＊
9.45 11.53 12.25 12.20 15.00

１株当たり当期純利益（セン）

（希薄化後）＊
9.37 11.44 12.25 12.20 15.00

自己資本比率(％)(注３) 20.9 21.5 23.1 24.5 23.6

１株当たり純資産(マレーシ
ア・リンギット)(注４)＊

1.07 1.15 1.23 1.27 1.39

１株当たり配当金額(セン)＊ 1.5 2.0 4.0 2.5 2.5

営業活動による／（に使用し

た）キャッシュ・フロー

(百万マレーシア・リンギット)

3,447.9 3,567.1 2,932.0 2,771.0 4,306.3

投資活動による／（に使用し

た）キャッシュ・フロー

(百万マレーシア・リンギット)

(2,584.4) (1,810.6) (1,338.8) (3,268.3) (2,559.9)

財務活動による／（に使用し

た）キャッシュ・フロー

(百万マレーシア・リンギット)

2,017.1 (833.9) (647.4) 1,032.5 (2,699.6)

現金及び現金同等物の残高

(百万マレーシア・リンギット)
11,046.0 12,189.8 13,277.1 13,742.6 13,149.2

配当性向(％)(注５) 15.87 17.35 32.65 20.49 16.67

＊これらの項目は2011年４月29日付けで実施された、１株0.50マレーシア・リンギットの当社普通株式を１株0.10マレーシア・

リンギットの普通株式５株に分割した株式分割の調整を考慮して、再表示されている。
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(注１)　非支配持分も含まれている。

(注２)　発行済普通株式総数は各事業年度末現在の数値である(自己株式は除く)。

(注３)　自己資本比率は、純資産を事業年度末現在の総資産で除して算出されている。

(注４)　１株当たり純資産は、純資産を各事業年度末現在の発行済普通株式総数で除して算出されている。

(注５)　配当性向は、事業年度中に支払われた１株当たりの配当金額を当該年度に係る１株当たり純利益で除して算出され

ている。
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(2) 下表は過去５事業年度における当社の主要な経営指標等の推移を示す。

 

(単位：百万マレーシア・リンギット) 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

売上高 667.2 623.8 569.8 826.4 288.4

経常利益 912.5 582.7 653.1 877.5 266.7

税引前利益 844.1 501.1 567.9 791.9 150.0

当期純利益 786.9 456.9 520.7 775.9 103.7

株式資本 950.1 952.8 1,054.7 1,073.9 1,073.9

純資産 5,247.2 5,561.3 6,546.2 7,137.5 6,995.0

総資産 8,137.6 8,377.8 9,483.8 11,105.6 10,775.3

営業活動によるキャッシュ・フロー 425.0 374.1 6.8 598.1 158.5

投資活動による／（に使用した）キャッ

シュ・フロー
(690.3) (16.6) (95.2) 161.6 0.4

財務活動による／（に使用した）キャッ

シュ・フロー
205.8 (144.2) (731.4) 216.4 (399.8)

 

２ 【沿革】

(1) 会社の沿革

年 主な変遷

1955年 現会長のタン・スリ・ダトゥック・セリ・パングリマ(ドクター)ヨー・ティオン・レイが、当

時は個人企業であったシャリカット・ペムベナアン・ヨー・ティオン・レイ・センドリアン・

バーハッド(「SPYTL」)を通じて、当グループの前身となる建設業を開始した。最初のプロ

ジェクトには、英国陸軍のための兵舎及び弾薬庫建設があった。その後、学校、大学、病院、

市役所、工場、製作所建設の契約及びマレーシア全土の灌漑計画を含むその他の政府関連のプ

ロジェクトを受注した。

 

1982年11月９日 当社がコンストラクション・マーケティング(エム)センドリアン・バーハッドの商号で非公開

株式会社として設立される。

 

1984年 設立後1984年まで当社は休眠会社であった。1984年ブルサ・セキュリティーズ及びロンドン証

券取引所に上場されていた英国法人ホンコン・ティン・ピー・エル・シー(「HKTPLC」、現在

の名称はワイ・ティー・エル・コーポレーション(UK)ピーエルシー)の住所を英国からマレー

シアに移転するためのスキーム・オブ・アレンジメント(以下「本スキーム」という。) を実

施するため、当社は商号をホンコン・ティン・コーポレーション (マレーシア) バーハッドに

変更するとともに活動を開始した。本スキームに基づき当社はブルサ・セキュリティーズに上

場され、HKTPLCは上場廃止となり、当社の完全子会社となった。本スキームの実施と同時に当

社は生コンクリートの製造者であるビルドコン・バーハッド等のグループ企業を擁するワイ・

ティー・エル・インダストリーズ・バーハッド(当時の名称はホンフー・リアルティ・センド

リアン・バーハッド)の全株式を取得した。ワイ・ティー・エル・インダストリーズ・バー

ハッドは当時ヨー一族が支配する会社であった。

 

1985年２月 当社は普通株式10,600,000株の公募を行い、その結果、1985年４月３日に当社株式をブルサ・

セキュリティーズ及びシンガポール証券取引所に上場した。1990年１月１日、当社はシンガ

ポール証券取引所における上場を廃止した。
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年 主な変遷

1988年２月 当社は、国内有数の土木建築会社であるSPYTLを取得した。取得の対価総額は37.5百万マレー

シア・リンギットで、１株当たり50センの当社普通株式46.875百万株の発行によってまかなわ

れた。SPYTL取得と同時に、当社はブミプトラの投資家を対象として、１株当たり50センの普

通株式30,416,617株を発行し、ブミプトラによる法人分野参入に関するマレーシア政府の新経

済政策を完全に遵守した。

 

1988年３月１日 SPYTL取得の結果及び当グループの活動におけるSPYTLの支配的な地位を反映するため、当社の

商号を現在の名称であるワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッドに変更した。

 

1993年４月 マレーシア政府の独立系電力事業計画に基づき、当社の子会社ワイ・ティー・エル・パワー・

ジェネレーション・センドリアン・バーハッドが、電力供給庁長官から、１番目の独立系電力

事業の所有、建設、運営及び維持に関する許可を付与された。

 

1993年６月 当社の完全子会社であるワイ・ティー・エル・インダストリーズ・バーハッドが、その完全子

会社であるYTLセメント・バーハッド（「YTLセメント」）の株式を売り出し、YTLセメントの

株式がブルサ・セキュリティーズに上場された。ワイ・ティー・エル・インダストリーズ・

バーハッドは、YTLセメントの株式の過半数を引き続き保有している。

 

1996年２月 当社株式を東京証券取引所に上場した。

 

1997年５月 当社の子会社であり、グループの発電事業を総括するワイ・ティー・エル・パワー・インター

ナショナル・バーハッド(「YTLPI」)の株式がブルサ・セキュリティーズのメイン・ボードに

上場された。

 

2001年４月 ブルサ・セキュリティーズのメイン・ボードに上場されているタイピン・コンソリデーテッ

ド・バーハッド(TCB)は、当社が１株１マレーシア・リンギットのTCB株式100百万株を総額100

百万マレーシア・リンギットで引き受けたことにより、当社の子会社となった。

 

2002年５月 YTLPIは、エンロン・コーポレーションの子会社であるアズリックス・ヨーロッパ・リミテッ

ドより、英国の水道会社であるウェセックス・ウォーター・リミテッド(以下「ウェセック

ス・ウォーター」という。) の全発行済株式を1,239.2百万ポンドで取得した。

 

2004年11月 YTLPIは、YTLパワーとPTブミペルティウィ・タタプラディプタの間で、2004年５月31日付けで

締結された株式売買契約に基づき、PTジャワ・パワーの35％の持分及びローン・ストック持分

を139.4百万米ドル（529.7百万マレーシア・リンギット）で買収した。

 

2004年12月 YTLセメントは、YTLセメントとドーサン・ヘヴィー・インダストリーズ・アンド・コンストラ

クション・カンパニー・リミテッドの間で2004年７月16日付けで締結された売買契約及びダナ

ハルタ・マネージャーズ・センドリアン・バーハッドとYTLセメントの間で2004年11月５日付

けで締結された売買契約に基づき、ペラ・ハンジュン・サイメン・センドリアン・バーハッド

の64.84％の持分に相当する株式217.158百万株を、総額184.908百万マレーシア・リンギット

で購入した。
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年 主な変遷

2005年９月 YTLセメントは、アンドレ・ハリム（別名　リエム・シエン・ジョン、リエム・シエン・ジオ

ン）（「ハリム」）とYTLセメント・シンガポール・プライベート・リミテッド（「YTLCシン

ガポール」）との間でYTLCシンガポールによるジュロン・セメント・リミテッドの株式の

6.98％に相当する１株１シンガポール・ドルの株式3,093,000株を取得することに関して締結

した2005年９月２日付けの売買契約及びキンド・プライベート・リミテッド（「キンド」）と

YTLCシンガポールの間でYTLCシンガポールによるジュロン・セメント・リミテッドの株式の

13.96％に相当する１株１シンガポール・ドルの株式6,186,000株を取得することに関して締結

した2005年９月２日付けの売買契約に基づき、9.279百万株を総額8,815,050シンガポール・ド

ルで取得した。

 

2005年12月 スターヒル・リアル・エステート・インベストメント・トラスト（「スターヒルREIT」）がブ

ルサ・セキュリティーズのメイン・ボードに上場した。スターヒルREITの不動産ポートフォリ

オはスターヒル・ギャラリー、隣接しているJWマリオット・ホテル、クアラルンプール及び

ロット10ショッピング・センター内の137区画と２つの付属区画の小売店、オフィス、倉庫及び

その他のスペースから構成される。当グループの子会社であるピンタール・プロジェック・セ

ンドリアン・バーハッドがスターヒルREITの管理会社である。

 

2006年12月 当社の子会社であり、ブルサ・セキュリティーズのメスダックに上場しているワイ・ティー・

エル・イーソリューションズ・バーハッド（「YTLイーソリューションズ」）は、Yマックス・

ネットワークス・センドリアン・バーハッド（旧ビズサーフ(M)センドリアン・バーハッド）

（「Yマックス・ネットワーク」）の50％の持分を現金1,350,000マレーシア・リンギットで取

得する契約を締結したことを発表した。Yマックス・ネットワークはその後マレーシア通信マル

チメディア委員会より合計４件のうちの１件の2.3ギガヘルツ広帯域無線接続帯域のWiMAX認可

を付与された。

　

2007年11月 YTLセメントはゼジアン・リン・アン・ジン・ユアン・セメント・カンパニー・リミテッド

（以下「ジン・ユアン・セメント」という。）に対する全持分を、完全子会社であるYTLセメ

ント（ホンコン）リミテッドを通じて総額150,000,000人民元で取得した。ジン・ユアン・セ

メントは中華人民共和国で設立され、その主な活動はポルトランド・セメント及びクリンカー

の製造及び販売である。

 

2009年３月 YTLPIはパワーセラヤ・リミテッド（以下「パワーセラヤ」という。）を3,600百万シンガポー

ル・ドルで買収し、全株式の取得を完了した。3,100メガワットの認可容量を有する同社は、

シンガポールの認可発電容量の約25％を有しており、石油取引及び複数の公共事業を行ってい

る。

 

2010年１月 ワイ・ティー・エル・セメントの完全子会社であるワイ・ティー・エル・セメント・シンガ

ポール・プライベート・リミテッドは、ジュロン・セメント・リミテッド（以下「JCL」とい

う。）に対する21.48％の持分（同社の9,520,000株に相当する）を処分する提案を受け入れ

た。この結果、JCLはワイ・ティー・エル・セメント及び当社の関連会社ではなくなった。
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年 主な変遷

2011年11月 スターヒルREITは下記のホスピタリティ資産の取得を完了した。

(i)　　 キャメロン・ハイランズ・リゾート

(ii)　　ヴィスタナ・ペナン

(iii)　 ヴィスタナ・クアラルンプール

(iv)　　ヴィスタナ・クアンタン

(v)　　 リッツ・カールトン・レジデンス

(vi)　　リッツ・カールトン・クアラルンプール

(vii)　 パンコール・ラウト・リゾート

(viii)　タンジョン・ジャラ・リゾート

　
2011年11月～

12月

当社は、ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デベロップメント・バーハッドの下記の子会

社の処分を完了した。

(i)　　 サトリア・セウィラ・センドリアン・バーハッド

(ii)　　エメラルド・ヘクタール・センドリアン・バーハッド

(iii)　 ピナクル・トレンド・センドリアン・バーハッド

(iv)　　トレンド・エーカーズ・センドリアン・バーハッド

(v)　　 レイクフロント・プライベート・リミテッド

(vi)　　サンディ・アイランド・プライベート・リミテッド

(vii)　 ブダヤ・ベルサトゥ・センドリアン・バーハッド

(viii)　ワイ・ティー・エル・ウェストウッド・プロパティーズ・プライベート・リミテッド

 

2012年11月 スターヒルREITは、完全子会社及びトラストを通じて、

 

(a)　スターヒル・ホスピタリティ・オーストラリアを受託者とするスターヒル・ホスピタリ

ティREIT（シドニー）トラスト、スターヒル・ホスピタリティREIT（ブリスベン）トラスト及

びスターヒル・ホスピタリティREIT（メルボルン）トラスト（ホテル購入者）、及び

 

(b)スターヒル・ホテル・シドニー、スターヒル・ホテル・ブリスベン及びスターヒル・ホテ

ル・メルボルン（ホテル・ビジネス購入者）

 

との間で、下記のホテルを415,000,000豪ドルの対価で購入する取引を完了した。

 

(i)　 シドニー・ハーバー・マリオット・ホテル

(ii)　メルボルン・マリオット・ホテル

(iii) ブリスベン・マリオット・ホテル

 

(2) 日本における活動

 

年 主な変遷

2010年３月 当社の完全子会社であるワイ・ティー・エル・ホテルズ・アンド・プロパティーズ・センドリ

アン・バーハッド（以下「YTLHP」という。）は、ニセコビレッジ株式会社の発行済全株式に

相当する496,184株を、PCワン有限会社から取得する買収契約を締結した。ニセコビレッジは

日本の法律に基づき設立された有限責任会社である。その後、YTLHPはニセコビレッジへの投

資の保有のために、シンガポールに完全子会社であるニセコビレッジ（S）プライベート・リ

ミテッドを設立した。
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３ 【事業の内容】

当社の主な活動は、投資持株会社と運用会社としての活動である。

当グループの主な事業は、発電（受託市場及びマーチャント市場の両方）、給水及び排水処理、商業マル

チ・ユーティリティサービス、通信、建設、不動産開発及び投資、工業用品及び支給品の製造、ホテル開発及

び運営（レストラン運営を含む）、インターネット事業に関するコンサルティング、インキュベーション及び

アドバイザリー・サービスなど、総合的なインフラ開発事業である。

上記を除き、当年度中、これらの活動の内容に重要な変化はなかった。

 

４ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

当社の親会社は、資本金40.7百万マレーシア・リンギットの持株会社であり、マレーシアにおいて設立され

たヨー・ティオン・レイ・アンド・サンズ・ホールディングス・センドリアン・バーハッド(「ワイ・

ティー・エル・ホールディングス」)である。2014年６月30日現在、ワイ・ティー・エル・ホールディングス

及びヨー一族の構成員は、当社株式の53.51％を保有していた。
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(2) 子会社

2014年６月30日現在の当社の子会社は以下のとおりである。

 

当社が直接所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

アラー・アサス・セン
ドリアン・バーハッド

マレーシア ２ 100.00 不動産開発

ビジネス・アンド・バ
ジェット・ホテルズ・
センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア
 

7,000,000 100.00 投資持株会社及び不動産
投資

ケイン・クリエーショ
ンズ・センドリアン・
バーハッド

マレーシア 250,000 100.00 投資持株会社

コーナーストーン・ク
レスト・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 100,000 100.00 投資持株会社

デ ィ ヴ ァ イ ン ・
ヴュー・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア ２ 100.00 商業取引、不動産取引、
投資持株会社

ダイナミック・プロ
ジェクト・デベロップ
メント・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 600,000 100.00 土木建築及び建設業

インテレクチュアル・
ミッション・センドリ
アン・バーハッド

マレーシア ２ 100.00 最新技術を利用した教育
及び訓練

プリズマ・チュリン・
センドリアン・バー
ハッド

マレーシア 21,424,804
 

100.00 ホテル開発

スペクタキュラー・
コーナー・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア ２ 100.00 休眠中

*
スターヒル・グローバ
ル・リアル・エステー
ト・インベストメン
ト・トラスト

マレーシア 1,291,395 36.27 プライム不動産投資

シャリカット・ペムベ
ナアン・ヨー・ティオ
ン・レイ・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 300,000,000 100.00 土木工事、建設、不動産
投資、投資及び関連事業

*
ワイ・ティー・エル・
ケイマン・リミテッド

ケイマン諸島 ２米ドル 100.00 投資持株会社、ヨット及
び船舶の所有及びチャー
ター

ワイ・ティー・エル・
ホスピタリティREIT

マレーシア 1,291,395,000 59.03 不動産投資
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

ワイ・ティー・エル・
セメント・バーハッド

マレーシア 246,489,828.50 98.13 投資持株会社、管理サー
ビス及び車両賃貸

ワイ・ティー・エル・
チャーターズ・センド
リアン・バーハッド

マレーシア ２ 100.00 飛行機、ヘリコプター、
船舶及び車のチャーター

*
ワイ・ティー・エル・
コーポレーション(UK)
ピーエルシー

イングランド及
びウェールズ
 

150,000ポンド 100.00 休眠中

*
ワイ・ティー・エル・
コーポレーション・
ファイナンス（ケイマ
ン）リミテッド

ケイマン諸島 １米ドル 100.00 休眠中

ワイ・ティー・エル・
コーポレーション・
ファイナンス(ラブア
ン)リミテッド

マレーシア １米ドル 100.00 証券発行のための特別目
的会社及び投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
イーソリューション
ズ・バーハッド

マレーシア 135,000,000 74.12 投資持株会社、テクノロ
ジー企業、あらゆるイン
ターネット・コンテンツ
及び非インターネット関
連企業の開発及び起業支
援などの起業支援サービ
スの提供、並びにeコ
マース又はインターネッ
ト・コマース関連事業へ
のコンサルティング・
サービスの提供

ワイ・ティー・エル・
エコソリューション
ズ・センドリアン・
バーハッド

マレーシア ２ 100.00 セメント工場炉処分のた
めの都市の固形廃棄物の
ガス化の促進に関するコ
ンサルティング・サービ
ス

ワイ・ティー・エル・
エナジー・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 2,000,000 100.00 投資持株会社

*
ワイ・ティー・エル
(ガーンジー)リミテッ
ド

ガーンジー ２ポンド 100.00 投資及び不動産持株会社

*
ワイ・ティー・エ

ル・ホテル・マネジメ
ント・サントロペSARL

フランス 100,000ユーロ 100.00 ホテルの運営及び管理
サービス

ワイ・ティー・エル・
ホテルズ・アンド・プ
ロパティーズ・センド
リアン・バーハッド
 

マレーシア 250,000 100.00 投資持株会社及び管理
サービス

ワイ・ティー・エル・
インダストリーズ・
バーハッド

マレーシア 12,980,009 100.00 投資持株会社、不動産開
発及び不動産投資
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

ワイ・ティー・エル・
ランド・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 1,000,000 100.00 不動産投資及び不動産管
理

*
ワイ・ティー・エル・
ランド・アンド・デベ
ロップメント・バー
ハッド

マレーシア 422,172,451

 
 
 
 

57.89 投資持株会社、財務、財
政及び事務サービスの提
供

*
ワイ・ティー・エル・
パワー・インターナ
ショナル・バーハッド

 

マレーシア 3,664,128,388.50 57.77 投資持株会社及び事務及
びテクニカル・サポー
ト・サービスの提供

*
ワイ・ティー・エル・
シンガポール・プライ
ベート・リミテッド

シンガポール 500,000
シンガポール・

ドル

100.00 不動産投資

ワイ・ティー・エル・
SV・カーボン・センド
リアン・バーハッド

マレーシア 1,000,000 75.00 コンサルティング・サー
ビスの提供

ワイ・ティー・エル・
バケーション・クラ
ブ・バーハッド

マレーシア 1,000,000 100.00 休眠中
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ビジネス・アンド・バジェット・ホテルズ・センドリアン・バーハッドを通じて所有する子会社:

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

ビジネス・アンド・バ
ジェット・ホテルズ
(ペナン)センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア
 

43,833,350 51.00 ホテル及びリゾートの経
営
 

ビジネス・アンド・バ
ジェット・ホテルズ
(セベランジャヤ)セン
ドリアン・バーハッド
 

マレーシア
 

4,182,640 51.00 休眠中

 

ケイン・クリエーションズ・センドリアン・バーハッドを通じて所有する子会社:

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

ケイン・クリエーショ
ンズ(マーケティング)
センドリアン・バー
ハッド

マレーシア 100,000 100.00 籘家具、民芸品及びアク
セサリーの取引及び関連
サービス

ナチュラル・アドベン
チャーズ・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア ２ 100.00 家具の小売業及びカフェ
事業

ニッチ・リテイリン
グ・センドリアン・
バーハッド

マレーシア 5,000,000 100.00 小売

スターヒル・リビン
グ・コム・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア ２ 100.00 プロジェクト管理サービ
ス、絵画、家具、アクセ
サリーの取引及び関連
サービス

トレンディ・リテイリ
ング・センドリアン・
バーハッド

マレーシア ２ 100.00 小売

 

ディヴァイン・ヴュー・センドリアン・バーハッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
SCIワイ・ティー・エ
ル・ホテルズ・サント
ロペ

フランス (発行済み)
1,000,000

ユーロ
 

(払込済み)-
(５年以内に支払え

ばよい)
 

100.00 不動産の取得・管理・賃
貸及び運営並びに／又は
転売
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スターヒル・グローバル・リアル・エステート・インベストメント・トラスト（「SGREIT」）を通じて所有する子会社:

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
アラ・ビンタン・バー
ハッド

マレーシア ２
（普通株式２株）

（注１）
 

1,000,000
（優先株式100,000

株）

36.27 不動産投資

*
レネ・スプリング・デ
パートメント・スト
ア・カンパニー・リミ
テッド

中国 33,570,000 人民元

（登記資本金）

36.27 不動産投資

*
SG REIT (M) プ ラ イ

ベート・リミテッド

シンガポール 1,000
（普通株式
1,000株）

647,249,053
（優先株式

647,249,053 株）

 

36.27 投資持株会社

*
SG REIT (WA) プ ラ イ

ベート・リミテッド

シンガポール 100,000
シンガポール・ドル

（普通株式
100,000株）

 

36.27 投資持株会社

*
SG REIT (WA)トラスト

オーストラリア 3,000,000
シンガポール・ドル

（普通株式
3,000,000株）

 

36.27 不動産投資

*
SG REIT (WA)サブトラ

スト１

オーストラリア 1,500,000
シンガポール・ドル

（普通株式
1,500,000株）

 

36.27 不動産投資

*
スターヒル・グローバ
ルREITジャパン・SPC
ワン・プライベート・
リミテッド

シンガポール 100,000
シンガポール・ドル

（普通株式
100,000株）

 

36.27 投資持株会社

*
スターヒル・グローバ
ル REIT ジ ャ パ ン SPC
ツー・プライベート・
リミテッド

シンガポール 3,000,000
シンガポール・ドル

（普通株式
3,000,000株）

 

36.27 投資持株会社

*
スターヒル・グローバ
ル REIT 　MTN プ ラ イ
ベート・リミテッド

シンガポール 1,500,000
シンガポール・ドル

（普通株式
1,500,000株）

 

36.27 ミディアム・ターム・
ノート・プログラムに基
づく債券の発行会社
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
スターヒル・グローバ
ルREITワン特定目的会
社

日本 10,784,750,000円
（優先出資
215,695口）

 

1,272,450,000円
（特定出資
25,449口）

 

36.27 不動産投資

*
スターヒル・グローバ
ル・ML株式会社

日本 850,000円
（1,100,000株）

36.27 日本における不動産のマ
スター・レッシー

*
トップ・シュア・イン
ベストメント・リミ
テッド

香港 10,000香港ドル

（普通株式
10,000株）

 
10,000香港ドル

（優先株式
10,000株）

36.27 投資持株会社

(注１) 慈善目的で受託者が保有。

 

シャリカット・ペムベナアン・ヨー・ティオン・レイ・センドリアン・バーハッドを通じて所有する子会社:

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
オーステーシア・メタ
ル・センドリアン・
バーハッド

マレーシア 800,000 100.00 休眠中

オーステーシア・ティ
ンバーズ・マレーシ
ア・センドリアン・
バーハッド

マレーシア 893,402 100.00 休眠中

ビルダース・ブリック
ワークス・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 3,869,000 93.80 休眠中

コンストラクション・
リース(M)センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 1,500,002 100.00 リース、賃貸及び融資

ダイナミック・マーケ
ティング・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 2,000,002 100.00 建築資材取引

ダイナミック・プロパ
ティ・マネジメント・
センドリアン・バー
ハッド

マレーシア 1,000,002 100.00 不動産開発

ファースト・コマー
シャル・デベロップメ
ント・センドリアン・
バーハッド

マレーシア 1,000,002 100.00 不動産投資
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

カンプン・ティオン・
デベロップメント・セ
ンドリアン・バーハッ
ド
 

マレーシア 500,000 70.00 不動産開発
 

レイ・セング・オイ
ル・パーム・プラン
テーションズ・センド
リアン・バーハッド

マレーシア 1,500,000 100.00 油ヤシの栽培

ペ ル マ イ ・ プ ロ パ
ティ・マネジメント・
センドリアン・バー
ハッド

マレーシア ２ 100.00 不動産管理及び関連サー
ビス

スリ・トラベル・アン
ド・ツアーズ・センド
リアン・バーハッド

マレーシア 300,000 70.00 自動車レンタル、航空券
販売及び関連サービス

トランスポータブル・
キャンプス・センドリ
アン・バーハッド

マレーシア 1,300,000 100.00 キャンピングカー及び木
材製品の取引及び賃貸

ヤップ・ユー・ハッ
プ・ブリックワークス
(ペラ)センドリアン・
バーハッド

マレーシア 600,004 93.80 休眠中

ヨー・ティオン・レ
イ・レアルティ・セン
ドリアン・バーハッド

マレーシア 750,005 100.00 不動産、投資及び管理
サービス

*
ワイ・ティー・エル・
コンストラクション
GmbH

ドイツ 25,000ユーロ 100.00 休眠中

*
ワイ・ティー・エル・
コンストラクション
(S)プライベート・リ
ミテッド

 

シンガポール 300,000
シンガポール・ドル

100.00 建設関連事業及び不動産
開発

ワイ・ティー・エル・
デベロップメント・セ
ンドリアン・バーハッ
ド

マレーシア 100,000 70.00 不動産開発

ワイ・ティー・エル・
シビル・エンジニアリ
ング・センドリアン・
バーハッド

 

マレーシア 10,000,000 90.00 土木工事及び建設

ワイ・ティー・エル・
プロジェクト・マネジ
メント・サービシズ・
センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア 20,000 100.00 建設プロジェクトに関す
る管理サービスの提供

ワイ・ティー・エル・
テクノロジーズ・セン
ドリアン・バーハッド

マレーシア 9,000,000 99.25 設備サービス及び賃貸
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ワイ・ティー・エル・ケイマン・リミテッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
ジャスト・ヘリテー
ジ・センドリアン・
バーハッド

マレーシア ２ 100.00 不動産管理及び関連サー
ビス
 

*
スターヒル・グローバ
ルREITインベストメン
ツ・リミテッド

 

ケイマン諸島 １
シンガポール・ドル

100.00 投資持株会社

*
スターヒル・グローバ
ルREITマネジメント・
リミテッド

 

ケイマン諸島 １
シンガポール・ドル

100.00 投資持株会社

*
ワイ・ティー・エル・
コンストラクション・
インターナショナル
（ケイマン）リミテッ
ド

 

ケイマン諸島 １米ドル 100.00 建設関連事業への投資

*
ワイ・ティー・エル・
コンストラクション
（タイランド）リミ
テッド

 

タイ 2,000,000
タイ・バーツ

74.89 建設関連事業

*
ワイ・ティー・エル・
パワー・サービシズ
（ケイマン）リミテッ
ド

ケイマン諸島 １米ドル 100.00 投資持株会社並びに発電
所の運営管理サービスの
提供
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
ワイ・ティー・エル・
プロパティ・インベス
トメンツ・リミテッド

ケイマン諸島 １米ドル 100.00 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
パワー・サービシズ
（レバノン）SARL

レバノン 5,000,000
レバノン
・ポンド

（100パーツ
から成る）

100.00 発電所の運営管理

ワイ・ティー・エル・
パワー・サービシズ・
センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア 350,000 100.00 発電所の運営管理

*
ワイ・ティー・エル・
パワー・サービシズ
(S)プライベート・リ
ミテッド

 

シンガポール １
シンガポール・ドル

100.00 発電所の運営管理

*
ワイ・ティー・エル・
スターヒル・グローバ
ル・プロパティ・マネ
ジメント・プライベー
ト・リミテッド

 

シンガポール 100,000
シンガポール・ドル

100.00 不動産管理

*
ワイ・ティー・エル・
スターヒル・グローバ
ルREITマネジメント・
ホールディングス・プ
ライベート・リミテッ
ド

 

シンガポール 3,000,000
シンガポール

・ドル
 

100.00 投資持株会社

*
ワイ・ティー・エル・
スターヒル・グローバ
ルREITマネジメント・
リミテッド

 

シンガポール 1,500,000
シンガポール・ドル

100.00 投資助言、不動産ファン
ド管理
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ワイ・ティー・エル・セメント・バーハッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

バ ト ゥ ・ テ ィ ガ ・
クォーリー・センドリ
アン・バーハッド
 

マレーシア
 

1,000,000 98.13 採石業及び花崗岩砂利取
引

バ ト ゥ ・ テ ィ ガ ・
クォーリー(Sg.ブロー)
センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア
 

1,000,000 98.13 採石業及び関連サービス

ベンタラ・ゲミラン・
インダストリーズ・セ
ンドリアン・バーハッ
ド （ 旧 シ ャ ト ゥ ー
シュ・コム・センドリ
アン・バーハッド）

マレーシア 100,000 49.06 生コンクリート製造・販
売

ビルドコン・シマコ・
コンクリート・センド
リアン・バーハッド
 

マレーシア  6,700,000 49.51 生コンクリート製造・販
売

ビルドコン・コンク
リート・エンタプライ
ズ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア
 

２ 98.13 投資持株会社

ビルドコン・コンク
リート・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア 10,000,000 98.13 生コンクリート製造・販
売
 

ビルドコン・デサ・セ
ンドリアン・バーハッ
ド
 

マレーシア 620,000 98.13 生コンクリート製造・販
売

シー・アイ・クアリン
イング＆マーケティン
グ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 873,834 98.13 花崗岩の採石
 

シー・アイ・レディー
ミックス・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア 7,000,000 98.13 生コンクリート製造・販
売
 

コンペテント・チーム
ワーク・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 250,000 98.13 投資持株会社

*
コンクリート・インダ
ストリーズ・プライ
ベート・リミテッド

 

シンガポール 50,000
シンガポール・ドル

98.13 休眠中

ゲミラン・ピンター
ル・センドリアン・
バーハッド

 

マレーシア 100,000 68.69 採石製品のマーケティン
グ及び取引
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
インダストリアル・プ
ロキュアメント・リミ
テッド

 

ケイマン諸島 １米ドル 98.13 休眠中

ジ ャ ク サ ・ ク ォ ー
リー・センドリアン・
バーハッド

 

マレーシア 7,500,002 98.13 採石業、花崗岩、砂利・
砕石の製造
 

ケネイソン・コンスト
ラクション・マテリア
ルズ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア
 

2,000,000 98.13 休眠中

ケネイソン・ノーザ
ン・クォーリー・セン
ドリアン・バーハッド
 

マレーシア
 

1,201,000
 

98.13 プレミックス製品、建設
及び建材の製造・販売及
び流通
 

*
リンアン・ルゥ・ホン
グ・トランスポート・
カンパニー・リミテッ
ド

 

中華人民共和国
 

10,000,000人民元 98.13 商品の道路輸送、倉庫及
び関連サービス
 

マダー・セロカ・セン
ドリアン・バーハッド

マレーシア 250,002 98.13 投資持株会社

ミニーミックス・セン
ドリアン・バーハッド
 

マレーシア
 

100,000 98.13 休眠中

ミューチュアル・プロ
スペクト・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア 75,100 98.13 採石業及び関連サービス
 

オアシス・ビジョン・
センドリアン・バー
ハッド

マレーシア 10 35.03 ビル及び建築産業のため
の建物及び建築資材及び
製品の製造、生産、取引
及び引き渡し

*
パハン・セメント・セ
ンドリアン・バーハッ
ド

 

マレーシア 140,000,000 98.13 ポルトランド・セメン
ト、クリンカー及び関連
製品の製造・販売
 

*
パハン・セメント・
マーケティング・セン
ドリアン・バーハッド

 

マレーシア 500,000  98.13 休眠中

ペルモダラン・ハイ
テック・センドリア
ン・バーハッド

マレーシア 1,000,000 98.13 休眠中

ペラク・ハンジュン・
サイメン・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア 334,900,000 98.13 硬質レンガ及びポルトラ
ンド・セメントの製造・
販売
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

PHS トレーディング・

センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア 3 98.13 セメント商品の販売
 

*　
P.T. ワイ・ティー・

エル・サイメン・イン
ドネシア

 

インドネシア 5,312,500米ドル 98.13 休眠中

スラグ・セメント・セ
ンドリアン・バーハッ
ド

 

マレーシア 21,000,000 98.13 ポルトランド・セメント
及び混合セメントの製
造・販売
 

スラグ・セメント(サ
ザン)センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 25,000,000 98.13 ポルトランド・セメント
及び混合セメントの製
造・販売
 

SMC ミックス・センド

リアン・バーハッド
 

マレーシア 200,000 98.13 休眠中

ソラリス・コンセプ
ト・センドリアン・
バーハッド

マレーシア 100 50.05 ビル及び建築産業のため
の建物及び建築資材及び
製品の製造、生産、取引
及び引き渡し

ストレイツ・セメン
ト・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 50,000,000 98.13 セメントの製造・販売

トゥガス・セジャテ
ラ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 5,750,000 98.13 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
セメント・エンタプラ
イズ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 500,000 98.13 投資持株会社

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・セメント（ホンコ
ン）リミテッド

 

香港
 

１香港ドル
(クラスＡ普通

株式)
 

32,884,996.60香港
ドル

(クラスＢ償還
可能優先株式)

 

98.13 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
セメント・マーケティ
ング・センドリアン・
バーハッド

 

マレーシア ２ 98.13 セメント製品の販売及び
マーケティング
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
ワイ・ティー・エル・
セメント・マーケティ
ング・シンガポール・
プライベート・リミ
テッド

 

シンガポール 1,500,000
シンガポール・ドル

98.13 セメント、セメント状用
材及びその他の関連建設
製品の販売及びマーケ
ティング

　ワ イ ・ テ ィ ー ・ エ
ル・セメント（ミャン
マー）プライベート・
リミテッド

シンガポール １
シンガポール・ドル

98.13 投資持株会社

　ワ イ ・ テ ィ ー ・ エ
ル・セメント（サバ）
センドリアン・バー
ハッド

マレーシア （発行済み）
6,550,000

（払込済み）
4,650,502

 

98.13 休眠中

*
ワイ・ティー・エル・
セメント・シンガポー
ル・プライベート・リ
ミテッド

 

シンガポール ２
シンガポール

・ドル
(普通株式)

 
39,325,450

シンガポール
・ドル

(優先株式)
 

98.13 投資持株会社及び建築資
材の販売

*
ワイ・ティー・エル・
セメント・ターミナ
ル・サービシズ・プラ
イベート・リミテッド

 

シンガポール 5,000,000
シンガポール・ドル

98.13 港湾ターミナルの運営及
びセメント製品の取扱い

*
　ワイ・ティー・エル
セメント（ベトナム）
プライベート・リミ
テッド

シンガポール １
シンガポール・ドル

98.13 投資持株会社

*
ワイ・ティー・エル・
コンクリート(S)プラ
イベート・リミテッド

シンガポール 2,000,000
シンガポール・ドル

98.13 コンクリート及び関連商
品の製造・販売

ワイ・ティー・エル・
プレミックス・センド
リアン・バーハッド

 

マレーシア ２ 98.13 建築資材の取引及び関連
サービス
 

ワイ・ティー・エル・
クォリー・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア ２ 98.13 休眠中

*
ゼジアン・ハンズー・
ダマ・セメント・カン
パニー・リミテッド
 

中華人民共和国 600,000,000人民元 98.13 セメント及びセメント状
用材の製造・販売

*
ゼ ジ ア ン ・ ワ イ ・
ティー・エル・セメン
ト・マーケティング・
カンパニー・リミテッ
ド

 

中華人民共和国 5,000,000人民元 98.13 セメント及びセメント状
用材の販売及びマーケ
ティング
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ワイ・ティー・エル・チャーターズ・センドリアン・バーハッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

アイランド・エアー・
センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア 250,000 80.00 航空機のチャーター

ヌ サ ン ト ラ ・ サ ク
ティ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 800,000 80.00 旅客輸送及び航空輸送

 

ワイ・ティー・エル・イーソリューションズ・バーハッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

エアズド・サービシ
ズ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 1,750,000 41.50 休眠中
 

エアズド・ブロードバ
ンド・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア
 

2,000,000
(普通株式)

 
800,000

(償還可能転換優先
株式)

51.88 有線及びワイヤレス・ブ
ロードバンド・インター
ネット・アクセスのサー
ビス提供、ソフトウエ
ア・アプリケーションの
開発・製造、マーケティ
ング・販売及び管理、研
究開発、コンサルティン
グ及び関連サービスの提
供
 

ビズサーフ・MSC・セ
ンドリアン・バーハッ
ド
 

マレーシア ２ 44.47 ワイヤレス・ネットワー
クの配電装置及びサービ
スの提供、ブロードバン
ド、インターネット・
サービス及びその他のイ
ンターネット関連サービ
スの提供
 

*
インフォスクリーン・
ネットワークス・リミ
テッド

 

イングランド及
びウェールズ
 

3,000,000ポンド 74.12 投資持株会社

プロパティネットアジ
ア(マレーシア)センド
リアン・バーハッド
 

マレーシア 2,500,000 74.12 休眠中

ワイ・ティー・エル・
インフォスクリーン・
センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア 10,000 74.12 すべての電子メディアに
よるコンテンツ、メディ
ア、ウェブメディア及び
最新情報の作成・提供・
広告
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

Yマックス・センドリ
アン・バーハッド
 

マレーシア
 

1,000
 

74.12 休眠中

Y-マックス・ネット
ワークス・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア 2,700,000株
(普通株式)

 
1,500,000株

(償還可能優先株式)
 

44.47 コンピューター・ネット
ワーク及び関連情報テク
ノロジーサービスの提供
 

Y-マックス・ソリュー
ションズ・ホールディ
ングス・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア
 

5,000,000
(普通株式)

 
4,500,000

(償還可能優先株式)
 

74.12 投資持株会社

 

ワイ・ティー・エル（ガーンジー）リミテッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
ワイ・ティー・エル・
コンストラクション
(SA)(プロプライエタ
リー)リミテッド

 

南アフリカ
 

100ランド 100.00 休眠中

 

ワイ・ティー・エル・ホスピタリティREITを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
スターヒル・ホスピタ
リティ（オーストラリ
ア）プロプライエタ
リー・リミテッド
 

オーストラリア １豪ドル 59.03 受託会社
 

*
スターヒル・ホスピタ
リティREIT（オースト
ラリア）トラスト

 

オーストラリア 436,422,916豪ドル 59.03 不動産投資

*
スターヒル・ホスピタ
リティREIT（ブリスベ
ン）トラスト

 

オーストラリア 118,720,088豪ドル 59.03 不動産投資

*
スターヒル・ホスピタ
リティREIT（メルボル
ン）トラスト

 

オーストラリア 55,591,011豪ドル 59.03 不動産投資

*
スターヒル・ホスピタ
リ テ ィ REIT（ シ ド
ニー）トラスト

 

オーストラリア 262,111,816豪ドル 59.03 不動産投資
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

スターヒル・ホスピタ
リティREIT（オースト
ラリア）センドリア
ン・バーハッド

 

マレーシア 282,554,135 59.03 投資持株会社

スターヒル・ホテル
（オーストラリア）セ
ンドリアン・バーハッ
ド

 

マレーシア 23,805,002 59.03 投資持株会社

*
スターヒル・ホテル
（ブリスベン）プロプ
ライエタリー・リミ
テッド

 

オーストラリア 2,200,001豪ドル 59.03 ホテル経営

*
スターヒル・ホテル
（メルボルン）プロプ
ライエタリー・リミ
テッド

 

オーストラリア 1,100,001豪ドル 59.03 ホテル経営

*
スターヒル・ホテル
（シドニー）プロプラ
イエタリー・リミテッ
ド

 

オーストラリア 4,200,001豪ドル 59.03 ホテル経営

*
スターヒル・ホテル
（オーストラリア）プ
ロプライエタリー・リ
ミテッド

 

オーストラリア １豪ドル 59.03 受託会社
 

*
スターヒルREITニセコ
G.K.

 

日本 １円 59.03 不動産の購入、処分、廃
棄、リース及び管理
 

ワイ・ティー・エル
REIT MTNセンドリア

ン・バーハッド
 

マレーシア ２ 59.03 ミディアム・ターム・
ノーツの引受
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ワイ・ティー・エル・ホテルズ・アンド・プロパティーズ・センドリアン・バーハッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

オートドーム・センド
リアン・バーハッド

 

マレーシア 10,000 100.00 飲食店の経営、店舗の転
貸
 

*
バス・ホテル＆スパ・
ビーヴィ

オランダ 18,000ユーロ 100.00 投資持株会社

*
バス・ホテル＆スパ・
リミテッド

イングランド及
びウェールズ

４ポンド 100.00 ホテル開発及び運営

ボルネオ・コスメスー
ティカル・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア 100,000 90.00 リゾート地の開発

ボルネオ・アイラン
ド・ヴィラズ・センド
リアン・バーハッド
 

マレーシア 100,000 80.00 休眠中

キャメロン・ハイラン
ズ・リゾート・センド
リアン・バーハッド
 

マレーシア
 

200,000 100.00 ホテル及びリゾートの経
営
 

ダイアモンド・レシ
ピ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 1,000,000 51.00 飲食店の経営

*
ゲーンズボロー・ホテ
ル（バス）リミテッド

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 100.00 ホテル経営

ハッピー・スチーム
ボート・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア 800,000 100.00 飲食店の経営

マ グ ナ ・ バ ウ ン ダ
リー・センドリアン・
バーハッド

 

マレーシア 100,000 90.00 ホテル及びリゾートの経
営
 

マーブル・バレー・セ
ンドリアン・バーハッ
ド

マレーシア 1,250,000 80.00 管理運営、投資持株会社
 

マーブル・バレー・
トゥー・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア 250,000 64.00 ホテル及びリゾートの経
営
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
エム・ホテル・マネジ
メント・プライベー
ト・リミテッド
 

シンガポール 1,000
シンガポール・ドル

51.00 ホテル経営

*
ニセコビレッジ株式会
社

 

日本 10,000円 100.00 ニセコ・ビレッジ・リ
ゾートの所有、管理、保
守及び開発
 

*
ニセコビレッジ（S）
プライベート・リミ
テッド

シンガポール

 

１
シンガポール・ドル

100.00 投資持株会社

*
P.T.ジェプン・バリ

 

インドネシア 500,000米ドル 100.00 ホテル経営
 

レストラン・キサッ
プ・センドリアン・
バーハッド

 

マレーシア
 

100,000 100.00 休眠中

*
サムイ・ホテル２・カ
ンパニー・リミテッド
 

タイ 300,000,000
タイ・バーツ

100.00 ホテル経営

*
スントゥル・パーク・
コイ・センター・セン
ドリアン・バーハッド

 

マレーシア 1,500,000 100.00 鯉の飼育、卸売り、小売
及び販売
 

*
スターヒル・ホテル・
センドリアン・バー
ハッド

 

マレーシア 250,000 100.00 ホテル経営

*
テルマエ・デベロップ
メント・カンパニー・
リミテッド
 

イングランド＆
ウェールズ

260,000ポンド 100.00 テルマエ・バス・スパ・
コンプレックスの運営認
可

ワイ・ティー・エル・
ヘリテッジ・ホテル
ズ・センドリアン・
バーハッド

 

マレーシア ２ 100.00 休眠中

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・ホテルズ・ビー
ヴィ

オランダ 18,000ユーロ 100.00 投資持株会社

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・ホテルズ（ケイマ
ン）リミテッド

ケイマン諸島 １米ドル 100.00 ホテルの運営及びホテル
管理サービス

ワイ・ティー・エル・
ホテルズ・セントラ
ル・サービシズ・セン
ドリアン・バーハッド
 

マレーシア ２ 100.00 休眠中
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

ワイ・ティー・エル・
ホテル・マネジメン
ト・サービシズ・セン
ドリアン・バーハッド
 

マレーシア 100,000 70.00 専門商業教育及び接客業
訓練の提供

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・ホテルズ（シンガ
ポール）プライベー
ト・リミテッド
 

シンガポール 120,000
シンガポール・ドル

100.00 旅行及び接客関連事業
 

 
  
ワイ・ティー・エル・インダストリーズ・バーハッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

ヨー・ティオン・レ
イ・ブリックワーク
ス・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア
 

1,854,000 100.00 休眠中

ヨー・ティオン・レ
イ・マネジメント・セ
ンドリアン・バーハッ
ド
 

マレーシア
 

300,000 100.00 休眠中

 

ワイ・ティー・エル・ランド・センドリアン・バーハッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

カタグリーン・デベ
ロップメント・センド
リアン・バーハッド
 

マレーシア
 

1,000,000 100.00 不動産賃貸管理及び関連
サービス
 

ピ ン タ ー ル ・ プ ロ
ジェック・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア  1,500,000 70.00 不動産投資信託の管理、
商標の使用許諾及びブラ
ンド管理
 

プンチャ・セランディ
ング・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア
 

200,000 100.00 休眠中

ワイ・ティー・エル・
デザイン・サービシ
ズ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア ２ 100.00 休眠中

ワイ・ティー・エル・
マジェスティック・ホ
テル・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 1,000,000 100.00 ホテル運営
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ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デベロップメント・バーハッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

アマンリゾート・セン
ドリアン・バーハッド
 

マレーシア 1,000,000 57.89 休眠中

バユマジュ・デベロッ
プメント・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア 500,000 57.89 不動産開発

*
ブームタイム・ストラ
テジーズ・センドリア
ン・バーハッド

 

マレーシア 10,000 57.89 休眠中

ブダヤ・ベルサトゥ・
センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア ２ 57.89 休眠中

エメラルド・ヘクター
ズ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 60,000,000 40.52 不動産開発

*
レイクフロント・プラ
イベート・リミテッド

 

シンガポール
 

1,000,000
シンガポール・ドル

57.89 不動産開発
 

*
ロット・テン・セキュ
リティ・センドリア
ン・バーハッド

 

マレーシア 25,000 57.89 休眠中

*
マヤン・サリ・センド
リアン・バーハッド

 

マレーシア 11,000,000 57.89 休眠中

ノリワサ・センドリア
ン・バーハッド

 

マレーシア ２ 57.89 休眠中

パカタン・ペラクビ
ナ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 4,250,000 57.89 不動産開発及びビル建設

ピナクル・トレンド・
センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア 100,000 57.89 投資持株会社及び不動産
開発

PYP セ ン ド リ ア ン ・
バーハッド
 

マレーシア 250,000 57.89 不動産開発
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
サンディ・アイラン
ド・プライベート・リ
ミテッド

 

シンガポール 1,000,000
シンガポール・ドル

57.89 投資持株会社及び関連
サービス

サトリア・セウィラ・
センドリアン・バー
ハッド

 

マレーシア 500,000 57.89 不動産開発及び不動産投
資

*
スントゥル・ラヤ・セ
ンドリアン・バーハッ
ド

 

マレーシア 8,000,001 40.52 不動産開発及び不動産投
資

*
スントゥル・ラヤ・ゴ
ルフ・クラブ・バー
ハッド

 

マレーシア 5,000,000 40.52 休眠中

*
スントゥル・ラヤ・シ
ティ・センドリアン・
バーハッド

 

マレーシア ２ 40.52 休眠中

*
スントゥル・パーク・
マネジメント・センド
リアン・バーハッド

 

マレーシア ２ 40.52 公園の管理
 

*　
SRプロパティ・マネ

ジメント・センドリア
ン・バーハッド

 

マレーシア 100,000 57.89 不動産管理

シャリカット・クマ
ジュアン・パールマハ
ン・ヌガラ・センドリ
アン・バーハッド

 

マレーシア
 

3,000,000 57.89 不動産開発

トレンド・エーカー
ズ・センドリアン・
バーハッド
 

マレーシア 100,000 57.89 投資持株会社及び不動産
開発

ウダパカット・ビナ・
センドリアン・バー
ハッド
 

マレーシア 41,960,680 57.89 不動産開発

*
ワイ・ティー・エル・
ランド・アンド・デベ
ロップメント(MM2H)
バーハッド
 

マレーシア 1,000,000 57.89 休眠中

*
ワイ・ティー・エル・
ランド・アンド・デベ
ロップメント・マネジ
メント・プライベー
ト・リミテッド

シンガポール １
シンガポール・ドル

57.89 金融サービス及び経営コ
ンサルタント・サービス
の提供

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*
ワイ・ティー・エル・
ウェストウッド・プロ
パティーズ・プライ
ベート・リミテッド

 

シンガポール 1,000,000
シンガポール・ドル

57.89 不動産開発

 

 

ワイ・ティー・エル・パワー・インターナショナル・バーハッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*　
エンタプライズ・ラ

ンドリー・サービシ
ズ・リミテッド
 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 ランドリー・サービスの
提供

エスティバ・コミュニ
ケーションズ・センド
リアン・バーハッド
 

マレーシア 500,000 34.66 サービス・プロバイダー
及びエンタプライズ・テ
レフォニー市場のための
VoIP通信及びその他の先
端ネットワーク・メディ
ア・アプライアンスの開
発及び販売
 

フロッグアジア・セン
ドリアン・バーハッド

マレーシア ２ 57.77 仮想教育プラットフォー
ムに重点を置いたソフト
ウエア・ライセンス再販
売業者

*
フロッグ・エジュケー
ション・リミテッド
（旧フロッグトレー
ド・リミテッド）

イングランド及
びウェールズ

14,027.70ポンド 33.26 教育業界への販売及び当
社のウェブ環境製品の開
発

*
ジェネコ・リミテッド
 

イングランド及
びウェールズ

100
ポンド

57.77 休眠中

*
グラナイト・インベス
トメンツ(ケイマン・
アイランズ)リミテッ
ド

ケイマン諸島 １米ドル 57.77 休眠中

*
アイ・エジューショ
ン・リミテッド

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 16.96 インターネット・サービ
スの提供、ソフトウエア
開発及び提供

^*
パガボ・リミテッド

イングランド及
びウェールズ

99ポンド － インターネット・サービ
スの提供、ソフトウエア
開発及び提供

*
パワーセラヤ・リミ
テッド

シンガポール 884,971,148
シンガポール・ドル

57.77 任意整理中
 

*
ペトロセラヤ・プライ
ベート・リミテッド

 

シンガポール 20,000,000
シンガポール・ドル

57.77 石油取引及び石油タンク
のリース
 

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*　
P.T. ワイ・ティー・

エル・ジャワ・ティ
ムール

 

インドネシア 500,000米ドル 57.77 建設管理、コンサルティ
ント業及び発電所運営業

*　
セラヤ・エナジー・

アンド・インベストメ
ント・プライベート・
リミテッド

 

シンガポール 5,400,002
シンガポール・ドル

57.77 投資持株会社

*　
セラヤ・エナジー・

プライベート・リミ
テッド

 

シンガポール 10,000,002
シンガポール・ドル

57.77 電力の販売
 

*　
SC テクノロジー・ド

イチェランドGmbH
 

ドイツ 51,129ユーロ 57.77 廃棄物処理加工
 

*　
SC テクノロジーGmbH

 

スイス 1,955,000
スイス・フラン

57.77 廃棄物処理加工

*　
SC テクノロジー・

ネーデルランド・ビー
ヴィ

 

オランダ 100,000ユーロ 57.77 廃棄物処理加工

　SIPPパワー・センド
リアン・バーハッド

マレーシア 100 40.44 発電所の開発、建設、完
成、維持及び運営

*　
スウォード・ビドコ

（ホールディングス）
リミテッド
 

イングランド及
びウェールズ

１ポンド 57.77 投資持株会社

* 　
スウォード・ビド

コ・リミテッド
 

イングランド及
びウェールズ

１ポンド 57.77 投資持株会社

*　
スウォード・ホール

ディングス・リミテッ
ド

 

ケイマン諸島 １ポンド 57.77 投資持株会社

* 　
スウォード・ミド

コ・リミテッド
 

イングランド及
びウェールズ

１ポンド 57.77 投資持株会社

*　
ウォーター２ビジネ

ス・リミテッド
 

イングランド及
びウェールズ

１ポンド 57.77 法人顧客を対象に水を販
売する認可された水供給
会社

*　
ウェセックス・エレ

クトリシティ・ユー
ティリティーズ・リミ
テッド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 休眠中

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*　
ウェセックス・エン

ジニアリング・アン
ド・コンストラクショ
ン・サービシズ・リミ
テッド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 エンジニアリング及び建
設サービス
 

*　
ウェセックス・ロジ

スティクス・リミテッ
ド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 休眠中

*　
ウェセックス・プロ

モーションズ・リミ
テッド

 

イングランド及
びウェールズ

１ポンド 57.77 エンターテイメントのプ
ロモーション
 

*　
ウェセックス・プロ

パティ・サービシズ・
リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 休眠中

*　
ウェセックス・スプ

リング・ウォーター・
リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 休眠中

* 　
ウ ェ セ ッ ク ス ・

ウォーター・コマー
シャル・リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 休眠中

* 　
ウ ェ セ ッ ク ス ・

ウォーター・エンジニ
アリング・サービシ
ズ・リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

 100ポンド 57.77 休眠中

* 　
ウ ェ セ ッ ク ス ・

ウォーター・エンター
プライジズ・リミテッ
ド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 水道供給及び下水処理
サービス
 

ウェセックス・ウォー
ター・インターナショ
ナル・リミテッド

 

ケイマン諸島 １米ドル 57.77 投資持株会社

* 　
ウ ェ セ ッ ク ス ・

ウォーター・リミテッ
ド
 

イングランド及
びウェールズ

131,751,591.60
ポンド

57.77 投資持株会社

* 　
ウ ェ セ ッ ク ス ・

ウォーター・ペンショ
ン・スキーム・トラス
ティー・リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

１ポンド 57.77 ウェセックス・ウォー
ター・ペンション・ス
キームの運営
 

* 　
ウ ェ セ ッ ク ス ・

ウォーター・サービシ
ズ・ファイナンス・
ピーエルシー

 

イングランド及
びウェールズ

50,000ポンド 57.77 社債発行
 

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

* 　
ウ ェ セ ッ ク ス ・

ウォーター・サービシ
ズ・リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

81,350,000ポンド 57.77 水道供給及び下水処理
サービス
 

* 　
ウ ェ セ ッ ク ス ・

ウォーター・トラス
ティー・カンパニー・
リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 休眠中

* 　
ウ ェ セ ッ ク ス ・

ウォーター・ユーティ
リティ・ソリューショ
ンズ・リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 休眠中

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・コミュニケーショ
ンズ・インターナショ
ナル・リミテッド

 

ケイマン諸島 １米ドル 34.66 休眠中

ワイ・ティー・エル・
コミュニケーション・
センドリアン・バー
ハッド

 

マレーシア 500,500,000
(１株

1.00マレーシア
・リンギットの

普通株式)
 

50,000,000
（１株0.10マレーシ
ア・リンギットの
償還可能累積転換

優先株式）
 

34.66 有線回線及びワイヤレ
ス・ブロードバンド・ア
クセスの提供並びにその
他の関連サービス

ワイ・ティー・エル・
コミュニケーションズ

(S)プライベート・リ
ミテッド

シンガポール １
シンガポール・ドル

34.66 休眠中

*　
YTL－CPIパワー・リ

ミテッド

香港 1,000,000香港ドル － 休眠中

ワイ・ティー・エル・
デジタル・センドリア
ン・バーハッド
 

マレーシア ２ 34.66 テレコミュニケーション
商品のマーケティング及
び販売

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・エコグリーン・プ
ライベート・リミテッ
ド
 

シンガポール １
シンガポール・ドル

57.77 休眠中

ワイ・ティー・エル・
エ ジ ュ ケ ー シ ョ ン
（UK）リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

500,000ポンド 57.77 投資持株会社

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・エナジー・ホール
ディングズ・センドリ
アン・バーハッド（旧
ワイ・ティー・エル・
パワー・エナジー・
ホールディングズ（旧
ツナス・マダニ・セン
ドリアン・バーハッ
ド））

マレーシア ２ 57.77 投資持株会社

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・エンジニアリン
グ・リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

２ポンド 57.77 休眠中

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・イベンツ・リミ
テッド

 

イングランド及
びウェールズ

１ポンド 57.77 公共エンターテイメン
ト・イベントの提供及び
その他の公共関連サービ
スの提供
 

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・グローバル・ネッ
トワークス・リミテッ
ド

 

ケイマン諸島 １米ドル 34.66 休眠中

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・インフラストラク
チャー・リミテッド

 

ケイマン諸島 １ポンド 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ジャワ・オー・アン
ド・エム・ホールディ
ングス・ビーヴィ
 

オランダ 18,000ユーロ 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ジャワ・オー・アン
ド・エム・ホールディ
ングス・リミテッド
 

キプロス 1,001
キプロス・ポンド

57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ジャワ・パワー・ビー
ヴィ
 

オランダ 18,000ユーロ 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ジャワ・パワー・ファ
イナンス・リミテッド
 

ケイマン諸島 6,936米ドル 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ジャワ・パワー・サー
ビシズ・ビーヴィ
 

オランダ 18,000ユーロ 33.01 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ジャワ・パワー・ホー
ルディングス・リミ
テッド
 

キプロス 1,001
キプロス・ポンド

57.77 投資持株会社

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

ワイ・ティー・エル・
ジャワ・パワー・サー
ビシズ・ビーヴィ
 

オランダ 18,000ユーロ 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
パワー・オーストラリ
ア・リミテッド
 

ケイマン諸島 普通株式
5,000米ドル

 
普通株式

1,850豪ドル
 

償還可能
優先株式

8,450米ドル
 

償還可能
優先株式

4,420豪ドル
 

57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
パワー・ファイナンス
(ケイマン)リミテッド
 

ケイマン諸島 3,564,459米ドル 57.77 休眠中

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・パワー・ジェネ
レーション・センドリ
アン・バーハッド
 

マレーシア 普通株式
612,000,000

 
優先株式

28,000,000
 

特別株式
0.20

 

57.77 発電所の開発・建築・完
成・管理及び運営

ワイ・ティー・エル・
パワー・インベストメ
ンツ・リミテッド

 

ケイマン諸島 18,715米ドル 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
パワー・インターナ
ショナル・ホールディ
ングズ・リミテッド
 

ケイマン諸島 普通株式
5,000米ドル

 
普通株式

1,850豪ドル
 

償還可能
優先株式

8,450米ドル
 

償還可能
優先株式

4,420豪ドル
 

57.77 投資持株会社

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・パワーセラヤ・プ
ライベート・リミテッ
ド
 

シンガポール 500,000,000
シンガポール・ドル

57.77 エネルギー設備の所有及
び運営並びにサービス
（物理的な燃料及び燃料
関連のデリバティブ商
品、タンク・リーシング
活動や電力発電からの副
産物の販売の取引を含む
発電の完全な価値連鎖）
 

ワイ・ティー・エル・
パワー・トレーディン
グ（タイランド）リミ
テッド
 

ケイマン諸島 １米ドル 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
パワー・トレーディン
グ（ラブアン）リミ
テッド
 

マレーシア １米ドル 57.77 休眠中

ワイ・ティー・エル・
セラヤ・リミテッド
 

ケイマン諸島 110
シンガポール・ドル

57.77 投資持株会社

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・サービシズ・リミ
テッド

 

イングランド及
びウェールズ

100ポンド 57.77 休眠中

ワイ・ティー・エル
SIPPパワー・ホール
ディングズ・センドリ
アン・バーハッド（旧
ブダヤ・ケンカナ・セ
ンドリアン・バーハッ
ド）

マレーシア 100 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ユーティリティーズ・
リミテッド
 

ケイマン諸島 ３ポンドと
45,000米ドル

57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ユーティリティーズ・
ファイナンス・リミ
テッド
 

ケイマン諸島 ２ポンド 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ユーティリティーズ・
ファイナンス２・リミ
テッド
 

ケイマン諸島 ２米ドル 57.77 投資持株会社

ワイ・ティー・エル・
ユーティリティーズ・
ファイナンス３・リミ
テッド
 

ケイマン諸島 １米ドル
１ユーロ

57.77 投資持株会社

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

ワイ・ティー・エル・
ユーティリティーズ・
ファイナンス４・リミ
テッド
 

ケイマン諸島 １米ドル 57.77 金融サービス

ワイ・ティー・エル・
ユーティリティーズ・
ファイナンス５・リミ
テッド
 

ケイマン諸島 １米ドル 57.77 金融サービス

ワイ・ティー・エル・
ユーティリティーズ・
ファイナンス６・リミ
テッド
 

ケイマン諸島 ２
シンガポール・ドル

57.77 投資持株会社

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・ユーティリティー
ズ・ファイナンス７・
リミテッド
 

ケイマン諸島 １米ドル 57.77 金融サービス

ワイ・ティー・エル・
ユーティリティーズ・
ホールディングス・リ
ミテッド
 

ケイマン諸島 61,873ポンド 57.77 投資持株会社

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・ユーティリティー
ズ・ホールディングス
(S)プライベート・リ
ミテッド
 

シンガポール １
シンガポール・ドル

 

57.77 投資持株会社

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・ユーティリティー
ズ(S)プライベート・
リミテッド

 

シンガポール １
シンガポール・ドル

57.77 投資持株会社

* 　
ワイ・ティー・エ

ル・ユーティリティー
ズ(UK)リミテッド

 

イングランド及
びウェールズ

２ポンド 57.77 投資持株会社

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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ワイ・ティー・エル・シンガポール・プライベート・リミテッドを通じて所有する子会社：

名称 設立国
資本金

(マレーシア・
リンギット)

実質株式
所有割合

事業内容

*　
アイディール・ワー

ルズ・プライベート・
リミテッド

 

シンガポール 1,000,001
シンガポール・ドル

51.00 家具の卸売業
 

*　
ジェネシス・アライ

アンス・リテール・プ
ライベート・リミテッ
ド

 

シンガポール 500,000
シンガポール・ドル

51.00 家具の小売業
 

*　
カントン・オート

ドーム・フード・アン
ド・ベバレッジ・マネ
ジ メ ン ト ・ カ ン パ
ニー・リミテッド
 

中華人民共和国 300,000米ドル 100.00 飲食店の経営

プレスティージ・ライ
フスタイル・アンド・
リビング・センドリア
ン・バーハッド

 

マレーシア ２ 51.00 家具、アクセサリー及び
関連サービスの取引
 

*　
シャンハイ・オート

ドーム・フード＆ベバ
レ ッ ジ ス ・ カ ン パ
ニー・リミテッド

 

中華人民共和国 560,000米ドル 100.00 飲食店の経営
 

*　
シャンハイ・ワイ・

ティー・エル・ホテル
ズ・マネジメント・カ
ンパニー・リミテッド

 

中華人民共和国 140,000米ドル 100.00 休眠中

*
　ＨＬＢラー・ラムの監査を受けていない子会社

^
　当事業年度中に解散
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５ 【従業員の状況】

2014年６月30日現在の当グループの従業員総数は10,408名であった。

当グループの事業部門別の従業員数内訳は、建設716名、不動産開発150名、ホテル及びレストラン経営

2,930名、セメント製造及び売買2,060名、管理サービス及びその他545名、情報技術957名、公共事業3,050名

である。

当グループでは重大なストライキ、労働争議又は労働運動はなく、従業員との関係は良好である。

2014年６月30日現在の当社（単体）の従業員総数は92名であった。

当社の事業部門別の従業員数内訳は管理サービスの92名である。
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第３ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　事業実績

2014年度及び2013年度の当グループの主な事業部門別の売上高及び税引前利益は以下のとおりである。

(監査済)

 2013年度 2014年度

売上高 百万マレーシア・リンギット(百万円) 百万マレーシア・リンギット(百万円)

建設部門
248.6

(8,639)
1.24%

103.0
(3,579)

0.53%

情報技術及び電子商取引関連部門
5.2

(181)
0.03%

5.3
(184)

0.03%

ホテル経営部門
504.8

(17,542)
2.52%

701.3
(24,370)

3.64%

セメント製造及び販売部門
2,366.6
(82,239)

11.81%
2,647.6
(92,004)

13.74%

運用サービス部門及びその他
554.2

(19,258)
2.77%

465.6
(16,180)

2.42%

不動産投資開発部門
607.0

(21,093)
3.03%

1,040.2
(36,147)

5.40%

公共事業部門
15,746.7
(547,198)

78.60%
14,306.2
(497,140)

74.24%

合計
20,033.1
(696,150)

100.00%
19,269.2
(669,605)

100.00%

営業利益 百万マレーシア・リンギット(百万円) 百万マレーシア・リンギット(百万円)

建設部門
16.8
(584)

0.73%
-20.7
(-719)

-0.74%

情報技術及び電子商取引関連部門
2.9

(101)
0.12%

2.2
(76)

0.08%

ホテル経営部門
32.8

(1,140)
1.43%

4.3
(149)

0.15%

セメント製造及び販売部門
509.1

(17,691)
22.14%

664
(23,074)

23.62%

運用サービス部門及びその他
118.1

(4,104)
5.14%

-141.3
(-4,910)

-5.02%

不動産投資開発部門
292.9

(10,178)
12.74%

888.8
(30,886)

31.61%

公共事業部門
1,326.8
(46,106)

57.70%
1,414.3
(49,147)

50.30%

合計
2,299.4
(79,904)

100.00%
2,811.6
(97,703)

100.00%
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(2)　概況

当事業年度において当グループは、セメント製造部門、不動産開発及び投資部門並びにホテル部門の堅調な

業績を背景に、好調な業績を達成した。公共事業部門では、発電、上下水道及びモバイルブロードバンド事業

が優れた業績を記録し、商業マルチ・ユーティリティ部門における売上の減少を補った。

 

マレーシア経済は、弱化した外需の影響を受け、2012年の5.6％に比べて、2013年は4.7％の国内総生産

（GDP）成長率を記録した。しかし、2014年の前半は、輸出の増加及び民間内需における継続的な勢いに支え

られ、約6.3％の力強い成長を記録した。一方、当グループの主要拠点が置かれているその他の主要経済圏に

ついては、英国で2013年には約1.8％の成長を記録し、2014年上半期は成長の回復が見られた。シンガポール

経済は、2012年の1.9％を上回り、2013年には4.1％の成長を記録したが、2014年の第２四半期末には約2.4％

に減少した（出典：マレーシア財務省、マレーシア国立銀行、シンガポール通商産業省、英国国家統計局最新

情報及び報告書）。

 

公共事業部門

当事業年度において公益事業部門は、発電及び上下水道事業を筆頭に、堅調な業績を記録した。シンガポー

ルにおける当グループの商業マルチ・ユーティリティ事業は、非燃料マージン及び取引高における価格付与の

低下の影響を受けたにもかかわらず好調な業績を引き続き記録し、一方マレーシアでは、音声サービスを伴う

YESモバイル・インターネットが、その加入者基盤の好調な成長を記録した。

 

セメント製造部門

マレーシアのセメント産業は、非住宅建設、土木、住宅建設及び特別貿易のサブセクターの軒並み良好な業

績に支えられ、建設事業の継続的な勢いに連動して、引き続き堅調であった（出典：財務省最新情報及び報告

書）。

 

当グループのセメント製造部門は当年度においても、マレーシア及びシンガポール全域の事業の勢いに支え

られ、優れた業績を達成した。

 

建設部門

国内建設部門は、2012年の18.6％の急成長に対し、2013年には10.9％に漸減した。しかし、2014年上半期に

おける建設活動は拡大傾向にあり、14.3％の成長を遂げた。これは主に、クランバレー全域における継続中の

レール拡張プロジェクトを含む住宅建設事業及び土木業のサブセクターにおける大規模インフラプロジェクト

に起因する（出典：財務省、マレーシア国立銀行最新情報及び報告書）。

 

当事業年度中、建設部門は、当グループの住宅不動産開発のいくつかの工期を完了し、新たに着工したスン

トゥルのザ・フェンネルなどについては、順調に進捗している。
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運営管理活動

当グループは、運営管理活動部門において、石油、ガス、水道、化学工業及びその他の事業等の外部顧客に

加えて、当グループの発電所、セメント工場及びエクスプレス・レール・リンク（「ERL」）に対しても状態

監視サービスを提供している。

 

当グループの海外展開としては、レバノンにおける480メガワット・デア・アマール及び480メガワット・ザ

ハラニのコンバインド・サイクル発電所に運営管理業務を提供している。2013年12月31日に終了した事業年度

における総発電量は、デア・アマール発電所で2,947ギガワット時、ザハラニ発電所では2,966ギガワット時に

上った。当年度中、トリポリ地域では引き続き軍事活動が行われていたが、同部門は、高水準の献身をもっ

て、その契約要求事項を満たし続けた。

 

不動産開発及び投資

国内不動産市場が、過度な家計負債水準を制御し、責任のある融資慣行を後押しするなど、過激な投機的活

動を抑制するために昨年導入された加熱抑制措置、完成前金利負担制度（DIBS）などの取り決めの廃止及び不

動産譲渡益税体制の改正を取り込むと、消費者心理には、緩和の兆しが見られた（出典：財務省経済報告、並

びにマレーシア国立銀行四半期報告書及び年次報告書）。

 

当グループは、真の買手の需要を満たすために、新規事業の時期及び価格設定の姿勢を長年にわたり維持

し、当年度中、スントゥル都市再生プロジェクトであるザ・ケイパーズ及びザ・フェンネルに加え、シンガ

ポール建築管理局のBCAグリーン・マーク・ゴールド・プラス・アワード2014を受賞しているシンガポールに

おける高級住宅プロジェクトである３オーチャード・バイ・ザ・パークの進行中の開発に引き続き重点的に取

り組んだ。

 

一方、当グループは、トラストが保有する転換優先社債の転換により、シンガポール証券取引所に上場して

いるスターヒル・グローバルREITの持分を36.27％（前年は、29.38％）まで増加させた。スターヒル・グローバ

ルREITは、シンガポール、マレーシア、オーストラリア、日本及び中国で小売店舗やオフィス不動産を所有し

ているが、主にシンガポール、マレーシア及びオーストラリアの資産に支えられ、当年度も堅調な業績を収め

た。

 

ホテル開発・運営部門

マレーシアの観光産業では、2013年の観光客数が2.8％増加して25.7百万人となった。年間を通して28百万

人の観光客を誘致することを目標に、ビジット・マレーシア・イアー2014が今年１月に発表され、この取り組

みのプログラムが軌道に乗ると、2014年の最初の５ヶ月間で、昨年同時期に比べ、約10％の観光客数増加が見

られた（出典：財務省、マレーシア国立銀行及びマレーシア政府観光局最新情報）。
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一方、当グループが事業を営む海外経済圏においては、日本経済が2013年に約1.5％の確実な成長を記録

し、引き続き緩やかな回復傾向にあったが、今年４月の５％から８％への消費税引き上げを受けてその後の需

要減少が認められた。オーストラリアでは、2012年の3.7％に比べ、2013年には2.4％のGDP成長率の低下を記

録したが、オーストラリアの経済成長の原動力が資源への投資から観光部門を含む非資源産業におけるより広

範囲な活動へ移行し続けるにつれて、2014年上半期には成長の回復が見られた。

 

当グループは今年、現在北海道、コ・サムイ及びプラウ・ティガを含むエキゾチックな立地に位置する独特

かつ高級なホテル、リゾート及びレジデンスが集まったカサラブランドを立ち上げた。当グループの最新の不

動産であるゲインズボロ・バス・スパは、過去2,000年以上にわたりその治癒効果のある水で名高い英国の

UNESCO世界遺産都市バースで建設されている。

 

情報技術イニシアチブ

国内の情報技術及び通信部門は、改良されたネットワークの範囲及び設備に加え、アップグレードされた4G

サービスに支えられ、2014年６月末には約67.2％にまでブロードバンドの普及率が増加したことに伴い、引き

続き穏やかな成長を記録した（出典：財務省経済報告）。

 

当グループの運営部門は、WiMAX（ワールドワイド・インターオペラビリティ・フォー・マイクロウェー

ブ・アクセス）帯域及びデジタル・メディア・アプリケーション事業からの手数料収入から成るが、当年度も

安定した業績を記録した。

 

財務成績

2014年６月30日に終了した事業年度について、当グループは、2013年６月30日に終了した前年度の20,033.1

百万マレーシア・リンギットに比べ、19,269.2百万マレーシア・リンギットの収益を計上した。当年度の利益

は、前年度の1,830.9百万マレーシア・リンギットから42.3％増加して、2,604.9百万マレーシア・リンギット

となり、株主に帰属する純利益は、前年度の1,266.7百万マレーシア・リンギットから22.8％増となる1,555.0

百万マレーシア・リンギットを計上した。

 

当グループのセメント製造、不動産開発及び投資並びにホテル部門の収入の増加は、主に建設部門並びに電

力の販売単位数の減少、燃料石油取引活動の減少及びマルチ・ユーティリティ部門における小売店契約に係る

利益の縮小の影響を受けた公共事業部門における収入の減少を補うこととなった。

 

当事業年度の利益の増加には、コンクリート及び採石部門で良好な業績を記録した当グループのセメント製

造事業並びにマレーシアのYTLホスピタリティREIT及びシンガポールのスターヒル•グローバルREITが記録した

投資不動産に係る公正価値評価純利益が主に貢献した。
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当グループの国外事業は、引き続き当グループの収益に最も大きく貢献している。2014年度において国外事

業はグループの収益の約71.9％及び非流動資産の78.8％（前年度はそれぞれ75.4％及び72.4％）を占めた。

 

配当

当社は、当年度中、2014年６月30日に終了した事業年度について、中間配当を三度発表し、その総額は、１

株10センの普通株式につき12.0センすなわち120％であった。１株につき1.0センの一回目の配当は2014年１月

16日に、１株につき1.0センの二回目の配当は2014年６月19日に、それぞれ支払われた。１株につき9.5センの

三回目の配当については、基準日が2014年10月31日に、支払い日が2014年11月14日にそれぞれ設けられた。こ

れにより、当社の取締役会は、当事業年度について、最終配当を提案しなかった。

 

当社は1985年にブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッドのメイン・マーケットに上場して以

来、30年連続で株主に配当を宣言している。

 

主要な事業展開の概況

　　・昨年の報告通り、2013年６月14日に、YTLホスピタリティREITの管理会社であるピンタール・プロ

ジェック・センドリアン・バーハッドは、800百万マレーシア・リンギットを上限とする総収入を得るべ

く、新規受益証券を募集する提案に加え、現在承認されているファンド規模を13.24億口から最大21.25億口

まで増やす提案、並びに借入制限を総資産価額の60％まで引き上げる提案（総称して「本提案」という。）

を発表した。

 

　　　2013年12月30日に、マレーシア証券委員会（「SC」）は、ブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・

バーハッド（「ブルサ・セキュリティーズ」）のメイン・マーケットへの設定ユニットの上場及び見積り並

びにファンド規模の増加の提案について、承認した。2014年１月10日に、ブルサ・セキュリティーズは、提

案された設定に従い、発行が予定されている最大800.61百万設定ユニットの上場及び見積りを承認した。

 

　　　トラストは、2014年２月11日に開催されたユニット保有者の会議において、本提案及び同トラストの既

存の主要ユニット保有者である当社による、最大310百万マレーシア・リンギットの新ユニットの引受提案

について、承認を得た。これに続いてトラストは、設定提案及びファンド規模の増加提案を完了するための

2014年12月29日までの６ヶ月間の期間延長の承認を、2014年５月23日にSCから、2014年６月12日にブルサ・

セキュリティーズからそれぞれ得て、かかる企業活動は現在遂行中である。
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　　・資金調達活動による手取金の使用状況―ワイ・ティー・エル・コーポレーション・ファイナンス（ラブ

アン）リミテッド（「YTLCFL」）が2010年に発行し、当社が保証する2015年に満期を迎える400百万米ドル

の年率1.875％保証付き他社株転換社債（「2015年満期社債」）の発行による手取金純額の一部は、YTLCFL

が発行し、2012年に満期を迎える300百万米ドルの満期ゼロ・クーポン保証付き交換可能社債の償還に使用

された。2015年満期社債の手取金残高は、現在定期預金中にあり、今後投資に利用される予定である。

 

企業の社会的責任及び持続可能性に関するイニシアチブ

当グループの持続可能性に関する記録を、株主や利害関係者がより詳しく評価できるようにするため、当社

は８年連続で「持続可能性に関する報告書：2014年度」を独立した報告書として作成した。

 

将来の見通し

マレーシアの経済の見通しは、2014年のGDP成長率は平均して5.0％から6.0％になると予想されており、国

内需要の適度な緩和化の最中の対外部門の好調な業績に支えられ、比較的安定した状態が続くことが予想され

る。世界中の経済圏が主要先進経済国における金融政策の単一化、金融部門の脆弱性、家計の負債額の上昇及

び地政学的な緊迫状態などの予想される要因により様々な度合いで圧力に直面しながらも、広範囲に及ぶが不

均一な回復が見込まれる中、世界経済は、2014年いっぱいは緩やかなペースで一層拡大すると予測される（出

典：財務省経済報告、マレーシア国立銀行最新情報）。

 

当社は、当グループの発展及び回復力を今日まで支えてきた、堅調な技術的専門知識の基盤並びに投資管理

及び運営効率の改善に関する確立された実績に裏付けされたコア能力に引き続き注力する。
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(3)　2014年度と2013年度との比較

１　売上高

当グループの当年度の売上高は、前年度の20,033.1百万マレーシア・リンギットに対して、763.9百万マ

レーシア・リンギット、すなわち3.8％減少し、19,269.2百万マレーシア・リンギットとなった。収益の減

少は主にマルチ・ユーティリティ事業部門における燃料油価格の低下による電力販売量の減少と電力価格の

低下によるものである。

 

２　税引前利益

当グループの税引前利益は、前年度の2,299.4百万マレーシア・リンギットから2,811.6百万マレーシア・

リンギットに増加した。この増加は22.3％の増加に相当し、主に不動産投資開発部門、セメント製造及び販

売部門及び公共事業部門の利益の増加によるものであった。

 

３　法人税等

当年度の法人税は、前年度の468.5百万マレーシア・リンギットに対して206.7百万マレーシア・リンギッ

トとなった。法人税の減少は、前年度の一度限りの税額控除と海外子会社に適用される繰延税額控除による

ものである。

 

４　少数株主持分損益

少数株主持分損益は、前年度の564.2百万マレーシア・リンギットから当年度の1,050百万マレーシア・リ

ンギットヘと86.08％増加した。これは主にスターヒル・グローバル・リアル・エステート・インベストメ

ント・トラストの業績の連結と、公共事業部門の税引後利益の増加によるものである。

 

５　税引後利益及び少数株主持分

上記の結果、当グループの税引後利益及び少数株主持分損益は、前年度の1,266.7百万マレーシア・リン

ギットから1,555.0百万マレーシア・リンギットヘと288.3百万マレーシア・リンギット、すなわち22.8％増

加した。純利益の増加は主にセメント製造及び販売部門におけるコンクリート及び採石部門の好業績、不動

産開発部門におけるREITの投資不動産の評価益、電力販売の増加マルチ・ユーティリティ事業部門における

損失の減少、水道及び下水道事業における有利な価格設定などによるものである。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

第３ １「業績等の概要」を参照のこと。

 

３ 【対処すべき課題】

第３ １「業績等の概要」を参照のこと。

 

４ 【事業等のリスク】

 

当年度中、当社及びその子会社（総称して「当グループ」）は、ブルサ・セキュリティーズのメイン・マー

ケット上場規則（「上場規則」）及び2012年のコーポレート・ガバナンスに関するマレーシアン・コード（「本

規範」）の方針及び勧告を遵守するために、当グループの内部統制とリスク管理のシステムの改善を引き続き

行った。

取締役会は、取締役会が株主の投資及び当グループの資産の保護を目的とした安定したリスク管理及び内部統

制システムの維持につき全責任を有していること、並びにかかる統制が重大な過失、詐欺又は損失が発生するリ

スクに対して合理的ではあるが完全ではない保証を提供するに止まるものであることを認識している。

 

取締役会の責任

取締役会は、株主の投資及び当グループの資産を保護するための適切な統制環境の枠組みの確立を含む、安定

したリスク管理及び内部統制のシステムの維持、並びに当該システムの適切性と完全性の審査につき最終的な責

任を負っている。内部統制のシステムは財務の管理だけでなく、業務及び法令遵守の管理並びにリスク管理など

をカバーしている。しかしながら、取締役会は、当グループのリスク管理及び内部統制のシステムの審査が共同

で行われる継続的なプロセスであり、事業目的の達成に失敗するリスクを排除するものではなく、むしろかかる

リスクを管理し、詐欺行為及びエラーの可能性を最小限にするためのシステムであると考えている。したがっ

て、当グループのリスク管理及び内部統制のシステムは、重大な誤表示、詐欺及び損失に対する、合理的ではあ

るものの、絶対的ではない保証を提供するに止まる。

取締役会は、当年度について、当グループのリスク管理及び内部統制（財務その他も含めて）が当グループの

効率的かつ効果的な事業活動、財務情報の信頼性及び透明性、並びに法令及び規則の遵守を合理的に保証するも

のであると考えている。
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当グループの内部統制の主な特徴

取締役会は、継続的な監視及び統制活動の効率性の審査の手続を含む、安定した内部統制構造の維持、並びに当

グループ及びその従業員の行動の統治に専心している。当グループの内部統制システムの主な内容の概略は、以下

のとおりである。

 

・承認手続

当グループは、承認手続を明確に定義し、説明責任を明確に定め、取締役会及び上席経営陣内で承認、許

可及び管理に関する厳格な手続を有している。承認レベル、職務分掌及びその他の統制手続などの責任のレ

ベルは、株主の最善の利益に鑑みた効率的かつ独立した管理を促すために当グループ内に通知されている。

 

・権限レベル

当グループは大規模な入札、設備投資プロジェクト、買収及び事業の処分並びにその他の大規模な取引に

関して、常勤取締役に対して権限レベルを委任している。一定の限度額を超える資本及び収益に関する承認

は、取締役会がこれを決定する。その他の投資に関する判断は、権限の範囲に従って承認される。総合的な

評価及び監視手続は、すべての大規模な投資に関する決定に適用される。

企業への融資及び投資資金の拠出の要件、外貨及び金利リスク管理、投資、保険並びに署名権者の指名等

を含む主な財務に関する事項の決定については、取締役の承認が必要である。

 

・財務成績

中間財務成績は、ブルサ・セキュリティーズに開示する前に、監査委員会が審査し、監査委員会の提言に

基づき取締役会が承認する。年次財務成績及び当グループの事業の状況の分析は、外部の監査人による審査

と監査を受けた後に株主に開示される。

 

・内部の法令遵守

当グループは、主な従業員が年間目標の達成を評価するべく内部で審査する経営陣のレビュー及び報告を

通じて内部の財務管理の遵守を監視している。内部の方針や手続の更新は、リスクの変化、又は経営上の欠

陥部分の是正、並びに当グループに関連する法令及び規則の遵守要件の変化を反映するために行われる。内

部監査は、手続の遵守の監視及び精査を行い、提供された財務情報の整合性を評価するため、特定の期間に

ついて体系的に取り決められる。
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当グループの内部統制の主な手続

内部統制のシステムの適切性と整合性を審査するために取締役会が定めた主な手続は、以下のとおりである。

 

・内部監査機能

当グループの内部監査機能は、その内部監査部門（「YTLIA」）により提供される。YTLIAは、経営陣が導入

した内部統制システムの効率性及び有効性につき保証を提供し、監査委員会に直接報告を行う。内部監査機能

の活動に関する詳細は、年次報告書に記載の監査委員会報告に記載されている。

YTLIAは、監査対象とする活動から独立して運営されており、内部統制システムの有効性と重大なリスクに

重点を置いて実施された監査の結果につき、監査委員会に対して定期的に報告を行う。監査委員会は、YTLIA

が提起した重大な課題及び事項につき審査及び評価を行い、経営陣によって適切かつ迅速な是正策が講じられ

ることを保証する。

当年度中のいずれの脆弱性又は問題も、当社の年次報告書で開示を要求される、該当する方針若しくは手

続、上場規則又は推奨される業界の慣行に対する違反には当たらなかった。

英国に拠点を置くウェセックス・ウォーター・リミテッド・グループ（「ウェセックス・ウォーター」）の

会社は、上記の内部監査の対象には含まれていない。ウェセックス・ウォーターの事業は、同社の規制当局で

あり、政府機関である水道事業管理庁（Ofwatとして知られる）の厳格な財務及び業務管理の対象となってお

り、その規制ライセンスによっても管理されている。ウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミテッド

（「WWSL」）は、独自の内部監査部門を有している。内部監査部門はWWSLの監査委員会に報告し、内部監査委

員会は優良な財務慣行の維持とこれらの慣行の整合性を保つための管理を監督する責任を有している。同部門

は、年次財務諸表を審査し、取締役会と外部の監査人とのコミュニケーション・ラインを提供する。同部門に

は、その権限及び義務に関する正式な調査範囲があり、調査結果はウェセックス・ウォーター・カンパニーの

親会社であり、当社の登録された子会社であるワイ・ティー・エル・パワー・インターナショナル・バーハッ

ド（「YTLパワー」）の監査委員会に報告される。

同様に、YTLパワーの子会社であり、シンガポールに拠点を置くYTLパワーセラヤ・プライベート・リミテッ

ド・グループ（「YTLパワーセラヤ」）のグループ会社はYTLIAの対象に含まれていない。YTLパワーセラヤの

事業は、同社の規制当局であり、シンガポールの通商産業大臣の法定機関であるエネルギー市場監督庁

（EMA）の厳格な財務及び業務管理の対象となっている。YTLパワーセラヤは独自の内部監査部門を有し、社内

の監査委員会に報告しており、その調査結果はワイ・ティー・エル・パワーの監査委員会にも報告される。

YTLパワーセラヤの内部監査部門は、内部統制及びシステムを、財務諸表の整合性と信頼性を合理的に保証で

きる内容に維持する義務がある。

内部統制のシステムは、事業環境の変化に伴い、今後も審査、改善又は更新されていく。取締役会はYTLIA

による評価により、内部統制システムの継続性と効果を定期的に確認する。取締役会は、現在の内部統制シス

テムが当グループの利益を守るために有効なシステムであると考えている。
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・上席経営陣会議

当グループは、常勤取締役と部門長から構成される上席経営陣会議を毎週開催している。この会議の目的

は、緊急を要する事由について審議し、決定することである。ここでの決定事項は、すべての関係する従業員

レベルに直ちに効率的に伝えることができる。これらの会議を通じて、経営陣は関係する事業部門における業

務上又は財務上の重大なリスクを特定することができる。

 

・財務会議

当グループの経営陣会議は、財務及び資金に関する重要な問題を審査、特定、議論及び解決し、当グループ

の財務状況を監視するために招集される。これらの会議は、財務に関する新たな状況又は懸念点が早い時点で

明確化され、これらに迅速に対処することができるようにするため、週に一度開催される。この会議のメン

バーは、少なくとも当グループの取締役社長、常勤取締役及び上席経営陣から構成される。

 

・現場の視察

常勤取締役は、生産現場や事業部門の現場へ赴き、様々なレベルの従業員と対話し、協議し、実行された戦

略の有効性を直接評価する。現場の視察は、効率的な運営のために、透明性が高く、開かれたコミュニケー

ション経路が経営陣及び常勤取締役によって維持されることを保証する目的で行われている。

 

当グループのリスク管理体制の主な特徴及び手続

当グループの安定した財務プロファイルは、事業活動の中で発生するリスクを軽減するための内部統制及びリ

スク管理のシステムの結果である。これは当グループの規制資産取得及びノンリコース・ベースでの融資獲得の

戦略に象徴されている。これらには、ワイ・ティー・エル・パワー・インターナショナル・バーハッドの完全子

会社、ワイ・ティー・エル・パワー・ジェネレーション・センドリアン・バーハッド、ウェセックス・ウォー

ター及びYTLパワーセラヤ、エレクトラネット・プロプライエタリー・リミテッドに対する持分及びPTジャワ・

パワーに対する持分が含まれる。これらの資産は事業コストと収益の流れが非常に予測しやすい、という共通点

があり、これにより安定した、予測可能なキャッシュ・フロー及び利益が生み出され、それぞれの市場における

安定した規制環境によりさらに強化されている。

当グループの事業活動のすべての分野は何らかのリスクを伴うことを取締役会は認識している。当グループ

は、経営陣が定義されたパラメーター及び基準に従ってリスク管理を行うための有効なリスク管理システムの維

持を保証するよう努めており、株主価値の向上のために当グループの事業の収益性を促進している。
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取締役会はワイ・ティー・エルのリスク管理体制について全責任を負っている。当グループが直面する重大な

リスクの特定、分析及び管理は上席経営陣が各事業レベルで行い、これらの調査結果を評価分析し、取締役会に

報告する場合には監査委員会がこれを行うなど、あらゆるレベルで行われる継続的なプロセスである。同時に、

YTLIAはYTLIAの中間監査において、当グループが直面する重大なリスクの特定及び分析を行い、その結果を監査

委員会に報告する。当会計年度中、取締役会のリスク管理体制における機能は、内部統制システムの適切性と全

体性を保証するために経営会議に常勤取締役が参加することにより実行された。当グループの事業に影響を与え

る重大なリスクの特定及び分析のプロセスの検討と更新、並びにこれらのリスクを管理するための方針及び手続

に重点が置かれている。

当グループの事業活動は、市場リスク（為替リスク、金利リスク及び価格リスク）、信用リスク、流動性リス

ク及びキャピタル・リスクなど、様々な金融リスクを伴う。当グループ全体の金融リスクの管理の目的は、当グ

ループが株主価値を創造することを保証することである。当グループは金融市場の予測不可能性に焦点を合わ

せ、財務業績に与える悪影響の可能性を最小限に抑えることを目標としている。金融リスク管理は定期的なリス

ク評価、内部統制システム及び当グループの金融リスク管理方針に従って実施されている。取締役会はこれらの

リスクを定期的に評価し、適切な管理環境体制について承認を行う。当グループの金融リスク管理の詳細につい

ては、第６　１（５）「財務書類に対する注記」の注記40に記載する。

経営陣は、当グループ内でのリスク意識を高め、各自の担当事業に該当する重大なリスクの特定及び分析を行

い、適切な内部統制手続の設定と運営の義務がある。これらのリスクは、継続的に評価され、リスク管理の不

備、情報システムの故障、競争、自然災害及び規制など社内外のリスクに関するものが含まれる。重大なリスク

に影響を与える事業の重大な変化及び外部の環境については、リスクを抑制するためのアクション・プランの策

定の中で取締役会に対して経営陣が報告する。

システム改善の必要性がある場合には、取締役会は監査委員会及び内部監査人の推奨する内容を検討する。

取締役会は今後も各事業分野において直面する事業、営業及び財務リスクの特定、評価及び管理を行い、また

定期的に戦略を見直して、リスクが軽減され、管理されているかを確認し、当局が発行するガイドラインを遵守

する。これは、当グループが株主持分及び株主価値を保護し、向上させるために常に変化し続ける事業環境に効

率的に反応できることを確実にするためである。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 2014年度当初から本書の日付までの間に当社と他企業との合併又は合併の契約はなかった。

(2) 2014年度当初から本書の日付までの間に、当社の事業に重大な影響を与えるような、当社による事業の全部

又は重要な部分の譲渡、又は他企業の事業の全部又は大部分の取得はなく、また、当該期間中、当社は上記に

関連する契約は一切締結しなかった。

(3) 当社の事業の全部又は重要な一部分を賃貸若しくは預託する契約、別の当事者と当社の営業利益及び損失を

共有する契約、若しくは当社の事業に重大な影響を与える技術協力若しくはこれに類する契約の締結はなかっ

た。
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６【研究開発活動】

該当なし。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

公共事業

当グループの公共事業部門は、当事業年度において安定した業績を達成した。当グループは、マレーシア、

シンガポール、英国、インドネシア及びオーストラリアにおけるマルチ・ユーティリティ事業をその上場子会

社であるワイ・ティー・エル・パワー・インターナショナル・バーハッド（「ワイ・ティー・エル・パ

ワー」）を通じて展開している。

 

発電、送電及び商業向けマルチ・ユーティリティ事業

当グループの受託市場及びマーチャント市場向け発電事業、商業向けマルチ・ユーティリティ事業及び送電

事業は、マレーシア及びシンガポールにおける完全子会社並びにインドネシア及びオーストラリアにおける関

連会社を通じて行われている。

 

マレーシアにおける事業展開

ワイ・ティー・エル・パワーの完全子会社であるワイ・ティー・エル・パワー・ジェネレーション・センド

リアン・バーハッドは、当グループの２基のコンバインド・サイクル式ガス火力発電所であるトレンガヌ州の

パカ発電所とジョホール州のパシール・グダン発電所を所有しており、両火力発電所の総発電量は、1,212メ

ガワットである（パカ発電所：808メガワット、パシール・グダン発電所：404メガワット）。当グループは、

テナガ・ナショナル・バーハッドとの間で、21年間の電力売買契約を締結している。また、パカ及びパシー

ル・グダン発電所の運営管理は、ワイ・ティー・エル・パワーの親会社の完全子会社であるワイ・ティー・エ

ル・パワー・サービシズ・センドリアン・バーハッドによって行われている。

 

当年度中の当グループ全体の発電所の稼働率は、パカ発電所で97.87％及びパシール・グダン発電所で

98.40％となり、引き続き良好であった。当年度の両発電所の合計発電量は、予定されていた発電量の

100.35％にとどまった。

 

シンガポールにおける事業展開

ワイ・ティー・エル・パワーは、スチーム・タービン式発電設備、コンバインド・サイクル式発電設備及び

熱併給コンバインド・サイクル式発電設備により、シンガポールにおける総発電容量の25％にあたる3100メガ

ワットの発電容量を有するシンガポールのワイ・ティー・エル・パワーセラヤ・プライベート・リミテッド

（「YTLパワーセラヤ」）の持分を100％保有している。
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YTLパワーセラヤの総合市場占有率は前年に比べ12.9％減少し、20.5％となり、9,350ギガワット時の電力を

販売したが、その主因は、既存システムのCCGT容量を上回る約23％の増加に相当する、業界全体に及ぶ新しい

ガス火力コンバインド・サイクル式ガス・タービン（CCGT）容量の登場である。

 

当年度中、同部門は2015年９月に発効し、15年間有効に存続する新たなスチーム販売契約を締結した。YTL

パワーセラヤは新規顧客に対し、１時間につき最大25メートルトンの中圧蒸気を供給する予定である。これ

は、電力、スチーム及び水の公共事業をまとめて提供する総合エネルギー企業としての同部門の地位を強固な

ものにする新たな主要開発を印付けることとなる。

 

当事業年度中に取得された再認定には、IS09001、IS014001及びOHSAS18001が含まれ、これらは品質、環境

及び安全衛生の各管理体制を維持することに対する事業の献身に沿っている。また当社は、サイバーセキュリ

ティーに対する脅威の軽減策の一環として、2013年12月にIS027001認定も取得した。

 

小売部門においては、YTLパワーセラヤの小売部門の子会社であるセラヤ・エネルギー・プライベート・リ

ミテッド（「セラヤ・エネルギー」）は、当事業年度、前年度の25.3％に比べ、小売電力部門において23.3％

を占め、若干低い市場占有率を記録し、その売上高は7,025ギガワット時であった。

 

産業への新たな企業の参入及びこれに付随する熱併給コンバインド・サイクル式発電設備の商業運転は、前

年度においてより激しい競争を招いた。厳しい事業環境にもかかわらず、セラヤ・エネルギーは、電力購入決

定を助けるための時宜を得た情報の提供及び適切なかつ費用効率の高い価格設定プランや商品の提供により、

顧客のために価値を創造することに引き続き注力した。またセラヤ・エネルギーは、優れた顧客サービス及び

一連の付加価値のある電力プランに裏付けされ、当事業年度においてそのビジネス・スーパーブランド資格を

維持した。

 

一方、YTLパワーセラヤの取引及び燃料管理部門であるペトロセラヤ・プライベート・リミテッド（「ペト

ロセラヤ」）は、その競争力を維持し、より大規模な顧客基盤に応えるための取り組みの一環として、その突

堤設備及び貯蔵タンクの改修及び増築に注力した。進行中の改修・改良作業に伴い、燃料石油の取引マージン

は前年度よりも低かった。

 

資産開発計画は、2015年初めの商業運転開始を目標に、2014年末完成に向けて軌道に乗っている。完成次

第、改修された突堤設備については、多様な船舶や石油タンカーに対応するための運転効率及びターミナルの

柔軟性が更に向上するのに従い、ペトロセラヤは事業成長を強化する態勢が整うこととなる。同時に、石油タ

ンクのリース能力は倍増し、これにより同部門はより一層、顧客によるジュロン島における燃料石油貯蔵の需

要増加に応えることができるようになる。
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インドネシアにおける事業展開

YTLパワーは、ジャワ島のパイトン発電コンプレックスにある1,220メガワット規模の石炭火力発電所を所有

しているインドネシアのPTジャワ・パワー（「ジャワ・パワー」）に対する実効持分を20％保有している。当

該発電所は、30年間の電力売買契約に基づき、インドネシアの国有公共事業会社であるPTペルサハーン・リス

トリク・ネガラ（ペセロ）（「PLN」）に対して電力を供給している。YTLパワーの完全子会社であるPT ワ

イ・ティー・エル・ジャワ・ティムールは、30年契約でジャワ・パワーの運営管理を行っている。

 

2013年12月31日に終了した事業年度について、ジャワ・パワーは、85.99％の平均稼働率を達成し、2014年

６月30日に終了した６ヶ月間について、同発電所の稼働率は88.78％であった。同発電所はその唯一のオフテ

イカーであるPLNに対して、前年度の8,450ギガワット時に対し、当年度中に8,062ギガワット時の発電を行っ

た。低い稼働率及び発電の主因は、当年度中のスチーム・タービンの整備及び発電所の点検である。

 

オーストラリアにおける事業展開

YTLパワーは、オーストラリアのナショナル・エレクトリシティ・マーケット（「NEM」）における規制送電

ネットワーク・サービス・プロバイダーであるエレクトラネット・プロプライエタリー・リミテッド（エレク

トラネット）の33.5％の持分を保有している。エレクトラネットは南オーストラリア地域において高電圧送電

網を有しており、オーストラリア全土で発電所からエンドユーザーに向けた送電が行われている。

 

同社は、オーストラリア・エネルギー当局による規制の対象となる。オーストラリア・エネルギー当局は、

５年間の規制期間について資本支出予想に基づき収益制限を設定する。現在の収益制限は、2013年７月１日に

発効し、2018年６月30日までの５年間にわたり有効である。

 

エレクトラネットの送電網は、南オーストラリアの約200,000平方キロメートルの範囲において、一周5,700

キロメートル超の送電線と76の高圧変電所を通じて電力を供給している。エレクトラネットは２基の規制イン

ターコネクター（うち１基はエレクトラネットの所有）を通じて南オーストラリアからNEMへの重要なネット

ワーク接続を提供している。

 

上下水道事業

当グループの上下水道事業は、英国におけるYTLパワーの完全子会社であるウェセックス・ウォーター・リ

ミテッド及びその子会社（「ウェセックス・ウォーター」）により行われている。

 

ウェセックス・ウォーターは、96％を上回る顧客満足度及び苦情の最小件数をもって、引き続き優れた業績

水準を維持した。同社は、一貫して環境基準に対し約100％の遵守達成率を上げ、汚染事故も最小であった。

またウェセックス・ウォーターは1976年以来、渇水期の散水制限を課さざるを得ない状況を回避してきた。
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継続的改善により、当部門は気候変動、人口増加及び顧客の期待の増加の課題に対応するのに良い位置に立

つことができた。事業全体で持続可能性を組み込むことに対する献身は、同社による英国女王賞の持続的発展

部門賞の連続受賞により報われた。

 

ウェセックス・ウォーターの事業展開地域は、当年度中異常気象に見舞われたが、とりわけ異常な程の雨量

をもたらした2013年から2014年の秋・冬では、2013年12月から2014年２月にかけて約100年ぶりの最多降雨時

期となった。顧客への影響を最小限に抑えるため、かかる地域の48ヶ所で一時的な貯水及び汲み上げを導入し

たにもかかわらず、ウェセックス・ウォーターは飲料水の品質に対する遵守率を99.97％、搾水ライセンスの

遵守率を99.98％と非常に高く維持し続けた。しかし、異常気象を一因として、汚染事故の件数が増加し、同

部門は事態を一変するために、追加措置の確認に取り組んでいる。

 

当年度中、既存のインフラを改善し、新たな資金を築くために、ウェセックス・ウォーターの進行中の５ヵ

年設備投資計画の下、総額226百万ポンド（約1,175百万マレーシア・リンギット）が投資された。かかる投資

には、地域の供給網に対する継続的な取り組みが含まれ、これは水供給の安定性及び質を著しく改善すること

となる。その他の主要作業には、トーントン及びその周辺の本管の改修、アシュフォード水処理施設の取り替

え、３つの下水処理施設におけるリン除去作業並びに下水汚泥処理の改善及びトローブリッジ施設におけるよ

り多くの再生可能エネルギーの生成の作業が含まれる。合計すると、700の異なるプロジェクトが完了し、

ウェセックス・ウォーターは2015年末までに規制上の要件をすべて満たす方向性である。

 

継続的投資は欠かせないが、ウェセックス・ウォーターは引き続き、顧客に手頃な料金に抑えることに努め

た。民営化後、上下水道サービスに充てられる世帯収入の割合はわずか0.2％増加しただけにもかかわらず、

未だに料金の支払いが困難な顧客がいる。したがって、2009年の最後の価格見直し時に規制当局との間で合意

された2014年から2015年の実質料金の値上げは適用されず、また同社は、家計が苦しい顧客を助けるため、テ

イラード・アシスタンス・プログラム（TAP）を拡大した。現在、15,000世帯が恩恵を受けているが、最新の

変更により更に10,000世帯が加わることが見越される。

 

また顧客サービス部門においては、ウェセックス・ウォーターは市民相談協会及び債権回収企業と引き続き

密接に協力し、その金銭補助は金銭知力及び資金管理援助を提供する10の組織を支援した。顧客サービス全体

の質により、ウェセックス・ウォーターは今年度も顧客サービス優秀賞を受賞することができた。
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通信事業

当グループのマレーシアにおける通信事業は、マレーシア通信マルチメディア委員会によるマレーシアにお

ける2.3ギガヘルツのワイヤレス・ブロードバンド・ネットワークの運営に関する承認を得ている、当グルー

プの60％子会社である、ワイ・ティー・エル・コミュニケーションズ・センドリアン・バーハッド（「YTL

Comms」）によって行われている。YTL CommsのYES4Gネットワークは、音声通話サービス及びその他すべての

音声通話回線（モバイル及び固定回線）との相互接続が可能な高速モバイル・インターネットを提供し、YES

を開放することで、集中型音声及びデータ・サービスを顧客に提供する。

 

YTL Commsは当年度中にYES4Gネットワーク網をサバ州に拡張したことにより、マレーシアのより多くの消費

者が高速4Gインターネットを利用できるようになった。サバ州におけるYESの商業利用が可能になったのは、

YTL Commsが最先端の4Gネットワークをマレーシア全域で提供するために継続して取り組んできたからであ

る。かかるネットワークの拡張により、コタキナバル、ビューフォート、クニンガウ、コタ・ブルッ、ク

ダッ、ラハダトゥ、パパル、サンダカン、タワウ及びトゥアランを含むサバ州の多くの市や町において4Gモバ

イルが利用可能となり、サバ州の人口の約60％をカバーしている。

 

またYTL Commsは、教育パートナー・プログラム（EPP）の下で学生が学習・研究目的でインターネットへの

アクセスを容易に確保できるように大学キャンパス内での4Gネットワークを確立するための覚書をマレーシ

ア・サバ大学と締結した。これは、国の教育制度を世界基準に転換するための当グループの取り組みへのさら

なる一歩となった。

 

かかる取り組みに従って、フロッグ・仮想学習環境（VLE）プラットフォームを通して管理業務を整備する

一方で、YTL Commsはコタキナバル地区の公立学校の校長・主任教師が教育・学習法を強化及び補完する新し

い方法を体験できる州全体の教育意識高揚イベントも開催した。合計2,070人の校長・主任教師が690の公立小

学校及び中学からかかるイベントに参加し、かかる技術に触れる機会を得た。フロッグVLEは1BestariNetイニ

シアチブの基盤の一つである。

 

YTL Commsは、マレーシア教育省の主導で開始された1BestariNetプロジェクトを引き続き順調に進捗させ

た。完了次第、1BestariNetプロジェクトの下、マレーシアの公立小学校及び中学を合わせて10,000校がYes4G

接続及びクラウドベースの仮想学習環境であるフロッグVLEにつながることとなる。

 

同プログラムは、地方と都市の学校が相互につながることを可能にし、学生は知識ベースの経済において平

等に成功する機会を与えられ、より公平な競争の場が構築される。学校内では、内蔵されたコンテンツ・フィ

ルターが安全な学習環境を提供し、学生がインターネットを通じて不適切なコンテンツにアクセスできず、教

育省に承認されている教育ウェブサイトだけがコンテンツ・フィルターを通過することができることを保証し

ている。
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当年度、YTL Commsは数多くの賞を受賞し、テレコム・アジア・アワード2014においてグーグルとのパート

ナーシップが評価された「最も革新的なパートナーシップ戦略」、2014 Telecoms.comインダストリー・ア

ワードにおける「ベスト・エンタープライズ・クラウド提供」及び2013ブロードバンド・インフォビジョン・

アワードにおける1BestariNetプログラム下のクラウドベースフロッグVLEが評価された「ベスト・ブロードバ

ンド・クラウド賞」が含まれる。

 

セメント製造事業

当グループのセメント製造部門は、コンクリート及び採石業の良好な業績に牽引され、当年度においても堅

調な業績を記録した。

 

当グループは、クアラルンプールにおけるライトレールトランジット（LRT）の拡張プロジェクト及びクラ

ンバレー高速輸送（MRT）プロジェクトなどの重要かつ大規模なインフラ開発に加え、その他の多くのインフ

ラ開発や全国各地の高層ビルを含む、広範囲に及ぶ商業、住宅、インフラ及び専門的なプロジェクトにおい

て、サプライヤーであり続けている。

 

マレーシアで当グループ４棟目となる一体型のセメントの製造施設の建設は、完成間近であり、2015年に運

転開始予定である。同製造施設は、一日あたり5,000トンのセメント容量を有し、低窒素酸化物の排出量に関

するヨーロッパの基準を満たし、よりエネルギー効率の良い運用を行うための最新技術を含む最新の環境基準

に合わせて製造されている。

 

また、完了すれば、シンガポール最大のセメントターミナルとなる新しいセメントターミナルの建設も進ん

でいる。この新ターミナルでは、様々なセメント系製品の輸入に対応し、多様な混合セメント製品を製造が可

能となり、当グループが擁する製品群に対する需要が依然として旺盛なシンガポールにおける当グループの事

業規模を更に拡大させることとなる。

 

同部門の中国工場は、杭州市場において主要な製造工場の一つとしての地位を引き続き維持しており、硬質

レンガについては155万トン、セメントについては200万トンの年間生産能力を有している。セメント製造工程

で排出され、そのセメントキルンから回収された廃熱から電力を生成する発電所の廃熱回収プロジェクトは、

同発電所における燃料源としての石炭の使用量並びに二酸化炭素、窒素などの温室効果ガスの排出量を抑え、

省当局及び中国政府の排出削減プログラムに沿うものとなっている。

 

同部門は、最高の品質及び高い性能を有し、かつ生態学的に優しいセメントを導入及び開発するための研究

開発活動への尽力に引き続き重点を置いている。当グループはアジアの中でも有数の生物学的に優しいかつ革

新的なセメント製造会社であり、様々な代替燃料や再生原料を使用していることに加え、そのセメント製品の

多くがシンガポール環境審議会の下でグリーンラベルスキーム又はSirim Malaysiaのエコ・ラベルスキームの

認定を取得した。同部門は、その製品が国際的な品質及び基準について、国際水準を満たすことを保証するた

め、認定プロセスに積極的に参加した。
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建設部門

建設部門は、いくつかの住宅不動産開発の工期を予定通り完了させ、開発中の既存のプロジェクトについて

も順調に進捗させ、当年度において安定した業績を記録した。

 

当社グループによるスンガイ・ブシのレイク・フィールズプロジェクトでは、３階建て住居102棟から成る

グローブ工期の建設工事は完了し、３階建てのテラスハウス及び戸建住宅285棟で構成されるリード工期の作

業も完成間近である。

 

一方、スントゥル・イーストのザ・ケイパーズは完成間近であり、４つのビルすべて及びポディウムの建設

作業は完了し、内装・外装の建築作業及び造園は最終段階にある。ザ・ケイパーズは、各36階建ての２つのタ

ワー開発であり、かかるタワーのポディウム階に各５階建ての２つの低層ビルを有している。

 

スントゥルにおいても、2017年に完成予定の新たな住宅開発計画であるザ・フェンネルの工事が開始され、

順調に進捗している。ザ・ケイパーズと同様に、ザ・フェンネルは、浮遊プールやトロピカル・ベランダな

ど、クアラルンプールの街並みを一変させるような、他にはないデザインと建築要素を取り入れている。

 

海外においては、３オーチャード・バイ・ザ・パークと呼ばれるシンガポールにおける当グループの高級住

宅開発の建設作業が進行している。同プロジェクトは、オーチャード大通りの25階建ての77戸の高級住宅を構

成している。

 

また同部門は、一日あたり5,000トンのセメント容量を有する当グループの最新の一体型のセメントの製造

施設の土木業に着手しており、当年度末の完成を予定している。

 

不動産開発及び投資部門

当グループの不動産開発及び投資活動は、マレーシアにおける住宅及び商業不動産開発、シンガポールにお

ける住宅開発並びにスターヒル・グローバル・リアル・エステート・インベストメント・トラスト（「スター

ヒル・グローバルREIT」）が管轄するシンガポールにおける商業、小売店舗及びオフィス不動産が含まれる。

 

住宅及び商業不動産開発

当グループは昨年、スントゥル開発における最新計画を大成功のうちに開始した。ザ・フェンネルは、４棟

の高層タワーの916戸から構成されており、その内最初の２棟については、2013年７月の内覧会において既に

完売し、更にもう１棟についても2013年11月の内覧会において優れた申込率を達成している。ザ・フェンネル

は、２つの浮遊塩水スイミング・プール、ポケット庭園や天空の森をイメージしてタワー全体のいくつかのフ

ロアに設けられた「トロピカル・ベランダ」など、多数の機能とユニークな建築要素を提供している。
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一方、スントゥル・イーストのザ・ケイパーズは完成間近であり、４つのビルすべて及びポディウムの建設

作業は完了し、内装・外装の建築作業及び造園は最終段階にある。ザ・ケイパーズは、２つのタワーに489戸

を抱え、かかるタワーのポディウム階に５階建ての低層ビルを有している。タワーの住宅部分は、寝室２部屋

及び3+1寝室構造となっており、低層スイートは、4+1寝室の二世帯住宅、及び2+1寝室のスイートである。近

接しているザ・ケイパーズとザ・フェンネルは、クアラルンプールの街並みに革命的変化をもたらすとする約

束を果たし始めている。

 

予定されている当グループの海外の高級自由保有開発である３オーチャード・バイ・ザ・パークは、シンガ

ポールで最も高級な住宅地の一つであり、オーチャード大通り沿いに位置する。象徴的なショッピング街であ

るオーチャード大通りに近接するこの自由保有開発は、予定されているオーチャード・ブルバード大量高速輸

送（MRT）駅と目と鼻の先であり、有名なシンガポール植物園に近接している。

 

同プロジェクトは、世界的に有名なイタリア人デザイナーのアントニオ・チッテリオ氏により建物、内装、

備品及び什器を全体的に、デザインされた。同氏は、ミラノ及びロンドンのブルガリホテル、ブルガリ・リ

ゾート・バリ並びにビー・アンド・ビー・イタリア、マグサルト及びアルクリネアの家具ブランドを含む、建

築物や家具のコンセプトで数々の受賞歴を誇っていることで有名である。

 

同コンドミニアムは、25階に広がる５寝室構造のペントハウスから２寝室構造の住居から構成される77戸の

高級住宅を特徴とし、中にはプライベートプールや天空庭園付きのものも含まれる。居住者は、景観のすばら

しいプールを囲む緑豊かな庭園、ジム設備及びアントニオ・チッテリオ氏により特別にデザインされた図書室

のラウンジを享受することができる。３オーチャード・バイ・ザ・パークは、持続可能かつ環境に優しい、高

水準のデザイン及び建築を実現したことを評価され、シンガポールの建築管理局のBCAグリーン・マーク・

ゴールド・プラス・アワード2014を受賞した。同開発は、現在建設中である。

 

一方、セントーサ・コーヴのカサラ湖を開発した、当グループの子会社であるレイクフロント・プライベー

ト・リミテッドは、DPインフォメーション・グループにより2014シンガポール企業トップ1000に名前が挙がっ

た。同ランキングは、企業の監査済みの年次決算報告書から得られる年間売上高、純利益及び株主資本利益率

に基づいている。

 

スンガイ・ブシにおける当グループのレイク・フィールズ及びミッド・フィールズの開発については、グ

ローブの建築作業は完了し、リードも完成間近である。一方、ミッド・フィールズ開発においては、最近売り

出されたミッド・フィールズ２が、2014年４月に販売開始された最初の２区画について全650戸が完売すると

いう業績を再び残した。ミッド・フィールズ２は最終的に、居住者に都会の中の静養地を提供するための、開

発全体の40％近くに及ぶ統合された公園と屋上庭園を備えた３区画を抱える予定である。
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スターヒル・グローバルREIT

当グループは、シンガポール証券取引所に上場し、シンガポール、マレーシア、オーストラリア、日本及び

中国で小売店舗やオフィス不動産を所有しているスターヒル•グローバルREITの株式を36.27％保有している。

同REITの運用会社であるワイ・ティー・エル・スターヒル・グローバルREITは、当グループの完全子会社であ

る。

 

スターヒル・グローバル REITの不動産ポートフォリオには、シンガポールの有名なオーチャード大通り沿

いの二大ショッピング・コンプレックスであるウィスマ・アトリア及びニー・アン・シティの株式、日本で

は、東京の高級繁華街のブティック６軒、中国の成都にある主要なショッピング・センター１軒、オーストラ

リアのパースに位置するデービット・ジョーンズ・ビルディング及びプラザ・アーケード、並びにクアラルン

プールのゴールデントライアングルに所在するスターヒル・ギャラリー及びロット10ショッピング・センター

内の区画を所有している。

 

トラストは、主にシンガポール、マレーシア及びオーストラリアにおける資産に裏付けされ、堅調な業績を

引き続き記録した。シンガポールにおいては、同トラストは、ニー・アン・シティ不動産のマスター・テナン

トからの賃貸料引き上げ及び資産再開発行使に付随するウィスマ・アトリア不動産の賃貸料利益の返還に加

え、オーチャード大通り地区の事務所スペースの好調な需要により利益を得た。マレーシアのスターヒル・

ギャラリー及びロット10不動産は、引き続き満室の稼働率水準を記録し、オーストラリアのパースに位置する

デービット・ジョーンズ・ビルディング及びプラザ・アーケードも満室に程近い稼働率を上げている。

 

ホテル開発及び投資部門

当グループのホテルの開発及び管理活動は、直接並びにマレーシア及びその他海外のホテル及びホスピタリ

ティ関連の利回り発生型優良資産に特化しているマレーシアの上場不動産投資信託であるYTLホスピタリティ

REIT（「YTL REIT」又は「トラスト」）を通じて行われている。

 

カサラ

当グループは、現在日本の北海道、タイのコ・サムイ及びボルネオのプラウ・ティガを含むエキゾチックな

立地に位置する独特かつ高級なホテル、リゾート及び住宅が集まったカサラブランドの立ち上げを発表した。

カサラは、高級感や信頼性があり、時間に追われることのない体験を約束する。各滞在先に共鳴する魅力的な

体験を生み出すために贅沢にデザインされた宿泊施設には、現地の影響、文化及び伝統が編み込まれている。

同部門の研究によると、これらの要因が裕福かつ知識豊かな旅行者の決断に影響を与えるのである。最初に

オープンするのが、今年12月のカサラ・ニセコビレッジ・タウンハウスである。
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ニセコビレッジ、北海道（日本）

ニセコビレッジは、大成功を収めた。滞在先としての人気は、史上最多の、宿泊をしない日帰り旅行客数を

記録するまでに成長した。この人気急上昇は、グリーン・シーズンに波及し、最終的にニセコビレッジを、四

季を通じて楽しむことのできるリゾートとして確立させることとなる。ワールド・スキー・アワードは、ニセ

コビレッジを含むニセコユナイテッドを、日本国内のベストスキーリゾートに選出した。

 

当社グループは、需要の増加と時期を合わせ今年12月にオープンし、今後10年間にわたって明らかになる予

定である包括的なプロジェクトの中核であるザ・ビレッジを開発している。ニセコの、受賞歴のあるホテル、

レジデンス及びスキーリフトと目と鼻の先に位置するザ・ビレッジのスロープ脇の立地はホワイト・シーズン

中、お洒落かつ多様なショッピング及びダイニング施設への、スムーズで、スキーイン・スキーアウトができ

る、昼夜のアクセスを可能にする。舗装されているが、落ち着きのある歩道は、グリーン・シーズン中のザ・

ビレッジにおける山の冒険や屋内の様々な活動のアクセスを容易にする。

 

また今年12月にカサラ・ニセコビレッジ・タウンハウスもオープンし、史上初の寝室３部屋を備えた高級な

８戸のタウンハウスから成り、近接するザ・ビレッジの個々の要望に応えたきめ細やかなサービスや優先的な

特権が含まれる。同タウンハウスは、ニセコビレッジの総合アルペンリゾートの贅沢な滞在の新たな側面の先

触れとなる。

 

サーメ・バース・スパ

当グループは、受賞歴のあるサーメ・バース・スパの運営契約をサーメ・デベロップメント・カンパニーか

ら引き受けた。相互合意に基づく本契約は、英国における世界遺産都市バースの地位を確立させ、ヨーロッパ

有数のスパ地の一つとしての地位を更に向上させることとなる。確固たるサーメ・バース・スパブランドは、

近日オープン予定の５つ星のゲインズボロ・バス・スパ・ホテルとともに、選択肢を提供し、両事業に価値を

付与することとなる。両施設は、英国唯一のミネラル豊富な温水の利用を提供する。サーメ・バース・スパは

２つのプール及びアロマのスチームルームから成る現代のニュー・ロイヤル・バース、壮大な屋外にある屋上

プール並びに屋内のミネルバ・バースに加え、スプリングス・カフェ＆レストランを備える歴史的スパ建物か

ら構成されている。クロス・バースは、独自の露天温水プールを備える別館であり、より広大なニュー・ロイ

ヤル・バース施設に、代替的な選択肢を提供する。
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パンコール・ラウト・リゾート

パンコール・ラウト・リゾートは、市場の首位を維持し、その評価について次に挙げる栄誉を得た。トリッ

プ・アドバイザーのトラベラーズ・チョイス・アワード2014におけるマレーシアのホテル　トップ25入り、ト

リップ・アドバイザーの魅力的な水上バンガロー　トップ10入り、フォーダーズ・トラベルによる最も魅力的

なバンガロー2014　トップ10入り、CNNトラベルによる高級リゾート　ベスト９入り、エクスパトリエイト・

ライフスタイル誌のベスト・オブ・マレーシア・アワード2013のベスト・ロマンチック・ステイ受賞に加え、

ベスト・サービス、ベスト・ビーチリゾート及びベスト・スパリゾートの優秀賞受賞、ホスピタリティ・アジ

ア・プラチナム・アワード2013-2015：年間最優秀リゾート－ベスト・ディスカバリー受賞が含まれる。ス

パ・ビレッジ・パンコール・ラウトは、ブキット・ガンタン・ウォリアー・トリートメントが評価され、アジ

アスパ・アワード2013の年間最優秀メンズ・スパ・トリートメント賞を受賞した。同ホテルを訪れた著名人に

は、俳優のダニエル・ブリュール及びサッカーのスター選手のスティーブ・マクマナマンが含まれている。パ

ンコール・ラウト・リゾート及びミューズ・パンコール・ラウト・エステートは、フォックス・インターナ

ショナルの人気リアリティー番組シリーズ、アジアズ・ネクスト・トップ・モデルにも取り上げられた。

 

タンジョン・ジャラ・リゾート

同リゾートの当年度の受賞歴には、トリップ・アドバイザーのトラベラーズ・チョイス・アワード2014のマ

レーシアのホテル　トップ25入り、エクスパトリエイト・ライフスタイル誌のベスト・オブ・マレーシア・ア

ワード2013のベスト・ビーチリゾート（優秀賞）及びAsiaRooms.comホテル・アワード2013のベスト・ビーチ

ホテルが含まれる。タンジョン・ジャラ・リゾートは、フォックス・ニュースにより世界のダイビングリゾー

ト　トップ10に選出された。

 

タンジョン・ジャラを「オープン時同様」の状態に積極的に保つ方針に沿い、全客室及びレストランやキッ

チンを含む全公共エリアを改装するために、同リゾートは、2014年10月半ばから2015年２月半ばまでの閑散期

の４ヶ月間にわたり営業を休止する。同リゾートは、フォックス・インターナショナルの人気リアリティー番

組シリーズ、アジアズ・ネクスト・トップ・モデルにも取り上げられた。またスター・ワールドで放送される

新しいリアリティー番組シリーズ、フィット・フォー・ファッションのロケ地でもあった。

 

キャメロン・ハイランズ・リゾート

キャメロン・ハイランズ・リゾートは、引き続きレジャー客及び会議参加者の両者にとって人気の静養所と

なっている。当年度の受賞歴には、エクスパトリエイト・ライフスタイル誌のベスト・オブ・マレーシア・ア

ワード2013のベスト・ウィークエンド・ブレイク及びトリップ・アドバイザーのトラベラーズ・チョイス・ア

ワード2014のエクセレンス認証が含まれる。キャメロン・ハイランズ・リゾートは、CNNトラベルのラグジュ

アリー・リゾート　ベスト９に選出され、ライフスタイルアジアのホット・テンリストに挙がった。
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ザ・リッツ・カールトン、クアラルンプール

ザ•リッツ・カールトン・クアラルンプールの改装計画は完了に近づいている。同プロジェクトの範囲には

ホテル及びスイートの袖の両運営を統合することになる滞在客の到着及び受付ロビーの新設、シーザーズレス

トランの拡張工事、宿泊客の経験を充実させるための新しいゲストラウンジ並びに喫茶及び図書スペースの設

置、すべての客室及びスイートの改装が含まれる。これらのアップグレードが完了すれば、ザ•リッツ・カール

トン・クアラルンプールは、クアラルンプールの高級ホテルのカテゴリーにおいて他の追随を許さない存在と

なる。

当年度の受賞歴には、トリップ・アドバイザーのトラベラーズ・チョイス・アワード2014におけるマレーシ

アのラグジュアリー・ホテル　トップ25入りが含まれる。スパ・ビレッジ・クアラルンプールはライフスタイ

ルアジアのホット・テン入りを果たした。また同ホテルは、フォックス・インターナショナルの人気リアリ

ティー番組シリーズ、アジアズ・ネクスト・トップ・モデルにも大々的に取り上げられた。当年度、同ホテル

を訪れた著名人には、アメリカ合衆国大統領のバラック・オバマ、俳優のジャッキー・チェンやミシェル・

ヨー及びファッションデザイナーのジミー・チュウが含まれている。

 

JWマリオット・ホテル、クアラルンプール

JWマリオット・クアラルンプールは、市内を代表するビジネス、ミーティング及びカンファレンス用ホテル

として、前年よりも優れたサービスを提供し続けている。同ホテルは、トリップ・アドバイザーのトラベラー

ズ・チョイス・アワード2014におけるマレーシアのラグジュアリー・ホテル　トップ25に選ばれた。上海レス

トランは、ラ・シェーヌ・デ・ロティスールのエクセレンス・ダイニング・アワードを受賞した。

 

ヴィスタナ・グループ・オブ・ホテルズ

改良及び改装されたヴィスタナ・ホテルズは、2014年２月にオープンし、「ヴァイブランス（活気）」、

「ヴァーヴ（活力）」及び「ヴァリュー（価値）」のブランド約束を特徴としている。すべての客室、スイー

ト及び公共エリアは、滞在客に快適さ、効率及び実用性の経験を提供するために全面改装された。新しい設備

には、軽食を扱うコーヒーバーである24営業のバリスタ、お客様のニーズに合わせたビジネス・ソリューショ

ン・センターであるHUB247及び全会員ゲスト向けのジムが含まれている。滞在客は今ではホテル全体で提供さ

れている無料のWiFiにより、より優れたネットワーク接続を享受できる。1995年のヴィスタナの初めてのオー

プン以来、部門は旅行客のニーズや傾向に合うようにそのブランドを進化させることに努めてきた。活気に満

ちかつ効率的なサービス、抜け目ないコミュニケーション及び戦略的な立地が、ヴィスタナの各ホテルの特質

である。
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ミューズ・ホテル・ド・リュクス、フランス、サントロペ

ミューズ・ホテルは、引き続き、ガラやピュア・サントロペなど多くのライフスタイル誌に特集を組まれて

いる。サントロペは未だ、夏期に取り上げられる滞在先であり、ザ・ミューズは最高級ブティックホテルとし

ての地位を、非常に競争の激しいサントロペ市場において確固たるものとし、高いリピーター率を誇ってい

る。ミューズは、類を見ない良質のサービス及び卓越したゲスト体験を滞在客に提供し続けている。

 

スウォッチ・アート・ピース・ホテル上海、中国

当グループは引き続きザ・スウォッチ・アート・ピース・ホテルのレジデンス及びシュック！上海レストラ

ンを経営及び運営している。シュック！上海は上海レストラン・ウィークのベストダイニングレストラン第三

位を獲得した。レストラン・ウィークは、代表的な世界規模のレストランガイドであるダイニングシティに企

画されているが、今年度の版に世界中の受賞レストラン11店を選んだ。シュック！上海は、ジャン・ジャル

ジュのヌガティンやパリ・ルージュなどの上海における世界クラスのレストランと並んでランキングに入っ

た。また同レストランは、トリップ・アドバイザーにより上海のレストラン第一位にも評価された。

 

ガヤ・アイランド・リゾート、サバ州、マレーシア

ガヤ・アイランド・リゾートは、サバ州選りすぐりの高級滞在先として、その名を上げている。ガヤ・アイ

ランド・マリン・センターは、環境保全への取り組みが反映されている当グループ最新の卓上用大型豪華本の

出版に合わせて、正式にオープンした。同センターの環境保全の３つの柱は、カメの保護、サンゴ礁の再生及

び教育を通じた環境保護である。様々な損傷を負ったいくつかのカメは、保護され、リハビリ治療が施され、

無事に野生に戻された。この地域特有の絶滅危惧種であるテングザルも、海で保護された。かかる環境保護実

績は、旅行客の間で評判が良く、ソーシャル・メディアで詳細に取り上げられてきた。著書『ナチュラル・ワ

ンダーズ－山、熱帯雨林、そして岩礁の自然の驚異』は、同地域の独特な立地に位置する当グループの８つの

リゾートの自然のすばらしさを取り上げている。ガヤ・アイランド・リゾートは、トリップ・アドバイザーの

トラベラーズ・チョイス・アワード2014におけるエクセレンス認証を受賞し、ライフスタイルアジアのホッ

ト・テンに取り上げられた。同リゾートは、フォックス・インターナショナルの人気リアリティー番組シリー

ズ、アジアズ・ネクスト・トップ・モデルにも取り上げられた。

 

ザ・スリン・プーケット、タイ

ザ・スリン・プーケットは良好な業績を収め、過去５年間で最高の稼働率を上げたが、これは先に行われた

すべての客室及び公共エリアの施設の大々的な改装に大きく依拠している。取り組みにより、天然の生化学物

質を広く利用することを含む、環境に優しい運営体制が引き続き導入されている。
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スパ・ビレッジ・リゾート・テンボック、バリ

スパ・ビレッジ・リゾートは、商品の開発及び強化を続けている。導入された新たなアクティビティは、伝

統的な満月の寺院祭りを含む、様々な現地の慣習を目玉としている。同リゾートは、毎日行われているアク

ティビティの一部である、ゲストアーティストやプラクティショナーを引き続き招待している。

 

ザ・マジェスティック・マラッカ

ザ・マジェスティック・マラッカは、現在もなお世界遺産都市マラッカの一流ホテルである。同ホテルは、

トリップ・アドバイザーのトラベラーズ・チョイス・アワード2014において、マレーシアのホテル　トップ25

に名前が挙がり、エクスパトリエイト・ライフスタイル誌が主催するベスト・マレーシア・アワード2013のベ

スト・ブティック・ステイ部門を受賞した。ザ・マジェスティック・マラッカは、フォックス・インターナ

ショナルの人気リアリティー番組シリーズ、アジアズ・ネクスト・トップ・モデルにも取り上げられた。

 

ザ・マジェスティック・ホテル・クアラルンプール

同クラシックホテルは、良好な業績を収め、オープン初年度において、収益及び稼働率のどちらについても

期待を上回った。マジェスティック・ボールルームが人気の結婚式場及び社交行事の会場として確立されるに

つれ、宴会業務は軌道に乗った。当年度は、企業会議の増加も見られた。アフタヌーン・ティーは、ティー・

ラウンジ及びオーキッド・コンサーバトリーにおいて引き続き好評であり、コンタンゴのインタラクティブ・

ダイニングのコンセプトは今や名が通り、大人気である。またザ・スモーク・ハウスも、プライベート・ダイ

ニング・ルームや男性用の理髪店、トゥルフィット＆ヒルにより、魅力的なロケーションとなった。

 

ザ・マジェスティック・ホテル・クアラルンプールは、東南アジアで初めて開催された一流のローレウス世

界スポーツ賞アカデミー・ディナーを主催した。同ホテルは、オープンからわずか１年の間に数々の賞を受賞

した。これには、アジア太平洋地域の最高級ホテルを表彰するデスティンアジアの高級な「ザ・リュックス・

リスト」への選出、ホスピタリティ・アジア・プラチナム・アワード2013-2015：年間最優秀HAPAホテル賞、

HAPA５つ星ホテル　格別な体験　トップ３入り、HAPAコンセプトレストラン－コンタンゴ　トップ10入り、

HAPA満たされるスパ年間最優秀－マジェスティック・スパ　トップ10入り、エクスパトリエイト・ライフスタ

イル誌の「ベスト・オブ・マレーシア」の「ベスト・シティホテル」及びベスト・ブティックホテルの優秀賞

受賞、ライフスタイルアジアのマレーシアズ・ホット・テンへの選出、トリップ・アドバイザーのトラベラー

ズ・チョイス・アワード2014のエクセレンス認証の受賞が含まれている。ハーパーズバザー誌のマレーシア・

スパアワード2014において、ザ・マジェスティック・スパは、ビクトリア女王のラベンダー・トリートメント

が評価され、ベスト・ヘリテージ・スパ体験及びハーパーズバザー誌編集者が選ぶ：ベスト・カップルセラ

ピー－マラヤ黄金半島を受賞した。
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ゲインズボロ・バス・スパ

ゲインズボロ・バス・スパは、市の有名な天然温泉を直接使用する英国唯一のホテルとなるだろう。オープ

ン間近の同ホテルは、ゲインズボロ、ベロッツ及びヘルティング・ハウスの３棟の重要な歴史的建造物で構成

され、前者２棟の建物には、二等級登録されているジョージアン様式のファサードが備えられている一方、ヘ

ルティング・ハウスは、市内に残存する唯一のエリザベス女王時代の建物である。

同ホテルの低層階には、1,300平方メートルのスパ・ビレッジ・バース及び太陽の光が差し込むアトリウム

内に設置された温水プールを構えることとなる。99室が、高い天井、床暖房つきの浴室及びジョージアン様式

の窓を備え、中にはロールトップバス付きのスパ・スイート３部屋が含まれる。ゲインズボロの建物の17世紀

の別館であるベロッツは、スパ・ビレッジに通じる地下通路を有する14の客室を擁している。同ホテルはCNN

により、2014年でオープンが最も待ち望まれている12のホテルの一つに挙げられた。

 

イースタン＆オリエンタル・エクスプレス

イースタン＆オリエンタル・エクスプレスは、2014年の第１四半期まで、収益面において好調な業績を収め

た。しかし、続く数ヶ月のうちに、バンコクの情勢が、専属部門及び旅行代理店部門の事業、並びにより短い

準備期間を要する事業に著しい影響を与えた。情勢が安定したため、旅行客及び観光産業はタイにおいてその

信頼を回復し、これは2015年に向けて励みとなっている。カンボジアでの営業が間もなく実現し、今後２年以

内にイースタン＆オリエンタル・エクスプレスにとっての新たな目的地が追加されることとなる。

 

YTL REIT

2014年６月30日に終了した事業年度について、トラストは堅調な業績を記録したが、その主因は、昨年の

７ヶ月間に比べ、事業年度を通じたシドニー・ハーバー、メルボルン及びブリスベンのマリオット・ホテルの

業績の統合にある。YTL REITは、かかる３つの優良物件の買収を2012年11月に完了し、その地理的多様性を、

マレーシア、日本及びオーストラリアをカバーするまでに拡張した。同トラストの不動産ポートフォリオの査

定総額は、現在31.5億マレーシア・リンギットに達している。

 

2013年12月11日に、同トラストは、その名称をスターヒル・リアル・エステート・インベストメント・トラ

ストからYTLホスピタリティREITに正式に変更し、単一のホテルやホスピタリティ関連資産の種類に焦点を置

いたホスピタリティを専業とするREITへの転換の最終段階を記した。
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・マレーシア・ポートフォリオ

マレーシアにおけるトラストのポートフォリオは、パンコール・ラウト、タンジョン・ジャラやキャメロ

ン・ハイランズの高級リゾートからクアラルンプールのゴールデントライアングルの中心地に位置する５つ

星物件や半島各地の主要都市の中心に位置するビジネスホテルに至る、多様な９つの資産を構成している。

YTL REITは、かかる収益構造によりもたらされた安定した収入による不動産及び利益を対象とする固定リー

ス契約を維持している。

当事業年度について、YTL REITは、JWマリオット・ホテル・クアラルンプール、ザ•リッツ・カールトン・

クアラルンプール及びザ•リッツ・カールトン・クアラルンプールのレジデンスにおいて良好な業績が引き

続き見られた。滞在客が一所に集まった贅沢な娯楽やサービスを利用できることを保証するため、これら３

つの高級不動産は、クアラルンプールの一流商業地区を形成するゴールデントライアングルに位置し、ス

ターヒル・ギャラリー、フィースト・ビレッジ　高級ダイニング・パビリオン、カールトン・カンファレン

ス・センター及びスパ・ビレッジ・クアラルンプールなどの最高級のリテール先の程近くで運営されてい

る。

 

同トラストが有し、半島の西海岸にパンコール・ラウト・リゾート、東海岸にタンジョン・ジャラ・リゾー

ト及びキャメロン・ハイランズ・リゾートを構成する高級リゾートにおいても、同様の高品質の提供を体験

することが可能である。同不動産は、欧州、米国、アジア太平洋地域からの富裕層顧客を引き続き惹きつけ

ている。一方、ヴィスタナのビジネスホテル・チェーンのブランド再構築は、クアラルンプール、クアンタ

ン及びペナンにおけるマレーシアの主要ビジネス街で運営しているこれらのホテルの顧客体験をアップグ

レードさせた。

 

・インターナショナル・ポートフォリオ

YTL REITのインターナショナル・ポートフォリオは、日本の北海道に位置するヒルトン・ニセコビレッジ並

びにオーストラリアのシドニー・ハーバー、ブリスベン及びのメルボルンのマリオット・ホテルにより構成

されている。

 

ヒルトン・ニセコビレッジは、固定リース契約の下で運営されているが、これによりトラストの安定した収

益レベルが保証されている。同ホテルは、アジアで最もバランスのとれた冬と夏のリゾート地の一つであ

り、ニセコ・アンヌプリ山の麓に位置し、ランドマークとなっている休火山である羊蹄山の眺望を誇る主要

な滞在先であるニセコビレッジの基盤となっている。

 

YTL REITのオーストラリアにおける資産は、当事業年度において、引き続き堅調な稼働率を記録した。トラ

ストは、シドニー・ハーバー、ブリスベン及びメルボルンのマリオット・ホテルの運営により、多様な収入

源による恩恵を受けている。
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シドニー・ハーバー・マリオットは、コーポレート及びレジャーの両部門において常連を増やすことに一層

の努力を傾けたことにより、その稼働率は前年の86.0％に比べ、87.2％に増加した。シドニー・ハーバー・

マリオットは、ハーバーブリッジ、シドニーオペラハウスを含む象徴的なランドマークを見下ろすサーキュ

ラーキーの中心部に位置し、563室の客室を擁する５つ星ホテルである。

 

一方、186室の客室を擁するメルボルン・マリオットは、当年度において、前年の81.6％を上回る88.2％の

稼働率を達成した。同ホテルは、市内の劇場地区に程近い、バーク通りやコリンズ通りのショッピング街、

チャイナタウン、メルボルン博物館、王立展示館ビルから数分の距離に位置している。

 

しかし、ブリスベン市場に打撃を与えた鉱業の低迷に付随したコーポレート・ビジネスの縮小が主因とな

り、前年の78.0％に比べ、75.0％と稼働率の減少を記録した。同ホテルは、コーポレート・クライアント基

盤の拡大に加え、週末の宿泊セグメントを引き付けるための一連の市場戦略に着手した。ブリスベン・マリ

オットは、263の客室と４つのスイートを擁し、ブリスベンのビジネスの中心街とフォーティテュード・

ヴァリーの中間に位置しており、ショッピング街や川沿い飲食街と市内の企業や文化施設に近接している。

 

情報技術及び電子商取引イニシアチブ

過去数年において、同部門は、引き続き、ワイ・ティー・エル・コミュニケーションズ・センドリアン・

バーハッド（「YTL Comms」）により、その音声サービスを伴うYESモバイル・インターネットに利用される

2.3ギガヘルツ（GHz）のWiMAX周波数帯域のライセンスから安定した収益を受けた。YTL Commsは、そのネット

ワークの範囲を拡大し続け、2014年６月30日に終了した事業年度において好調な伸びが見られた。

 

コンテンツ及びデジタル部門について、当グループの子会社であるワイ・ティー・エル・インフォ・スク

リーン・センドリアン・バーハッド（「YTLIS」）は、当事業年度において安定した業績を収め、多数の名高

いブランド名を引き付けたが、クアラルンプール国際空港の低コストキャリアのターミナルであるKLIA2の

オープン日の変更がKLIAエクスプレス・レール・リンク搭載の当社のデジタル・メディア・ネットワークの広

告収入に打撃を与えた。

YTLISは、主にロット10ショッピング・センターの向かいに位置する、象徴的なデジタル「キューブ」、ス

ターヒル・ギャラリーやその他のショッピング・センターにおけるデジタル・ネットワークや、クアラルン

プール・エクスプレス・レール・リンク（KLIA Ekspres）の車内など、クアラルンプールのビンタン・ウォー

ク・エリアでのデジタル・ナローキャスト・メディアネットワークのためのコンテンツ作成や広告配信を行っ

ている。YTLISは、セランゴール州のマインズ地区に位置するセランゴール・ターフ・クラブに近接する巨大

LEDスクリーンの設置に加え、広告主に売り込むデジタル・メディア資産のポートフォリオの、当年度中の提

供を拡大した。
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第４ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

第２ ３「事業の内容」を参照のこと。

 

２ 【主要な設備の状況】

下表はグループの土地を示したものである。

 

所在地  保有形態  面積  用途

       
ニー・アン・シティ・プロパティ、
391/391B
オーチャード・ロード、
シンガポール　238874^
 

 賃借(2072年３月
31日まで)

 26,846.4㎡  ニー・アン・シティの全区
分所有区画の27.23％に相
当する、４区分所有区画

ウィスマ・アトリア・プロパティ
435　オーチャード・ロード
シンガポール　238877^
 

 賃借(2061年３月
31日まで)

 8,218.7㎡  ウィスマ・アトリアの全区
分所有区画の74.23％に相
当する257区分所有区画。
ウィスマ・アトリアはポ
ディアム・ブロックから構
成される建物であり、商業
スペースとして地下１階と
４フロア、駐車スペースと
して３フロア、オフィス・
ブロックとして13フロアか
ら構成される。
 

タウン・サブディヴィジョン24のロッ
ト番号1070Nオーチャード・ブルバー
ド
 

 自由保有権  1.427エーカー  開発予定地

カンバーランド・カウンティ、セント
ジェームス教区、シドニー地方政府域
の登録プラン804285内のロット番号１

（フォリオ識別番号1/804285）
@

 

 

自由保有権

 

3,084㎡

 

地上33階、客室数563室の
中央アトリウムホテル棟、
地下3階の駐車場

スターヒル・ギャラリー、181、ジャ
ラン・ブキット・ビンタン、55100ク
アラルンプール、マレーシア^

 

自由保有権

 

12,338㎡

 

地上７階、地下５階の建物
と、地上12階、地下３階の
アネックス・ビルから構成
されるショッピング・セン
ター
 

HS (D) 460/88 PT 1122
#  賃借(2087年満期)  59.79 エーカー  セメント工場

HS (D) 461/88 PT 1123
#  賃借(2087年満期)  0.9864 エーカー  セメント工場

HS (D) 2675 PT 1327
#  賃借(2095年満期)  22.21 エーカー  セメント工場

HS (D) 3705 PT 1417
#  賃借(2096年満期)  1.46 エーカー  倉庫及び貯蔵所

HS (D) 3706 PT 1418
#  賃借(2096年満期)  14.55 エーカー  セメント工場

HS (D) 2676 PT 1328
#  賃借(2095年満期)  8.20 エーカー  セメント工場

HS (D) 2677 PT 1329
#  賃借(2095年満期)  30.25 エーカー  セメント工場

HS (D) 2678 PT 1330
#  賃借(2095年満期)  102.33エーカー  セメント工場

HS (D) 2679 PT 1331
#  賃借(2026年満期)  130.97エーカー  セメント工場

HS (D) 2680 PT 1332
#  賃借(2026年満期)  14.41エーカー  セメント工場
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HS (D) 2735 PT 1326

#  賃借(2095年満期)  28.24エーカー  従業員用建物

HS (D) 2737 PT 417
#  賃借(2095年満期)  28.17エーカー  セメント工場

HS (D) 2681 PT 1333
#  賃借(2026年満期)  278.24エーカー  セメント工場

HS (D) 4170 PT 1419
#  賃借(2097年満期)  30.06エーカー  セメント工場

HS (D) 4171 PT 1420
#  賃借(2097年満期)  3.54エーカー  セメント工場

HS (D) 8804 PT 1421
#  賃借(2102年満期)  13.38エーカー  セメント工場

PN 00108181、 ロット2764
#  賃借(2886年満期)  49.57エーカー  セメント工場

エイヴォンマウス　STW、キングス・
ウェストン・レーン、エイヴォンマウ
ス、ブリストル　BS11　OYS
 

 自由保有権  394,600㎡  下水処理施設

ロット番号10
50ジャラン・スルタン・イスマイル、
50250　クアラルンプール、マレーシ
ア^
 

 賃借(2076年７月
29日まで)

 10,138㎡  ロット10ショッピング・セ
ンター内の137区分所有区
画及び２の付随区画

デービッド・ジョーンズ・ビルディン
グ、622-648　ヘイ・ストリート・
モール、パース、オーストラリア^
 

 自由保有権  6,640㎡  デービッド・ジョーンズ・
ビルディングとして知られ
る４階建ての不動産で、サ
ヴォイ・ホテル等の世界遺
産に登録された区画が含ま
れる。
 

付与番号28678、ロット番号1267、セ
クション67
クアラルンプール市及びクアラルン
プール地区、連邦直轄領クアラルン

プール
@

 自由保有権  12,338㎡  ポディアム・ブロック８フ
ロアにある客室数561室の
５つ星ホテル及び24フロア
分のショッピング・セン
ター
 

# カンプン・ブアヤ地区、クアラカンサー郡、ペラ州ダルール・リズアン

@ 2011年３月１日に再評価

^ 2013年12月31日現在の評価

 
 

その他、グループの設備については、第６ １ (5)「財務書類に対する注記」の注記10を参照のこと。グルー

プの生産能力に重要な影響を与えるような設備の売却、除却又は減失はなかった。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

第２ ３「事業の内容」を参照のこと。
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第５ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】(2014年６月30日現在)

① 【株式の総数】

 

授権株数（株） 発行済株式総数（株） 未発行株式数（株）

15,000,000,000 10,738,931,473 4,261,068,527

 

② 【発行済株式】(2014年６月30日現在)

 

記名・無記名の別及び
額面・無額面の別

種類 発行数（株）
上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

記名式株式、額面10セン 普通株式 10,738,931,473
ブルサ・マレーシア証券取引所
東京証券取引所

 

 

(2) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当なし

 

(3) 【発行済株式総数及び資本金の推移】

下表は過去５事業年度における発行済株式資本の推移を示したものである。

 

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
マレーシア・
リンギット

(円)

資本金残高
マレーシア・
リンギット
(百万円)

摘要

2010年６月30日
現在

－ 1,900,217,238 －
950,108,619.00

(33,016)
 

2010年７月21日 80,000 1,900,297,238
40,000.00

(1,390,000)
950,148,619.00

(33,018)

従業員株式
オプション
制度

2010年８月８日 91,000 1,900,464,238
45,500.00

(1,581,125)
950,232,119.00

(33,021)

従業員株式
オプション
制度
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年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
マレーシア・
リンギット

(円)

資本金残高
マレーシア・
リンギット
(百万円)

摘要

2010年８月17日 76,000 1,900,373,238
38,000.00

(1,320,500)
950,186,619.00

(33,019)

従業員株式
オプション
制度

2010年９月30日
現在

－ 1,900,464,238 －
950,232,119.00

(33,021)
 

2010年10月11日 178,000 1,900,642,238
89,000.00

(3,092,750)
950,321,119.00

(33,024)

従業員株式
オプション
制度

2010年10月25日 109,000 1,900,751,238
54,500.00

(1,893,875)
950,375,619.00

(33,026)

従業員株式
オプション
制度

2010年11月10日 295,000 1,901,046,238
147,500.00
(5,125,625)

950,523,119.00
(33,031)

従業員株式
オプション
制度

2010年11月22日 170,000 1,901,216,238
85,000

(2,953,750)
950,608,119.00

(33,034)

従業員株式
オプション
制度

2010年12月８日 377,000 1,901,593,238
188,500.00
(6,550,375)

950,796,619.00
(33,040)

従業員株式
オプション
制度

2010年12月30日 68,000 1,901,661,238
34,000.00

(1,181,500)
950,830,619.00

(33,041)

従業員株式
オプション
制度

2010年12月31日
現在

－ 1,901,661,238 －
950,830,619.00

(33,041)
 

2011年１月24日 98,000 1,901,759,238
49,000

(1,702,750)
950,879,619.00

(33,043)

従業員株式
オプション
制度

2011年２月10日 35,000 1,901,794,238
17,500

(608,125)
950,897,119.00

(33,044)

従業員株式
オプション
制度

2011年２月24日 61,000 1,901,855,238
30,500

(1,059,875)
950,927,619.00

(33,045)

従業員株式
オプション
制度

2011年３月７日 42,000 1,901,897,238
21,000

(729,750)
950,948,619.00

(33,045)

従業員株式
オプション
制度

2011年３月15日 67,000 1,901,964,238
33,500

(1,164,125)
950,982,119.00

(33,047)

従業員株式
オプション
制度

2011年３月25日 88,000 1,902,052,238
44,000

(1,529,000)
951,026,119.00

(33,048)

従業員株式
オプション
制度

2011年３月31日
現在

－ 1,902,052,238 －
951,026,119.00

(33,048)
 

2011年４月11日 34,000 1,902,086,238
17,000

(590,750)
951,043,119

(33,049)

従業員株式
オプション
制度

2011年４月21日 26,000 1,902,112,238
13,000

(451,750)
951,056,119.00

(33,049)

従業員株式
オプション
制度

2011年４月29日 7,608,448,952 9,510,561,190 0
951,056,119.00

(33,049)

株式分割
（１株50セン
の株式を１株
10センの株式
５株に分割）

2011年５月12日 415,000 9,510,976,190
41,500

(1,442,125)
951,097,619.00

(33,051)

従業員株式
オプション
制度
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年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
マレーシア・
リンギット

(円)

資本金残高
マレーシア・
リンギット
(百万円)

摘要

2011年５月24日 275,000 9,511,251,190
27,500

(955,625)
951,125,119.00

(33,052)

従業員株式
オプション
制度

2011年６月２日 15,250,000 9,526,501,190
1,525,000

(52,993,750)
952,650,119.00

(33,105)

従業員株式
オプション
制度

2011年６月10日 891,000 9,527,392,190
89,100

(3,096,225)
952,739,219.00

(33,108)

従業員株式
オプション
制度

2011年６月21日 270,000 9,527,662,190
27,000

(938,250)
952,766,219.00

(33,109)

従業員株式
オプション
制度

2011年６月30日 355,000 9,528,017,190
35,500

(1,233,625)
952,801,719.00

(33,110)

従業員株式
オプション
制度

2011年６月30日
現在

－ 9,528,017,190 －
952,801,719.00

(33,110)
 

2011年７月11日 276,000 9,528,293,190
27,600

(959,100)
952,829,319.00

(33,111)

従業員株式
オプション
制度

2011年７月18日 1,708,000 9,530,001,190
170,800

(5,935,300)
953,000,119.00

(33,117)

従業員株式
オプション
制度

2011年７月25日 2,223,000 9,532,224,190
222,300

(7,724,925)
953,222,419.00

(33,124)

従業員株式
オプション
制度

2011年８月１日 1,265,000 9,533,489,190
126,500

(4,395,875)
953,348,919.00

(33,129)

従業員株式
オプション
制度

2011年８月８日 623,000 9,534,112,190
62,300

(2,164,925)
953,411,219.00

(33,131)

従業員株式
オプション
制度

2011年８月15日 754,000 9,534,866,190
75,400

(2,620,150)
953,486,619.00

(33,134)

従業員株式
オプション
制度

2011年８月22日 645,000 9,535,511,190
64,500

(2,241,375)
953,551,119.00

(33,136)

従業員株式
オプション
制度

2011年８月29日 416,300 9,535,927,490
41,630

(1,446,643)
953,592,749.00

(33,137)

従業員株式
オプション
制度

2011年９月９日 400,000 9,536,327,490
40,000

(1,390,000)
953,632,749.00

(33,139)

従業員株式
オプション
制度

2011年９月19日 1,680,000 9,538,007,490
168,000

(5,838,000)
953,800,749.00

(33,145)

従業員株式
オプション
制度

2011年９月23日 1,285,000 9,539,292,490
128,500

(4,465,375)
953,929,249.00

(33,149)

従業員株式
オプション
制度

2011年９月30日 576,000 9,539,868,490
57,600

(2,001,600)
953,986,849.00

(33,151)

従業員株式
オプション
制度

2011年９月30日
現在

－ 9,539,868,490 －
953,986,849.00

(33,151)
 

2011年10月７日 426,000 9,540,294,490
42,600.00

(1,480,350)
954,029,449.00

(33,153)

従業員株式
オプション
制度

2011年10月14日 945,500 9,541,239,990
94,550.00

(3,285,613)
954,123,999.00

(33,156)

従業員株式
オプション
制度
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年月日
発行済株式総数

増減数（株）
発行済株式総数

残高（株）

資本金増減額
マレーシア・
リンギット

(円)

資本金残高
マレーシア・
リンギット
(百万円)

摘要

2011年10月21日 1,169,700 9,542,409,690
116,970.00
(4,064,708)

954,240,969.00
(33,160)

従業員株式
オプション
制度

2011年10月31日 1,211,500 9,543,621,190
121,150.00
(4,209,963)

954,362,119.00
(33,164)

従業員株式
オプション
制度

2011年11月３日 2,492,000 9,546,113,190
249,200.00
(8,659,700)

954,611,319.00
(33,173)

従業員株式
オプション
制度

2011年11月９日 161,717,000 9,707,830,190
16,171,700.00
(561,966,575)

970,783,019.00
(33,735)

従業員株式
オプション
制度

2011年11月18日 1,480,000 9,709,310,190
148,000.00
(5,143,000)

970,931,019.00
(33,740)

従業員株式
オプション
制度

2011年11月25日 414,000 9,709,724,190
41,400.00

(1,438,650)
970,972,419.00

(33,741)

従業員株式
オプション
制度

2011年12月１日 400,000 9,710,124,190
40,000.00

(1,390,000)
971,012,419.00

(33,743)

従業員株式
オプション
制度

2011年12月31日
現在

－ 9,710,124,190 －
971,012,419.00

(33,743)
 

2012年２月14日 500,207,720 10,210,331,910
50,020,772.00

(1,738,221,827)
1,021,033,191.00

(35,481)
株式交換
募集

2012年２月17日 23,827,932 10,234,159,842
2,382,793.20
(82,802,064)

1,023,415,984.20
(35,564)

株式交換
募集

2012年２月21日 6,684,986 10,240,844,828
668,498.60

(23,230,326)
1,024,084,482.80

(35,587)
株式交換
募集

2012年２月24日 119,401,500 10,360,246,328
11,940,150.00
(414,920,213)

1,036,024,632.80
(36,002)

株式交換
募集

2012年２月28日 10,192,054 10,370,438,382
1,019,205.40
(35,417,388)

1,037,043,838.20
(36,037)

株式交換
募集

2012年３月２日 14,786,953 10,385,225,335
1,478,695.30
(51,384,662)

1,038,522,533.50
(36,089)

株式交換
募集

2012年３月６日 6,714,858 10,391,940,193
671,485.80

(23,334,132)
1,039,194,019.30

(36,112)
株式交換
募集

2012年３月９日 6,235,887 10,398,176,080
623,588.70

(21,669,707)
1,039,817,608.00

(36,134)
株式交換
募集

2012年３月13日 2,409,957 10,400,586,037
240,995.70
(8,374,601)

1,040,058,603.70
(36,142)

株式交換
募集

2012年３月20日 156,160 10,400,742,197
15,616.00
(542,656)

1,040,074,219.70
(36,143)

株式交換
募集

2012年３月23日 252,031 10,400,994,228
25,203.10
(875,808)

1,040,099,422.80
(36,143)

株式交換
募集

2012年３月29日 243,323 10,401,237,551
24,332.30
(845,547)

1,040,123,755.10
(36,144)

株式交換
募集

2012年３月31日
現在

－ 10,401,237,551 －
1,040,123,755.10

(36,144)
 

2012年４月３日 190,026 10,401,427,577
19,002.60
(660,340)

1,040,142,757.70
(36,145)

株式交換
募集

2012年４月６日 201,950 10,401,629,527
20,195.00
(701,776)

1,040,162,952.70
(36,146)

株式交換
募集

2012年４月12日 290,944 10,401,920,471
29,094.40

(1,011,030)
1,040,192,047.10

(36,147)
株式交換
募集

2012年４月17日 217,561 10,402,138,032
21,756.10
(756,024)

1,040,213,803.20
(36,147)

株式交換
募集

2012年４月20日 29,331 10,402,167,363
2,933.10
(101,925)

1,040,216,736.30
(36,148)

株式交換
募集

2012年４月25日 147,075 10,402,314,438
14,707.50
(511,086)

1,040,231,443.80
(36,148)

株式交換
募集
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年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
マレーシア・
リンギット

(円)

資本金残高
マレーシア・
リンギット
(百万円)

摘要

2012年５月２日 243,504 10,402,557,942
24,350.40

(846,176)

1,040,255,794.20

(36,149)
株式交換
募集

2012年５月７日 166,863 10,402,724,805
16,686.30

(579,849)

1,040,272,480.50

(36,149)
株式交換
募集

2012年５月10日 27,461 10,402,752,266
2,746.10

(95,427)

1,040,275,226.60

(36,150)
株式交換
募集

2012年５月15日 137,134 10,402,889,400
13,713.40

(476,541)

1,040,288,940.00

(36,150)
株式交換
募集

2012年５月18日 67,407 10,402,956,807
6,740.70

(234,239)

1,040,295,680.70

(36,150)
株式交換
募集

2012年５月23日 114,448 10,403,071,255
11,444.80

(397,707)

1,040,307,125.50

(36,151)
株式交換
募集

2012年５月28日 55,739 10,403,126,994
5,573.90

(193,693)

1,040,312,699.40

(36,151)
株式交換
募集

2012年５月31日 269,886 10,403,396,880
26,988.60

(937,854)

1,040,339,688.00

(36,152)
株式交換
募集

2012年６月５日 67,737 10,403,464,617
6,773.70

(235,386)

1,040,346,461.70

(36,152)
株式交換
募集

2012年６月８日 121,211 10,403,585,828
12,121.10

(421,208)

1,040,358,582.80

(36,152)
株式交換
募集

2012年６月12日 94,245,843 10,497,831,671
9,424,584.30

(327,504,304)

1,049,783,167.10

(36,480)
株式交換
募集

2012年６月12日 27,301,064 10,525,132,735
2,730,106.40

(94,871,197)

1,052,513,273.50

(36,575)
転換社債
の転換

2012年６月18日 243,803 10,525,376,538
24,380.30

(847,215)

1,052,537,653.80

(36,576)
株式交換
募集

2012年６月18日 15,126,266 10,540,502,804
1,512,626.60

(52,563,774)

1,054,050,280.40

(36,628)
転換社債
の転換

2012年６月27日 6,271,865 10,546,774,669
627,186.50

(21,794,731)

1,054,677,466.90

(36,650)
転換社債
の転換

2012年６月30日
現在

－ 10,546,774,669 －
1,054,677,466.90

(36,650)
 

2012年７月３日 6,271,864
 

10,553,046,533
627,186.40

(21,794,727)

1,055,304,653.30

(36,672)

転換社債の
転換

2012年７月９日 40,582,665
 

10,593,629,198
4,058,266.50

(141,024,761)

1,059,362,919.80

(36,813)

転換社債の
転換

2012年７月18日 2,213,599
 

10,595,842,797
221,359.90

(7,692,257)

1,059,584,279.70

(36,821)

転換社債の
転換

2012年７月24日 12,912,665
 

10,608,755,462
1,291,266.50

(44,871,511)

1,060,875,546.20

(36,865)

転換社債の
転換

2012年７月30日 2,582,532
 

10,611,337,994
258,253.20

(8,974,299)

1,061,133,799.40

(36,874)

転換社債の
転換

2012年８月10日 2,213,599
 

10,613,551,593
221,359.90

(7,692,257)

1,061,355,159.30

(36,882)

転換社債の
転換

2012年９月３日 3,320,400
 

10,616,871,993
332,040.00

(11,538,390)

1,061,687,199.30

(36,894)

転換社債の
転換

2012年９月14日 16,601,999 10,633,473,992
1,660,199.90

(57,691,947)

1,063,347,399.20

(36,951)

転換社債の
転換

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

 91/507



 

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
マレーシア・
リンギット

(円)

資本金残高
マレーシア・
リンギット
(百万円)

摘要

2012年９月30日
現在

－ 10,633,473,992 －
1,063,347,399.20

(36,951)
 

2012年10月22日 1,865,393 10,635,339,385
932,696.50

(32,411,203)
1,063,533,938.50

(36,958)

転換社債の
転換

2012年10月31日 373,078 10,635,712,463
186,539.00
(6,482,230)

1,063,571,246.30
(36,959)

転換社債の
転換

2012年11月２日 7,384,720 10,643,097,183
3,692,360.00
(128,309,510)

1,064,309,718.30
(36,985)

転換社債の
転換

2012年11月21日 19,484,981 10,662,582,164
9,742,490.50
(338,551,545)

1,066,258,216.40
(37,052)

転換社債の
転換

2012年11月28日 1,988,263 10,664,570,427
994,131.50

(34,546,070)
1,066,457,042.70

(37,059)
転換社債の
転換

2012年12月10日 21,075,592 10,685,646,019
10,537,796.00
(366,188,411)

1,068,564,601.90
(37,133)

転換社債の
転換

2012年12月17日 11,929,580 10,697,575,599
5,964,790.00
(207,276,453)

1,069,757,559.90
(37,174)

転換社債の
転換

2012年12月20日 11,134,272 10,708,709,871
5,567,136.00
(193,457,976)

1,070,870,987.10
(37,213)

転換社債の
転換

2012年12月28日 2,385,916 10,711,095,787
1,192,958.00
(41,455,291)

1,071,109,578.70
(37,221)

転換社債の
転換

2012年12月31日
現在

－ 10,711,095,787 －
1,071,109,578.70

(37,221)
 

2013年１月７日 4,374,179 10,715,469,966
437,417.90

(15,200,272)
1,071,546,996.60

(37,236)
転換社債の
転換

2013年１月15日 18,292,023 10,733,761,989
1,829,202.30
(63,564,780)

1,073,376,198.90
(37,300)

転換社債の
転換

2013年１月22日 3,976,526 10,737,738,515
397,652.60

(13,818,428)
1,073,773,851.50

(37,314)
転換社債の
転換

2013年１月29日 1,192,958 10,738,931,473
119,295.80
(4,145,529)

1,073,893,147.30
(37,318)

転換社債の
転換

2013年３月31日
現在

－ 10,738,931,473 －
1,073,893,147.30

(37,318)
 

2013年６月30日
現在

－ 10,738,931,473 －
1,073,893,147.30

(37,318)
 

2013年９月30日
現在

－ 10,738,931,473 －
1,073,893,147.30

(37,318)
 

2013年12月31日
現在

－ 10,738,931,473 －
1,073,893,147.30

(37,318)
 

2014年３月31日
現在

－ 10,738,931,473 －
1,073,893,147.30

(37,318)
 

2014年６月30日
現在

－ 10,738,931,473 －
1,073,893,147.30

(37,318)
 

 

オプション：

(i) 株式オプション

(a)　発行可能な株式オプションの残高：138,135,000

(b)　株式オプションの行使により発行する株式の価格：1.75マレーシア・リンギット

(c)　当該株式オプションに基づく資本組入額：241,736,250マレーシア・リンギット

 

(ii) 新株引受権

(a)　発行可能な新株引受権の残高：なし

(b)　当該新株予約権の行使により発行する株式の価格：なし

(c)　当該新株引受権に基づく資本組入額：なし

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

 92/507



(4) 【所有者別状況】

(2014年６月30日現在)

株主の種類 株主数 所有普通株式数
発行済普通株式総数
に対する割合(％)

マレーシアの個人 18,628 908,114,360 8.76

マレーシアの法人 274 4,587,954,448 44.27

マレーシアのノミニー 4,698 1,934,562,247 18.67

外国法人及び個人 1,039 2,932,956,379 28.30

合計 24,639 10,363,587,434 100.00

＊マレーシア会社法第67条A(3)(c)に基づき、株式所有の割合は自己株式を発行済株式数から控除した後の数字に基づき計算す

る。したがって、上記の表の所有割合は10,738,931,473株の発行済普通株式から構成される資本金額1,073,893,147.30マ

レーシア・リンギットから自己株式375,345,039株を控除して計算している。
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(5) 【大株主の状況】

預託機関の記録に基づく2014年９月26日現在の大株主は以下のとおりである。

氏名又は名称 住所 所有普通株式数(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割

合(％)

１　ヨー・ティオン・レ

イ・アンド・サンズ・

ホールディングス・セン

ドリアン・バーハッド

(注１)

 

マレーシア55100　クアラルンプール

ジャラン・ブキット・ビンタン55

ヨー・ティオン・レイ・プラザ11階

4,167,969,909 40.22

２　DB(マレーシア)ノミ

ニー(アシン)センドリア

ン・バーハッド／ドイツ

銀 行 Ag シ ン ガ ポ ー ル

（PWMアシン）の適用免

除授権ノミニー

 

マレーシア50250　クアラルンプール

ジャラン・スルタン・イスマイル　８

メナラIMC　18階

1,047,276,418 10.11

３　シティグループ・ノミ

ニーズ（テンパタン）セ

ンドリアン・バーハッド

－被雇用者年金基金

 

マレーシア50100　クアラルンプール
10ジャラン・ムンシ・アブドゥラ
SFS-DCC MY

キャップ・スクエア・タワー３Ｆ

736,412,347 7.11

４　マレーシア・ノミニー

ズ(テンパタン)センドリ

ア ン ・ バ ー ハ ッ ド ／

ヨー・ティオン・レイ・

アンド・サンズ・ホール

ディングス・センドリア

ン・バーハッドのための

担保有価証券勘定(88-

00006-000)(注２)

 

マレーシア50050　クアラルンプール

ジャラン・トゥン・ペラ18

メナラOCBC　13階

707,200,000 6.82

５　HSBCノミニーズ(アシ

ン)センドリアン・バー

ハッド　-JPモルガン・

チェース・バンク、ナ

ショナル・アソシエー

ション（JPMインターナ

ショナル・バンク・リミ

テッド）の適用免除授権

ノミニー

 

マレーシア50100　クアラルンプール

レボー・アンパン　No ２

159,730,022 1.54

６　カルタバン・ノミニー

ズ(アシン)センドリア

ン・バーハッド　- ス

テート・ストリート・バ

ンク・アンド・トラス

ト・カンパニー（West

CLT OD67）の適用免除授

権ノミニー

マレーシア50732　クアラルンプール

私書箱　13150

127,047,471 1.23
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氏名又は名称 住所 所有普通株式数(株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割

合(％)

７　HSBCノミニーズ(アシ

ン)センドリアン・バー

ハッド　- バンガード・

エマージング・マーケッ

ト・ストック・インデッ

クス・ファンドのための

BBH ア ン ド ・ カ ン パ

ニー・ボストン

マレーシア50100　クアラルンプール

レボー・アンパン　No ２

97,771,356 0.94

８　タン・スリ・ダト（ド

クター）フランシス・

ヨー・ソック・ピン

 

マレーシア55100　クアラルンプール

55　ジャラン・ブキット・ビンタン

ワイ・ティー・エル・プラザ、ペントハウス

97,477,545 0.94

９　州官房長、パハン州 クアンタン　25503

ウィズマ・スリ・パハン

チンカット２　ブロックＡ

94,697,451 0.91

10 UOBMノミニーズ(アシ

ン)センドリアン・バー

ハッド／オーケストラ

ル・ハーモニー・リミ

テッド口座(ドイツ銀行

AG シ ン ガ ポ ー ル 支 店

(PBD))

 

マレーシア50050　クアラルンプール

メダン・パサール10-12

バングナンUOB　９階

84,626,832 0.82

(注１)　ヨー・ティオン・レイ・アンド・サンズ・ホールディングス・センドリアン・バーハッドは、ヨー一族が所有してい

る。さらに、当社取締役を務めるヨー一族の構成員を含め、ヨー一族が当社株式の5.83％を保有している。取締役の

所有株式については、下記第５ ４(2)「取締役の所有株式」を参照。

(注２)　この口座において保有される株式の実質株主は、当社の親会社であるワイ・ティー・エル・ホールディングスである

(第２ ４(1)「親会社」を参照)。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

 95/507



２ 【配当政策】

 

2014年度中、当社は2014年６月30日に終了した事業年度について、１株10センの株式について合計12.0セン、

すなわち120％の中間配当を３回に分けて宣言した。最初の中間配当である1.5センは2014年１月16日に支払わ

れ、２回目の中間配当である1.0センは2014年６月19日に支払われた。3回目の中間配当である9.5センの配当の

締切日は2014年10月31日であり、2014年11月14日に支払われた。したがって、当社の取締役会は、2013年度につ

いて最終配当を提案しなかった。1985年のブルサ・マレーシア証券所のメイン・マーケットへの上場以来、当社

は30年連続で株主に対する配当を宣言している。

 

３ 【株価の推移】

ブルサ・マレーシア証券取引所

 

事業年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

最高
7.69

(267円)
1.49

(52円)
2.15

(75円)
2.04

(71円)
1.77

(62円)

最低
6.75

(235円)
1.45

(50円)
1.21

(42円)
1.54

(54円)
1.49

(52円)

 

月別 2014年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高
1.62

(56円)
1.63

(57円)
1.57

(55円)
1.65

(57円)
1.77

(62円)
1.70

(59円)

最低
1.52

(53円)
1.51

(52円)
1.52

(53円)
1.50

(52円)
1.61

(56円)
1.55

(54円)

*　2011年４月29日付けで実施された、１株0.50マレーシア・リンギットの当社普通株式を１株0.10マレーシア・リンギットの普

通株式５株に分割した株式分割を反映している。

 

東京証券取引所

 

事業年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

最高 200円 226円 50円 59円 54円

最低 161円 38円 25円 40円 41円

 

月別 2014年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高 52円 50円 50円 50円 51円 51円

最低 44円 45円 45円 41円 42円 47円
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４ 【役員の状況】

(1) 取締役(2014年12月26日現在)

 

氏名及び役職名 生年月日 略歴

タン・スリ・ダト・セリ(ドク

ター)ヨー・ティオン・レイ

会長

(Executive Chairman)

1929年12月18日 マレーシア人、85歳。1984年６月24日に取締役に就任し、

1985年１月24日以来会長を務める。その貢献は高く評価さ

れており、1988年には英国、エジンバラのヘリオット－

ワット大学から工学博士号を授与されるとともに、同年、

マスター・ビルダーズ・アソシエーション・マレーシアか

ら名誉終身会長に任命された。アセアン・コンストラク

ターズ・フェデレーションの共同設立者であるとともに初

代会長を務めた。2002年10月26日、マレーシア・サバ大学

より、哲学(経営管理)の名誉博士号が与えられた。2005年

７月１日にはマレーシア・サバ大学の学長に就任した。ア

ジア及び西太平洋建設業者国際連合の元会長及び永久会

員。2008年１月19日、同氏は、マレーシア日本経済協会の

常勤役員及び副会長としての努力など、日本及びマレーシ

ア間の経済協力並びに友好関係に対するすばらしい貢献が

認められ、名誉ある旭日中綬章が日本の天皇により贈られ

た。2009年８月20日には、起業家としての功績と、マレー

シアの発展に貢献したことを評価され、2009年度のアジア

太平洋起業家賞の特別功労賞を受賞した。トゥン・シン病

院の名誉会長であり、いくつかの学校の理事会の委員を務

めている。同氏はYTLパワー・インターナショナル・バー

ハッド（ブルサ・セキュリティーズのメイン・マーケット

に上場）の取締役及び会長である。また、同氏はYTLセメ

ント・バーハッド及び有限公共事業会社であるYTLインダ

ストリーズ・バーハッド並びにイングランド及びウェール

ズの会社であるウェセックス・ウォーター・リミテッドな

どその他の民間企業の取締役を務めている。また、同氏は

YTL財団の評議会委員も務めている。
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氏名及び役職名 生年月日 略歴

タン・スリ・ダト（ドクター）フ

ランシス・ヨー・ソック・ピン

取締役社長 (Managing Director)

1954年８月23日 マレーシア人、60歳。1984年４月６日に取締役社長として

取締役に就任し、1988年４月以来取締役社長を務める。同

氏は、英国のキングストン大学において、土木工学理学士

号（優等）を取得し、2004年には同大学より工学名誉博士

号を取得した。2014年７月に、同氏はノッティンガム大学

より、法学名誉博士号を取得した。同氏は1988年に当社の

取締役社長に就任し、同氏の監督の下、YTLグループは単

独の上場会社からYTLコーポレーション・バーハッド、YTL

パワー・インターナショナル・バーハッド、YTLランド・

アンド・デベロップメント・バーハッド、YTL イーソ

リューションズ・バーハッド及びワイ・ティー・エル・ホ

スピタリティREITの上場会社５社へと成長した。

現在同氏はいずれもブルサ・セキュリティーズのメイン・

マーケットに上場しているYTLパワー・インターナショナ

ル・バーハッド及びYTLランド＆デベロップメント・バー

ハッドの取締役社長を務めている。また、同氏はブルサ・

セキュリティーズのエース・マーケットに上場している

YTLイーソリューションズ・バーハッドの会長及び取締役

社長を務めている。また、シンガポール証券取引所（SGX-

ST）のメイン・ボードに上場しているビークルである、ス

ターヒル・グローバルREITの管理会社である、YTLスター

ヒル・グローバルREITマネジメント・リミテッドの会長も

務めている。YTLセメント、YTLインダストリーズ・バー

ハッドなどの民間企業や、イングランド及びウェールズの

有限公共事業会社であるウェセックス・ウォーター・リミ

テッド及びウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミ

テッド、シンガポールのYTLパワー・セラヤ・プライベー

ト・リミテッドなどの取締役も務めている。またYTL財団

の評議会委員も務める。同氏は香港上海銀行有限公司の独

立非常勤取締役、ピンタール・プロジェック・センドリア

ン・バーハッドの取締役及びCEO、ワイ・ティー・エル・

ホスピタリティREITのマネージャーも務める。

同氏はマレーシア・ビジネス・カウンシル及びキャピタ

ル・マーケッツ・アドバイザリー・カウンシルの創立会員

であり、ネイチャー・コンサーバンシー・アジア・パシ

フィック・カウンシル、アジア・ビジネス・カウンシル、

トラスティー・オブ・ザ・アジア・ソサエティのメンバー

であり、ルーブル国際友の会の東南アジア支部の会長も務

める。 ロンドン・ビジネス・スクール、ワートン・ス

クール及びインシードの審議会のメンバーも務める。2005

年から2012年までは、バークレイズ・アジア・パシフィッ

ク・アドバイザリー・コミッティーのメンバーを務めた。

フォーチュン誌とビジネス・ウィーク誌により、アジアで

最も権力と影響力を有する25名の人物の１名に選ばれた、

アジアマネーによりアジアの有力経営者の１名に選ばれ

た。同氏はアーンスト＆ヤングの初のマレーシアのマス

ター企業家賞を2002年に受賞し、2005年にはCNBCアジア・

パシフィックはマレーシアのトップCEOとして挙げた。
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  2006年には、エリザベス女王から名誉大英勲章を贈られ

た。また2008年に英国のロンドン土木技術者協会の会員に

なった際には、名誉ナイト爵を叙位された。同氏は、社会

的責任ある企業倫理の提唱と実践が評価され、2010年オス

ロ・ビジネス・フォー・ピース・アワードのPrimus Inter

Pares Honouree を受賞した。当該アワードはノーベル平

和賞の発祥地であるオスロのノーベル賞受賞者有志により

授与された。また、同氏はCNBCの第９回アジア・ビジネ

ス・リーダー・アワード2010で企業の社会的責任賞を受賞

した。

ダト・ヨー・ソック・キアン

取締役副社長 (Deputy Managing

Director)

1957年９月17日 マレーシア人、57歳。1984年６月24日に取締役社長として

取締役に就任。現在当社の取締役副社長である。エジンバ

ラ、英国のヘリオット・ワット大学を1981年に卒業し、建

物の理学士号(優等)を取得した。ペンシルバニア大学の

ウォートン・ビジネス・スクールによって1984年に行われ

た上級経営プログラムに参加した。同氏は、英国のファク

ルティー・オブ・ビルディングの特別研究員であり、

チャータード・インスティチュート・オブ・ビルディング

(UK)の会員でもある。また、ブルサ・セキュリティーズの

メイン・マーケットに上場しているYTLパワー・インター

ナショナル・バーハッドの取締役副社長及びYTLランド・

アンド・デベロップメント・バーハッドの常勤取締役を務

める。また、同氏はYTLセメント・バーハッド、YTLインダ

ストリーズ・バーハッド、クアラルンプール・パフォーミ

ング・アーツ・センター、イングランド及びウェールズの

有限公共事業会社であるウェセックス・ウォーター・リミ

テッド、シンガポールのYTLパワー・セラヤ・プライベー

ト・リミテッド及びシンガポール証券取引所（SGX-ST）の

メイン・ボードに上場しているビークルであり、スターヒ

ル・グローバルREITの管理会社である、YTLスターヒル・

グローバルREITマネジメント・リミテッドの取締役も務め

る。また、ワイ・ティー・エル・ホスピタリティREITの管

理会社である、ピンタール・プロジェック・センドリア

ン・バーハッドの常勤取締役も務める。

ダト(ドクター)ヤーヤ・ビン・イ

スマイル

独立非常勤取締役 (Independent

Non-Executive Director)

1928年６月２日 マレーシア人、86歳。1984年４月６日に独立非常勤取締役

として取締役に就任。同氏は監査委員会及び任命委員会の

委員も務めている。以前は政府で働いており、直近では、

ナショナル・ライブストック・オーソリティー・マレーシ

アの長官であった。1982年から1990年まではトータリサ

トール・ボード・オブ・マレーシアに務め、1986年からは

会長を務めた。同氏はブルサ・セキュリティーズのメイ

ン・マーケットに上場しているYTLパワー・インターナ

ショナル・バーハッドの取締役を務めている。また、ワ

イ・ティー・エル・ホスピタリティREITの管理会社であ

る、メトロプレックス・バーハッド及びピンタール・プロ

ジェック・センドリアン・バーハッドの取締役も務める。
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ダト・チョン・キープ・タイ

独立非常勤取締役 (Independent

Non-Executive Director)

1948年10月27日 マレーシア人、66歳。2004年９月30日に独立非常勤取締役

として取締役に就任。監査委員会及び任命委員会委員でも

ある。シンガポールの大学を卒業し、会計の学士号を取

得。マレーシア・インスティトゥート・オブ・アカウン

ティングの公認会計士であり、マレーシア・インスティ

トゥート・オブ・サーティファイド・アカウンタンツのメ

ンバーであり、マレーシアン・インスティトゥート・オ

ブ・タクセーション・アンド・ライセンスド・タックス・

エージェントのメンバーであり、マレーシア・インスティ

トゥート・オブ・チャータード・セクレタリーズ・アン

ド・アドミニストレーターズのメンバーである。クーパー

ズ・アンド・ライブランドの常勤理事及びパートナーであ

り、プライスウォーターハウスとの合併後は、2003年12月

の引退までプライスウォーターハウスの常勤理事、パート

ナー及びガバナンス委員会会長を務めた。現在、同氏は

YTLランド・アンド・デベロップメント・バーハッド、YTL

イーソリューションズ・バーハッド、グロミューチュア

ル・バーハッド、タナー・マクムール・バーハッド及び数

社の有限会社の取締役も務める。

ダト・ヨー・スー・ミン

常勤取締役 (Executive Director)

1956年４月13日 マレーシア人、58歳。1984年６月24日に常勤取締役として

取締役に就任。会計学の学士号(優等)修得。ロンドンの

リー・カー・アンド・パートナーズにおいて研修を積み、

会計及び経営に関する幅広い経験を習得した。1990年12月

のYTLグループの旅行業及び会計部門の設置の責任者を務

めていた。現在はYTLグループの会計及び財務システムを

担当している。

マレーシアン・インスティチュート・オブ・マネジメント

のアソシエイト・フェロー会員であり、ウーマン・イン・

トラベル・インダストリーの元会長である。現在、ロンド

ンのインターナショナル・スチューデント・ハウスのフェ

ローの１人であり、ヤヤサン・トゥアンク・ファジア、

IJN財団及び女性のリーダーシップ基金のトラスティーで

ある。またブルサ・セキュリティーズのメイン・マーケッ

トに上場しているYTLパワー・インターナショナル、及び

YTLインダストリーズ・バーハッドの取締役も務める。
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ダト・ヨー・ソック・ホン

常勤取締役 (Executive Director)

1959年５月22日 マレーシア人、55歳。1985年６月19日常勤取締役就任。

1982年に英国のブラッドフォード大学から土木工学の学士

号(優等)を修得。英国のファクルティー・オブ・ビルディ

ングのメンバーである。2010年に、英国のアストン大学よ

り名誉理学博士号を取得した。同氏は当グループ建設部門

の責任者としての常勤取締役として、建設業界では幅広い

経験を有している。同氏はYTLパワー・ジェネレーショ

ン・センドリアン・バーハッドが所有する２ヶ所の独立発

電設備の開発及び建設のプロジェクト責任者であった。そ

の他の業績として、クアラルンプール国際空港からクアラ

ルンプール中央駅を結ぶエクスプレス・レール・リンクの

建設に携わった。また、同氏はYTLパワー・インターナ

ショナル・バーハッド・グループの発電及び公共事業の開

発の責任者でもあり、YTLコミュニケーションズ・センド

リアン・バーハッドによる第４世代WiMAXネットワークを

構築している。ブルサ・セキュリティーズのメイン・マー

ケットに上場しているYTLパワー・インターナショナル・

バーハッド及びYTLランド・アンド・デベロップメント・

バーハッドの常勤取締役を務める。同氏はYTLセメント・

バーハッド、YTLインダストリーズ・バーハッド等の民間

企業、イングランド及びウェールズの有限公共事業会社で

あるウェセックス・ウォーター・リミテッド及びウェセッ

クス・ウォーター・サービシズ・リミテッド並びにシンガ

ポールのYTLパワーセラヤ・プライベート・リミテッドの

取締役も務める。YTL財団の評議会委員も務める。

ダト・スリ・マイケル・ヨー・

ソック・シオン

常勤取締役 (Executive Director)

1960年10月20日 マレーシア人、54歳。1985年６月19日に常勤取締役として

取締役に就任。1983年に英国のブラッドフォード大学を卒

業し、建築構造技術学の工学士号（優等）を取得。同氏は

主にセメント製造及び他の建築資材産業等の活動を含む

YTLグループ製造部門の責任者である。同氏はブルサ・セ

キュリティーズのメイン・マーケットに上場しているYTL

パワー・インターナショナル・リミテッド、YTLランド・

アンド・デベロップメント・バーハッド、及びブルサ・セ

キュリティーズのエース・マーケットに上場しているYTL

イーソリューションズ・バーハッドの常勤取締役を務め

る。また、YTLセメント・バーハッド及びYTLインダスト

リーズ・バーハッドなどの民間企業や、イングランド及び

ウェールズの有限公共事業会社であるウェセックス・

ウォーター・リミテッド及びシンガポールのYTLパワー・

セラヤ・プライベート・リミテッドの取締役も務める。
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ダト・ヨー・スー・ケン

常勤取締役 (Executive Director)

1963年９月10日 マレーシア人、51歳。1996年５月16日に常勤取締役として

取締役に就任。英国のリーズ大学において、1985年に土木

の理学士（優等）の学位を取得。同氏はヨー・ティオン・

レイ・プラザ、クアラルンプールの英国高等弁務官の官

邸、クアラルンプールの国立美術館及びシャー・アラムの

セランゴー・メディカルセンターの設計及び建設の責任者

であった。また、ヨー・ティオン・レイ・プラザ、パハン

のパハン・セメント工場、セランゴール及びジョホールの

スラグ・セメント工場の建設プロジェクトの責任者も務め

た。同氏は当グループの建築、ホテル及びリゾート開発、

並びに不動産開発部門に関する建材及び関連する材料の調

達の責任者である。またYTLセメント・バーハッド及びペ

ラク・ハンジュン・サイメン・センドリアン・バーハッド

に関するセメント及び関連商品の販売及びマーケティング

の責任者である。2013年８月にセメント及びコンクリート

協会の会長に任命された。また、同氏はブルサ・セキュリ

ティーズのメイン・マーケットに上場しているYTLパ

ワー・インターナショナル・バーハッドの取締役、YTLセ

メント・バーハッドの取締役及びワールド・スカウト財団

の取締役も務めている。

ダト・マーク・ヨー・ソック

・カー

常勤取締役 (Executive Director)

1965年２月14日 マレーシア人、49歳。1995年６月22日に常勤取締役に就

任。ロンドンのキングズ・カレッジを卒業し、LLB（優

等）の学位を取得。その後、1988年にグレイズ・イン(ロ

ンドン)で法曹界に入る。2014年７月に、キングス・カ

レッジ・ロンドンにおいて特別研究員の地位を与えられ

た。

 

1989年にYTLグループに入社し、現在YTLホテル及びレ

ジャー部門を統轄する常勤取締役である。また、YTLパ

ワーのＭ＆Ａチームの一員であり、エレクトラネット・エ

スエー（オーストラリア）、ウェセックス・ウォーター・

リミテッド（UK）、PTジャワ・パワー（インドネシア）及

びパワーセラヤ・リミテッド（シンガポール）等の買収に

も関わっていた。さらに、ブルサ・セキュリティーズのメ

イン・マーケットに上場しているYTLパワー・インターナ

ショナル・バーハッド及びYTLランド・アンド・デベロッ

プメント・バーハッドの常勤取締役を務める。また、YTL

セメント・バーハッド及びイングランド及びウェールズの

有限公共事業会社であるウェセックス・ウォーター・リミ

テッド及びシンガポールのYTLパワーセラヤ・リミテッド

の取締役を務める。またワイ・ティー・エル・ホスピタリ

ティREITの管理会社であるピンタール・プロジェック・セ

ンドリアン・バーハッドの常勤取締役も務める。
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ユー・ペン・メン（別名　レス

リー・ユー）

独立非常勤取締役 (Independent

Non-Executive Director)

1935年７月18日 マレーシア人、79歳。2003年３月31日に独立非常勤取締役

として取締役に就任。また監査委員会委員長、任命委員会

委員でもある。同氏は、アイルランドのダブリン大学で商

学士の学位を取得。チャータード・インスティチュート・

オフ・ロジスティクス・アンド・トランスポートの研究員

であり、グローバル・マリタイム・ベンチャーズ・バー

ハッドを設立した取締役の１人である。同氏は50年以上海

運業に携わっている。同氏は、1969年の会社設立時から、

早期退職した1985年まで、マレーシア・インターナショナ

ル・シッピング・コーポレーションの初代最高経営責任者

であった。1970年から1999年までは、レンバガ・ペラブハ

ン・クラングの取締役であり、1983年から2009年までロイ

ド・レジスター・オブ・シッピング（マレーシア）バー

ハッドの取締役であった。1995年には、海峡輸送に貢献し

た人物として、運輸大臣賞を受賞した。同氏は発展途上国

の海事艦隊の確立を支援するために、国連の貿易開発委員

会により13人のエキスパートのうちの１人として任命され

た。同氏は、YTLランド・アンド・デベロップメント・

バーハッド及びYTLセメント・バーハッドの取締役を務め

ている。また、ワイ・ティー・エル・ホスピタリティREIT

の管理会社である、ピンタール・プロジェック・センドリ

アン・バーハッドの取締役も務める。

サイード・アブドゥッラー・ビ

ン・サイード・アブドゥル・カ

ディル

常勤取締役 (Executive Director)

1954年２月14日 マレーシア人、60歳。1999年10月20日に常勤取締役として

取締役に就任。1977年にバーミンガム大学より理学士(エ

ンジニアリング生産)及び商業(経済学)両方の学位を取得

して卒業。同氏は1984年から1994年までブミプトラ・マー

チャント・バンカーズ・バーハッドに勤務し、退職する直

前はゼネラル・マネージャー職にあり、銀行業及び金融

サービスに精通している。当グループに入社前の1994年11

月から1996年２月までは、主に割引、マネー・ブローキン

グ、ユニット・トラスト、融資及びファンド運用事業に持

分を有する企業であるアマナ・キャピタル・パートナー

ズ・バーハッド（現MIDFアマナ・キャピタル・バーハッ

ド）のゼネラル・マネージャーであった。さらに、同氏は

現在、YTLパワー・インターナショナル・バーハッド、YTL

イーソリューションズ・バーハッド、アイリス・コーポ

レーション・バーハッド及びバーサタイル・クリエイティ

ブ・バーハッド（すべてブルサ・セキュリティーズの上場

企業）の取締役を務めている。
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ファイズ・ビン・イシャック

独立非常勤取締役

(Independent Non-Executive

Director)

1958年

６月23日

マレーシア人、56歳。2011年12月１日に独立非常勤取締役

として取締役に就任。任命委員会委員長も務める。同氏は

マラ工科大学で会計学の学位を取得。1979年に英国の公認

会計士勅許協会で専門的に会計学を学び、1982年に卒業。

1993年に準会員資格、1998年に会員資格を取得した。1982

年以降、The New Straits Times Press (M) Berhadで様々

な役職を務め、1999年から2003年まではマネージング・

ディレクターを務めた。2003年にコマース・アシュララン

ス・バーハッド（一般保険引受業者の認可を受けており、

現在はアリアンツ・ジェネラル・インシュアランス・バー

ハッドの一部）に執行役員として入社し、2006年から2007

年までは最高経営責任者を務めた。現在食品及び飲料の企

業経営者である。

 

(2) 取締役の所有株式

2014年９月26日現在、取締役が直接所有する当社株式は、以下のとおりである。

 

氏名 所有株式数 割合(％)

タン・スリ・ダトゥック・セリ・パングリマ(ドクター)
ヨー・ティオン・レイ

90,561,164 0.87

タン・スリ・ダト（ドクター）フランシス・ヨー・ソッ
ク・ピン

133,001,216 1.28

ダト・ヨー・ソック・キアン 55,481,889 0.54

ダト(ドクター)ヤーヤ・ビン・イスマイル 480,000 －

ダト・ヨー・スー・ミン 51,797,932 0.50

ダト・ヨー・ソック・ホン 44,535,079 0.43

ダト・スリ・マイケル・ヨー・ソック・シオン 53,652,534 0.52

ダト・ヨー・スー・ケン 53,916,634 0.52

ダト・マーク・ヨー・ソック・カー 20,081,152 0.19

サイード・アブドゥッラー・ビン・サイード・アブドゥ
ル・カディル

9,304,133 0.09
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(3) 取締役の報酬

2014年度中に当グループの常勤取締役及び非常勤取締役に対して支払われた報酬総額は、それぞれ

66,750,000マレーシア・リンギットと1,219,000マレーシア・リンギットであった。

 

(4) 取締役の利益

2013年度中及び2013年度末日現在、ESOSに基づく株式オプションによるものを除き、当社又は他の法人の株

式又は社債を取得させることにより当社取締役に利益を与えるような目的の取り決めで、当社が当事者となっ

ているものは存在しなかった。

 

前事業年度末以降、当社又は関係法人が、取締役若しくはかかる取締役が社員である会社又はかかる取締役

が実質的な金銭的な利害関係を有している会社と締結した契約により、利益(当グループ及び当社の財務書類

中に記載の、取締役が受領した報酬総額中に含まれる利益を除く)を受領した又は受領する権利を得た取締役

はいない。
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５ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社の取締役会は、当社とその子会社（「当グループ」）内で引き続きコーポレート・ガバナンスの適切及

び安定したシステムを確保するよう努める。

当グループは、長年にわたりコーポレート・ガバナンスと株主価値の保護に取り組んできたが、この取り組

みが、これまでの当グループの業績及び安定した財務プロファイルに不可欠である。当グループのコーポレー

ト・ガバナンス体制は長期的な株主価値と当グループの業績を保護、促進し、すべての利害関係者の利益も考

慮するために重要な取締役会の義務である。

かかるガバナンス・システムを実施し、ブルサ・セキュリティーズのメイン・マーケットの上場規則（「上

場規則」）の遵守を確保する際、取締役会は、コーポレート・ガバナンスに関する2012年マレーシアン・コー

ド（「本規範」）の定める方針及び勧告に基づいて行動した。

取締役会は、2014年６月30日に終了した事業年度について、当社がすべての重大な点において、本規範の方

針及び勧告を遵守したと考えている。本項は2014年度について、当社による本規範の方針の適用と勧告の遵守

を説明するものである。これには、別途記載がある場合を除き、代替手段や手続も含まれる。

 

取締役会の役割と責任

当社は、当グループ経営の複雑さ及び規模の大きさに対処し、これを管理するための様々な専門知識を有す

る、経験豊富な取締役により構成される取締役会が主導し、当グループの多様かつ大規模な事業に対応し、管

理するべく、これらの者により運営されている。これらの取締役の様々なスキルと経験により、当社は信用で

きる、有能な取締役会より運営されることが保証される。取締役会は当グループの戦略的な方向性、開発及び

管理を定める上で重要な役割があることを認識している。取締役会の主な管理及び報告義務は以下のとおりで

ある。

・当グループの戦略的プランのチェックと採用

・当グループの事業活動と財務業績の状況についての監督

・当グループの事業に影響を与える主要なリスクを特定し、安定した内部統制システムと緩和策を維持する

こと

・後任者選び

・株主とのコミュニケーション・ポリシーの開発と実施の監督

・当グループの経営情報及び内部統制システムの適切性と規範の確認

 

取締役社長と会長は、長期的な株主価値の促進という主要な目標に沿って、当グループの収益性及び発展を

達成する責任がある。独立非常勤取締役は、取締役会の決定に十分な重みを持たせるために必要な能力及び商

才を有する。かかる独立非常勤取締役は当グループの日常経営には参加しないが、その存在は取締役会のバラ

ンスを保つ要因となる。

常勤取締役及び非常勤取締役の役割は異なり、両者とも株主に対して受託者義務を有する。常勤取締役は事

業について直接の責任を負うが、非常勤取締役は取締役会に提示された戦略、業績及び資源の問題について独

立した判断を行う技術と経験を有している必要がある。
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取締役会はマレーシア企業委員会が設立した取締役倫理行動規範を遵守する。当該行動規範には倫理的な企

業環境を整えるための、企業の説明責任基準の策定も含まれている。

取締役の責任を免責するうえで、取締役会は取締役会に限定される機能と、経営陣に委任される機能を定め

ている。取締役会の承認を必要とする主な事項には、全般的な戦略方針、事業拡大及び事業再編計画、重要な

買収及び処分、一定の制限を超過する支出、新たな証券の発行及び資本変更の計画等が含まれる。

取締役会の機能は当社定款及び付属定款並びにその他の適用される法令、上場規則及びその他の規則や規約

に準拠し、これらによって規制される。取締役会の規則は当年度中に承認され、その写しは、当社のウェブサ

イト（www.ytl.com ）にて閲覧可能である。

年次及び中間決算を審査、承認するため、事前に通知した上で、少なくとも一年に５回の取締役会議が予定

されている。当グループに関係する重大な問題が発生した場合及び運営子会社の戦略的ゴールの達成状況を検

討するために必要な場合には、随時追加の会議が開催される。2014年６月30日に終了した年度については、５

回会議を開催した。

取締役は、取締役会において話し合われる取引若しくは事項に関連する潜在的な利益相反又は実際の利益相

反について決定し、開示する必要性について十分認識している。取締役は、適用される法令に従って、当該取

引又は事項が発生した場合における直接的又は間接的な利益又は利益相反について正式に開示し、必要に応じ

て、取締役会議における協議及び投票を控える。

取締役は、責務を遂行することを可能にするため、当グループの事業及び業務に関するすべての情報への無

制限のアクセスを与えられている。各取締役会議の前に、すべての取締役は会議の議題と当該議題に関する質

的・量的情報を包括的に記載した書類一式を受領する。これにより、必要に応じて説明や補足を受けることが

でき、取締役は各会議の前に適切な説明を受けた上で出席することができる。

取締役会の書類は一定の、まとまった包括的な形式で提示され、取締役会の審議のために付議された提案内

容、承認若しくは知識に関連性がある場合、当グループの事業の進捗状況の報告、及び会社提案、主要な資金

調達の実行及び重要な買収及び処分に関する詳細情報なども含まれる。必要若しくは賢明であると判断された

場合、追加的な情報を提供し、取締役の質問に直接答えるために、専門家の助言を得ることもある。機密性を

維持するために、価格に影響する問題に関する取締役会の書類は取締役会議中に取締役に配布する場合があ

る。

すべての取締役は当社の秘書役からの助言やサービスを受けることができ、秘書役は取締役会の手続が取締

役会議中に常に厳守されるようにし、コーポレート・ガバナンスの問題や、適用される法令を遵守する取締役

会の義務について取締役会に助言する。

 

会社秘書役は適時かつ適切な情報を得るために、経営陣と密に作業を進め、その内容は取締役会に伝えられ

る。取締役会の手続に従い、取締役会で話し合った内容及びその結論の記録は当社秘書役が作成し、各会議の

議事録に保存される。秘書役は取締役会議の進行及び決議内容の正確かつ適切な記録が作成され、当社の登録

事務所において保管されることを確認する。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

107/507



取締役会の構成と独立性

現在、取締役会は13名の取締役から構成され、うち９名が常勤取締役、４名が非常勤取締役であり、全員独

立した取締役である。これにより取締役会による有効なチェック機能とバランスが保たれ、３分の１の取締役

を独立した取締役とするという上場規則の条件を満たしている。

当社の定款に従って、取締役の少なくとも３分の１が各定時株主総会において退任し、順番で再選に自薦す

ることができる。事業年度中に取締役会によって取締役に選任された者は、その次の定時株主総会において再

選の対象となる。70歳以上の取締役は1965年会社法第129条に従って、毎年株主による再選のために自薦しな

ければならない。

取締役会に推薦する前に、取締役に必要とされる技能、経験及び専門知識があることを確認し、取締役に任

命する適切な候補者を選ぶ作業は、2013年５月23日に取締役会によって設立された任命委員会が現在担当して

いる。

取締役の報酬は、当グループの事業を成功させるために必要な能力を有する取締役を勧誘、当社に引き留

め、モチベーションを高め、奨励するための報酬を決定するための本規範が推奨する目的に沿って決定する。

一般的に、取締役の報酬は個人及び当グループの業績に対して検討される。常勤取締役の報酬は基本給、その

他の給与及び上席経営陣に対して支払われることが適当であるとされるその他の慣例的な給付から構成され

る。報酬は業績に対する報酬として構成される。取締役は自身の報酬パッケージに関する決定には参加せず、

取締役の報酬は定時株主総会において株主の承認を受けるものとする。

取締役の報酬の各構成部分の総額及び各取締役の報酬の範囲は財務書類に対する注記６を参照のこと。安全

面の理由及び各取締役個人の報酬について開示することが、当グループのコーポレート・ガバナンスの基準の

理解及び評価に特段貢献するものではないと考えるため、各取締役個人の報酬については表示していない。

権限と責任のバランスを保証するために、会長と取締役社長の役割は別個独立したものであり、これらの役

職は異なる取締役が務める。会長の責任は、取締役会の活動が適切にかつ効果的に行われるようにすることで

あり、これに対し、取締役社長は日々の事業運営、取締役会の方針の実施、及び業務的意思決定を監督し、ま

た、当局及びすべての利害関係者との関係強化の責任がある。本規範では会長は非業務執行役員であるべきと

定めているが、取締役社長及び会長の役割の区別と独立非常勤取締役による監視の存在を含む、現行制度に

よって、取締役会における責任と権限のバランスは十分保証されていると考えている。

 

取締役会のコミットメント

上場規則に従って、各取締役は、５社以上の上場企業で取締役を務めてはならない。これにより、当該取締

役の参加、資源及び時間が当グループに集中され、その責務が効率的に実行されることが保証される。
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財務報告の正確性

当社は本規範及び上場規則に従い、３名の非常勤取締役から構成される監査委員会を設置している。上場規

則に従い、すべての監査役は非常勤委員とする。監査委員会は四半期毎に会議を行い、当グループの財務報

告、当該事業年度の監査計画及び関連当事者との継続的取引などを検討し、内部及び外部の監査人による監査

結果を協議する。

当年度中、監査委員会は５回会議を行った。

取締役は、当社の外部の監査人であるＨＬＢラー・ラムと適切な関係を維持するため、公式な職務上の関係

を築いている。外部監査人は各定時株主総会に出席し、株主からの監査済財務諸表に関する質問に対応する。

取締役は財務書類が1965年会社法、上場規則及び適用されるマレーシアの財務報告基準及び国際財務報告基

準に従って作成されていることを確認しなければならない。

財務書類を提出する上で、当社は適切な会計方針を使用し、合理的かつ慎重な判断と見積りを一貫して適用

し、これにより支えられている。また、取締役会は財務報告が、当社の位置と今後の見通しについて真正かつ

公正な分析を行うよう努める。四半期の財務諸表は、ブルサ・セキュリティーズ及び証券委員会に開示される

前に、監査委員会により審査され、取締役会により承認されている。

 

リスク管理

取締役会は株主の投資と当グループの資産を守るためにリスク管理及び内部統制の安定したシステムを維持

するため、全体的な責任を有することを確認する。当グループのリスク管理及び内部統制のシステム並びに内

部監査の機能に関する詳細については、「４　事業等のリスク」を参照のこと。

 

企業情報の開示及び株主とのコミュニケーション

当グループは投資家との対話に重点を置いており、取締役会が当グループの業績、企業戦略及び株主の利益

に影響を与えるその他の事項を伝える場として、株主及び投資家とのコミュニケーション手段を維持すること

により、透明性の向上に努めている。取締役会は、株主価値の向上のためには、投資家との建設的かつ効率的

な関係構築が不可欠であると考えており、株主に対する適時開示の重要性を認識している。

したがって、取締役会は、当グループの重要な事項についての株主に対する情報の連絡を常に徹底してい

る。かかる情報は年次報告書、ブルサ・セキュリティーズに対する様々な開示やリリース（四半期決算や年次

決算短信などを含む）、当グループのウェブサイトを通じて開示している。企業情報、年次財務業績、ガバナ

ンス情報、業務に関するレビュー及び将来の計画は年次報告書において開示され、現在の当社の状況当社の

ウェブサイト（www.ytl.com.my）及び当グループのコミュニティ・ウェブサイト（www.ytlcommunity.com）で

開示され、四半期業績、発表、目論見書及び通知はブルサ・セキュリティーズの公式ウェブサイトを通じて公

表される。
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取締役社長及び常勤取締役は、当グループの財務業績の開示のためだけではなく、戦略及び新たな変化の最

新情報を提供し、当グループの事業及び活動についてより良く理解してもらうため、アナリスト、機関投資家

及び投資家と一年を通じて会っている。当グループの業績及び主な開発プログラムを説明するために、許され

た開示情報に基づいたプレゼンテーションが行われる。株主及びステークホルダーに対してできる限り当該情

報の開示を行う一方で、取締役は重大かつ慎重な取扱いを要する情報に関する法律及び規則のフレームワーク

にも注意を払い、株主に事実とは異なる説明を行わないよう注意を払っている。したがって、価格に影響する

情報又は当グループに関する重大な非開示情報は、ブルサ・セキュリティーズにその情報が開示されるまで

は、いかなる者に対しても開示されない。

定時株主総会は当社と株主の主な対話の場である。取締役会は年次報告書、当グループの企業の発展、当グ

ループの議案及び議題について株主が質問する機会をすべての株主総会で設けている。定時株主総会の招集通

知及び当社の自社株の買戻し及び関連当事者との継続的取引の更新に関する説明書(circular)は、該当する場

合には、上場規則及び1965年会社法に従って定時株主総会の21日前までに株主に送付され、株主が事業年度中

の当グループの財務及び事業業績を検討し、提案されている新たな議案を十分に評価できるようにする。

取締役社長及び常勤取締役は、当グループの発展と業績に関する包括的なレビューを提示する機会を与えら

れ、会議中、株主の質問に適切な回答を提供し、当グループの事業、戦略及び目標に対する高い信頼性、透明

性及び共感を得ることができる。株主総会の通知に含まれる特別議案の各項目には、議案の理解と分析を助け

るため、議案の説明を付している。

各事業年度中、当社は株主が当グループの財務状況及び業績について把握できるよう、四半期業績、告示、

説明書（circular）及び通知の適時開示を保証し、重要な経営企画に関して十分な情報に基づく決定を行う。

投票表決を要求する権利を含む株主の権利は、当社定款に定められている。2013年11月26日に開催された第

30回定時株主総会において、株主は投票表決を要求しなかったため、挙手表決によって決議された。

 

株式の保有状況

 

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当なし。

 

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が資本金

額の100分の１を超える銘柄

該当なし。
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ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

(単位：千マレーシア・リンギット)

 

前事業年度 当事業年度

貸借対照表

計上額の合計額

貸借対照表

計上額の合計額
受取配当金の合計

額
売却損益

の合計額**

評価損益

の合計額

非上場株式 162,423 19,483 101,442 - -

非上場株式以外の

株式
11,718 12,157 102,816 880 (359)

*　上表の数値は当社の保有する投資株式に関する数値を示したものである。

**　売却損益の合計額には、子会社への投資株式の売却損益は含まない。

 

(2)【監査報酬の内容等】

①【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

(単位：マレーシア・リンギット)

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

提出会社 205,000 - 222,000 -

連結子会社 5,871,000 - 6,015,000 -

合計 6,076,000 - 6,237,000 -

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当なし。

 

③【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当なし。

 

④【監査報酬の決定方針】

監査委員会が外部監査人及び外部監査報酬を推薦する。
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第６ 【経理の状況】

１　ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(以下「当社」という)の添付の2014年および2013年６月

30日に終了した各事業年度の連結財務書類および個別財務書類は、マレーシアにおいて一般に公正妥当と認めら

れている会計原則に従って作成されたものである。当該財務書類は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等規則」という)第131条第１項の適用を受けている。

当社が採用する会計原則、慣行、表示方法及び開示要件と日本のそれらとの相違のうち、この財務書類の作成に

関わるもので重要なものは、財務諸表等規則第132条および第133条第２項の規定に準拠して、「４ マレーシア

と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」でその内容を説明している。

２　上記の財務書類はマレーシアの勅許監査人であるＨＬＢラーラムにより監査され、その同意書および監査報告

書を受領し、本書に添付している。しかし、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府令」(昭和32年大蔵省令第

12号)第１条の２により、上記の財務書類について、日本の金融商品取引法第193条の２第１項に基づく監査は受

けていない。本書に添付されている原文(英文)の監査報告書および同意書は、日本の財務内容開示のために作成

されたものであり、日本文はそれを翻訳したものである。

３　当社がマレーシアにおいて発行した原文の年次報告書に含まれる財務書類は、マレーシア・リンギットで表示

されている。円換算額は、財務諸表等規則第134条の規定に基づいて便宜のため表示されたものであり、１マ

レーシア・リンギット＝34.75円で換算されている。千円単位未満の端数は四捨五入されている。上記の為替相

場は、2014年12月１日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の公表する現地参考為替相場の仲値である100円＝2.8780

マレーシア・リンギットに基づいて算定したものである。円換算額は、四捨五入のため合計欄の数値が総数と一

致しない場合がある。

４　円換算額ならびに「２ 主な資産・負債及び収支の内容」、「３ その他」および「４ マレーシアと日本にお

ける会計原則及び会計慣行の主要な相違」に記載されている事項は、当社がマレーシアにおいて発行した原文の

年次報告書に記載された財務書類には含まれておらず、当該事項における財務書類への参照事項を除き、会計監

査人であるＨＬＢラーラムの監査の対象とはなっていない。
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１ 【財務書類】

(1) 損益計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)

 

   当グループ

   2014年  
2013年

(修正再表示)

 注記  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

収益 3  19,269,237  669,605,986  20,033,117  696,150,816

売上原価 4  (14,424,659)  (501,256,900)  (15,816,653)  (549,628,692)

売上総利益   4,844,578  168,349,086  4,216,464  146,522,124

その他の営業収益   850,544  29,556,404  406,936  14,141,026

販売・流通費   (342,977)  (11,918,451)  (318,667)  (11,073,678)

一般管理費   (1,254,101)  (43,580,010)  (1,077,422)  (37,440,415)

その他の営業費用   (412,367)  (14,329,753)  (305,643)  (10,621,094)

財務費用 5  (1,123,749)  (39,050,278)  (1,018,759)  (35,401,875)

関連会社及び共同支配企業
における持分損益－税引後

  249,671  8,676,067  396,470  13,777,333

税引前利益 6  2,811,599  97,703,065  2,299,379  79,903,420

法人税等 7  (206,669)  (7,181,748)  (468,474)  (16,279,472)

当期利益   2,604,930  90,521,318  1,830,905  63,623,949

          

帰属：          

親会社株主   1,554,980  54,035,555  1,266,665  44,016,609

非支配持分   1,049,950  36,485,763  564,240  19,607,340

   2,604,930  90,521,318  1,830,905  63,623,949

１株当たり利益          

－基本的 8  15.00セン  5円  12.20セン  4円

－希薄化後 8  15.00セン  5円  12.20セン  4円

普通株式１株当たり配当金 9  2.50セン  1円  2.50セン  1円

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(1) 損益計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)(続き)

   当社

   2014年  2013年

 注記  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

収益 3  288,376  10,021,066  826,350  28,715,663

売上原価 4  ―  ―  ―  ―

売上総利益   288,376  10,021,066  826,350  28,715,663

その他の営業収益   31,592  1,097,822  97,162  3,376,380

販売・流通費   ―  ―  ―  ―

一般管理費   (53,295)  (1,852,001)  (45,975)  (1,597,631)

その他の営業費用   ―  ―  ―  ―

財務費用 5  (116,629)  (4,052,858)  (85,644)  (2,976,129)

関連会社及び共同支配企業
における持分損益－税引後

  ―  ―  ―  ―

税引前利益 6  150,044  5,214,029  791,893  27,518,282

法人税等 7  (46,326)  (1,609,829)  (16,031)  (557,077)

当期利益   103,718  3,604,201  775,862  26,961,205

          

帰属：          

親会社株主   103,718  3,604,201  775,862  26,961,205

非支配持分   ―  ―  ―  ―

   103,718  3,604,201  775,862  26,961,205

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(2) 包括利益計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)

 

  当グループ

  2014年  
2013年

(修正再表示)

  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

当期利益  2,604,930  90,521,318  1,830,905  63,623,949

その他の包括利益／
(損失)：

        

将来、損益計算書に振り
替えられる可能性がない
項目：

        

－退職後給付債務の再測
定による利益

 51,679  1,795,845  92,299  3,207,390

将来、損益計算書に振り
替えられる可能性がある
項目：

        

－売却可能金融資産         

－公正価値利得  3,338  115,996  (54,234)  (1,884,632)

－組替  ―  ―  ―  ―

－キャッシュ・フロー・
ヘッジ

 19,138  665,046  165,728  5,759,048

－為替換算差額  696,561  24,205,495  (239,906)  (8,336,734)

当期その他の包括利益／
(損失) -税引後

 770,716  26,782,381  (36,113)  (1,254,927)

当期包括利益合計  3,375,646  117,303,699  1,794,792  62,369,022

以下に帰属する包括利益
合計：

        

親会社株主  1,977,071  68,703,217  1,299,236  45,148,451

非支配持分  1,398,575  48,600,481  495,556  17,220,571

  3,375,646  117,303,699  1,794,792  62,369,022

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(2) 包括利益計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)(続き)

  当社

  2014年  2013年

  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

当期利益  103,718  3,604,201  775,862  26,961,205

その他の包括(損失)／
利益：

        

将来、損益計算書に振り
替えられる可能性がない
項目：

        

－退職後給付債務の再測
定による利益

 ―  ―  ―  ―

将来、損益計算書に振り
替えられる可能性がある
項目：

 
 
 

      

－売却可能金融資産         

－公正価値利得  29,099  1,011,190  1,083  37,634

－組替  (28,700) (997,325)  (525)  (18,244)

－キャッシュ・フロー・
ヘッジ

 ―  ―  ―  ―

－為替換算差額  ―  ―  ―  ―

当期その他の包括利益／
(損失) -税引後

 399  13,865  558  19,391

当期包括利益合計  104,117  3,618,066  776,420  26,980,595

以下に帰属する包括利益
合計：

        

親会社株主  104,117  3,618,066  776,420  26,980,595

非支配持分  ―  ―  ―  ―

  104,117  3,618,066  776,420  26,980,595

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(3) 財政状態計算書(2014年６月30日現在)

 

   当グループ

   2014年  
2013年

(修正再表示)
 

2012年

(修正再表示)

 注記  
千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円

資産              

非流動資産              

有形固定資産 10  25,314,106  879,665,184  22,207,486  771,710,139  20,637,157  717,141,206

投資不動産 11  7,586,285  263,623,404  633,608  22,017,878  627,851  21,817,822

開発費 12  940,529  32,683,383  975,874  33,911,622  955,625  33,207,969

子会社株式 13  ―  ―  ―  ―  ―  ―

関連会社株式 14  1,649,437  57,317,936  3,430,066  119,194,794  3,203,471  111,320,617

共同支配企業 15  26,312  914,342  24,229  841,958  22,493  781,632

投資有価証券 16  192,605  6,693,024  155,035  5,387,466  168,010  5,838,348

無形資産 18  5,013,992  174,236,222  4,785,485  166,295,604  4,717,126  163,920,129

生物資産 19  1,798  62,481  1,700  59,075  1,316  45,731

売掛金及びそ

の他の債権
20  576,776  20,042,966  558,521  19,408,605  778,068  27,037,863

その他の非流

動資産
23  60,965  2,118,534  147,762  5,134,730  72,646  2,524,449

デリバティブ

金融商品
24  19,848  689,718  7,850  272,788  3,797  131,946

   41,382,653  1,438,047,192  32,927,616  1,144,234,656  31,187,560  1,083,767,710

流動資産              

棚卸資産 21  773,878  26,892,261  848,975  29,501,881  888,167  30,863,803

不動産開発費 22  1,530,598  53,188,281  1,370,881  47,638,115  1,224,628  42,555,823

売掛金及びそ

の他の債権
20  2,966,771  103,095,292  3,537,001  122,910,785  3,558,159  123,646,025

その他の流動

資産
23  485,059  16,855,800  398,295  13,840,751  667,463  23,194,339

デリバティブ

金融商品
24  30,590  1,063,003  37,654  1,308,477  75,856  2,635,996

税金資産   4,661  161,970  37,251  1,294,472  47,480  1,649,930

関連当事者に

対する債権
26  42,173  1,465,512  41,000  1,424,750  25,303  879,279

短期投資 27  609,531  21,181,202  590,715  20,527,346  572,881  19,907,615

定期預金 17  11,907,881  413,798,865  13,145,698  456,813,006  12,569,307  436,783,418

現金預金 17  1,308,615  45,474,371  668,315  23,223,946  783,068  27,211,613

   19,659,757  683,176,556  20,675,785  718,483,529  20,412,312  709,327,842

資産合計   61,042,410  2,121,223,748 53,603,401  1,862,718,185  51,599,872  1,793,095,552

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(3) 財政状態計算書(2014年６月30日現在)(続き)

   当グループ

   2014年  
2013年

(修正再表示)
 

2012年

(修正再表示)

 注記  
千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円

資本及び負債            
 

 

親会社株主に帰

属する

資本

           

 

 

資本金 28  1,073,893  37,317,782  1,073,893  37,317,782  1,054,677  36,650,026

株式払込剰余

金
29  1,987,700  69,072,575  1,987,700  69,072,575  1,674,496  58,188,736

その他の準備

金
29  (111,478)  (3,873,861)  (527,520)  (18,331,320) 397,317  13,806,766

利益剰余金   12,033,219  418,154,360  11,201,379  389,247,920  10,070,183  349,938,859

自己株式－取

得原価
28  (596,570)  (20,730,808)  (593,339)  (20,618,530)  (1,253,032)  (43,542,862)

   14,386,764  499,940,049  13,142,113  456,688,427  11,943,641  415,041,525

非支配持分   5,392,919  187,403,935  2,042,832  70,988,412  1,979,871  68,800,517

資本合計   19,779,683  687,343,984  15,184,945  527,676,839  13,923,512  483,842,042

非流動負債              

長期債務 30  644,071  22,381,467  320,281  11,129,765  314,453  10,927,242

その他の非流

動負債
31  67,696  2,352,436  67,696  2,352,436  67,696  2,352,436

社債 32  14,319,274  497,594,772  13,336,110  463,429,823  12,419,213  431,567,652

借入金 33  13,869,725  481,972,944  13,178,701  457,959,860  5,165,377  179,496,851

交付金及び拠

出金
34  347,207  12,065,443  295,774  10,278,147  280,011  9,730,382

繰延税金負債 35  2,275,723  79,081,374  2,403,546  83,523,224  2,564,648  89,121,518

退職後給付債

務
36  553,780  19,243,855  566,310  19,679,273  692,434  24,062,082

デリバティブ

金融商品
24  10,754  373,702  140,332  4,876,537  239,719  8,330,235

非流動負債合計   32,088,230  1,115,065,993  30,308,750  1,053,229,063  21,743,551  755,588,397

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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(3) 財政状態計算書(2014年６月30日現在)(続き)

   当グループ

   2014年  
2013年

(修正再表示)
 

2012年

(修正再表示)

 注記  
千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円

流動負債            
  

買掛金及びそ

の他の債務
37  3,253,302  113,052,245  3,460,399  120,248,865  3,509,211  121,945,082

その他の流動

負債
38  91,938  3,194,846  34,436  1,196,651  98,077  3,408,176

デリバティブ

金融商品
24  77,831  2,704,627  61,282  2,129,550  284,648  9,891,518

関連当事者に

対する債務
26  6,559  227,925  5,359  186,225  9,806  340,759

社債 32  1,518,590  52,771,003  1,350,000  46,912,500  615,500  21,388,625

借入金 33  3,877,519  134,743,785  2,877,257  99,984,681  11,003,283  382,364,084

引当金(その

他の負債に対

するもの)計

上を伴うもの

39  27,302  948,745  5,275  183,306  4,777  166,001

退職後給付債

務
36  4,606  160,059  4,949  171,978  4,589  159,468

税金負債   316,850  11,010,538  310,749  10,798,528  402,918  14,001,401

流動負債合計   9,174,497  318,813,771  8,109,706  281,812,284  15,932,809  553,665,113

負債合計   41,262,727  1,433,879,763  38,418,456  1,335,041,346  37,676,360  1,309,253,510

資本及び負債

合計
  61,042,410  2,121,223,748  53,603,401  1,862,718,185  51,599,872  1,793,095,552

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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(3) 財政状態計算書(2014年６月30日現在)(続き)

   当社

   2014年  2013年  2012年

 注記  
千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円

資産            
  

非流動資産            
  

有形固定資産 10  3,256  113,146  4,419  153,560  3,220  111,895

投資不動産 11  ―  ―  ―  ―  ―  ―

開発費 12  ―  ―  ―  ―  ―  ―

子会社株式 13  6,123,489  212,791,243  5,952,235  206,840,166  5,772,096  200,580,336

関連会社株式 14  205,241  7,132,125  205,241  7,132,125  210,641  7,319,775

共同支配企業 15  ―  ―  ―  ―  ―  ―

投資有価証券 16  31,640  1,099,490  174,141  6,051,400  120,360  4,182,510

無形資産 18  ―  ―  ―  ―  ―  ―

生物資産 19  ―  ―  ―  ―  ―  ―

売掛金及びそ

の他の債権
20  ―  ―  ―  ―  ―  ―

その他の非流

動資産
23  ―  ―  ―  ―  ―  ―

デリバティブ

金融商品
24  ―  ―  ―  ―  ―  ―

   6,363,626  221,136,004  6,336,036  220,177,251  6,106,317  212,194,516

流動資産              

棚卸資産 21  ―  ―  ―  ―  ―  ―

不動産開発費 22  ―  ―  ―  ―  ―  ―

売掛金及びそ

の他の債権
20  17,953  623,867  17,361  603,295  13,518  469,751

その他の流動

資産
23  392  13,622  1,054  36,627  1,481  51,465

デリバティブ

金融商品
24  ―  ―  ―  ―  ―  ―

税金資産   18,433  640,547  20,650  717,588  15,776  548,216

関連当事者に

対する債権
26  2,251,775  78,249,181  2,385,369  82,891,573  1,995,525  69,344,494

短期投資 27  609,531  21,181,202  590,715  20,527,346  572,881  19,907,615

定期預金 17  1,284,720  44,644,020  1,750,043  60,813,994  774,765  26,923,084

現金預金 17  228,839  7,952,155  4,405  153,074  3,560  123,710

   4,411,643  153,304,594  4,769,597  165,743,496  3,377,506  117,368,334

資産合計   10,775,269  374,440,598  11,105,633  385,920,747  9,483,823  329,562,849

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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(3) 財政状態計算書(2014年６月30日現在)(続き)

   当社

   2014年  2013年  2012年

 注記  
千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円

資本及び負債            
  

親会社株主に帰

属する

資本

           

  

資本金 28  1,073,893  37,317,782  1,073,893  37,317,782  1,054,677  36,650,026

株式払込剰余

金
29  1,987,700  69,072,575  1,987,700  69,072,575  1,674,496  58,188,736

その他の準備

金
29  33,659  1,169,650  17,560  610,210  935,282  32,501,050

利益剰余金   4,496,291  156,246,112  4,651,693  161,646,332  4,134,751  143,682,597

自己株式－取

得原価
28  (596,570)  (20,730,808)  (593,339)  (20,618,530)  (1,253,032)  (43,542,862)

   6,994,973  243,075,312  7,137,507  248,028,368  6,546,174  227,479,547

非支配持分   ―  ―  ―  ―  ―  ―

資本合計   6,994,973  243,075,312  7,137,507  248,028,368  6,546,174  227,479,547

非流動負債              

長期債務 30  ―  ―  ―  ―  ―  ―

その他の非流

動負債
31  ―  ―  ―  ―  ―  ―

社債 32  1,500,000  52,125,000  1,000,000  34,750,000  500,000  17,375,000

借入金 33  340  11,815  545  18,939  183  6,359

交付金及び拠

出金
34  ―  ―  ―  ―  ―  ―

繰延税金負債 35  100  3,475  100  3,475  100  3,475

退職後給付債

務
36  ―  ―  ―  ―  ―  ―

デリバティブ

金融商品
24  ―  ―  ―  ―  ―  ―

非流動負債合計   1,500,440  52,140,290  1,000,645  34,772,414  500,283  17,384,834

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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(3) 財政状態計算書(2014年６月30日現在)(続き)

   当社

   2014年  2013年  2012年

 注記  
千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円  

千マレーシア・

リンギット
 千円

流動負債            
  

買掛金及びそ

の他の債務
37  12,469  433,298  14,886  517,289  22,457  780,381

その他の流動

負債
38  ―  ―  ―  ―  ―  ―

デリバティブ

金融商品
24  ―  ―  ―  ―  ―  ―

関連当事者に

対する債務
26  999,716  34,740,131  1,048,115  36,421,996  760,730  26,435,368

社債 32  ―  ―  500,000  17,375,000  ―  ―

借入金 33  1,267,341  44,040,100  1,404,216  48,796,506  1,653,944  57,474,554

引当金(その

他の負債に対

するもの)計

上を伴うもの

39  ―  ―  ―  ―  ―  ―

退職後給付債

務
36  330  11,468  264  9,174  235  8,166

税金負債   ―  ―  ―  ―  ―  ―

流動負債合計   2,279,856  79,224,996  2,967,481  103,119,965  2,437,366  84,698,469

負債合計   3,780,296  131,365,286  3,968,126  137,892,379  2,937,649  102,083,303

資本及び負債

合計
  10,775,269  374,440,598  11,105,633  385,920,747  9,483,823  329,562,849

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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(4) 連結資本変動表(2014年６月30日に終了した事業年度)

 

 親会社株主帰属分

 分配不能

 資本金  株式払込剰余金  その他の準備金

当グループ　2014年
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

2013年７月１日現在 1,073,893  37,317,782  1,987,700  69,072,575  (527,520)  (18,331,320)

当期利益 ―  ―  ―  ―  ―  ―

当期その他の包括利益 ―  ―  ―  ―  392,234  13,630,132

当期包括利益合計 ―  ―  ―  ―  392,234  13,630,132

当グループの組織変更 ―  ―  ―  ―  ―  ―

のれんの減損 ―  ―  ―  ―  ―  ―

配当金支払額 ―  ―  ―  ―  ―  ―

自己株式 ―  ―  ―  ―  ―  ―

株式オプション失効 ―  ―  ―  ―  (502) (17,445)

子会社が付与した
株式オプション ―  ―  ―  ―  8,610  299,198

株式オプション付与 ―  ―  ―  ―  15,700  545,575

2014年６月30日現在 1,073,893  37,317,782  1,987,700  69,072,575  (111,478)  (3,873,861)

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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(4) 連結資本変動表(2014年６月30日に終了した事業年度) (続き)

 親会社株主帰属分

 分配可能     

 利益剰余金  自己株式  合計

当グループ　2014年
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

2013年７月１日現在 11,201,379  389,247,920  (593,339) (20,618,530) 13,142,113  456,688,427

当期利益 1,554,980  54,035,555  ―  ―  1,554,980  54,035,555

当期その他の包括利益 29,857  1,037,531  ―  ―  422,091  14,667,662

当期包括利益合計 1,584,837  55,073,086  ―  ―  1,977,071  68,703,217

当グループの組織変更 (493,877)  (17,162,226)  ―  ―  (493,877) (17,162,226)

のれんの減損 ―  ―  ―  ―  ―  ―

配当金支払額 (259,120)  (9,004,420)  ―  ―  (259,120) (9,004,420)

自己株式 ―  ―  (3,231) (112,277)  (3,231) (112,277)

株式オプション失効 ―  ―  ―  ―  (502) (17,445)

子会社が付与した
株式オプション

―  ―  ―  ―  8,610  299,198

株式オプション付与 ―  ―  ―  ―  15,700  545,575

2014年６月30日現在 12,033,219  418,154,360  (596,570) (20,730,808) 14,386,764  499,940,049

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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(4) 連結資本変動表(2014年６月30日に終了した事業年度) (続き)

 非支配持分  資本合計

当グループ　2014年
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

2013年７月１日現在 2,042,832  70,988,412  15,184,945  527,676,839

当期利益 1,049,950  36,485,763  2,604,930  90,521,318

当期その他の包括利益 348,625  12,114,719  770,716  26,782,381

当期包括利益合計 1,398,575  48,600,481  3,375,646  117,303,699

当グループの組織変更 2,276,605  79,112,024  1,782,728  61,949,798

のれんの減損 5,290  183,828  5,290  183,828

配当金支払額 (330,885) (11,498,254)  (590,005)  (20,502,674)

自己株式 ―  ―  (3,231) (112,277)

株式オプション失効 502  17,445  ―  ―

子会社が付与した
株式オプション

―  ―  8,610  299,198

株式オプション付与 ―  ―  15,700  545,575

2014年６月30日現在 5,392,919  187,403,935  19,779,683  687,343,984

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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(4) 連結資本変動表(2014年６月30日に終了した事業年度) (続き)

 親会社株主帰属分

 分配不能

 資本金  株式払込剰余金  その他の準備金

当グループ　2013年
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

2012年７月１日現在
(過年度の報告額)

1,054,677  36,650,026  1,674,496  58,188,736  397,317  13,806,766

会計方針の変更による影
響

―  ―  ―  ―  ―  ―

2012年７月１日現在
(修正再表示)

1,054,677  36,650,026  1,674,496  58,188,736  397,317  13,806,766

当期利益 ―  ―  ―  ―  ―  ―

当期その他の包括 (損
失)／利益

―  ―  ―  ―  (16,027)  (556,938)

当期包括(損失)／利益
合計

―  ―  ―  ―  (16,027)  (556,938)

当グループの組織変更 ―  ―  ―  ―  80  2,780

無償還無担保転換社債の
転換

―  ―  ―  ―  (53)  (1,842)

配当金支払額 ―  ―  ―  ―  ―  ―

新株の発行 19,216  667,756  313,204  10,883,839  ―  ―

株式配当交付額 ―  ―  ―  ―  (934,140) (32,461,365)

子会社が付与した
株式オプション

―  ―  ―  ―  9,443  328,144

株式オプション付与 ―  ―  ―  ―  15,860  551,135

自己株式 ―  ―  ―  ―  ―  ―

2013年６月30日現在
(修正再表示)

1,073,893  37,317,782  1,987,700  69,072,575  (527,520)  (18,331,320)

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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(4) 連結資本変動表(2014年６月30日に終了した事業年度) (続き)

 親会社株主帰属分

 分配可能     

 利益剰余金  自己株式  合計

当グループ　2013年
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

2012年７月１日現在
(過年度の報告額)

10,305,216  358,106,256  (1,253,032)  (43,542,862) 12,178,674  423,208,922

会計方針の変更による影
響

(235,033) (8,167,397) ―  ―  (235,033) (8,167,397)

2012年７月１日現在
(修正再表示)

10,070,183  349,938,859  (1,253,032) (43,542,862) 11,943,641  415,041,525

当期利益 1,266,665  44,016,609  ―  ―  1,266,665  44,016,609

当期その他の包括 (損
失)／利益

48,598  1,688,781  ―  ―  32,571  1,131,842

当期包括(損失)／利益
合計

1,315,263  45,705,389  ―  ―  1,299,236  45,148,451

当グループの組織変更 74,853  2,601,142  ―  ―  74,933  2,603,922

無償還無担保転換社債の
転換

―  ―  ―  ―  (53) (1,842)

配当金支払額 (258,920) (8,997,470) ―  ―  (258,920) (8,997,470)

新株の発行 ―  ―  ―  ―  332,420  11,551,595

株式配当交付額 ―  ―  934,140  32,461,365  ―  ―

子会社が付与した
株式オプション

―  ―  ―  ―  9,443  328,144

株式オプション付与 ―  ―  ―  ―  15,860  551,135

自己株式 ―  ―  (274,447)  (9,537,033) (274,447) (9,537,033)

2013年６月30日現在
(修正再表示)

11,201,379  389,247,920  (593,339)  (20,618,530) 13,142,113  456,688,427

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

 

EDINET提出書類
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有価証券報告書
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(4) 連結資本変動表(2014年６月30日に終了した事業年度) (続き)

 非支配持分  資本合計

当グループ　2013年
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

2012年７月１日現在
(過年度の報告額)

2,200,582  76,470,225  14,379,256  499,679,146

会計方針の変更による影
響

(220,711) (7,669,707)  (455,744)  (15,837,104)

2012年７月１日現在
(修正再表示)

1,979,871  68,800,517  13,923,512  483,842,042

当期利益 564,240  19,607,340  1,830,905  63,623,949

当期その他の包括 (損
失)／利益

(68,684)  (2,386,769)  (36,113)  (1,254,927)

当期包括(損失)／利益
合計

495,556  17,220,571  1,794,792  62,369,022

当グループの組織変更 (271,425)  (9,432,019)  (196,492)  (6,828,097)

無償還無担保転換社債の
転換

―  ―  (53) (1,842)

配当金支払額 (161,170) (5,600,658) (420,090) (14,598,128)

新株の発行 ―  ―  332,420  11,551,595

株式配当交付額 ―  ―  ―  ―

子会社が付与した
株式オプション

―  ―  9,443  328,144

株式オプション付与 ―  ―  15,860  551,135

自己株式 ―  ―  (274,447)  (9,537,033)

2013年６月30日現在
(修正再表示)

2,042,832  70,988,412  15,184,945  527,676,839

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(5) 個別資本変動表(2014年６月30日に終了した事業年度)

 

   分配不能

 資本金  株式払込剰余金  その他の準備金

当社
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

2012年７月１日現在 1,054,677  36,650,026  1,674,496  58,188,736  935,282  32,501,050

当期利益 ―  ―  ―  ―  ―  ―

その他の包括利益 ―  ―  ―  ―  558  19,391

包括利益合計 ―  ―  ―  ―  558  19,391

新株の発行 19,216  667,756  313,204  10,883,839  ―  ―

株式配当交付額 ―  ―  ―  ―  (934,140) (32,461,365)

配当金支払額 ―  ―  ―  ―  ―  ―

自己株式 ―  ―  ―  ―  ―  ―

株式オプション付与 ―  ―  ―  ―  15,860  551,135

2013年６月30日現在 1,073,893  37,317,782  1,987,700  69,072,575  17,560  610,210

当期利益 ―  ―  ―  ―  ―  ―

その他の包括利益 ―  ―  ―  ―  399  13,865

包括利益合計 ―  ―  ―  ―  399  13,865

配当金支払額 ―  ―  ―  ―  ―  ―

自己株式 ―  ―  ―  ―  ―  ―

株式オプション付与 ―  ―  ―  ―  15,700  545,575

2014年６月30日現在 1,073,893  37,317,782  1,987,700  69,072,575  33,659  1,169,650

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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有価証券報告書
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(5) 個別資本変動表(2014年６月30日に終了した事業年度) (続き)

 分配可能   

 利益剰余金  自己株式  合計

当社
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

2012年７月１日現在 4,134,751  143,682,597  (1,253,032) (43,542,862) 6,546,174  227,479,547

当期利益 775,862  26,961,205  ―  ―  775,862  26,961,205

その他の包括利益 ―  ―  ―  ―  558  19,391

包括利益合計 775,862  26,961,205  ―  ―  776,420  26,980,595

新株の発行 ―  ―  ―  ―  332,420  11,551,595

株式配当交付額 ―  ―  934,140  32,461,365  ―  ―

配当金支払額 (258,920) (8,997,470) ―  ―  (258,920)  (8,997,470)

自己株式 ―  ―  (274,447)  (9,537,033)  (274,447)  (9,537,033)

株式オプション付与 ―  ―  ―  ―  15,860  551,135

2013年６月30日現在 4,651,693  161,646,332  (593,339) (20,618,530) 7,137,507  248,028,368

当期利益 103,718  3,604,201  ―  ―  103,718  3,604,201

その他の包括利益 ―  ―  ―  ―  399  13,865

包括利益合計 103,718  3,604,201  ―  ―  104,117  3,618,066

配当金支払額 (259,120) (9,004,420) ―  ―  (259,120)  (9,004,420)

自己株式 ―  ―  (3,231)  (112,277)  (3,231)  (112,277)

株式オプション付与 ―  ―  ―  ―  15,700  545,575

2014年６月30日現在 4,496,291  156,246,112  (596,570) (20,730,808) 6,994,973  243,075,312

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(6) キャッシュ・フロー計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)

 

 当グループ

 2014年  
2013年

(修正再表示)

 
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前利益 2,811,599  97,703,065  2,299,379  79,903,420

調整項目：        

投資不動産の公正価値の調整額 (447,530) (15,551,668) (1,475)  (51,256)

燃料費引当金／(取崩) (559) (19,425) 12,849  446,503

棚卸資産の陳腐化に対する引当金／
(取崩)

(1,180) (41,005) 5,408  187,928

繰延収益の償却 (3,399) (118,115) (2,011)  (69,882)

交付金及び拠出金の償却 (9,757) (339,056) (9,324)  (324,009)

その他の無形資産の償却 47,776  1,660,216  21,276  739,341

償却債権取立益 ―  ―  (84)  (2,919)

貸倒損失 831  28,877  15,274  530,772

減価償却費 1,561,281  54,254,515  1,447,585  50,303,579

受取配当金 (2,089) (72,593) (944)  (32,804)

デリバティブの公正価値の変動 (55,459) (1,927,200) (93,250)  (3,240,438)

金融資産の認識中止に伴う利益 ―  ―  ―  ―

関連会社の認識中止に伴う利益 (61,580) (2,139,905) ―  ―

投資有価証券売却益 (6,793) (236,057) (12,408)  (431,178)

投資不動産売却益 (999) (34,715) ―  ―

有形固定資産売却損／(益) (6,402) (222,470) (29,614)  (1,029,087)

子会社売却益 ―  ―  (55,134)  (1,915,907)

金融資産の償還益 (768) (26,688) (39,600)  (1,376,100)

減損損失 290,269  10,086,848  170,770  5,934,258

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る
非有効部分

(2,290) (79,578) (130)  (4,518)

支払利息 1,123,749  39,050,278  1,018,759  35,401,875

受取利息 (211,244) (7,340,729) (195,201)  (6,783,235)

有形固定資産評価損 13,366  464,469  14,256  495,396

退職後給付引当金 61,197  2,126,596  54,898  1,907,706

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(6) キャッシュ・フロー計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)(続き)

 当グループ

 2014年  
2013年

(修正再表示)

 
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

引当金(その他の負債に対するもの)
計上を伴うもの

24,064  836,224  1,611  55,982

株式オプション費用 18,838  654,621  25,329  880,183

関連会社及び共同支配企業の持分損
益

(249,671) (8,676,067) (396,470) (13,777,333)

未実現為替差(益)／損－純額 (25,720) (893,770) (35,658) (1,239,116)

運転資本の増減調整前営業利益/
(損失)

4,867,530  169,146,668  4,216,091  146,509,162

運転資本の増減        

棚卸資産 90,017  3,128,091  16,708  580,603

不動産開発費 (101,222) (3,517,465) (115,939) (4,028,880)

受取債権 588,381  20,446,240  (156,547) (5,440,008)

その他の資産 6,258  217,466  194,053  6,743,342

その他の負債 100,071  3,477,467  (63,641) (2,211,525)

支払債務 (38,700) (1,344,825) (80,565) (2,799,634)

関連当事者間残高の純増減額 (27) (938) 532  18,487

営業活動による／(に使用した)キャッ
シュ

5,512,308  191,552,703  4,010,692  139,371,547

配当金受取額 302,438  10,509,721  220,329  7,656,433

利息支払額 (1,030,076) (35,795,141) (862,597) (29,975,246)

利息受取額 190,382  6,615,775  149,042  5,179,210

退職給付制度支払額 (98,663) (3,428,539) (90,068) (3,129,863)

法人税等支払額 (576,594) (20,036,642) (694,651) (24,139,122)

法人税等還付額 6,485  225,354  38,290  1,330,578

営業活動によるキャッシュ純額 4,306,280  149,643,230  2,771,037  96,293,536

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(6) キャッシュ・フロー計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)(続き)

 当グループ

 2014年  
2013年

(修正再表示)

 
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

投資活動によるキャッシュ・フロー        

　子会社株式の追加取得 (418) (14,526) (19,741) (686,000)

　新規子会社の取得(子会社の保有する
　キャッシュ控除後)

71,064  2,469,474  (3,752) (130,382)

　持分法が適用される追加投資 (8,137) (282,761) (11,317) (393,266)

　開発費 (21,689) (753,693) (136,891) (4,756,962)

　インフラ資産に対する交付金受取額 33,766  1,173,369  29,059  1,009,800

　投資不動産売却による手取金 32,583  1,132,259  ―  ―

　有形固定資産売却による手取金 73,380  2,549,955  31,210  1,084,548

　投資有価証券売却による手取金 65,541  2,277,550  17,036  592,001

　優先株式の償還による手取金 ―  ―  45,600  1,584,600

　子会社株式売却による手取金 ―  ―  137,834  4,789,732

　無形資産の取得 (74,308) (2,582,203) (61,477) (2,136,326)

　投資不動産の取得 (12,547) (436,008) (4,255) (147,861)

　有形固定資産の取得 (2,680,069) (93,132,398) (3,241,471) (112,641,117)

　投資有価証券の取得 (38,969) (1,354,173) (50,011) (1,737,882)

　生物資産の取得 (98) (3,406) (384) (13,344)

　株式の償還 ―  ―  218  7,576

　投資活動(に使用した)／による
キャッシュ純額

(2,559,901) (88,956,560) (3,268,342) (113,574,885)

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(6) キャッシュ・フロー計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)(続き)

   当グループ

   2014年  
2013年

(修正再表示)

 注記  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

財務活動によるキャッシュ・
フロー

         

　配当金支払額   (259,120) (9,004,420) (258,920) (8,997,470)

　子会社の非支配持分に対する配
当金支払額

  (330,885) (11,498,254) (161,170) (5,600,658)

　当社による自己株式取得(純額)  (3,231) (112,277) (274,447) (9,537,033)

　子会社による自己株式取得   (1,332,167) (46,292,803) (270,176) (9,388,616)

　社債   ―  ―  522,212  18,146,867

　借入金   2,382,943  82,807,269  11,086,790  385,265,953

　非支配持分に対する子会社持分
の売却による手取金

  (2,240) (77,840) 273  9,487

　子会社の非支配持分に対する新
株発行による手取金

  108,247  3,761,583  11,914  414,012

　社債の償還   ―  ―  (3,090) (107,378)

　借入金の返済   (3,263,137) (113,394,011) (9,620,870) (334,325,233)

財務活動(に使用した)／による
キャッシュ・フロー純額

  (2,699,590) (93,810,753) 1,032,516  35,879,931

現金及び現金同等物の純増減額   (953,211) (33,124,082) 535,211  18,598,582

為替レート変動による影響額   359,764  12,501,799  (69,675) (2,421,206)

現金及び現金同等物－期首残高   13,742,611  477,555,732  13,277,075  461,378,356

現金及び現金同等物－期末残高 17  13,149,164  456,933,449  13,742,611  477,555,732

キャッシュ・フロー計算書に対す
る注記

         

有形固定資産の取得の源泉内訳          

現金によるもの   2,680,069  93,132,398  3,241,471  112,641,117

ファイナンス・リース契約による
もの

  61,348  2,131,843  3,018  104,876

引当金（その他の負債に対するも
の）計上を伴うもの

  25,000  868,750  ―  ―

顧客からの資産の譲受によるもの  264,835  9,203,016  ―  ―

支払債務によるもの   137,874  4,791,122  94,224  3,274,284

前払金によるもの   16,965  589,534  ―  ―

　   3,186,091  110,716,662  3,338,713  116,020,277

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(6) キャッシュ・フロー計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)(続き)

 当社

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前利益 150,044  5,214,029  791,893  27,518,282

調整項目：        

投資不動産の公正価値の調整額 ―  ―  ―  ―

燃料費引当金／(取崩) ―  ―  ―  ―

棚卸資産の陳腐化に対する引当金／
(取崩)

―  ―  ―  ―

繰延収益の償却 ―  ―  ―  ―

交付金及び拠出金の償却 ―  ―  ―  ―

その他の無形資産の償却 ―  ―  ―  ―

償却債権取立益 ―  ―  ―  ―

貸倒損失 ―  ―  28  973

減価償却費 862  29,955  1,086  37,739

受取配当金 (204,258) (7,097,966) (759,810) (26,403,398)

デリバティブの公正価値の変動 ―  ―  ―  ―

金融資産の認識中止に伴う利益 (28,054) (974,877) ―  ―

関連会社の認識中止に伴う利益 ―  ―  ―  ―

投資有価証券売却益 (880) (30,580) (739) (25,680)

投資不動産売却益 ―  ―  ―  ―

有形固定資産売却損／(益) 1  35  22  765

子会社売却益 ―  ―  (55,134) (1,915,907)

金融資産の償還益 ―  ―  (39,600) (1,376,100)

減損損失 359  12,475  300  10,425

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る
非有効部分

―  ―  ―  ―

支払利息 116,629  4,052,858  85,644  2,976,129

受取利息 (84,075) (2,921,606) (66,536) (2,312,126)

有形固定資産評価損 ―  ―  ―  ―

退職後給付引当金 ―  ―  ―  ―

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(6) キャッシュ・フロー計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)(続き)

 当社

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

引当金(その他の負債に対するもの)
計上を伴うもの

―  ―  ―  ―

株式オプション費用 6,678  232,061  6,377  221,601

関連会社及び共同支配企業の持分損
益

―  ―  ―  ―

未実現為替差(益)／損－純額 ―  ―  ―  ―

運転資本の増減調整前営業利益/
(損失)

(42,694) (1,483,617) (36,469) (1,267,298)

運転資本の増減        

棚卸資産 ―  ―  ―  ―

不動産開発費 ―  ―  ―  ―

受取債権 468  16,263  (5,962) (207,180)

その他の資産 ―  ―  ―  ―

その他の負債 ―  ―  ―  ―

支払債務 (2,270) (78,883) (15,582) (541,475)

関連当事者間残高の純増減額 94,218  3,274,076  (53,919) (1,873,685)

営業活動による／(に吸収される)
キャッシュ

49,722  1,727,840  (111,932) (3,889,637)

配当金受取額 178,895  6,216,601  734,455  25,522,311

利息支払額 (116,629) (4,052,858) (77,604) (2,696,739)

利息受取額 65,260  2,267,785  48,702  1,692,395

退職給付制度支払額 ―  ―  ―  ―

法人税等支払額 (18,746) (651,424) (4,046) (140,599)

法人税等還付額 ―  ―  8,496  295,236

営業活動によるキャッシュ純額 158,502  5,507,945  598,071  20,782,967

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(6) キャッシュ・フロー計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)(続き)

 当社

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

投資活動によるキャッシュ・フロー        

　子会社株式の追加取得 (260) (9,035) (19,741) (686,000)

　新規子会社の取得(子会社の保有する
　キャッシュ控除後)

―  ―  ―  ―

　持分法が適用される追加投資 ―  ―  (600) (20,850)

　開発費 ―  ―  ―  ―

　インフラ資産に対する交付金受取額 ―  ―  ―  ―

　投資不動産売却による手取金 ―  ―  ―  ―

　有形固定資産売却による手取金 791  27,487  145  5,039

　投資有価証券売却による手取金 ―  ―  ―  ―

　優先株式の償還による手取金 ―  ―  45,600  1,584,600

　子会社株式売却による手取金 ―  ―  137,834  4,789,732

　無形資産の取得 ―  ―  ―  ―

　投資不動産の取得 ―  ―  ―  ―

　有形固定資産の取得 (133) (4,622) (1,630) (56,643)

　投資有価証券の取得 ―  ―  ―  ―

　生物資産の取得 ―  ―  ―  ―

　株式の償還 ―  ―  ―  ―

　投資活動(に使用した)／による
キャッシュ純額

398  13,831  161,608  5,615,878

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。
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(6) キャッシュ・フロー計算書(2014年６月30日に終了した事業年度)(続き)

   当社

   2014年  2013年

 注記  
千マレーシア・
リンギット

 千円  
千マレーシア・
リンギット

 千円

財務活動によるキャッシュ・
フロー

         

　配当金支払額   (259,120) (9,004,420) (258,920) (8,997,470)

　子会社の非支配持分に対する配
当金支払額

  ―  ―  ―  ―

　当社による自己株式取得(純額)  (3,231) (112,277) (274,447) (9,537,033)

　子会社による自己株式取得   ―  ―  ―  ―

　社債   ―  ―  ―  ―

　借入金   ―  ―  1,000,000  34,750,000

　非支配持分に対する子会社持分
の売却による手取金

  ―  ―  ―  ―

　子会社の非支配持分に対する新
株発行による手取金

  ―  ―  ―  ―

　社債の償還   ―  ―  ―  ―

　借入金の返済   (137,438) (4,775,971) (250,189) (8,694,068)

財務活動(に使用した)／による
キャッシュ・フロー純額

  (399,789) (13,892,668) 216,444  7,521,429

現金及び現金同等物の純増減額   (240,889) (8,370,893) 976,123  33,920,274

為替レート変動による影響額   ―  ―  ―  ―

現金及び現金同等物－期首残高   1,754,448  60,967,068  778,325  27,046,794

現金及び現金同等物－期末残高 17  1,513,559  52,596,175  1,754,448  60,967,068

キャッシュ・フロー計算書に対す
る注記

         

有形固定資産の取得の源泉内訳          

現金によるもの   133  4,622  1,630  56,643

ファイナンス・リース契約による
もの

  358  12,441  823  28,599

引当金（その他の負債に対するも
の）計上を伴うもの

  ―  ―  ―  ―

顧客からの資産の譲受によるもの  ―  ―  ―  ―

支払債務によるもの   ―  ―  ―  ―

前払金によるもの   ―  ―  ―  ―

   491  17,062  2,453  85,242

 

添付の会計方針及び注記は、この財務書類の不可欠の一部分である。

次へ
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(7) 財務書類に対する注記

 

１　概要

当社の主な事業は、投資持株及びマネジメント会社の事業である。子会社の主な事業は財務書類の注記13に詳

しく説明されている。

当社はマレーシアを本拠地とする有限責任の株式会社であり、ブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バー

ハッドのメインボード及び東京証券取引所の外国部に上場されている。

当社の登記上の本社及び主要営業所の住所は以下の通りである。

11th Floor, Yeoh Tiong Lay Plaza

55 Jalan Bukit Bintang

55100 Kuala Lumpur

 

２　重要な会計方針

(a) 作成基準

当グループ及び当社の財務書類は、(下記の重要な会計方針において特筆されている場合を除き)取得原価法

に基づき、また、財務報告基準(以下「FRS」という)及びマレーシアの1965年会社法の要件に準拠して作成さ

れている。

FRS及び1965年会社法に準拠した財務書類の作成においては、取締役が決算日における資産及び負債の計上

額、偶発資産及び負債の開示並びに報告期間における収益及び費用の計上額に影響を及ぼす見積り及び仮定を

行うことを要求している。また、当グループの会計方針を適用する過程においては、取締役の判断も求められ

ている。これらの見積り及び判断は現在の事象及び行動に関する取締役の最善の知識に基づいているが、実績

とは異なる場合がある。

高度な判断を要する、又はより複雑な分野、あるいは仮定や見積りが財務書類に及ぼす影響が重大な分野に

ついては財務書類の注記45に開示されている。

本財務書類はマレーシア・リンギット(RM)で表示されており、特筆されている場合を除き千単位(1,000マ

レーシア・リンギット)で四捨五入されている。

(b) 会計方針の変更

適用されている会計方針は、前事業年度に適用されたものと一致している。ただし、以下に記載されている

ものを除く。

2013年７月１日、当グループ及び当社は、2013年１月１日以降に開始する会計期間より強制適用される、以

下の新規及び修正後のFRS及びIC解釈指針を適用した。

FRS第10号「連結財務諸表」

FRS第11号「共同支配の取決め」

FRS第12号「他の企業への関与の開示」

FRS第13号「公正価値測定」

FRS第127号「個別財務諸表」

FRS第128号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

139/507



 

FRS第７号の修正「金融商品：開示」－金融資産と金融負債の相殺

FRS第10号の修正「連結財務諸表」－経過措置ガイダンス

FRS第11号の修正「共同支配の取決め」－経過措置ガイダンス

FRS第12号の修正「他の企業への関与の開示」－経過措置ガイダンス

FRS第101号の修正「財務諸表の表示」

FRS第116号の修正「有形固定資産」

FRS第119号の修正「従業員給付」

FRS第132号の修正「金融商品：表示」

FRS第134号の修正「中間財務報告」

 

上記の新規及び修正後のFRS及びIC解釈指針の適用が当グループ及び当社の財政状態及び財務方針に与えた

影響はなかった。ただし、以下に記載されているものを除く。

 

FRS第10号「連結財務諸表」

FRS第10号は、連結財務諸表を取り扱うFRS第127号「連結及び個別財務諸表」及びIC解釈指針第112号「連結

－特別目的事業体」の一部を置き換えている。

FRS第10号では、(a)投資企業が被投資企業に対してパワーを有する場合、(b)投資企業が被投資企業への関

与により生じる変動リターンに対してエクスポージャー又は権利を有する場合、また(c)投資企業が投資企業

のリターンの金額に影響を及ぼすように被投資企業に対してそのパワーを使用する能力を有する場合に、投資

企業は被投資企業を支配する。FRS第127号「連結及び個別財務諸表」では、支配は、企業の財務及び経営方針

を管理することによって企業活動による便益を享受するためのパワーとして定義されていた。

FRS第10号には、どのような場合に被投資企業の議決権付株式の50％未満を保有する投資企業が被投資企業

を支配するかを説明する詳しいガイダンスが含まれている。FRS第10号は、投資企業が関連するすべての事実

及び状況(特に、他の議決権保有者の議決権数及び散らばり状況を鑑みて、投資企業が保有する議決権数の多

寡)を判断するよう要求している。

FRS第10号の適用は、スターヒル・グローバル・リアル・エステート・インベストメント・トラスト(以下

「SGREIT」という)における当グループの資本持分の会計処理に影響を及ぼした。同社は、下記の通り、過年

度において当グループの関連会社として取り扱われ、持分法で会計処理されていた。

2013年７月５日、SGREIにおける当グループの持分は、当社及び当社の完全子会社であるワイ・ティー・エ

ル・ホテルズ・アンド・プロパティーズ・センドリアン・バーハッドによるSGREITの転換優先ユニット

152,727,825ユニットの転換により、SGREITが新ユニット210,195,189ユニットを発行した結果、29.38％から

6.89％増加し、36.27％になった。

FRS第10号の要求事項に準拠して、上記の持分の増加により、当社がSGREITを事実上支配したことを受け

て、SGREITは事実上、当社の子会社となった。
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FRS第12号「他の企業への関与の開示」

FRS第12号は、FRS第10号及びFRS第11号という二つの新しい基準に基づいて報告されている企業について要

求されている開示項目を定めており、FRS第128号「関連会社に対する投資」における現行の開示要求を置き換

えている。FRS第12号は、子会社、関連会社、共同支配の取決め及び非連結の組成された企業への関与に関す

る内容、リスク及び財務上の影響を財務諸表の利用者が評価する上で役立つ情報を開示するよう企業に要求し

ている。

 

FRS第13号「公正価値測定」

FRS第13号は、すべての公正価値測定について、FRSに基づく単一のガイダンスを制定する。FRS第13号は、

企業が公正価値の使用を要求される場合を変更しないが、どのようにFRSに基づく公正価値を測定するかにつ

いてのガイダンスを提供する。FRS第13号は、公正価値を出口価格と定義する。FRS第13号のガイダンスを受け

て、当グループは、公正価値の測定(特に、負債の公正価値測定に関する不履行リスク等の評価インプット)に

関するグループ方針を再評価した。FRS第13号は、追加的な開示も要求している。

FRS第13号の適用は、当グループの公正価値測定に重要な影響を及ぼさなかった。要求される場合には、公

正価値が算定された資産及び負債に関連する個々の注記において追加的な開示が行われる。

 

FRS第116号の修正「有形固定資産」

FRS116号の修正「有形固定資産」は、交換部品、予備設備及び保守設備等の項目が、有形固定資産の定義を

満たす場合には、有形固定資産として認識されることを明確にしている。そうでない場合には、当該項目は棚

卸資産に分類される。

 

FRS第119号の修正「従業員給付」

FRS119号の修正「従業員給付」は、確定給付年金費用及び解雇給付の認識及び測定、並びにすべての従業員

給付の開示を大幅に変更する。数理計算上の差異について、回廊アプローチによる繰り延べは行われなくな

る。

 

FRS第116号及びFRS第119号の修正が財務書類に及ぼす影響については、注記51を参照のこと。

 

(c) 有形固定資産及び減価償却

有形固定資産は、一部の自己所有の土地及び建物を除き、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額

を控除した金額で表示されている。取得原価には当該資産の取得に直接帰属する費用が含まれる。また取得原

価には建設中の有形固定資産から生じる借入費用が含まれる。一部の有形固定資産の取得原価には、資産の取

得の結果として負担される、解体、撤去及び復元の費用が含まれる。

以後の費用は当該資産の帳簿価額に含まれるか、あるいはその資産に関する将来の経済的便益が当グループ

にもたらされ、その取得原価が確実に測定されるという可能性が高い場合にのみ、個別の資産として適宜計上

される。交換した部品の帳簿価額の認識は中止される。その他のすべての修繕及び維持費用は、これらが発生

する事業年度の損益に費用計上される。

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

141/507



一部の自己所有の土地及び建物は、独立の職業鑑定人が公開市場における価格で行った評価に基づき、1983

年に、取締役により再評価された。FRS第116号「有形固定資産」により公表された経過規定に準拠し、これら

の有形固定資産の評価は更新されておらず、従来の再評価額から減価償却額及び減損損失を控除した金額で引

き続き表示されている。

使用されなくなり、処分目的で保有されている有形固定資産は、正味帳簿価額と正味実現可能価額のうちい

ずれか低い価額で計上されている。

自己所有の土地、自己所有の油ヤシ栽培地は償却されない。

建設中の資産は取得原価で表示され、減価償却されない。建設中の資産は、建設完了時にその資産の性質に

応じて有形固定資産カテゴリーに振替えられ、その使用目的に関して準備が整った時点で減価償却が開始され

る。

その他の有形固定資産についての減価償却費は定額法に基づいて算定され、見積耐用年数にわたって当該有

形固定資産の取得原価を減額する。

主たる減価償却率は以下の通りである：

 

建物  １－10(％)

賃借土地  １－３

インフラ資産及び敷地  0.9－20

設備及び機械  ４－20

通信機器  ４－20

備品、什器及び機器  10－50

車両  10－33 1/3

 

資産の残存価額、耐用年数及び減価償却方法は各事業年度末に金額、方法及び償却期間が過年度の見積り及

び有形固定資産の項目から期待される将来の経済的便益の予測消費パターンと一貫していることを確認するた

めに見直される。

売却による損益は、売却による手取額と正味帳簿価額の比較によって決定され、損益に認識される。
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(d) 非金融資産の減損

投資不動産、不動産開発費、棚卸資産、工事契約により生じた資産及び繰延税金資産以外の資産の帳簿価額

は、各報告日に当該資産に減損の徴候があるか調査される。このような兆候が存在する場合、当該資産の減損

損失額を決定するために回収可能価額の見積りを行う。

減損損失は、資産の帳簿価額が回収可能価額を超えた金額で認識される。回収可能価額は資産の公正価値か

ら販売費用を控除した金額、あるいは使用価値のいずれか高い方である。減損を評価するために、資産は個別

に識別可能なキャッシュ・フロー(現金生成単位)が存在する最低レベルでグループ化される。減損を計上した

のれんを除く非金融資産は、各報告日に減損の戻入れの可能性について再調査される。

減損損失は、当該資産が再評価額で計上されている場合を除き、損益に直ちに費用計上される。再評価され

た資産の減損損失については、当該資産について過年度に認識された再評価による余剰金の減少として処理さ

れる。

のれんの減損損失は戻し入れられない。その他の資産については、資産の回収可能価額のその後の増加は、

過年度に計上された減損損失の戻入れとして会計処理され、減損損失が認識されていなかった場合に算定され

たはずの当該資産の帳簿価額(償却費及び減価償却費控除後)の金額まで認識される。戻入れは、当該資産が再

評価額で計上されている場合を除き、損益に直ちに認識される。再評価された資産に係る減損損失の戻入れ

は、再評価による余剰金の増加として計上される。ただし、減損損失の戻入れは、再評価された当該資産に係

る減損損失が過年度に費用として損益に認識されていた金額分については、損益に利益として認識される。

(e) リース

(ⅰ)ファイナンス・リース－当グループが賃借人の場合

有形固定資産の所有権に伴うほぼすべての便益とリスクを当グループが負うリースは、ファイナンス・リー

スとして分類される。

資産は購入されていたものとして会計処理され、それに相当する資本費用が債務として計上される。支払

リース料は、資本要素及び財務費用から成るものとして会計処理される。資本要素は賃貸人に対する債務を減

少させる。財務費用からは、債務残高に定率を乗じた金額が損益においてリース期間にわたり償却される。

資産がオペレーティング・リースに基づき賃貸される場合、資産は資産の性質に基づき財政状態計算書に計

上される。リース収益はリース期間にわたり定額法で認識される。資産は有形固定資産の関連する会計方針に

準拠して償却される。

実質的にファイナンス・リースである賃借土地は、有形固定資産として分類される。

(ⅱ)オペレーティング・リース－当グループが賃借人の場合

オペレーティング・リースに基づく土地は投資不動産として会計処理される。「投資不動産」に関する会計

方針を参照のこと。

所有権におけるほぼすべてのリスクと便益を賃貸人が留保する資産のリースは、オペレーティング・リース

として分類される。オペレーティング・リースに基づく支払い(賃貸人より受け取るインセンティブ考慮後)

は、リース期間にわたり定額法で損益に計上される。

オペレーティング・リースがリース期間の満了前に終了する場合に違約金として賃貸人に支払う必要のある

金額は、リースが終了する期間において費用として認識される。
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(ⅲ)オペレーティング・リース－当グループが賃貸人の場合

オペレーティング・リースに基づきリースされる資産は、財政状態計算書の有形固定資産に計上され、類似

する保有有形固定資産を基にした見積耐用年数にわたり償却される。オペレーティング・リースによる賃貸収

益(賃借人に対するインセンティブ控除後)は、リース期間にわたり定額法で認識される。

(f) 投資不動産

投資不動産には、長期間の賃貸利回り及び／又はキャピタルゲインを得るために所有されている建物の該当

部分、並びに長期間のキャピタルゲインを得るため又は現在用途不特定で所有されている自己所有の土地及

び／又はオペレーティング・リースに基づく土地が含まれている。投資不動産には、将来、投資不動産として

使用するために建設又は開発されている不動産が含まれている。

投資不動産は当初は取得原価で計上されるが、その後は公正価値で計上され、期中の金額の変動は、発生し

た期間の損益に認識される。建設中の投資不動産の公正価値が正確に決定できない場合、公正価値が正確に決

定されるようになるか、建設が完了するかのいずれか早い時点までは、取得原価で測定される。

取得原価には投資不動産の取得に直接帰属する費用が含まれる。自己建設による投資不動産の取得原価には

原材料費、直接労務費、投資不動産を利用目的に合わせた状態にするために直接帰属するその他の経費及び資

産計上された借入費用が含まれる。

投資不動産は、売却する場合又は永久に使用を中止し、かつ売却による将来の経済的利益が見込めない場合

に認識が中止される。売却による手取金の純額と帳簿価額の差額は、当該項目における認識の中止が発生した

期間の損益に認識される。

(g) 生物資産

栽培地開発費

開墾から収穫までに発生する費用の合計を示す新規植林費用は、生物資産の栽培地開発費として資産計上さ

れ償却されない。旧栽培地の再植林に係る費用を示す再植林費用は発生した事業年度の損益に計上される。

(h) 開発費

(ｉ)不動産開発目的で保有する土地

不動産開発目的で保有する土地は、土地を使用目的に応じて整備するために必要な活動に関連して買収後

に発生した土地の取得価格、専門家鑑定料、印紙税、手数料、両替手数料及びその他の関連費用を含む取得

原価で計上されている。

不動産開発目的で保有する土地は、開発事業が行われていない土地、又は開発事業が正常な営業循環期間

内に完了する見込みのない土地で構成されている。これらの土地は非流動資産に分類され、取得原価から減

損損失累計額を控除した金額で表示されている。当グループが過年度において当該の土地を再評価額で計上

していた場合、この金額はFRS第201号で認められた代理費用として引き続き使用される。減損の兆候がある

場合、資産の帳簿価額が評価され、直ちに回収可能価額まで評価減が行われる。減損損失の認識及び測定に

関する方針は、財務書類の注記２(d)に従っている。

不動産開発目的で保有する土地は、開発事業が開始しており、かつ開発事業を正常な営業循環期間内に完

了することが可能であると実証できる時点で、不動産開発費に組替えられる。
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(ⅱ)事業開発費

発生した開発費は、それにより将来の経済的便益が見込まれるなど一定の基準を満たす場合に資産計上さ

れ、事業の期間にわたって償却される。また、企業に将来の経済的便益がもたらされることが不確実な場合

は、回収可能価額まで減額される。

過年度に費用として認識された開発費は、その後の会計期間に資産として認識されない。

資産計上された開発費は、償却累計額及び減損損失累計額控除後の取得原価で計上される。

(i) 連結基準

連結財務書類は、報告日現在の当社及び子会社の財務書類から成る。連結財務書類の作成に使用される子

会社の財務書類は、当社の報告日と同日に作成される。当グループが、被投資企業への関与により生じる変

動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有している場合で、その被投資企業に対するパワーを通じ

てこれらのリターンに影響を与える能力を有している場合には、支配が達成される。

当グループは、以下を全て有する場合にのみ、被投資企業を支配する。

・　被投資企業に対するパワー(すなわち、被投資企業の関連性のある活動を指図する現在の能力を当グ

ループに与える既存の権利)

・　被投資企業への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利、また

・　投資企業のリターンの金額に影響を及ぼすように被投資企業に対してそのパワーを使用する能力

 

当グループが被投資企業の議決権の過半数以上を有していない場合、当グループは、被投資企業に対する当

グループの議決権が、被投資企業に対するパワーを当グループに与えるのに十分であるかどうかを評価する上

で、以下について検討する。

・　被投資企業の他の議決権保有者との契約

・　他の契約から生じる権利、また

・　当グループの議決権及び潜在的議決権

 

当グループは、事実又は状況により、支配権の３つの要素のうちの１つ以上に変更があることを示す兆候

がある場合に、当グループが被投資企業を支配しているかどうかを再評価する。子会社の連結は、当グルー

プが子会社に対する支配権を獲得する時点で開始し、当グループが子会社に対する支配を喪失する時点で終

了する。当事業年度において取得又は処分された子会社の資産、負債、収益及び費用は、当グループが支配

権を獲得する日から当グループが子会社の支配を終了する日まで、包括利益計算書に含まれる。

損益及びその他の包括利益の各内訳項目は、たとえ非支配持分の残高が不足することになっても、当グ

ループの親会社の所有者と非支配持分に帰属する。必要な場合には、子会社の会計方針を当グループの会計

方針に合わせるために、子会社の財務書類に対して調整が行われる。当グループのメンバー間の取引に関連

するグループ会社間の資産及び負債、資本、収益、費用並びにキャッシュ・フローは、連結時に全額相殺消

去される。
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支配の喪失に至らない子会社に対する所有持分の変動は、資本取引として会計処理される。当グループが

子会社に対する支配を喪失する場合、当グループは、

・　子会社の資産(のれんを含む)及び負債の認識を中止する

・　非支配持分の帳簿価額の認識を中止する

・　資本に計上される累積換算差額の認識を中止する

・　受領した対価の公正価値を認識する

・　留保される投資の公正価値を認識する

・　損益における過不足を認識する

・　当グループが関連する資産又は負債を直接処分する場合に要求されるように、過年度にその他の包括

利益で認識されていた構成要素の親会社の持分を、適宜、損益又は利益剰余金に組み替える。

 

子会社の取得はパーチェス法を適用して会計処理される。企業結合により取得した識別可能資産及び引受け

られた負債及び偶発債務は、当初は取得日の公正価値で測定される。過年度に所有していた持分に関する公正

価値に対する調整は、再評価として扱われ、その他の包括利益に認識される。

企業結合の取得原価は、取得した資産、発生又は引受負債、及び発行持分証券の交換日における公正価値

に、企業結合に直接帰属する費用を加えた総額で測定される。取得した子会社の認識可能資産、負債及び偶発

債務の正味公正価値における当グループの持分に対する企業結合の取得原価の超過額は、財政状態計算書にの

れんとして計上される。のれんに関する会計方針は、財務書類の注記２(n)を参照のこと。企業結合の取得原

価に対する、取得した子会社の認識可能資産、負債及び偶発債務の正味公正価値における当グループの持分の

超過額は、取得日において利益として損益に認識される。当グループが事業を取得する場合、被取得企業によ

り主契約から切り離された組込デリバティブは、取得の際に再評価される。ただし、企業結合により発生する

契約条件の変更が、契約上特に必要とされるキャッシュ・フローを大幅に変更する場合を除く。

(j) 非支配持分との取引

当グループは、非支配持分との取引を当グループの株主との取引として会計処理している。非支配持分から

の購入に関しては、支払対価と子会社の純資産の帳簿価額の取得持分との差額は資本に計上される。また、非

支配持分への売却に係る損益も資本に計上される。

(k) 子会社株式

子会社とは、当グループが以下を全て有する会社をいう。

・　被投資企業に対するパワー(すなわち、被投資企業の関連性のある活動を指図する現在の能力を当グ

ループに与える既存の権利)

・　被投資企業への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利、また

・　投資企業のリターンの金額に影響を及ぼすように被投資企業に対してそのパワーを使用する能力

当社の個別財務書類において、子会社株式は取得原価から減損損失累計額を控除した金額で会計処理されて

いる。子会社株式の売却の際、株式売却による手取金と投資の帳簿価額の差額は損益に認識される。
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(l) 関連会社株式

関連会社とは、当グループが重要な影響力を行使できる立場にあるものの、子会社でもジョイントベン

チャーでもない会社である。重要な影響力とは、財務及び事業方針の決定に係わることのできる力であるが、

それらの方針を支配するものではない。現在行使可能又は転換可能な潜在的議決権の存在及び影響は、当グ

ループが他の企業を支配するか否かの評価時に考慮される。

関連会社株式は連結財務書類において持分法で会計処理され、当初、取得原価で認識される。当グループの

関連会社株式には、取得によって認識されたのれん(減損損失累計額控除後)が含まれている。

持分法の適用に際し、関連会社の取得後の損益における当グループの持分は損益に認識され、取得後の準備

金の変動における持分はその他の包括利益に認識される。取得後の変動累計額及び関連会社から受け取った分

配金は、株式の帳簿価額に対して調整される。当グループの関連会社の持分損失がその他の無担保債務を含む

関連会社への持分と等しいか、あるいは超過する場合、当グループが義務を負っているか、あるいは関連会社

に代わって支払を行っている場合を除き、当グループはそれ以上の損失を認識しない。

当グループでは、持分法適用に際して関連会社の入手可能な直近の監査済財務書類を使用している。監査済

財務書類の日付が当グループのものと近似しない場合、業績の持分は入手可能な直近の監査済財務書類及び会

計期間末までの経営陣による財務書類から引用される。必要に応じて、当グループの会計方針との整合性を保

つために関連会社の財務書類が調整される。

当グループと関連会社との取引に係る未実現利益は、当グループの関連会社に対する所有持分まで相殺消去

されている。また未実現損失は、取引において、譲渡された資産が減損しているという証拠がない限り相殺消

去されている。

関連会社株式の一部売却又は株式の希薄化により発生する利益及び損失は、損益に認識される。

関連会社株式は、当グループが重要な影響力を喪失した場合、認識が中止される。企業における保有持分は

すべて公正価値に再測定される。重要な影響力の喪失日における保有持分の帳簿価額と公正価値の差額は、損

益に認識される。

当社の個別財務書類において、関連会社株式は取得原価から減損損失累計額を控除した金額で計上されてい

る。関連会社株式の売却において、株式売却による手取金とその帳簿価額の差額は損益に認識される。

(m) 共同支配の取決め

共同支配の取決めとは、当グループと単一もしくは複数の当事者による契約上合意した支配力の共有が存在

する取決めであり、共同支配の取決めに関連性のある活動に関する決定には、支配力を共有する当事者の全員

一致の合意が必要とされる。共同支配の取決めを共同支配事業又は共同支配企業として分類することは、当該

取決めに対する当事者の権利及び義務による。共同支配企業とは、共同支配の取決めにより純資産に対する権

利を有している企業である。共同支配事業とは、共同支配の取決めにより関連する資産に対する権利及び負債

に対する義務を有している事業である。

共同支配企業に対する当グループの投資は、当事業年度末までに行われた共同支配企業の監査済財務書類に

基づいて持分法で会計処理される。
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持分法では、共同支配企業の当期の損益に対する当グループの持分は、損益に認識される。共同支配企業に

対する当グループの投資は、当該企業の純資産における持分を反映し、また買収に伴うのれんを含んだ金額で

財政状態計算書に計上される。

当グループと共同支配企業との取引による未実現利益は、当グループの共同支配企業に対する所有持分まで

相殺消去されている。未実現損失も、その取引が譲渡資産の減損の証拠を提供しない限り相殺消去されてい

る。持分法を適用するにあたり、当グループの財務書類と会計方針上で一貫性を持たせるため、必要に応じて

共同支配企業の財務書類に対して修正が行われている。

当社の個別財務書類において、共同支配企業に対する投資は取得原価から減損損失を控除した金額で計上さ

れている。

かかる投資の売却の際、売却による正味手取金と投資の帳簿価額の差額は損益に含まれる。

(n) 無形資産

(ｉ)顧客獲得費用

顧客獲得費用は、新規顧客との契約締結の対価として仲介人に支払った手数料、並びに顧客が所定の契約期

間において解約不能な契約に署名した場合、顧客に無償又は補助金を提供するのにかかる費用に関連してお

り、顧客獲得費用は無形資産として資産計上され、契約期間にわたって定額法で償却される。顧客獲得費用は

減損の兆候の有無について各報告日に評価される。非金融資産の減損については会計方針の注記２(d)を参照

のこと。

(ⅱ)のれん

のれんは当初取得原価で測定される。当初認識の後、のれんは取得原価から減損損失累計額を控除した金額

で測定される。

取得したのれんは、減損テストの目的で、取得日より当グループの企業結合のシナジーによる便益が見込め

るそれぞれの現金生成単位に配賦される。

のれんが配賦された現金生成単位は、年に一度、さらに現金生成単位に減損が生じている兆候がある場合は

その都度、減損テストが実施され、配賦されたのれんを含む現金生成単位の帳簿価額と現金生成単位の回収可

能価額が比較される。現金生成単位の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合、損益に減損損失が認識される。

のれんに対して認識された減損損失は、翌期以降に戻し入れられない。

のれんが現金生成単位の一部を構成し、現金生成単位内の事業の一部が売却される場合、売却される事業に

関連するのれんは、事業の売却に係る損益を決定する際、事業の帳簿価額に含まれる。このような状況下で売

却されるのれんは、売却される事業及び現金生成単位の保有部分に関連する公正価値に基づき測定される。

(o) 棚卸資産

棚卸資産は、取得原価もしくは正味実現可能価額のいずれか低い金額で計上される。

取得原価は加重平均法もしくは先入先出法により決定され、購入原価及び棚卸資産を現在の位置と状態にす

る際に発生するその他の費用が含まれている。

製品及び仕掛品の原価には原材料費、直接労務費、その他の直接経費及び適切な製造間接費配賦額(通常の

稼働能力に基づく)が含まれている。
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開発不動産の原価は、土地の取得に伴う費用、直接費用及び共通費用の適正な配賦額からなる。

正味実現可能価額は通常の事業活動における見積販売価格から完成までの費用及び種々の販売費用を控除し

た金額で表される。

(p) 工事契約

工事契約の進捗度が合理的に見積可能な場合には、契約収益及び契約費用は、工事進行基準を用いて収益及

び費用として認識される。工事進捗は、これまでに行われた作業に対して発生した工事契約費用の工事契約

費用見積総額に対する割合に基づいて測定される。

工事契約の進捗度が合理的に見積可能でない場合には、契約収益は契約費用のうち回収可能性が高い分のみ

認識され、契約費用は発生した期間に費用として認識される。

契約費用総額が契約収益総額を超える可能性が高い場合は、直ちに見積損失が損失として認識される。

契約による収益は、契約締結時に合意した当初の売上金額、並びに請負工事、クレーム及びインセンティブ

の変更が収益をもたらす可能性が高く、それを合理的に測定できる場合の支払額で構成される。

工事契約のために発生した費用総額に認識利益(認識損失控除後)を加算した額が未成工事請求額を超過して

いる場合、その残高は契約顧客に対する債権と分類される。未成工事請求額が発生した費用に認識利益(認識

損失控除後)を加算した額を超過する場合、その残高は契約顧客に対する債務と分類される。

(q) 不動産開発費

不動産開発費は、土地の取得に関する費用及び開発事業に直接起因する、又は合理的にこれらの事業に配賦

することが可能なすべての費用で構成される。

開発事業の業績を確実に見積ることができる場合、不動産開発収益及び費用は工事進行基準を用いて損益に

認識される。工事進捗度は、予測される不動産開発費合計に対するその日までに行われた作業のために発生し

た不動産開発費累積額の割合によって算定される。

不動産開発事業の業績を確実に見積ることができない場合、不動産開発収益は、発生した不動産開発費のう

ち回収可能性の高い金額分が認識され、売却された不動産に係る不動産開発費は発生した期間の費用として認

識される。

(r) 金融資産

金融資産は、当グループ及び当社が金融商品の契約条項の当事者である場合にのみ、財政状態計算書に認識

される。

金融資産は当初認識の際、公正価値で測定され、損益を通じて公正価値で測定されない金融資産の場合は、

取引に直接帰属する費用が加算される。

当グループ及び当社は当初認識時に金融資産の分類を決定し、その分類には損益を通じて公正価値で測定す

る金融資産、貸付金及び債権並びに売却可能金融資産が含まれる。

組込デリバティブは主契約から分離して認識され、主契約の経済的性質及びリスクと密接な関連がなく、主

契約が損益を通じて公正価値で測定する金融資産として分類されない場合にのみ、デリバティブとして会計処

理される。主契約は、組込デリバティブが分離して認識される場合、主契約の性質に適用される会計方針に準

拠して会計処理される。
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(ⅰ)損益を通じて公正価値で測定する金融資産

金融資産は売買目的で保有されるか、当初認識において売買目的として指定される場合、損益を通じて公

正価値で測定する金融資産として分類される。売買目的で保有する金融資産とは、デリバティブ(分離した

組込デリバティブを含む)又は主に近い将来売却する目的で取得した金融資産である。

損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、当初認識の後、公正価値で測定される。公正価値の変動に

より発生する損益は、損益に認識される。損益を通じて公正価値で測定する金融資産に係る純利益又は純損

失には、換算差額、受取利息及び受取配当金は含まれない。損益を通じて公正価値で測定される金融資産に

係る換算差額、受取利息及び受取配当金は、その他の損失又はその他の収益の一部として、損益に個別に認

識される。

損益を通じて公正価値で測定される金融資産は、流動資産又は非流動資産として表示される場合がある。

主に売買目的で保有する金融資産は流動資産として表示されるが、主に売買目的以外で保有する金融資産

は、決済日に基づき流動資産又は非流動資産として表示される。

(ⅱ)貸付金及び債権

活発な市場に上場されていない、固定又は決定可能な支払額を有する金融資産は、貸付金及び債権に分類

される。

当初認識の後、貸付金及び債権は実効金利法を用いて償却原価で測定される。貸付金及び債権が認識中止

又は減損した場合、利益及び損失が償却を通じて損益に認識される。

貸付金及び債権は流動資産に分類される。ただし、満期日が報告日から12ヶ月を超えるものは非流動資産

に分類される。

(ⅲ)売却可能金融資産

売却可能金融資産は、売却可能に指定された金融資産又はその他の分類のいずれにも当てはまらない金融

資産である。

当初認識の後、売却可能金融資産は公正価値で測定される。金融資産の公正価値の変動による利益又は損

失はその他の包括利益に認識される。ただし、減損損失、貨幣性商品に係る為替差損益、実効金利法を用い

て算定された利息は損益に認識される。過去にその他の包括利益に認識されていた累積利益又は損失は、金

融資産が認識中止される際に、組替調整として資本から損益に組替えられる。実効金利法を用いて算定され

た受取利息は、損益に認識される。売却可能な持分証券に係る配当金は、当グループ及び当社が支払いを受

け取る権利が確立された場合、損益に認識される。

公正価値が確実に測定できない持分証券に対する投資は、減損損失を控除した取得原価で測定される。

売却可能金融資産は、報告日から12ヶ月以内に実現されると予想されない限り、非流動資産として分類さ

れる。

資産からのキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利が終了する場合、金融資産の認識が中止される。金

融資産が全額認識中止される場合、帳簿価額と、受け取る対価及びその他の包括利益に認識されていた累積利

益又は損失の合計との差額は、損益に認識される。
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(s) 金融資産の減損

当グループ及び当社は、各報告日に金融資産又は金融資産グループが減損している客観的証拠があるか否か

を評価している。

(ⅰ)償却原価で計上される資産

資産の当初認識より後に発生した１つ以上の事象(以下「損失の事象」という)の結果、減損の客観的証拠

があり、損失の事象(又は事象)が金融資産又は金融資産グループの将来の見積キャッシュ・フローに影響を

及ぼす合理的な見積りが可能な場合にのみ、金融資産又は金融資産グループは減損し、減損損失が発生す

る。

貸付金及び債権の分類において、損失額は、資産の帳簿価額と将来の見積キャッシュ・フロー(発生して

いない将来の信用損失を除く)を金融資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値との差額で測定される。

資産の帳簿価額は減額され、損失額は損益に認識される。

(ⅱ)売却可能金融資産

売却可能に分類された持分証券の場合、当該有価証券の取得原価を下回る重大な又は長期の公正価値の低

下は、その有価証券が減損している証拠と見なされる。かかる証拠が売却可能金融資産に存在する場合、累

計損失(取得原価と現在の公正価値との差額から、過去に損益に認識された金融資産に係る減損損失を控除

した金額として測定される)を資本から除外し、損益に認識する。損益に認識された持分証券に係る減損損

失は、損益を通じて戻し入れられない。

(t) 現金及び現金同等物

現金及び現金同等物とは、現金預金、当座借越及び金融機関における当座預金並びに価値が変動する重大な

リスクのない流動性の高い投資である。キャッシュ・フロー計算書においては、現金及び現金同等物は、当座

借越控除後の金額で表示されている。

(u) 金融負債

金融負債は、締結する契約の確定約定の内容及び金融負債の定義に応じて分類される。

金融負債は、当グループ及び当社が金融商品の契約条項の当事者である場合にのみ、FRS第139号に従い財政

状態計算書に認識される。金融負債は、損益を通じて公正価値で測定する金融負債又はその他の金融負債のい

ずれかに分類される。

(ⅰ)損益を通じて公正価値で測定される金融負債

損益を通じて公正価値で測定される金融負債には、売買目的で保有する金融負債及び当初認識時に損益を

通じて公正価値で測定される金融負債として指定された金融負債が含まれる。

売買目的で保有する金融負債には、当グループ及び当社が締結する、ヘッジ会計基準を満たさないデリバ

ティブが含まれる。デリバティブ負債は当初公正価値で測定され、後に公正価値で計上され、その結果生じ

る利益又は損失は損益に認識される。デリバティブに係る純利益又は損失には換算差額が含まれる。

(ⅱ)その他の金融負債

当グループ及び当社のその他の金融負債には買掛金及びその他の債務並びに借入金が含まれる。

買掛金及びその他の債務は、当初は公正価値に取引に直接帰属する費用を加えた金額で認識され、後に実

効金利法を用いて償却原価で測定される。
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借入金は、当初は取引費用を控除した公正価値で測定され、後に実効金利法を用いて償却原価で測定され

る。借入金は、当グループが報告日から少なくとも12ヶ月間、無条件で負債の決済を繰延べる権利を有して

いない限り、流動負債として分類される。

その他の金融負債について、負債の認識が中止された場合、利益及び損失が償却を通じて損益に認識され

る。

金融負債における債務が消滅した場合、かかる金融負債の認識は中止される。既存の金融負債が、同一の

貸し手からの大幅に異なる条件での他の負債に代わった場合、又は既存の負債の条件が大幅に変更された場

合、かかる交換又は変更は、もともとの負債の認識中止及び新規の負債の認識として会計処理され、それぞ

れの帳簿価額の差額が損益に認識される。

(v) デリバティブ金融商品及びヘッジ活動

デリバティブは当初、デリバティブ契約の締結日に公正価値で認識され、後に公正価値で再測定される。そ

の結果生じる利益又は損失の認識方法は、デリバティブがヘッジ商品として指定されているか否か、指定され

ている場合はヘッジされる項目の性質による。当グループは特定のデリバティブを以下のいずれかに指定して

いる。

(ⅰ)認識された資産もしくは負債又は契約債務(公正価値ヘッジ)の公正価値ヘッジ

(ⅱ)認識された資産もしくは負債又は発生可能性の高い予定取引(キャッシュ・フロー・ヘッジ)に関連する特

定のリスクのヘッジ

(ⅲ)交換可能社債における組込デリバティブ

当グループは、取引の開始時にヘッジ商品とヘッジ対象項目との関係、さらにリスク管理目的及び様々な

ヘッジ取引を実施する上での戦略を文書化する。また当グループは、ヘッジ取引に使用されるデリバティブ

が、ヘッジ対象項目の公正価値又はキャッシュ・フローにおける変動の相殺に極めて有効であるかに関する評

価を、ヘッジ開始時及び継続的に文書化している。

ヘッジ目的で使用される様々なデリバティブ商品の公正価値は、注記24に開示されている。その他の包括利

益におけるヘッジ準備金の変動は、注記29(b)に開示されている。ヘッジ・デリバティブの公正価値の全額

は、ヘッジ対象項目の残存期間が12ヶ月を超える場合、非流動資産又は負債に分類され、ヘッジ対象項目の残

存期間が12ヶ月に満たない場合、流動資産又は負債に分類されている。売買目的デリバティブは流動資産又は

負債に分類されている。

(ⅰ)公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジとして指定され適格であるデリバティブの公正価値における変動は、ヘッジされるリスク

に帰属するヘッジされた資産又は負債の公正価値の変動と共に、損益に計上される。当グループは、借入金

に係る固定金利リスクのヘッジにのみ、公正価値ヘッジの会計処理を適用する。固定金利の借入金をヘッジ

する金利スワップの有効部分に関する利益又は損失は、「財務費用」として損益に認識される。非有効部分

に関連する利益又は損失は、「その他の利益／(損失)－純額」として損益に認識される。金利リスクに帰属

するヘッジされた固定金利の借入金の公正価値の変動は、「財務費用」として損益に認識される。

ヘッジがヘッジ会計基準を満たさなくなった場合、ヘッジ対象項目の帳簿価額に対して実効金利法を用い

て調整した金額が、満期までの期間にわたり損益を通じて償却される。
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(ⅱ)キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され適格であるデリバティブの公正価値における変動の有効部分

は、その他の包括利益に認識される。非有効部分に関する利益又は損失は「その他の利益／(損失)－純額」

として直ちに損益に認識される。

資本における累積額は、ヘッジ対象項目が損益に影響を与える場合(ヘッジされた予定売上が発生する場

合など)、その期間の損益に組み替えられる。変動金利の借入金をヘッジする金利スワップの有効部分に関

する利益又は損失は「収益」に認識される。しかし、ヘッジされた予定取引により、非金融資産(棚卸資産

や固定資産など)が認識された場合、過去に資本において繰延べられた利益及び損失は資本から振替えら

れ、資産における取得原価の当初測定に含まれる。繰延べられた金額は最終的に、棚卸資産の場合は売上原

価に認識され、有形固定資産の場合は減価償却費に認識される。

ヘッジ商品が終了又は売却された場合、あるいはヘッジがヘッジ会計基準を満たさなくなった場合、その

時点での資本における累積利益又は損失は資本に据え置かれ、予定取引が最終的に損益に認識された場合に

認識される。予定取引が発生する見込みがなくなった場合、資本に計上されていた累積利益又は損失は「そ

の他の利益／(損失)－純額」として直ちに損益に振替えられる。

(ⅲ)交換可能社債における組込デリバティブ

交換可能社債に組み込まれたデリバティブ金融商品の要素の公正価値は、交換可能社債の発行時に決定さ

れ、残額は当該社債の負債の要素の価額に配分される。デリバティブ金融商品の要素は各報告日に再測定さ

れる。その後のデリバティブ金融商品の公正価値測定の結果生じる利益又は損失は、損益に含まれる。デリ

バティブ金融商品の公正価値は、主に各報告日の市況に基づく仮定と共に様々な手法を用いて決定される。

(w) 社債及び借入金

社債及び借入金は当初、取引費用を控除した受取金額に基づき認識される。その後、社債及び借入金は実効

金利法を用いた償却原価で表示される。この方法では、受取金額(取引費用控除後)と償還価額との差額が、社

債及び借入の期間にわたり損益に認識される。

社債及び借入金は、当グループが負債の決済を報告日から少なくとも12ヶ月間繰延べる無条件の権利を有し

ていない限り、流動負債として分類される。

交換可能社債の発行に際して、手取金は転換オプションから生じるデリバティブ金融商品の要素と当該社債

の負債の要素の間で配分される。デリバティブ金融商品の要素は、注記２(v)(ⅲ)において詳述された手法を

用いて公正価値で認識される。負債の要素は、手取金の総額とデリバティブ金融商品の要素の公正価値との差

額で認識される。負債の要素はそれ以降、負債が転換又は償還により消滅するまで償却原価で計上される。転

換オプションが行使される場合、負債の要素及びデリバティブ金融商品の要素の帳簿価額の認識は中止され、

対応する金額が資本金に認識される。

(x) 交付金及び拠出金

交付金及び拠出金は、特定の費用に関して受け取った給付、並びに適格な有形固定資産に関する投資の税額

控除及び税務上の利益である。これらは、関連する資産の見積経済的耐用年数にわたって、損益に振り替えら

れる。
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(y) 繰延収益

繰延収益は、まだ提供されていないサービスに対して顧客から受け取った前受金及び資産の譲受である。か

かる金額は、財政状態計算書において負債に計上され、顧客へのサービスが提供された時のみにおいて損益計

算書に認識される。

(z) 引当金

引当金は、当グループ及び当社が過去の事象の結果として生じた法的又は解釈上債務を現在有し、債務を清

算するために経済的便益の流出が必要となる可能性が高く、かつ信頼性のある見積が可能な場合に認識され

る。引当金の計上にはこれらの債務の最終解決に関する判断が必要とされる。その結果、引当金は報告日に再

検討され、当グループ及び当社の現在の最善の見積りを反映するよう調整される。

(aa) 資本金

普通株式は持分金融商品であり、受取金から直接帰属する増分取引費用を控除した額で計上される。

普通株式配当金は配当金を宣言した期間において資本に認識される。

(bb) 自己株式

当社が買戻した株式は自己株式として保有され、原価法で会計処理される。直接帰属する費用を含む支払対

価は取得原価で認識され、資本と相殺される。当該株式が消却、再発行又は売却される場合、額面価額は相殺

消去され、取得原価と額面価額との差額は必要に応じて準備金に振替えられる。自己株式が後日株主に対する

配当金として分配される場合は、自己株式の費用は株式払込剰余金もしくは分配可能留保利益、又は双方を減

額するものとして処理される。

(cc) 無償還無担保転換社債(以下「ICULS」という)

ICULSは、複合商品とみなされ、負債部分と資本部分で構成される。発行日において、負債部分の公正価値

が類似する商品の市場利率を用いて見積もられる。ICULSの発行による受取金と負債部分に帰する公正価値と

の差額は転換オプションに相当し、資本に計上される。負債部分はそれ以降、転換又は失効により消滅するま

で実効金利法による償却原価で計上される。資本部分の価値は以降の期間において調整されない。帰属する取

引費用は、発行日の帳簿価額に基づいて負債部分と資本部分に配分され、両者から直接控除される。

実効金利法に基づき、負債部分の利息費用は類似する転換不能商品の発行日における市場利率を用いて計算

される。当該金額と利息支払額の差額はICULSの帳簿価額に加算される。

転換オプションの価値は、ICULSが普通株式に転換される場合を除き、以降の期間において調整されない。

当該商品が普通株式に転換されると、転換時点において負債及び資本に分類されている金額の合計が資本金に

計上される。利益又は損失は損益に認識されない。
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(dd) 借入費用

借入費用は、適格資産の取得、建設又は製造に直接帰属する場合、当該適格資産の原価の一部として資産計

上される。資産の目的用途での使用又は売却の準備に必要な活動が進められ、支出や借入費用が発生した時点

で、借入費用の資産計上が開始される。借入費用は、資産が目的用途での使用又は売却のために完成するまで

資産計上される。

その他の借入費用のすべては発生した期間において損益に認識される。借入費用は、当グループ及び当社が

資金借入に伴って負担した利息及びその他の費用から成る。

(ee) 従業員給付

(ⅰ)短期従業員給付

賃金、給与、社会保障拠出金、年次有給休暇、疾病休暇、賞与並びに非貨幣性給付は、従業員が当グルー

プに役務を提供する事業年度に費用として認識される。

年次有給休暇などの短期累積有給休暇は、従業員が役務を提供し将来の有給休暇の給付資格を得る時に、

費用として認識される。疾病休暇などの短期非累積有給休暇は、休暇が発生したときに認識される。

賞与は、過去の事象の結果、及び債務の金額に関する確実な見積りが可能で、こうした支払いを行うため

の現行の、法的又は解釈上の義務がある場合に費用として認識される。

(ⅱ)退職後給付

当グループは、当グループが事業を行っている業界の地域状況及び実務に基づき、様々な退職後給付制度

を有している。これらの給付制度は、確定拠出型年金制度か確定給付型年金制度のいずれかである。

確定拠出型年金制度

確定拠出型年金制度に対する当グループ及び当社の拠出額は、関連する期間の損益に計上される。一度拠

出金が支払われれば、当グループ及び当社には追加の支払を行う義務はない。

確定拠出型年金制度は、当グループが別個の事業体(ファンド)に定額の拠出金を支払う年金制度であり、

当ファンドが当期又は過去の期間における従業員の役務に関連するすべての従業員給付を支払うのに十分な

資産を保有しない場合、追加拠出を行う法的又は解釈上の義務はない。

確定給付型年金制度

確定給付型年金制度は、通常、年齢、勤務年数又は報酬といった１つ又は複数の要因の関数として、提供

される年金給付額を決定する年金制度である。

確定給付型年金制度に関する負債は、年金数理上の損益及び過去勤務費用に対する調整額を考慮し、年金

資産の公正価値を控除した、報告日における確定給付型年金債務の現在価値である。当グループは、確定給

付型年金債務の現在価値及び年金資産の公正価値を規則に沿って決定しており、財務書類において認識され

た金額が報告日に決定される金額と大幅に異なることはない。

予測単位積増方式を用いて算定された確定給付型年金債務は、関連する負債の条件に近似する通貨及び満

期を有する国債の報告日における市場利回りを用いた将来の見積キャッシュ・アウトフローを考慮して、独

立年金数理人により決定される。

再測定による損益は、損益計算書外の利益剰余金において認識され、包括利益計算書において表示され

る。
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過去勤務費用は、損益で即時認識される。

(ⅲ)株式報酬

当社及び一部の子会社は当グループ従業員に対して、持分証券で決済される、株式に基づく報酬プランを

運営している。株式オプションの付与の代わりに受ける従業員サービスの公正価値は、付与の権利確定期間

にわたり費用として損益に認識され、資本が同額分増加する。

権利確定期間にわたる費用の総額は、付与された株式オプションの公正価値及び権利確定日に確定される

株式オプション数を参照することにより決定される。各報告日に、当グループは権利確定が予測される株式

オプション数の見積りを修正する。修正がある場合、当初の見積りの修正による影響が損益に認識され、資

本に対して同額分の調整が行われる。当社が子会社の従業員に付与したオプションについては、費用は子会

社の財務書類において、付与の権利確定期間にわたり認識される。

取引に直接帰属する費用を控除した手取金受取額は、オプション行使時に資本金(額面価額)及び株式払込

剰余金に貸方計上される。

(ff) 法人税等及び繰延税金

当事業年度の損益における法人税等は、当期税金及び繰延税金から構成されている。

当期税金は、当事業年度の課税所得に対する未払法人税の予測額であり、報告日までの法定税率又は報告日

現在の実質的な法定税率を用いて算定される。

繰延税金は、税務上の資産と負債に帰属する金額と、財務書類上の帳簿価額との間に生じる一時差異につい

て、負債法を用いて全額計上される。しかし会計上あるいは税務上の損益のどちらにも影響を与えない取引に

おいて、取引の資産又は負債の初年度の認識から繰延税金が発生する場合、繰延税金は会計処理されない。

繰延税金資産は、減算可能な一時差異又は未処分の欠損金を課税所得に利用できる可能性が高い場合にのみ

認識される。

繰延税金は報告日までに成立あるいは実質的に成立しており、関連する繰延税金資産が実現、あるいは繰延

税金負債が決済されるときに適用されると見られる税率(及び税法)を使用して決定される。

(gg) 収益認識

収益は、経済的利益を当グループにもたらす可能性が高く、その収益について信頼性の高い測定を行える時

点で認識される。収益認識基準の詳細は、以下の通りである。

(ｉ)商品の販売及びサービスの提供

商品の販売による収益は、受取可能な対価の公正価値で測定され、商品所有の重大なリスク及び便益が購

入者に移転した時点で認識される。

サービスの提供による収益は、報告日における取引の進捗度に応じて損益に計上される。進捗度は、サー

ビスが提供された日までに発生した費用のその取引に係る費用見積総額に対する比率をもとに算定される。

当該取引の支出合計が合理的に見積られない場合には、収益は回収可能と考えられる費用相当額まで認識さ

れる。
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(ⅱ)電力販売

電力販売による収益は、電力販売の割引後の請求価額に基づき、サービスが提供された時点で認識され、

直近のメーター測定日から会計年度末までの間に供給されたサービスの見積価値も含んでいる。

(ⅲ)水道水販売及び下水処理

浄水の供給及び下水処理による収益は、第三者の顧客に対する商品及びサービスの提供から発生した金額

(付加価値税が適用される場合は除く)を表している。

(ⅳ)燃料油販売

燃料油販売による収益は、燃料油所有のリスク及び便益が顧客に移転した時点、つまり燃料油の引渡しが

終了し関連債権の回収が合理的に確実とされた時点で認識される。

(ⅴ)スチーム販売

収益は、スチームが引渡された時点で認識される。

(ⅵ)不動産開発事業

不動産開発による収益は、財務書類の注記２(q)に記載の通り、工事進行基準により認識される。

(ⅶ)工事契約

工事契約による契約収益は、財務書類の注記２(p)に記載の通り、工事進行基準により認識される。

(ⅷ)受取利息

収益は、受取利息が発生した時点で認識され、資産に関する実効利回りが考慮される。

(ⅸ)配当金

収益は、支払いを受け取る株主の権利が確定した時点で認識される。

(ⅹ)賃貸収益

オペレーティング・リースによる賃貸収益(賃借人に対するインセンティブ控除後)は、リース期間にわた

り定額法で認識される。

(ⅺ)ホテル事業

貸室からの収益は発生主義で認識される。食品及び飲料の販売による収益は、販売商品の請求価額に基づ

き認識される。他のサービスの提供は、サービスの提供時に認識される。

(ⅻ)ブロードバンド通信事業収益

ブロードバンド、電気通信及び関連サービスの提供による収益は、商品の引渡し及び役務の提供の実施に

伴ってリスクと経済価値が振替えられた時点で割引後の金額で認識される。サービスにより発生する収益

は、そのサービスが報告日時点で提供されていない場合、繰延べられる。

通信機器の売上による収益は、所有に伴う重大なリスクと経済価値が顧客に移転する時点で認識される。

これは通常、販売された商品の引渡し及び受入れと同時に起こる。

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

157/507



(hh) 外貨換算

(ⅰ)機能通貨及び表示通貨

当グループの財務書類に含まれる勘定科目は、当該事業体が営業活動を行っている主要な経済環境の通貨

(以下「機能通貨」という)を使用して測定される。本財務書類は当社の機能通貨及び表示通貨であるマレー

シア・リンギットで表示されている。

(ⅱ)外貨建取引

外貨建取引は、取引日における為替レートを使用して機能通貨に換算される。このような取引の決済、及

び外貨建の貨幣性資産及び負債の年末の為替レートによる換算から発生する為替差損益は、損益に認識され

る。

(ⅲ)グループ会社

機能通貨が表示通貨と異なるすべてのグループ企業(うち、超インフレ経済の通貨を使用している会社は

ない)の経営成績及び財政状態は、以下の通りマレーシア・リンギットに換算される。

・　資産及び負債は、報告日の為替レートで換算される。

・　収益及び費用は、取引日の為替レートで換算される。

・　換算替えにより発生するすべての換算差額は、その他の包括利益として認識される。

連結に際し、海外で営業する企業の株式(純額)から生じる換算差額は株主資本に組み込まれる。海外での

営業が部分的に処分あるいは売却される場合、資本に計上された換算差額は、売却損益の一部として損益に

認識される。

2006年７月１日以降の外国企業の買収により生じたのれん及び公正価値の調整額は、当該外国企業の資産

及び負債として扱われ、従って決算日レートで換算される。2006年７月１日より前に完了した外国企業の買

収については、のれん及び公正価値の調整額は引き続き各買収日の換算レートで計上された。

(ii) セグメント報告

事業セグメントは、リソース配分及び事業セグメントの業績評価について責任を有する意思決定責任者に対

して提供される内部報告と整合した方法で報告される。

(jj) 金融保証

金融保証契約とは、期限が到来した際に特定の債務者の支払不能により発生した損失を所有者に弁済するた

めに、負債性証券の条件に準拠し、特定の支払いを行うことを当社に求める契約である。

金融保証契約は、保証が発行された時点で金融負債として認識される。負債は当初公正価値で測定され、後

に必要に応じて、FRS第137号「引当金、偶発負債及び偶発資産」に準拠して決定した金額と、当初認識された

金額から累積償却額を控除した金額のいずれか高い方で測定される。

金融保証の公正価値は、負債性証券に基づく契約上の支払額と保証がない場合に求められる支払額との

キャッシュ・フロー純額の差額の現在価値、又は債務引受により第三者に支払われることとなる見積金額で決

定される。

当社が、子会社の借入金又は未払金に関連する金融保証を無償で提供する場合、公正価値は寄付金として会

計処理され、子会社株式の取得原価の一部として認識される。
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(kk) 偶発債務及び偶発資産

当グループ及び当社は、企業結合の場合を除き、偶発債務を認識しないが、その存在について財務書類に開

示している。

偶発債務は、過去の事象によって発生した潜在的債務で、当グループ及び当社が管理できない未確定の将来

の事象によって債務の存在が確認される可能性がある債務、又は現在の債務で、債務を精算するために資金の

流出が必要になる可能性が低いため認識されていない債務である。経済的資金の流出の可能性が変わり、資金

流出の可能性が高くなった時点で引当金として認識される。

偶発資産は、過去の事象によって発生した潜在的資産で、当グループ及び当社が管理できない未確定の将来

の事象によって資産の存在が確認される可能性がある資産である。当グループ及び当社は、実質的に確定され

た場合を除き、偶発資産を認識しないが、経済的便益の流入の可能性が高い場合はその存在について開示して

いる。経済資源の流入が実質的に確定された時点で資産が認識される。

企業結合によって当グループが子会社を取得した場合、引き受けた偶発債務は、非支配持分がどの程度存在

するかに関わらず、取得日において当初、公正価値で測定される。

当グループは、被取得会社の偶発債務を、その公正価値が信頼性をもって測定される場合は企業結合の原価

配分の一部として別個に認識する。公正価値が信頼性をもって測定されない場合、影響額は取得によって発生

したのれんに反映される。
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３　収益

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

電力販売 9,391,057  11,006,805  ―  ―

水道水販売及び下水処理 2,896,355  2,507,191  ―  ―

商品の販売 2,841,754  2,545,660  ―  ―

燃料油販売 965,078  1,523,348  ―  ―

不動産開発事業 405,690  447,831  ―  ―

ホテル事業 669,730  489,975  ―  ―

工事契約収益 102,685  245,112  ―  ―

サービスの提供 345,628  395,004  43  4

スチーム販売 191,833  188,451  ―  ―

ブロードバンド通信事業収益 787,086  430,300  ―  ―

賃貸収益        

－投資不動産 518,934  54,996  ―  ―

－その他の不動産 2,884  59,549  ―  ―

受取利息        

　－転換社債、国内        

　　－上場 ―  ―  11,745  11,745

　　－非上場 ―  ―  ―  3,902

　－その他 149,599  138,032  72,330  50,889

配当金        

－上場投資有価証券、国内        

　－子会社、国内 ―  ―  92,965  135,259

　－子会社、国外 ―  ―  9,298  ―

　－その他の投資有価証券、
　　国内

924  863  553  527

－非上場投資有価証券        

　－子会社、国内 ―  ―  101,442  624,024

 19,269,237  20,033,117  288,376  826,350
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４　売上原価

売上原価には以下が含まれている。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

棚卸資産の原価
 

2,156,563
 2,634,976

工事契約の原価 80,059  179,337

エネルギーの原価 8,627,402  10,549,333

不動産開発費 258,312  283,501

 

５　財務費用

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

支払利息
 

      

－社債 689,477  627,634  68,050  32,290

－借入金 483,010  431,268  48,579  53,354

 1,172,487  1,058,902  116,629  85,644

控除：以下に係る資産計上額        

－開発費 (1,743)  (2,304)  ―  ―

－不動産開発費 (29,851)  (30,792)  ―  ―

－工事契約 (414)  (625)  ―  ―

－有形固定資産 (16,730)  (6,422)  ―  ―

償却原価で計上される金融負債
に係る支払利息

1,123,749  1,018,759  116,629  85,644
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６　税引前利益

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

税引前利益は、以下の費用控除後で表示されている(財務書類の注記４及び５で記載されているものを除く)：

無形資産の償却費 47,776  21,276  ―  ―

監査報酬        

－法定業務        

－当事業年度 6,237  6,076  222  205

－前事業年度の不足引当金 54  132  17  4

－その他の業務 60  58  7  7

貸倒損失 831  15,274  ―  28

減価償却費(注記10) 1,561,281  1,447,585  862  1,086

取締役報酬        

－報酬 65,194  68,178  5,649  5,407

－費用 2,410  2,140  720  550

－現物給付 366  252  ―  ―

デリバティブの公正価値評価損
－純額

13,350  ―  ―  ―

賃借料－設備及び機械 28,172  18,722  25  14

減損損失        

－のれん(注記18) 27,696  ―  ―  ―

－債権－戻入後(注記20) 139,013  170,470  ―  ―

－投資有価証券 1,253  300  359  300

－関連会社に対する投資 23,938  ―  ―  ―

－有形固定資産 98,369  ―  ―  ―

為替差損－純額        

－実現 22,363  7,300  154  46

－未実現 82,441  ―  6  2

有形固定資産評価損 13,366  14,256  ―  ―

棚卸資産の陳腐化に対する引当
金／(取崩)

(1,180)  5,408  ―  ―

燃料費引当金／(取崩) (559)  12,849  ―  ―

引当金(その他の負債に対するも
の)計上を伴うもの－純額(注記
39)

24,064  1,611  ―  ―

賃借料－土地及び建物 122,986  188,386  789  794
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 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

税引前利益は、以下の収益考慮後で表示されている(財務書類の注記３で開示されているものを除く)：

投資不動産の公正価値の調整額
(注記11)

447,530  1,475  ―  ―

繰延収益の償却 3,399  2,011  ―  ―

交付金及び拠出金の償却(注記34) 9,757  9,324  ―  ―

償却債権取立益 ―  84  ―  ―

金融資産の認識中止に伴う利益 768  ―  28,054  ―

デリバティブの公正価値評価益
－純額

68,809  93,250  ―  ―

以下に係る売却益／(損)        

－投資有価証券－純額 6,793  12,408  880  739

－投資不動産 999  ―  ―  ―

－有形固定資産 6,402  29,614  1  (22)

－子会社 ―  55,134  ―  55,134

ムダーラバ償還可能転換優先株式
の償還益

―  39,600  ―  39,600

関連会社の認識中止に伴う利益 61,580  ―  ―  ―

為替差益－純額        

－実現 568  ―  101  1

－未実現 56,721  35,658  5  ―

上場投資有価証券からの
配当金総額－マレーシア国内

1,165  81  ―  ―

賃貸料－設備、機械及び機器 2,473  455  ―  ―

受取利息 61,645  57,169  ―  ―

キャッシュ・フロー・ヘッジに係
る非有効部分

2,290  130  ―  ―

賃貸料        

－投資不動産 50  14  ―  ―

－その他の不動産 5,351  3,439  ―  43

 

当事業年度において、当グループが賃貸収益を計上した投資不動産に係る直接営業費用は84,188,000マレーシ

ア・リンギット(2013年：6,639,000マレーシア・リンギット)であった。

当事業年度において、当グループが賃貸収益を計上しなかった投資不動産に係る直接営業費用は423,000マ

レーシア・リンギット(2013年：123,000マレーシア・リンギット)であった。
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終了した事業年度における取締役報酬総計の内訳は、以下の通りである。

 

 報酬  給料  賞与  その他*  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年度          

業務執行取締役 1,730  31,351  19,367  14,302  66,750

業務執行取締役以外 680  ―  ―  539  1,219

当社－2014年度          

業務執行取締役 450  ―  ―  399  849

業務執行取締役以外 270  ―  ―  5,250  5,520

当グループ－2013年度          

業務執行取締役 1,620  27,711  25,741  14,477  69,549

業務執行取締役以外 520  ―  ―  501  1,021

当社－2013年度          

業務執行取締役 360  ―  ―  5,032  5,392

業務執行取締役以外 190  ―  ―  375  565

 

 

* 取締役報酬には以下が含まれる。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

確定拠出制度 5,510  6,017  ―  ―

株式オプション費用 8,850  8,617  5,600  5,367
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当グループ及び当社の取締役の人数はその報酬総額により以下の通りに分類される。

 

2014年 当グループ  当社

 人数  人数

報酬の範囲
業務執行
取締役

 
業務執行
取締役以外

 
業務執行
取締役

 
業務執行
取締役以外

50,001－100,000マレーシア・リンギット ―  1  ―  1

150,001－200,000マレーシア・リンギット ―  ―  1  2

200,001－250,000マレーシア・リンギット ―  ―  ―  1

300,001－350,000マレーシア・リンギット ―  1  ―  ―

350,001－400,000マレーシア・リンギット ―  1  ―  ―

400,001－450,000マレーシア・リンギット ―  1  ―  ―

600,001－650,000マレーシア・リンギット ―  ―  6  ―

850,001－900,000マレーシア・リンギット ―  ―  2  ―

1,400,001－1,450,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

1,450,001－1,500,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

7,000,001－7,050,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

7,200,001－7,250,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

7,700,001－7,750,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

8,000,001－8,050,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

8,100,001－8,150,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

8,750,001－8,800,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

16,950,001－17,000,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―
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2013年 当グループ  当社

 人数  人数

報酬の範囲
業務執行
取締役

 
業務執行
取締役以外

 
業務執行
取締役

 
業務執行
取締役以外

50,001マレーシア・リンギット未満 ―  1  ―  1

150,001－200,000マレーシア・リンギット ―  ―  1  3

250,001－300,000マレーシア・リンギット ―  1  ―  ―

300,001－350,000マレーシア・リンギット ―  1  ―  ―

350,001－400,000マレーシア・リンギット ―  1  ―  ―

550,001－600,000マレーシア・リンギット ―  ―  6  ―

800,001－850,000マレーシア・リンギット ―  ―  2  ―

1,250,001－1,300,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

1,400,001－1,450,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

6,400,001－6,450,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

6,850,001－6,900,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

7,050,001－7,100,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

7,350,001－7,400,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

7,500,001－7,550,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

8,600,001－8,650,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―

22,850,001－22,900,000マレーシア・リンギット 1  ―  ―  ―
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従業員給付費用
 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

従業員報酬(役員報酬を除く)        

給与、賃金及び賞与 832,802  749,971  12,292  10,049

確定拠出制度 81,968  68,424  1,491  1,157

確定給付制度 61,197  54,898  ―  ―

株式オプション費用 15,460  16,686  1,078  1,010

その他の給付 34,584  39,736  535  1,122

 1,026,011  929,715  15,396  13,338

 

７　法人税等

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当期法人税        

－マレーシア法人税 392,858  293,018  46,326  16,031

－外国法人税 206,441  322,958  ―  ―

繰延税金(注記35) (392,630)  (147,502)  ―  ―

 206,669  468,474  46,326  16,031

当期法人税        

－当事業年度 714,687  643,196  42,648  29,762

－過年度の引当(過剰)／不足 (115,388)  (27,220)  3,678  (13,731)

繰延税金        

－一時差異の発生額及び
戻入額

(392,630)  (147,502)  ―  ―

 206,669  468,474  46,326  16,031
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当グループ及び当社の税引前利益に対する、法定税率による法人税から実効税率による法人税への調整は以下

の通りである。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

税引前利益 2,811,599  2,299,379  150,044  791,893

国内税率25％(2013年：25％)
を用いた法人税

702,900  574,845  37,511  197,973

控除不能費用 315,393  165,999  25,721  10,237

非課税利益 (158,866)  (50,111)  (20,584)  (178,448)

繰延税金の再測定を含む他国に
おける税率との相違*

(272,928)  (115,180)  ―  ―

二重に控除された費用 (1,636)  (1,559)  ―  ―

過年度の引当(過剰)／不足** (115,388)  (27,220)  3,678  (13,731)

関連会社持分利益に対する税効
果

(64,418)  (99,118)  ―  ―

繰延税金の引当(過剰)／不足に
対する税効果

(380)  5,942  ―  ―

未認識の繰延税金資産に対する
税効果

27,701  69,195  ―  ―

過年度修正** (165,787)  ―  ―  ―

再投資引当金の取崩 (59,922)  (54,319)  ―  ―

 206,669  468,474  46,326  16,031

 

*　当事業年度における繰延税金の再測定は、英国の法人税率が2014年４月１日より23％から21％へ引き下げられたこと、及び

2015年４月１日より21％から20％へと引下げられることによるもので、2013年７月２日に実質的に施行された。その結果、

子会社の将来の当期税金も引き下げられることとなる。2014年６月30日の繰延税金負債は、2014年６月30日に終了した事業

年度に実質的に施行された20％の税率に基づいて算定されていた。

**　英国の子会社が認識した税額控除には、繰延税額控除165.8百万マレーシア・リンギット及び過年度の超過納税額の還付に

より生じる当期税額控除101.7百万マレーシア・リンギットが含まれている。これは、当事業年度における工業用建物(以下

「IBA」という)から長期設備への税務上の減価償却の再分類について、英国歳入関税局(以下「HMRC」という)と業界全体の

合意によるものであった。この合意は、2008年から2012年までの期間にわたり、IBAを2008年度の４％から2012年度にゼロ

まで削減するために、2008年７月２日に公表された2008年英国財政法に基づくHRMCの決定に従ったものである。
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８　１株当たり利益

(ⅰ) 基本的／希薄化後１株当たり利益

当グループの基本的１株当たり利益は、親会社の株主に帰属する当事業年度純利益を当事業年度期中加重平均

発行済普通株式数で除して算出されている。

 

  当グループ

  2014年  2013年

親会社の株主に帰属する当期利益(千マレーシア・リンギット)  1,554,980  1,266,665

基本的１株当たり利益における加重平均発行済普通株式数(千株)  10,363,587  10,365,587

基本的１株当たり利益(セン)  15.00  12.20

希薄化後１株当たり利益(セン)  15.00  12.20

 

ESOSに基づいて従業員に付与された株式オプション138,135,000個(2013年：141,075,000個)は希薄化効果がな

いため希薄化後１株当たり利益の計算に含まれていない。

 

９　配当金

 

 当グループ／当社

 2014年  2013年

 
１株当たり
配当金総額

 
配当金額
(税引後)

 
１株当たり
配当金総額

 
配当金額
(税引後)

 セン  
千マレーシア・
リンギット

 セン  
千マレーシア・
リンギット

配当金支払額：        

(a)2013年６月30日に終了した
事業年度

       

－第１回の中間配当 ―  ―  1.0  103,436

－第２回の中間配当 ―  ―  1.5  155,484

(b)2014年６月30日に終了した
事業年度

       

－第１回の中間配当 1.5  155,484  ―  ―

－第２回の中間配当 1.0  103,636  ―  ―

当社普通株主への分配として認
識された配当金

2.5  259,120  2.5  258,920
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2014年６月30日に終了した事業年度後に、当社の取締役は、配当率95％、すなわち１株当たり9.5センの普通株

式１株につき0.10マレーシア・リンギット、総額約984,541,000マレーシア・リンギットの中間配当（シングル

ティア方式）を2014年８月28日に宣言した。これは、2014年６月30日に終了した事業年度における、当社の１株当

たり0.10マレーシア・リンギットの普通株式10,363,587,434株の発行済払込済株式資本総数（自己株式を除く）に

基づいて算定されたものである。当事業年度の財務書類は、当該配当金を反映していない。配当宣言により、現金

配当支払額は、2015年６月30日に終了する事業年度における利益剰余金の処分として資本に会計処理されることと

なる。取締役は、2014年６月30日に終了した事業年度に関して、最終配当金を提案していない。

 

自己株式の分配（「株式配当」）

2012年７月２日、合計647,539,006株の自己株式(934,139,770マレーシア・リンギット)が、2012年６月18日時点

で保有していた普通株式15株につき自己株式１株の割合で、株主への株式配当として分配された。

 

前へ　　　次へ
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10　有形固定資産

当グループ－2014年度

 

 
土地及び
建物*

 
インフラ資
産及び敷地

 
設備及び
機械

 
備品、什器
及び機器

 車両  通信機器  
建設中の
資産

 合計

 
千マレーシア・
リンギット  

千マレーシア・
リンギット  

千マレーシア・
リンギット  

千マレーシア・
リンギット  

千マレーシア・
リンギット  

千マレーシア・
リンギット  

千マレーシア・
リンギット  

千マレーシア・
リンギット

取得原価／評価額                

2013年７月１日現在 7,703,191  5,346,878  14,326,337  1,198,088  442,393  1,598,190  1,364,027  31,979,104

子会社の取得 55,015  311  ―  15,022  ―  ―  ―  70,348

取得 633,198  585,376  580,587  71,005  81,439  2,445  1,232,041  3,186,091

売却・除却 (6,168)  ―  (17,248)  (11,585)  (15,431)  (71,214)  ―  (121,646)

評価減 (2,611)  (9)  (235,437)  (4,972)  (1,801)  (344)  ―  (245,174)

減損損失 (58,084)  ―  ―  ―  ―  ―  ―  (58,084)

使用開始による振替 51,748  75,017  440,958  25,916  14,544  176,221  (784,404)  ―

事業開発費からの振
替(注記12)

6,143  ―  ―  ―  ―  ―  916  7,059

投資不動産からの振
替(注記11)

4,000  ―  ―  ―  ―  ―  ―  4,000

為替換算差額 424,922  691,149  781,830  87,090  4,967  ―  77,558  2,067,516

2014年６月30日現在 8,811,354  6,698,722  15,877,027  1,380,564  526,111  1,705,298  1,890,138  36,889,214

減価償却及び減損累
計額

               

2013年７月１日現在 1,814,034  302,603  6,754,385  468,981  243,885  187,730  ―  9,771,618

子会社の取得 4,404  311  ―  8,154  ―  ―  ―  12,869

期中計上額 270,199  59,358  985,556  90,707  56,594  104,639  ―  1,567,053

売却・除却 (3,970)  ―  (14,370)  (7,992)  (13,014)  (15,322)  ―  (54,668)

評価減 (245)  (3)  (226,462)  (3,206)  (1,801)  (91)  ―  (231,808)

減損損失 (14,411)  ―  ―  2  ―  11,368  43,326  40,285

為替換算差額 90,221  37,348  306,317  34,717  1,156  ―  ―  469,759

2014年６月30日現在
 

2,160,232
 

 
399,617

 
 

7,805,426
 

 
591,363

 
 

286,820
 

 
288,324

 
 

43,326
 

 
11,575,108

正味帳簿価額                

2014年６月30日現在 6,651,122  6,299,105  8,071,601  789,201  239,291  1,416,974  1,846,812  25,314,106
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当グループ－2013年度

 

 
土地及び
建物*

 
インフラ資
産及び敷地

 
設備及び
機械

 
備品、什器
及び機器

 車両  通信機器  
建設中の
資産

 合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

取得原価／評価額                

2012年７月１日現在 6,420,739  5,178,825  14,041,103  840,921  428,368  1,314,973  927,088  29,152,017

取得 1,166,596  255,128  283,238  367,504  41,874  12,624  1,211,749  3,338,713

売却・除却 (636) ―  (31,337) (7,088) (17,870) (14) ―  (56,945)

評価減 ―  ―  (41,304) (14,506) (6,684) (2) (4) (62,500)

使用開始による振替 232,546  43,364  237,511  40,228  ―  270,609  (824,258) ―

事業開発費からの振
替(注記12)

48,192  ―  ―  ―  ―  ―  62,363  110,555

為替換算差額 (164,246)  (130,439)  (162,874)  (28,971)  (3,295)  ―  (12,911)  (502,736)

2013年６月30日現在 7,703,191  5,346,878  14,326,337  1,198,088  442,393  1,598,190  1,364,027  31,979,104

減価償却累計額                

2012年７月１日現在 1,593,863  258,687  5,931,089  409,105  224,140  97,976  ―  8,514,860

期中計上額 239,953  49,950  949,609  81,701  41,360  89,755  ―  1,452,328

売却・除却 (302)  ―  (26,171)  (5,082)  (16,593)  (1) ―  (48,149)

評価減 ―  ―  (29,694)  (13,830)  (4,720) ―  ―  (48,244)

振替／調整 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―

為替換算差額 (19,480)  (6,034)  (70,448)  (2,913)  (302)  ―  ―  (99,177)

2013年６月30日現在 1,814,034  302,603  6,754,385  468,981  243,885  187,730  ―  9,771,618

正味帳簿価額                

2013年６月30日現在 5,889,157  5,044,275  7,571,952  729,107  198,508  1,410,460  1,364,027  22,207,486
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*当グループの土地及び建物は以下の通りである。

当グループ－2014年度

 

 自己所有土地  貸借土地  短期貸借土地  
自己所有油
ヤシ栽培地

 
自己所有土地上の

建物

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

取得原価／評価額
2013年７月１日現在

         

取得原価 578,170  189,521  95,731  ―  5,643,790

評価額 4,511  200  ―  2,000  2,478

 582,681  189,721  95,731  2,000  5,646,268

子会社の取得 17,406  10,982  ―    ―

取得 127,310  197,886  59,346  ―  227,507

売却・除却 (774) ―  (2,788) ―  (1,998)

評価減 ―  ―  ―  ―  (2,611)

減損損失 (9,624) ―  ―  ―  (48,460)

振替 7,896  31,960  ―  ―  22,035

為替換算差額 19,995  663  1,015  ―  401,736

2014年６月30日現在 744,890  431,212  153,304  2,000  6,244,477

内訳：          

取得原価 740,619  431,012  153,304  ―  6,241,999

評価額 4,271  200  ―  2,000  2,478

2014年６月30日現在 744,890  431,212  153,304  2,000  6,244,477

減価償却累計額
2013年７月１日現在

         

取得原価 ―  24,863  25,869  ―  1,469,550

評価額 ―  20  ―  ―  143

 ―  24,883  25,869  ―  1,469,693

子会社の取得 ―  142  ―  ―  ―

期中計上額 ―  6,155  6,931  ―  226,465

売却・除却 ―  ―  (2,788) ―  (579)

評価減 ―  ―  ―  ―  (245)

減損損失 ―  ―  ―  ―  (14,411)

振替 ―  ―  ―  ―  ―

為替換算差額 ―  677  418  ―  88,653

2014年６月30日現在 ―  31,857  30,430  ―  1,769,576

正味帳簿価額：          

取得原価 740,619  399,177  122,874  ―  4,472,578

評価額 4,271  178  ―  2,000  2,323

2014年６月30日現在 744,890  399,355  122,874  2,000  4,474,901
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当グループ－2014年度(続き)

  
長期賃借土地上

の建物
 

短期賃借土地上
の建物

 
工場及び

その他の建物
 合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

取得原価／評価額
2013年７月１日現在

        

取得原価  1,023,968  160,390  2,432  7,694,002

評価額  ―  ―  ―  9,189

  1,023,968  160,390  2,432  7,703,191

子会社の取得  ―  26,627  ―  55,015

取得  19,626  1,320  203  633,198

売却・除却  ―  (608) ―  (6,168)

評価減  ―  ―  ―  (2,611)

減損損失  ―  ―  ―  (58,084)

振替  ―  ―  ―  61,891

為替換算差額  521  992  ―  424,922

2014年６月30日現在  1,044,115  188,721  2,635  8,811,354

内訳：         

取得原価  1,044,115  188,721  2,635  8,802,405

評価額  ―  ―  ―  8,949

2014年６月30日現在  1,044,115  188,721  2,635  8,811,354

減価償却累計額
2013年７月１日現在

        

取得原価  253,476  38,269  1,844  1,813,871

評価額  ―  ―  ―  163

  253,476  38,269  1,844  1,814,034

子会社の取得  ―  4,262  ―  4,404

期中計上額  23,410  7,159  79  270,199

売却・除却  ―  (603) ―  (3,970)

評価減  ―  ―  ―  (245)

減損損失  ―  ―  ―  (14,411)

振替  ―  ―  ―  ―

為替換算差額  (99) 572  ―  90,221

2014年６月30日現在  276,787  49,659  1,923  2,160,232

正味帳簿価額：         

取得原価  767,328  139,062  712  6,642,350

評価額  ―  ―  ―  8,772

2014年６月30日現在  767,328  139,062  712  6,651,122
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*当グループの土地及び建物は以下の通りである。

当グループ－2013年度

 

 自己所有土地  貸借土地  短期貸借土地  
自己所有油
ヤシ栽培地

 
自己所有土地上の

建物

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

取得原価／評価額
2012年７月１日現在

         

取得原価 365,658  148,661  89,202  ―  4,629,512

評価額 4,511  200  ―  2,000  2,478

 370,169  148,861  89,202  2,000  4,631,990

取得 179,669  2,146  6,529  ―  966,670

売却・除却 ―  ―  ―  ―  (636)

評価減 ―  ―  ―  ―  ―

振替 48,192  38,714  ―  ―  184,288

為替換算差額 (15,349)  ―  ―  ―  (136,044)

2013年６月30日現在 582,681  189,721  95,731  2,000  5,646,268

内訳：          

取得原価 578,170  189,521  95,731  ―  5,643,790

評価額 4,511  200  ―  2,000  2,478

2013年６月30日現在 582,681  189,721  95,731  2,000  5,646,268

減価償却累計額
2012年７月１日現在

         

取得原価 ―  22,549  20,839  ―  1,289,840

評価額 ―  18  ―  ―  137

 ―  22,567  20,839  ―  1,289,977

期中計上額 ―  2,316  5,030  ―  197,470

売却・除却 ―  ―  ―  ―  (302)

評価減 ―  ―  ―  ―  ―

振替 ―  ―  ―  ―  ―

為替換算差額 ―  ―  ―  ―  (17,452)

2013年６月30日現在 ―  24,883  25,869  ―  1,469,693

正味帳簿価額：          

取得原価 578,170  164,658  69,862  ―  4,174,240

評価額 4,511  180  ―  2,000  2,335

2013年６月30日現在 582,681  164,838  69,862  2,000  4,176,575

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

175/507



当グループ－2013年度(続き)

  
長期賃借土地上

の建物
 

短期賃借土地上
の建物

 
工場及び

その他の建物
 合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

取得原価／評価額
2012年７月１日現在

        

取得原価  1,005,361  170,724  2,432  6,411,550

評価額  ―  ―  ―  9,189

  1,005,361  170,724  2,432  6,420,739

取得  9,063  2,519  ―  1,166,596

売却・除却  ―  ―  ―  (636)

評価減  ―  ―  ―  ―

振替  9,544  ―  ―  280,738

為替換算差額  ―  (12,853)  ―  (164,246)

2013年６月30日現在  1,023,968  160,390  2,432  7,703,191

内訳：         

取得原価  1,023,968  160,390  2,432  7,694,002

評価額  ―  ―  ―  9,189

2013年６月30日現在  1,023,968  160,390  2,432  7,703,191

減価償却累計額
2012年７月１日現在

        

取得原価  229,247  29,459  1,774  1,593,708

評価額  ―  ―  ―  155

  229,247  29,459  1,774  1,593,863

期中計上額  24,229  10,838  70  239,953

売却・除却  ―  ―  ―  (302)

評価減  ―  ―  ―  ―

振替  ―  ―  ―  ―

為替換算差額  ―  (2,028)  ―  (19,480)

2013年６月30日現在  253,476  38,269  1,844  1,814,034

正味帳簿価額：         

取得原価  770,492  122,121  588  5,880,131

評価額  ―  ―  ―  9,026

2013年６月30日現在  770,492  122,121  588  5,889,157
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当社－2014年度

 

 建物  
備品、什器
及び機器

 車両  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

取得原価        

2013年７月１日現在 1,207  5,781  4,402  11,390

取得 ―  93  398  491

売却・除却 (1,207) ―  ―  (1,207)

2014年６月30日現在 ―  5,874  4,800  10,674

減価償却累計額        

2013年７月１日現在 415  4,196  2,360  6,971

期中計上額 ―  580  282  862

売却・除却 (415) ―  ―  (415)

2014年６月30日現在 ―  4,776  2,642  7,418

正味帳簿価額
2014年６月30日現在

―  1,098  2,158  3,256

 

当社－2013年度

 

 建物  
備品、什器
及び機器

 車両  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

取得原価        

2012年７月１日現在 1,207  4,231  3,801  9,239

取得 ―  1,550  903  2,453

売却・除却 ―  ―  (302) (302)

2013年６月30日現在 1,207  5,781  4,402  11,390

減価償却累計額        

2012年７月１日現在 415  3,272  2,332  6,019

期中計上額 ―  924  162  1,086

売却・除却 ―  ―  (134)  (134)

2013年６月30日現在 415  4,196  2,360  6,971

正味帳簿価額
2013年６月30日現在

792  1,585  2,042  4,419
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(a)　当期の減価償却費の内訳は以下の通りである。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

損益(注記６) 1,561,281  1,447,585  862  1,086

契約顧客に対する債権 5,772  4,743  ―  ―

 1,567,053  1,452,328  862  1,086

 

(b)　ファイナンス・リースによる資産

報告日現在、ファイナンス・リースの下で保有する有形固定資産の正味帳簿価額は以下の通りである。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

設備及び機械 260,686  194,050  ―  ―

車両 12,673  10,921  1,366  1,104

 273,359  204,971  1,366  1,104

 

(c)　担保

固定及び浮動担保権の形で銀行の与信枠及び社債の担保として供されている、当グループの有形固定資産の正

味帳簿価額は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

建物 1,936,962  2,473,087

設備及び機械 ―  476,931

備品、什器及び機器 ―  3,440

車両 ―  3,742

建設中の資産 ―  58,534

 1,936,962  3,015,734
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(d)　借入費用

当事業年度において、有形固定資産建設のために締結された特別な資金調達契約により発生した借入費用

16,730,000マレーシア・リンギット(2013年：6,422,000マレーシア・リンギット)が資産計上された。

 

11　投資不動産

 

  
自己保有土地
及び建物

 
長期貸借土地
及び建物

 合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年度       

期首残高  314,074  319,534  633,608

子会社の取得  1,160,609  5,409,839  6,570,448

取得  4,363  8,184  12,547

為替換算差額  (25,809)  (16,455)  (42,264)

損益に認識される公正価値の変動(注記６)  84,325  363,205  447,530

売却・除却  (31,007)  (577)  (31,584)

有形固定資産への振替(注記10)  (4,000)  ―  (4,000)

期末残高  1,502,555  6,083,730  7,586,285

       

当グループ－2013年度       

期首残高  313,527  314,324  627,851

取得  ―  4,255  4,255

為替換算差額  34  (7)  27

損益に認識される公正価値の変動(注記６)  513  962  1,475

期末残高  314,074  319,534  633,608
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財務書類の注記32及び33に開示されているとおり、帳簿価額7,456百万マレーシア・リンギットの投資不動産

(2013年：466百万マレーシア・リンギット)が当グループによる借入金の担保に供されている。

 

 

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年度        

経常的な公正価値測定：        

投資不動産        

　－商業不動産 ―  ―  6,913,734  6,913,734

　－ホテル不動産 ―  ―  600,000  600,000

　－その他の不動産 ―  72,551  ―  72,551

合計 ―  72,551  7,513,734  7,586,285

 

投資不動産は、評価対象となる不動産の所在地及び種類において、適切で一般に認められている職業資格と最近

の経験を有する独立の職業鑑定人が行った評価に基づいて、公正価値で計上されている。

　公正価値の算定において、鑑定人は特定の見積りを含む評価技法を使用した。評価報告書に依拠して、当グルー

プは当該評価技法及び見積りが現在の市況を反映しているという判断を下し、それに満足している。評価報告書

は、一般に認められている鑑定及び評価基準に準拠して作成されている。評価技法の基礎となる翌事業年度の見積

りは、現在の見積りと異なる場合がある。これは、貸借対照表日現在の評価と大幅に異なる評価をもたらす場合が

ある。

　鑑定人は、貸借対照表日現在の公開市場価格を表示する上で資産化アプローチ及び／又は割引キャッシュ・フ

ローを検討した。資産化アプローチは、単年度の還元利回りを用いて、収益の流列を現在価値に還元するものであ

る。使用される収益の流列は、類似の投資不動産について現在観察されている市場のリース料及び当該投資不動産

について観察されている直近のリース取引と整合するよう調整される。割引キャッシュ・フロー法には、一定期間

にわたり収益の流列の見積り及び予測を行うこと、並びに収益の流列を内部収益率で割り引いて市場価格を導くこ

とが含まれる。割引キャッシュ・フロー法は、鑑定人がリース料の増加率(市場を反映したもの)を仮定すること及

び現在の市場の要求と整合した目標となる内部収益率を選択するよう要求している。

 

公正価値の情報

当グループの投資不動産は、取引事例比較法及び観察不能なインプットに基づいて評価され、公正価値ヒエラル

キーのレベル２及びレベル３にそれぞれ分類される。公正価値ヒエラルキーのそれぞれの異なるレベルは、財務書

類の注記41(b)において定義されている。

　当事業年度中に、レベル１、レベル２及びレベル３の公正価値測定の間に振替はなかった。
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レベル２の公正価値を算出するために用いられた評価技法

当グループの不動産のレベル２の公正価値は通常、取引事例比較法を用いて算出される。近隣の比較可能な不動

産の取引価格は、不動産の規模などの重要な属性の差異により調整される。この評価技法に対する最も重要なイン

プットは平方フィート当たりの価格である。

 

重要な観察不能なインプットを用いた公正価値測定（レベル３）

以下の表は、レベル３内の公正価値の算定に使用される評価技法、並びに評価モデルにおいて使用される重要な

観察不能なインプットを示している。

 

評価技法  重要な観察不能なインプット  
重要な観察不能なインプット

と公正価値測定の間の
相互関係

割引キャッシュ・フロー法は、割引後の収益の流
列と不動産の予想される売却価額の現在価値の合
計により、現在の時価総額を表示する。

 4.10％から11.50％の割引率  
割引率が高くなれば、

公正価値は下落

 4.25％から11.50％の割引率  
資産化率が高くなれば、

公正価値は下落

 

重要な観察不能なインプットは、以下に対応している。

－関連市場及び比較可能な取引における公表された還元利回り

－当該資産クラスに投資する際に増加するリスクを反映するためにリスク・プレミアムを調整した後の、関連市

場において政府が発行した10年債のリスク・フリー・レートに基づく割引率

 

前へ　　　次へ
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12　開発費

当事業年度における当グループの開発費の変動は以下の通りである。

 

  自己保有土地  貸借土地  開発費  合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年度         

(a)不動産開発目的で保有する土地         

　　期首残高  476,881  176,537  268,006  921,424

　　取得  ―  ―  6,315  6,315

　　不動産開発費への振替  (4,725)  ―  (24,339)  (29,064)

　　期末残高  472,156  176,537  249,982  898,675

         

(b)事業開発費         

　　期首残高  3,637  2,506  48,307  54,450

　　取得  13,089  ―  2,285  15,374

　　損益に認識された額  ―  ―  (20,573)  (20,573)

　　有形固定資産への振替(注記10)  (3,637)  (2,506)  (916)  (7,059)

　　為替換算差額  ―  ―  (338)  (338)

　　期末残高  13,089  ―  28,765  41,854

　　合計  485,245  176,537  278,747  940,529
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  自己保有土地  貸借土地  開発費  合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2013年度         

(a)不動産開発目的で保有する土地         

　　期首残高  414,203  176,997  246,749  837,949

　　取得  62,678  ―  21,257  83,935

　　損益に認識された額  ―  (460)  ―  (460)

　　期末残高  476,881  176,537  268,006  921,424

         

(b)事業開発費         

　　期首残高  3,637  51,998  62,041  117,676

　　取得  ―  ―  53,416  53,416

　　有形固定資産への振替(注記10)  ―  (48,192)  (62,363)  (110,555)

　　為替換算差額  ―  (1,300)  (4,787)  (6,087)

　　期末残高  3,637  2,506  48,307  54,450

　　合計  480,518  179,043  316,313  975,874

 
 

 

当グループの開発費には、当事業年度中に資産計上された利息1,743,000マレーシア・リンギット(2013年：

2,304,000マレーシア・リンギット)が含まれている。
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当事業年度末における当グループの開発費の内訳は以下の通りである。

 

 自己保有土地  貸借土地  開発費  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年度        

取得原価        

不動産開発目的で保有する土地 472,156  176,537  249,982  898,675

事業開発費 13,089  ―  67,845  80,934

 
 

485,245
 

 
176,537

 
 

317,827
 

 
979,609

償却累計額        

事業開発費 ―  ―  (3,877) (3,877)

減損損失累計額        

事業開発費 ―  ―  (35,203) (35,203)

正味帳簿価額        

不動産開発目的で保有する土地 472,156  176,537  249,982  898,675

事業開発費 13,089  ―  28,765  41,854

 485,245  176,537  278,747  940,529
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 自己保有土地  貸借土地  開発費  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2013年度        

取得原価        

不動産開発目的で保有する土地 476,881  176,537  268,006  921,424

事業開発費 3,637  2,506  87,387  93,530

 480,518  179,043  355,393  1,014,954

償却累計額        

事業開発費 ―  ―  (3,877) (3,877)

減損損失累計額        

事業開発費 ―  ―  (35,203) (35,203)

正味帳簿価額        

不動産開発目的で保有する土地 476,881  176,537  268,006  921,424

事業開発費 3,637  2,506  48,307  54,450

 480,518  179,043  316,313  975,874
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13　子会社

(a)　子会社株式

 

  当社

  2014年  2013年

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

上場株式－取得原価  3,523,801  3,352,807

非上場株式－取得原価  2,195,720  2,195,479

#上場新株引受権－取得原価  12,447  12,447

*上場ICULS－取得原価  391,502  391,502

*非上場ICULS－取得原価  19  ―

  6,123,489  5,952,235

時価     

－上場株式  6,946,725  7,189,377

－上場新株引受権  47,686  40,419

－上場ICULS  340,606  340,606

子会社が保有する新株引受権数は以下の通りである(千口)：     

ワイ・ティー・エル・パワー・インターナショナル・バーハッ
ド－2008年/2018年新株引受権

 90,830  90,830

 

#　上場新株引受権－2008年/2018年新株引受権

新株引受権の登録保有者は、ワイ・ティー・エル・パワー・インターナショナル・バーハッドの１株当たり0.50マレーシ

ア・リンギットの新規普通株式１株を修正後の引受価格1.14マレーシア・リンギットで引受ける権利を与えられ、現金によ

り支払われる。引受価格はまた、平型捺印証書の記載条件に準じて調整の対象となっている。

新株引受権は、発行日の2008年６月12日より随時行使が可能であり、2018年６月11日に締め切られる。満期日までに行使

されなかった新株引受権はすべて失効し、いかなる目的においても無効となる。

新株引受権は、ブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッド(以下「ブルサ・セキュリティーズ」という)におい

て上場されている。

*　ICULS

i)ICULS－ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デベロップメント・バーハッド

これは2011年10月31日に、当グループの子会社であるワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デベロップメント・バー

ハッドが発行した10年物ICULSである。これらのICULSの満期日までの年利は３％から６％まで段階的に上がる。利息は半年

毎に支払われる。ICULSの転換価格は固定額で段階的に下がる。ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デベロップメン

ト・バーハッドの普通株式１株当たりへの転換価格は、最初の４年間において1.32マレーシア・リンギットであり、その後

３年間は0.99マレーシア・リンギット、残りの３年間は0.66マレーシア・リンギットである。

当該ICULSは、ブルサ・セキュリティーズにおいて上場されている。
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ii)ICULS－ワイ・ティー・エル・セメント・バーハッド

これは2005年11月10日に、当グループの子会社であるワイ・ティー・エル・セメント・バーハッドが発行した10年物

ICULSである。これらのICULSの満期日までの年利は４％から６％まで段階的に上がる。利息は半年毎に支払われる。ICULS

の転換価格は固定額で段階的に下がる。ワイ・ティー・エル・セメント・バーハッドの普通株式１株当たりへの転換価格

は、最初の４年間において2.72マレーシア・リンギットであり、その後３年間は2.04マレーシア・リンギット、残りの３年

間は1.82マレーシア・リンギットである。

当該ICULSは、ブルサ・セキュリティーズに上場していたが、2012年４月16日をもって上場廃止となった。

 

子会社の明細は以下の通りである。

当社保有      実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
アラー・アサス・センドリアン・バーハッド  マレーシア  不動産開発  100.00  100.00
ビジネス・アンド・バジェット・ホテルズ・
センドリアン・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社及び不動産投資  100.00  100.00

ケイン・クリエーションズ・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  投資持株会社  100.00  100.00

コーナーストーン・クレスト・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社  100.00  100.00

ディヴァイン・ヴュー・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  商業取引、不動産取引、投資持
株会社

 100.00  100.00

ダイナミック・プロジェクト・デベロップメ
ント・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  土木工事及び建設  100.00  100.00

インテレクチュアル・ミッション・センドリ
アン・バーハッド

 マレーシア  最新技術を用いた教育及びト
レーニング

 100.00  100.00

プリズマ・チュリン・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  ホテルの運営  100.00  100.00

スペクタキュラー・コーナー・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

*スターヒル・グローバル・リアル・エス
テート・インベストメント・トラスト

 シンガポール  高級不動産への投資  36.27  ―

シャリカット・ペムベナーン・ヨー・ティオ
ン・レイ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  土木工事、建設、不動産開発及
び不動産投資、投資持株会社並
びに関連サービス

 100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・ケイマン・リミテッ
ド

 ケイマン諸島  投資持株会社、ヨット及び船舶
の所有及びチャーター

 100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・ホスピタリティREIT  マレーシア  不動産投資  59.03  58.86
ワイ・ティー・エル・セメント・バーハッド  マレーシア  投資持株会社、管理サービス及

び車両賃貸
 98.13  97.94

ワイ・ティー・エル・チャーターズ・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  航空機、ヘリコプター、船舶及
び車両のチャーター

 100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・コーポレーション
(UK)ピーエルシー

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・コーポレーション・
ファイナンス(ケイマン)リミテッド

 ケイマン諸島  休眠中  100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・
ファイナンス(ラブアン)リミテッド

 マレーシア  証券発行のための特別目的会社
及び投資持株会社

 100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・イーソリューション
ズ・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社、テクノロジー企
業、あらゆるインターネット・
コンテンツ及び非インターネッ
ト関連企業の開発及び起業支援
などの起業支援サービスの提
供、並びにeコマース又はイン
ターネット・コマース関連事業
へのコンサルティングサービス
の提供

 74.12  74.12

ワイ・ティー・エル・エコ・ソリューショ
ン・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  セメント工場の窯における地方
自治体によるごみ処理のガス化
促進に関するコンサルティング
サービス

 100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・エナジー・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社  100.00  100.00
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当社保有(続き)      実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*ワイ・ティー・エル（ガーンジー)リミテッ
ド

 ガーンジー  投資及び不動産持株会社  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・ホテル・マネジメン
ト・サントロペSARL

 フランス  ホテルの運営及び管理サービス  100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・ホテルズ・アンド・プ
ロパティーズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社及び管理サービス  100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・インダストリーズ・
バーハッド

 マレーシア  投資持株会社、不動産開発及び
不動産投資

 100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・ランド・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  不動産投資及び不動産管理  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デ
ベロップメント・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社及び金融・財務及
びセクレタリー・サービスの提
供

 57.89  57.89

*ワイ・ティー・エル・パワー・インターナ
ショナル・バーハッド(「YTLパワー」)

 マレーシア  投資持株会社及び管理及び技術
サポート・サービスの提供

 57.77  52.63

*ワイ・ティー・エル・シンガポール・プラ
イベート・リミテッド

 シンガポール  不動産投資  100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・SV・カーボン・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  コンサルティングサービスの提
供

 75.00  75.00

ワイ・ティー・エル・バケーション・クラ
ブ・バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

 
 
 

 

ビジネス・アンド・バジェット・ホテルズ・
センドリアン・バーハッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
ビジネス・アンド・バジェット・ホテルズ
(ペナン)センドリアン・バーハッド

 マレーシア  ホテル及びリゾートの経営  51.00  51.00

ビジネス・アンド・バジェット・ホテルズ
(セベランジャヤ)センドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  51.00  51.00

 

ケイン・クリエーションズ・センドリアン・
バーハッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
ケイン・クリエーションズ(マーケティング)
センドリアン・バーハッド

 マレーシア  籐家具、民芸品及びアクセサ
リーの売買及び関連サービス

 100.00  100.00

ナチュラル・アドベンチャー・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  家具の小売、カフェの経営  100.00  100.00

ニッチ・リテイリング・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  小売  100.00  100.00

スターヒル・リビング・コム・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  プロジェクト管理サービス、絵
画、家具、アクセサリーの売買
及び関連サービス

 100.00  100.00

トレンディ・リテイリング・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  小売  100.00  100.00

 

ディヴァイン・ヴュー・センドリアン・バー
ハッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*SCIワイ・ティー・エル・ホテルズ・サント
ロペ

 フランス  不動産の取得・管理・賃貸及び
運営並びに／又は転売

 100.00  100.00
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スターヒル・グローバル・リアル・エステー
ト ・ イ ン ベ ス ト メ ン ト ・ ト ラ ス ト
(「SGREIT」)保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*アラ・ビンタン・バーハッド  マレーシア  不動産投資  36.27  ―
*レンヘ・スプリング・デパートメント・ス
トア・カンパニー・リミテッド

 中華人民共和
国

 不動産投資  36.27  ―

*SG REIT(M)プライベート・リミテッド  シンガポール  投資持株会社  36.27  ―
*SG REIT(WA)プライベート・リミテッド  シンガポール  投資持株会社  36.27  ―
*SG REIT(WA)トラスト  オーストラリ

ア
 不動産投資  36.27  ―

*SG REIT(WA)サブ・トラスト1  オーストラリ
ア

 不動産投資  36.27  ―

*スターヒル・グローバルREITジャパンSPC
ワン・プライベート・リミテッド

 シンガポール  投資持株会社  36.27  ―

*スターヒル・グローバルREITジャパンSPC
トゥー・プライベート・リミテッド

 シンガポール  投資持株会社  36.27  ―

*スターヒル・グローバルREIT MTNプライ
ベート・リミテッド

 シンガポール  ミディアム・ターム・ノート・
プログラムに基づく債券発行体

 36.27  ―

*スターヒル・グローバルREIT One TMK  日本  不動産投資  36.27  ―
*スターヒル・グローバルML株式会社  日本  日本の不動産のマスター・レッ

シー
 36.27  ―

*トップ・シュア・インベストメント・リミ
テッド

 香港  投資持株会社  36.27  ―

 
 
シャリカット・ペムベナーン・ヨー・ティオ
ン・レイ・センドリアン・バーハッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*オーステーシア・メタル・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

オーステーシア・ティンバーズ・マレーシ
ア・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

ビルダース・ブリックワークス・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  93.80  93.80

コンストラクション・リース(M)センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  リース、賃貸及び融資  100.00  100.00

ダイナミック・マーケティング・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  建築資材売買  100.00  100.00

ダイナミック・プロパティ・マネージメン
ト・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  不動産開発  100.00  100.00

ファースト・コマーシャル・デベロップメン
ト・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  不動産投資  100.00  100.00

カンプン・ティオン・デベロップメント・セ
ンドリアン・バーハッド

 マレーシア  不動産開発  70.00  70.00

レイ・セング・オイル・パーム・プランテー
ションズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  油ヤシの栽培  100.00  100.00

ペルマイ・プロパティ・マネジメント・セン
ドリアン・バーハッド

 マレーシア  不動産管理及び関連サービス  100.00  100.00

スリ・トラベル・アンド・ツアーズ・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  自動車レンタル、航空券販売及
び関連サービス

 100.00  70.00

トランスポータブル・キャンプス・センドリ
アン・バーハッド

 マレーシア  キャンピングカー及び木材製品
の売買及び賃貸

 100.00  100.00

ヤップ・ユー・ハップ・ブリックワークス
(ペラ)センドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  93.80  93.80

ヨー・ティオン・レイ・レアルティ・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  不動産、投資及び管理
サービス

 100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・コンストラクション
GmbH

 ドイツ  休眠中  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・コンストラクション
(S)プライベート・リミテッド

 シンガポール  建設関連事業及び不動産開発  100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・デベロップメント・セ
ンドリアン・バーハッド

 マレーシア  不動産開発  70.00  ―
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シャリカット・ペムベナーン・ヨー・ティオ
ン・レイ・センドリアン・バーハッド保有
(続き)

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
ワイ・ティー・エル・シビル・エンジニアリ
ング・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  土木工事及び建設  90.00  90.00

ワイ・ティー・エル・プロジェクト・マネー
ジメント・サービシズ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  建設プロジェクトに関する管理
サービスの提供

 100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・テクノロジーズ・セン
ドリアン・バーハッド

 マレーシア  設備サービス及び賃貸  99.25  99.18

 
     
ワイ・ティー・エル・ケイマン・リミテッド
保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*ジャスト・ヘリテージ・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  不動産管理及び関連サービス  100.00  100.00

*スターヒル・グローバルREITインベストメ
ンツ・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  100.00  100.00

*スターヒル・グローバルREITマネジメン
ト・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・コンストラクショ
ン・インターナショナル(ケイマン)リミテッ
ド

 ケイマン諸島  建設関連事業における投資持株
会社

 100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・コンストラクション
(タイランド)リミテッド

 タイ  建設事業  74.89  74.89

*ワイ・ティー・エル・パワー・サービシズ
(ケイマン)リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社並びに発電所の運
営及び保守サービスの提供

 100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・プロパティ・インベ
ストメンツ・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・パワー・サービシズ
(レバノン)SARL

 レバノン  発電所の運営及び保守  100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・パワー・サービシズ・
センドリアン・バーハッド

 マレーシア  発電所の運営及び保守  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・パワー・サービシズ
(S)プライベート・リミテッド

 シンガポール  発電所の運営及び保守  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・スターヒル・グロー
バル・プロパティ・マネジメント・プライ
ベート・リミテッド

 シンガポール  不動産管理サービス  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・スターヒル・グロー
バルREITマネジメント・ホールディングス・
プライベート・リミテッド

 シンガポール  投資持株会社  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・スターヒル・グロー
バルREITマネジメント・リミテッド

 シンガポール  投資顧問、不動産信託管理  100.00  100.00

 

ワイ・ティー・エル・セメント・バーハッド
保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
バトゥ・ティガ・クォーリー・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  採石業及び花崗岩砂利売買  98.13  97.94

バトゥ・ティガ・クォーリー(Sg.ブロー)セ
ンドリアン・バーハッド

 マレーシア  採石業及び関連サービス  98.13  97.94

ベンタラ・ゲミラン・インダストリーズ・セ
ン ド リ ア ン ・ バ ー ハ ッ ド ( 旧 社 名
Shatoosh.Comセンドリアン・バーハッド)

 マレーシア  生コンクリートの製造・販売  49.06  ―

ビルドコン・シマコ・コンクリート・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  生コンクリートの製造・販売  49.51  49.41

ビルドコン・コンクリート・エンタプライ
ズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社  98.13  97.94
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ワイ・ティー・エル・セメント・バーハッド
保有(続き)

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
ビルドコン・コンクリート・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  生コンクリートの製造・販売  98.13  97.94

ビルドコン・デサ・センドリアン・バーハッ
ド

 マレーシア  生コンクリートの製造・販売  98.13  97.94

シー・アイ・クアリイング&マーケティン
グ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  花崗岩の採石  98.13  97.94

シー・アイ・レディーミックス・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  生コンクリートの製造・販売  98.13  97.94

コンピーテント・チームワーク・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社  98.13  ―

*コンクリート・インダストリーズ・プライ
ベート・リミテッド

 シンガポール  休眠中  98.13  97.94

ゲミラン・ピンタール・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  採石製品のマーケティング及び
売買

 68.69  68.56

*インダストリアル・プロキュアメント・リ
ミテッド

 ケイマン諸島  休眠中  98.13  97.94

ジャクサ・クォーリー・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  採石業、花崗岩、砂利・砕石の
製造

 98.13  97.94

ケネイソン・コンストラクション・マテリア
ルズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  98.13  97.94

ケネイソン・ノーザン・クアリー・センドリ
アン・バーハッド

 マレーシア  プレミックス製品、建設及び建
材の製造・販売及び流通

 98.13  97.94

*リンアン・ルゥ・ホング・トランスポー
ト・カンパニー・リミテッド

 中華人民共和
国

 商品の道路輸送、倉庫及び関連
サービス

 98.13  97.94

マダー・セロカ・センドリアン・バーハッド  マレーシア  投資持株会社  98.13  ―
ミニ－ミックス・センドリアン・バーハッド  マレーシア  休眠中  98.13  97.94
ミューチュアル・プロスペクト・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  採石業及び関連サービス  98.13  97.94

オアシス・ビジョン・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  建築業者向けの建築資材及び製
品の製造、生産、売買並びに運
搬

 35.03  ―

*パハン・セメント・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  ポルトランド・セメント、クリ
ンカー及び関連製品の製造・販
売

 98.13  97.94

*パハン・セメント・マーケティング・セン
ドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  98.13  97.94

ペルモダラン・ハイテック・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  休眠中  98.13  97.94

ペラク－ハンジュン・サイメン・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  クリンカー、ポルトランド・セ
メント及び混合セメントの製造
及び販売

 98.13  97.94

PHSトレーディング・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  セメント製品の販売  98.13  97.94

*P.T.ワイ・ティー・エル・シーメン・イン
ドネシア

 インドネシア  休眠中  98.13  97.94

スラグ・セメント・センドリアン・バーハッ
ド

 マレーシア  ポルトランド・セメント及び混
合セメントの製造・販売

 98.13  97.94

スラグ・セメント(サザン)センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  ポルトランド・セメント及び混
合セメントの製造・販売

 98.13  97.94

SMCミックス・センドリアン・バーハッド  マレーシア  休眠中  98.13  97.94
ソラリス・コンセプト・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  建築業者向けの建築資材及び製
品の製造、生産、売買並びに運
搬

 50.05  ―

ストレイツ・セメント・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  セメントの製造・販売  98.13  97.94

トゥガス・セジャテラ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  投資持株会社  98.13  97.94

ワイ・ティー・エル・セメント・エンタープ
ライズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社  98.13  97.94

*ワイ・ティー・エル・セメント(ホンコン)
リミテッド

 香港  投資持株会社  98.13  97.94
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ワイ・ティー・エル・セメント・バーハッド
保有(続き)

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
ワイ・ティー・エル・セメント・マーケティ
ング・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  セメント製品の販売・マーケ
ティング

 98.13  97.94

*ワイ・ティー・エル・セメント・マーケ
ティング・シンガポール・プライベート・リ
ミテッド

 シンガポール  セメント、セメント製品及び他
の関連建築製品の販売・マーケ
ティング

 98.13  97.94

*ワイ・ティー・エル・セメント(ミャン
マー)プライベート・リミテッド

 シンガポール  投資持株会社  98.13  ―

ワイ・ティー・エル・セメント（サバ）セン
ドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  98.13  97.94

*ワイ・ティー・エル・セメント・シンガ
ポール・プライベート・リミテッド

 シンガポール  投資持株会社及び建設資材の販
売

 98.13  97.94

*ワイ・ティー・エル・セメント・ターミナ
ル・サービシズ・プライベート・リミテッド

 シンガポール  港湾ターミナルの運営及びセメ
ント製品の取扱会社

 98.13  97.94

*ワイ・ティー・エル・セメント（ベトナ
ム）プライベート・リミテッド

 シンガポール  投資持株会社  98.13  97.94

*ワイ・ティー・エル・コンクリート(S)プラ
イベート・リミテッド

 シンガポール  生コンクリート及び関連製品の
製造及び販売

 98.13  97.94

ワイ・ティー・エル・プレミックス・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  建築資材の売買及び関連サービ
ス

 98.13  97.94

ワイ・ティー・エル・クアリー・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  98.13  97.94

*ゼジアン・ハンズー・ダマ・セメント・カ
ンパニー・リミテッド

 中華人民共和
国

 セメント及びセメント製品の製
造・販売

 98.13  97.94

*ゼジアン・ワイ・ティー・エル・セメン
ト・マーケティング・カンパニー・リミテッ
ド

 中華人民共和
国

 セメント及びセメント製品の販
売及びマーケティング

 98.13  97.94

 

ワイ・ティー・エル・チャーターズ・センド
リアン・バーハッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
アイランド・エアー・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  航空機のチャーター  80.00  80.00

ヌサントラ・サクティ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  旅客輸送及び航空輸送  80.00  80.00

 

ワイ・ティー・エル・イーソリューション
ズ・バーハッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
エアズド・サービシズ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  休眠中  41.50  41.50

エアズド・ブロードバンド・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  有線回線及びワイアレス・ブ
ロードバンド・インターネッ
ト・アクセスのサービス提供、
ソフトウェア・アプリケーショ
ンの開発・製造・マーケティン
グ・販売及び保守、研究開発、
コンサルティング及び関連サー
ビスの提供

 51.88  51.88

ビズサーフ・MSC・センドリアン・バーハッ
ド

 マレーシア  ワイアレス・ネットワークの配
電装置及びサービスの提供、ブ
ロードバンド、インターネッ
ト・サービス及びその他のイン
ターネット関連サービスの提供

 44.47  44.47

*インフォスクリーン・ネットワークス・リ
ミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 投資持株会社  74.12  73.96

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書
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ワイ・ティー・エル・イーソリューション
ズ・バーハッド保有(続き)

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
プロパティネットアジア(マレーシア)センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  74.12  74.12

ワイ・ティー・エル・インフォ・スクリー
ン・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  電子メディアを通じたコンテン
ツ、メディア、ウェブメディア
及び最新情報の制作、提供及び
宣伝

 74.12  73.96

Yマックス・センドリアン・バーハッド  マレーシア  休眠中  74.12  74.12
Yマックス・ネットワークス・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  コンピュータ・ネットワーク及
び関連情報テクノロジーサービ
スの提供

 44.47  44.47

Yマックス・ソリューションズ・ホールディ
ングス・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社  74.12  74.12

 

ワイ・ティー・エル（ガーンジー)リミテッ
ド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*ワイ・ティー・エル・コンストラクション
(SA)(プロプライエタリー)リミテッド

 南アフリカ  休眠中  100.00  100.00

 

ワイ・ティー・エル・ホスピタリティREIT
(「YTL REIT」)保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*スターヒル・ホスピタリティ（オーストラ
リア）プロプライエタリー・リミテッド

 オーストラリ
ア

 受託会社  59.03  58.86

*スターヒル・ホスピタリティREIT（オース
トラリア）トラスト

 オーストラリ
ア

 不動産投資  59.03  58.86

*スターヒル・ホスピタリティREIT（ブリス
ベン）トラスト

 オーストラリ
ア

 不動産投資  59.03  58.86

*スターヒル・ホスピタリティREIT（メルボ
ルン）トラスト

 オーストラリ
ア

 不動産投資  59.03  58.86

*スターヒル・ホスピタリティREIT（シド
ニー）トラスト

 オーストラリ
ア

 不動産投資  59.03  58.86

スターヒル・ホスピタリティREIT（オースト
ラリア）センドリアン・バーハッド

 マレーシア  投資持株会社  59.03  58.86

スターヒル・ホテル（オーストラリア）セン
ドリアン・バーハッド（旧社名マーベラス・
キャリバー・センドリアン・バーハッド）

 マレーシア  投資持株会社  59.03  58.86

*スターヒル・ホテル（ブリスベン）プロプ
ライエタリー・リミテッド

 オーストラリ
ア

 ホテルの運営  59.03  58.86

*スターヒル・ホテル（メルボルン）プロプ
ライエタリー・リミテッド

 オーストラリ
ア

 ホテルの運営  59.03  58.86

*スターヒル・ホテル（シドニー）プロプラ
イエタリー・リミテッド

 オーストラリ
ア

 ホテルの運営  59.03  58.86

*スターヒルREIT（オーストラリア）プロプ
ライエタリー・リミテッド

 オーストラリ
ア

 受託会社  59.03  58.86

*スターヒルREITニセコG.K.  日本  不動産の購入、保有、売却、
リース及び管理会社

 59.03  58.86

ワイ・ティー・エルREIT MTNセンドリアン・
バーハッド

 マレーシア  ミディアム・ターム・ノート発
行の引受

 59.03  ―
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ワイ・ティー・エル・ホテルズ・アンド・プ
ロパティーズ・センドリアン・バーハッド保
有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
オートドーム・センドリアン・バーハッド  マレーシア  飲食店の経営、

店舗用建物の転貸
 100.00  100.00

*バス・ホテル・アンド・スパ・ビーヴィ  オランダ  投資持株会社  100.00  100.00
*バス・ホテル・アンド・スパ・リミテッド  イングランド

及び
ウェールズ

 ホテル開発及び経営  100.00  100.00

ボルネオ・コスメスーティカル・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  リゾート地の開発  90.00  90.00

ボルネオ・アイランド・ヴィラズ・センドリ
アン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  80.00  80.00

キャメロン・ハイランズ・リゾート・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  ホテル及びリゾートの経営  100.00  100.00

ダイアモンド・レシピ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  飲食店の経営  51.00  51.00

*ゲインズボロウ・ホテル（バス）リミテッ
ド

 イングランド
及び
ウェールズ

 ホテルの運営  100.00  100.00

ハッピー・スチームボート・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア
 
飲食店の経営  100.00  100.00

マグナ・バウンダリー・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  ホテル及びリゾートの経営  90.00  90.00

マーブル・バレー・センドリアン・バーハッ
ド

 マレーシア  管理運営、投資持株会社  80.00  80.00

マーブル・バレー・トゥー・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  ホテル及びリゾートの経営  64.00  64.00

*エム・ホテル・マネージメント・プライ
ベート. リミテッド

 シンガポール  ホテル管理サービス  51.00  51.00

*ニセコ・ビレッジ株式会社  日本  ニセコ・ビレッジ・リゾートの
所有、管理、維持及び開発

 100.00  100.00

*ニセコ・ビレッジ(S)プライベート・リミ
テッド

 シンガポール  投資持株会社  100.00  100.00

*P.T.ジェプン・バリ  インドネシア  ホテルの管理及び運営  100.00  100.00
レストラン・キサップ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

*サムイ・ホテル２・カンパニー・リミテッ
ド

 タイ  ホテル経営  100.00  100.00

セントゥル・パーク・コイ・センター・セン
ドリアン・バーハッド

 マレーシア  鯉の養殖・卸売・小売及び流通 100.00  100.00

スターヒル・ホテル・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  ホテルの運営  100.00  100.00

*テルマエ・デベロップメント・カンパ
ニー・リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 テルマエ温泉スパ複合施設の許
認可運営

 100.00  ―

ワイ・ティー・エル・ヘリテッジ・ホテル
ズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

*ワイ・ティー・エル・ホテルズ・ビーヴィ  オランダ  投資持株会社  100.00  100.00
*ワイ・ティー・エル・ホテルズ(ケイマン)
リミテッド

 ケイマン諸島  ホテルの運営及びホテル管理
サービス

 100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・ホテルズ・セントラ
ル・サービシズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・ホテル・マネージメン
ト・サービシズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  専門商業教育及び接客業訓練の
提供

 70.00  70.00

*ワイ・ティー・エル・ホテルズ(シンガポー
ル)プライベート・リミテッド

 シンガポール  旅行及び接客関連事業  100.00  100.00
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ワイ・ティー・エル・インダストリーズ・
バーハッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
ヨー・ティオン・レイ・ブリックワークス・
センドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

ヨー・ティオン・レイ・マネジメント・セン
ドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

 

ワイ・ティー・エル・ランド・センドリア
ン・バーハッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
カタグリーン・デベロップメント・センドリ
アン・バーハッド

 マレーシア  不動産リースの管理及び関連
サービス

 100.00  100.00

ピンタール・プロジェック・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  不動産投資信託ファンドの管
理、商標のライセンシング及び
ブランド管理

 70.00  70.00

プンチャ・セランディング・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・デザイン・サービシ
ズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  100.00  100.00

ワイ・ティー・エル・マジェスティック・ホ
テル・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  ホテルの運営  100.00  100.00

 

ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デベ
ロップメント・バーハッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
アマンリゾーツ・センドリアン・バーハッド  マレーシア  休眠中  57.89  57.89
バユマジュ・デベロップメント・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  不動産開発  57.89  57.89

*ブームタイム・ストラテジーズ・センドリ
アン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  57.89  57.89

ブダヤ・ベルサトゥ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  休眠中  57.89  57.89

エメラルド・ヘクターズ・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  不動産開発  40.52  40.52

*レイクフロント・プライベート・リミテッ
ド

 シンガポール  不動産開発  57.89  57.89

*ロット・テン・セキュリティ・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  57.89  57.89

*マヤン・サリ・センドリアン・バーハッド  マレーシア  休眠中  57.89  57.89
ノリワサ・センドリアン・バーハッド  マレーシア  休眠中  57.89  57.89
パカタン・ペラクビナ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  不動産開発及び建設  57.89  57.89

ピナクル・トレンド・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  投資持株会社及び不動産開発  57.89  57.89

PYPセンドリアン・バーハッド  マレーシア  不動産開発  57.89  57.89
*サンディ・アイランド・プライベート・リ
ミテッド

 シンガポール  不動産開発及び関連サービス  57.89  57.89

サトリア・セウィラ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  不動産開発及び不動産投資  57.89  57.89

*セントゥル・ラヤ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  不動産開発及び不動産投資  40.52  40.52

*セントゥル・ラヤ・ゴルフ・クラブ・バー
ハッド

 マレーシア  休眠中  40.52  40.52

*セントゥル・ラヤ・シティ・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  40.52  40.52

*セントゥル・パーク・マネジメント・セン
ドリアン・バーハッド

 マレーシア  公園管理  40.52  40.52
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ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デ
ベロップメント・バーハッド保有(続き)

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％  
*SR プロパティ・マネージメント・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  不動産管理  57.89  57.89  
シャリカット・ケマジュアン・パールマハ
ン・ネガラ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  不動産開発  57.89  57.89  
トレンド・エイカーズ・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  投資持株会社及び不動産開発  57.89  57.89  
ウダパカット・ビナ・センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  不動産開発  57.89  57.89  
*ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デ
ベロップメント(MM２H)センドリアン・バー
ハッド

 マレーシア  休眠中  57.89  57.89
 

*ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デ
ベロップメント・マネージメント・プライ
ベート・リミテッド

 シンガポール  金融サービス及び経営コンサル
タント・サービスの提供

 57.89  57.89
 

*ワイ・ティー・エル・ウエストウッド・プ
ロパティーズ・プライベート・リミテッド

 シンガポール  不動産開発  57.89  57.89  
 
 
ワイ・ティー・エル・パワー・インターナ
ショナル・バーハッド(「YTLパワー」)保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*エンタープライズ・ランドリー・サービシ
ズ・リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 ランドリーサービスの提供  57.77  52.63

エスティバ・コミュニケーションズ・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  サービス・プロバイダー及び企
業向け電話市場へのVoIP電話と
最新ネットワーク・メディア機
器の開発及びマーケティング

 34.66  31.58

フロッグアジア・センドリアン・バーハッド  マレーシア  バーチャル教育の学習プラット
フォームを重視したソフトウェ
ア・ライセンスの再販業者

 57.77  52.63

*フロッグ・エデュケーション・リミテッド
(旧社名フロッグトレード・リミテッド)

 イングランド
及び
ウェールズ

 教育市場への販売及び当社の
ウェブ環境製品の開発促進

 33.26  30.30

*ジェネコ・リミテッド  イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63

*グラニット・インベストメンツ（ケイマン
諸島）リミテッド

 ケイマン諸島  休眠中  57.77  52.63

*アイ・エデュケーション・リミテッド  イングランド
及び
ウェールズ

 インターネット・サービスの提
供、ソフトウェアの開発及び提
供

 16.96  15.45

＾*パガボ・リミテッド  イングランド
及び
ウェールズ

 インターネット・サービスの提
供、ソフトウェアの開発及び提
供

 ―  15.45

*パワーセラヤ・リミテッド  シンガポール  任意清算中  57.77  52.63
*ペトロセラヤ・プライベート・リミテッド  シンガポール  石油取引及び石油タンクのリー

ス
 57.77  52.63

*P.T.ワイ・ティー・エル・ジャワ・ティ
ムール

 インドネシア  建設管理、コンサルタント業、
及び発電所運営業の提供

 57.77  52.63

*セラヤ・エナジー・アンド・インベストメ
ント・プライベート・リミテッド

 シンガポール  投資持株会社  57.77  52.63

*セラヤ・エナジー・プライベート・リミ
テッド

 シンガポール  電力の販売  57.77  52.63

*SCテクノロジー・ドイチェランドGmbH  ドイツ  廃棄物処理加工  57.77  52.63
*SCテクノロジーGmbH  スイス  廃棄物処理加工  57.77  52.63
*SCテクノロジー・ネーデルランド・ビー
ヴィ

 オランダ  廃棄物処理加工  57.77  52.63

SIPPパワー・センドリアン・バーハッド  マレーシア  発電所の開発・建設・完成・管
理及び運営会社

 40.44  ―
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ワイ・ティー・エル・パワー・インターナ
ショナル・バーハッド保有(続き)

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*ソード・ビドコ（ホールディングス）リミ
テッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 投資持株会社  57.77  52.63

*ソード・ビドコ・リミテッド  イングランド
及び
ウェールズ

 投資持株会社  57.77  52.63

*ソード・ホールディングス・リミテッド  ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63
*ソード・ミドコ・リミテッド  イングランド

及び
ウェールズ

 投資持株会社  57.77  52.63

*ウォーター２ビジネス・リミテッド  イングランド
及び
ウェールズ

 認可された水道供給業者、法人
顧客に対する小売水道サービス
の提供

 57.77  52.63

*ウェセックス・エレクトリシティ・ユー
ティリティーズ・リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63

*ウェセックス・エンジニアリング・アン
ド・コンストラクション・サービシズ・リミ
テッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 エンジニアリング及び建設サー
ビス

 57.77  52.63

*ウェセックス・ロジスティックス・リミ
テッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63

*ウェセックス・プロモーションズ・リミ
テッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 エンターテイメントのプロモー
ション

 57.77  52.63

*ウェセックス・プロパティ・サービシズ・
リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63

*ウェセックス・スプリング・ウォーター・
リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63

*ウェセックス・ウォーター・コマーシャ
ル・リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63

*ウェセックス・ウォーター・エンジニアリ
ング・サービシズ・リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63

*ウェセックス・ウォーター・エンタープラ
イジズ・リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 水道供給及び下水処理サービス  57.77  52.63

ウェセックス・ウォーター・インターナショ
ナル・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63

*ウェセックス・ウォーター・リミテッド  イングランド
及び
ウェールズ

 投資持株会社  57.77  52.63

*ウェセックス・ウォーター・ペンション・
スキーム・トラスティー・リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 ウェセックス・ウォーター年金
制度の運営

 57.77  52.63

*ウェセックス・ウォーター・サービシズ・
ファイナンス・ピーエルシー

 イングランド
及び
ウェールズ

 社債発行  57.77  52.63

*ウェセックス・ウォーター・サービシズ・
リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 水道供給及び下水処理サービス  57.77  52.63

*ウェセックス・ウォーター・トラス
ティー・カンパニー・リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63

*ウェセックス・ウォーター・ユーティリ
ティー・ソリューションズ・リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63

*ワイ・ティー・エル・コミュニケーション
ズ・インターナショナル・リミテッド

 ケイマン諸島  休眠中  34.66  31.58
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ワイ・ティー・エル・パワー・インターナ
ショナル・バーハッド保有(続き)

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％  
ワイ・ティー・エル・コミュニケーション
ズ・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  有線回線及びワイヤレス・ブ
ロードバンド・アクセスの提供

 34.66  31.58  
*ワイ・ティー・エル・コミュニケーション
ズ(S)プライベート・リミテッド

 シンガポール  休眠中  34.66  31.58  
ワイ・ティー・エル・デジタル・センドリア
ン・バーハッド

 マレーシア  通信機器の販売及びマーケティ
ング

 34.66  31.58  
*ワイ・ティー・エル・エコグリーン・プラ
イベート・リミテッド

 シンガポール  休眠中  57.77  52.63  
*ワイ・ティー・エル・エデュケーション
(UK)リミテッド

 イングランド
及びウェール
ズ

 投資持分会社  57.77  52.63
 

ワイ・ティー・エル・エナジー・ホール
ディングス・センドリアン・バーハッド
（旧社名ワイ・ティー・エル・パワー・エ
ナジー・ホールディングス・センドリア
ン・バーハッド、その前は、トゥナス・マ
ダニ・センドリアン・バーハッド）

 マレーシア  投資持分会社  57.77  ―

 

*ワイ・ティー・エル・エンジニアリング・
リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63
 

*ワイ・ティー・エル・イベンツ・リミテッ
ド

 イングランド
及び
ウェールズ

 一般向け娯楽イベント及び広報
サービスの提供

 57.77  52.63
 

*ワイ・ティー・エル・グローバル・ネット
ワークス・リミテッド

 ケイマン諸島  休眠中  34.66  31.58  
*ワイ・ティー・エル・インフラストラク
チャー・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ジャワ・オー・アン
ド・エム・ホールディングス・ビーヴィ

 オランダ  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ジャワ・オー・アン
ド・エム・ホールディングス・リミテッド

 キプロス  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ジャワ・パワー・ビー
ヴィ

 オランダ  投資持株会社  33.01  30.07  
ワイ・ティー・エル・ジャワ・パワー・ファ
イナンス・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ジャワ・パワー・ホー
ルディングス・ビーヴィ

 オランダ  投資持株会社  33.01  30.07  
ワイ・ティー・エル・ジャワ・パワー・ホー
ルディングス・リミテッド

 キプロス  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ジャワ・パワー・サー
ビシズ・ビーヴィ

 オランダ  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・パワー・オーストラリ
ア・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
*ワイ・ティー・エル・パワー・ファイナン
ス(ケイマン)リミテッド

 ケイマン諸島  休眠中  57.77  52.63  
*ワイ・ティー・エル・パワー・ジェネレー
ション・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  発電所の開発・建設・完成・管
理及び運営

 57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・パワー・インベストメ
ンツ・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・パワー・インターナ
ショナル・ホールディングズ・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
*ワイ・ティー・エル・パワーセラヤ・プラ
イベート・リミテッド

 シンガポール  エネルギー設備及びサービスの
所有及び経営(燃料の取引及び
燃料関連デリバティブ商品の取
引、タンクのリース、発電によ
る副生産物の販売など、発電に
関連するあらゆる業務)

 57.77  52.63

 

*ワイ・ティー・エル・パワー（タイラン
ド）リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・パワー・トレーディ
ング（ラブアン）リミテッド

 マレーシア  休眠中  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・セラヤ・リミテッド  ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
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ワイ・ティー・エル・パワー・インターナ
ショナル・バーハッド保有(続き)

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％  
*ワイ・ティー・エル・サービシズ・リミ
テッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 休眠中  57.77  52.63
 

ワイ・ティー・エルSIPPパワー・ホールディ
ングス・センドリアン・バーハッド（旧社名
ブダヤ・ケンカナ・センドリアン・バーハッ
ド）

 マレーシア  投資持株会社  40.44  ―

 

ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ・
リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ・
ファイナンス・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ・
ファイナンス２・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ・
ファイナンス３・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ・
ファイナンス４・リミテッド

 ケイマン諸島  金融サービス  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ・
ファイナンス５・リミテッド

 ケイマン諸島  金融サービス  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ・
ファイナンス６・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
*ワイ・ティー・エル・ユーティリティー
ズ・ファイナンス７・リミテッド

 ケイマン諸島  金融サービス  57.77  52.63  
ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ・
ホールディングス・リミテッド

 ケイマン諸島  投資持株会社  57.77  52.63  
*ワイ・ティー・エル・ユーティリティー
ズ・ホールディングス(S)プライベート・リ
ミテッド

 シンガポール  投資持株会社  57.77  52.63
 

*ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ
(S)プライベート・リミテッド

 シンガポール  投資持株会社  57.77  52.63  
*ワイ・ティー・エル・ユーティリティーズ
(UK)リミテッド

 イングランド
及び
ウェールズ

 投資持株会社  57.77  52.63
 

 

ワイ・ティー・エル・シンガポール・プライ
ベート・リミテッド保有

     実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
*アイディール・ワールド・プライベート・
リミテッド

 シンガポール  家具卸売  51.00  51.00

*ジェネシス－アライアンス・リテール・プ
ライベート・リミテッド

 シンガポール  家具小売  51.00  51.00

*広州オートドーム・フード・アンド・ビバ
レッジ・マネジメント・カンパニー・リミ
テッド

 中華人民共和
国

 飲食店の経営  100.00  100.00

プレスティージ・ライフスタイル・アンド・
リビング・センドリアン・バーハッド

 マレーシア  家具、アクセサリーの売買及び
関連サービス

 51.00  51.00

*シャンハイ・オートドーム・フード・アン
ド・ビバレッジ・カンパニー・リミテッド

 中華人民共和
国

 飲食店の経営  100.00  100.00

*シャンハイ・ワイ・ティー・エル・ホテル
ズ・マネージメント・カンパニー・リミテッ
ド

 中華人民共和
国

 休眠中  100.00  100.00

*　HLBラー・ラムの監査を受けていない子会社

＾　当事業年度中に解散された

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

199/507



(b) 子会社の財務書類

バス・ホテル・アンド・スパ・ビーヴィ、ゲインズボロウ・ホテル（バス）リミテッド、インダストリア

ル・プロキュアメント・リミテッド、ニセコ・ビレッジ株式会社、スターヒル・グローバルREITインベストメ

ンツ・リミテッド、スターヒル・グローバルREITマネジメント・リミテッド、ワイ・ティー・エル・ケイマ

ン・リミテッド、ワイ・ティー・エル・コンストラクション(SA)(プロプライエタリー)リミテッド、ワイ・

ティー・エル・コンストラクションGmbH、ワイ・ティー・エル・コンストラクション・インターナショナル

(ケイマン)リミテッド、ワイ・ティー・エル・コーポレーション・ファイナンス(ケイマン)リミテッド、ワ

イ・ティー・エル(ガーンジー)リミテッド、ワイ・ティー・エル・ホテルズ・ビーヴィ、ワイ・ティー・エ

ル・ホテルズ(ケイマン)リミテッド、SCIワイ・ティー・エル・ホテルズ・サントロペ、ワイ・ティー・エ

ル・パワー・サービシズ(ケイマン)リミテッド及びワイ・ティー・エル・プロパティ・インベストメンツ・リ

ミテッドについては、当該子会社が本国の法律により財務書類の監査を要求されていないため、未監査の財務

書類が当グループの財務書類に連結された。

 

(c) グループの組織における重要な変更

(ｉ)2013年７月５日、スターヒル・グローバル・リアル・エステート・インベストメント・トラスト(以下

「SGREIT」という)における当グループの持分は、当社及び当社の完全子会社であるワイ・ティー・エル・ホ

テルズ・アンド・プロパティーズ・センドリアン・バーハッドによるSGREITの転換優先ユニット152,727,825

ユニットの転換により、SGREITが新ユニット210,195,189ユニットを発行した結果、29.38％から6.89％増加

し、36.27％になった。

新しい財務報告基準第10号に準拠して、上記の持分の増加により、当社がSGREITを事実上支配したことを受

けて、SGREITは事実上、当社の子会社となった。

(ⅱ)2013年11月６日、ワイ・ティー・エル・セメント・バーハッド（以下「YTLセメント」という）の完全

子会社であるバトゥ・ティガ・クォーリー・センドリアン・バーハッド（以下「BTQ」という）は、マダー・

セロカ・センドリアン・バーハッド（以下「MSSB」という）の全発行済払込済株式資本にあたる１株当たり

1.00マレーシア・リンギットのMSSB普通株式250,002株を現金対価18,000,000マレーシア・リンギットで取得

した（以下「当該取得」という）。当該取得により、MSSBはBTQの完全子会社となり、YTLセメント及び当社の

間接子会社となった。

(ⅲ)2013年11月20日、YTLセメントは、コンピーテント・チームワーク・センドリアン・バーハッド（以下

「CTSB」という）の全発行済払込済株式資本にあたる１株当たり1.00マレーシア・リンギットのCTSB普通株式

250,000株を現金対価11,177,868マレーシア・リンギットで取得した。これにより、CTSBはYTLセメントの完全

子会社となり、当社の間接子会社となった。

(ⅳ)2014年１月31日、当社の完全子会社であるワイ・ティー・エル・ホテルズ・アンド・プロパティーズ・

センドリアン・バーハッド（以下「YTLHP」という）は、１株当たり１ポンドの普通株式260,000株により構成

されているテルマエ・デベロップメント・カンパニー・リミテッド（以下「テルマエ・デベロップメント」と

いう）の全発行済払込済株式資本を現金対価総額12,000,000ポンドで取得した。これにより、テルマエ・デベ

ロップメントはYTLHPの完全子会社となり、当社の間接子会社となった。
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(d) 子会社に対する非支配持分

重要性のある非支配持分(以下「NCI」という)を有する当グループの子会社は、以下の通りである。

 

当グループ－2014年

  
YTLパワー
グループ

 
SGREIT
グループ

 
YTL REIT
グループ

 
その他の個別に
重要性がない

子会社
 合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

NCIの実質株式持分割合  42.23％  63.73％  40.97％     

NCIの帳簿価額  1,168,765  3,306,288  570,459  347,407  5,392,919

NCIに配分される利益  762,803  464,576  94,848  76,519  1,398,746

 

連結会社間の消去前の要約財務情報

  
YTLパワー
グループ

 
SGREIT
グループ

 
YTL REIT
グループ

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

６月30日現在       

非流動資産  28,662,323  7,381,138  3,157,589

流動資産  11,422,782  234,114  168,045

非流動負債  (24,806,283) (1,996,980) (1,578,770)

流動負債  (4,595,099) (443,739) (77,197)

純資産  10,683,723  5,174,533  1,669,667

６月30日に終了した事
業年度

      

収益  14,383,623  504,189  425,114

当期利益  1,202,413  617,202  195,094

包括利益合計  1,846,069  794,855  465,658

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 2,474,532  259,411  116,038

投 資 活 動 ( に 使 用 し
た )／ に よ る キ ャ ッ
シュ・フロー

 (1,456,888) 181,934  (3,522)

財務活動に使用した
キャッシュ・フロー

 (2,007,950) (226,322) (129,386)

現金及び現金同等物の
純増減額

 (990,306) 215,023  (16,870)

NCIへの配当支払額  57,292  167,272  85,061

 

前へ　　　次へ
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14　関連会社に対する投資

(a) 関連会社に対する投資

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

非上場株式－取得原価 1,135,933  1,210,958  205,241  205,241

マレーシア国外の上場株式－取
得原価 #

―  817,267  ―  ―

マレーシア国外の非公開転換優
先ユニット　(以下「CPU」とい
う) *#－取得原価

―  405,000  ―  ―

株式取得後の剰余金に対する当
グループの持分

537,442  996,841  ―  ―

減損損失引当金 (23,938)  ―  ―  ―

 1,649,437  3,430,066  205,241  205,241

マレーシア国外の上場株式の市
場価格

―  1,207,842  ―  ―

 

*　前事業年度において、CPUはスターヒル・グローバル・リアル・エステート・インベストメント・トラスト(以下

「SGREIT」という)によって発行され、当グループは29.38％にあたる570,777,858ユニットを保有している。CPU保有者

は、１ユニット当たり最大0.1322マレーシア・リンギット(年間分配率5.65％に相当)で、任意の非累積変動型のシンガ

ポール・ドル・クーポンの分配を受ける権利を有する。CPU保有者は、CPU発行日から３年経過した後、１ユニット当た

り0.7266シンガポール・ドルの転換価格でCPUを転換する権利を有する。CPU発行日から７年後に存在する残りのCPUは、

転換価格でSGREITのユニットに強制的に転換される。

 

　　SCの承認を受けてワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド・グループが保有するCPUについては、2010年２

月24日付の書簡を参照のこと。

 

#　2013年７月５日、SGREITにおける当グループの持分は、当社及び当社の完全子会社であるワイ・ティー・エル・ホテル

ズ・アンド・プロパティーズ・センドリアン・バーハッドによるSGREITの転換優先ユニット152,727,825ユニットの転換

により、SGREITが新ユニット210,195,189ユニットを発行した結果、29.38％から6.89％増加し、36.27％になった。

 

新しい財務報告基準第10号に準拠して、上記の持分の増加により、当社がSGREITを事実上支配したことを受けて、

SGREITは事実上、当社の子会社となった。
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当社の関連会社は以下の通りである。
 

      実質株式所有割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％
ビジネス・アンド・バジェット・ホテルズ
(クアンタン)センドリアン・バーハッド

 マレーシア
 
ホテル経営  50.00

 
50.00

　         
＾*イースタン・アンド・オリエンタル・エ
クスプレス・リミテッド

 バミューダ  豪華列車「イースタン＆オリエ
ンタルエクスプレス」の所有及
び管理

 32.00  32.00

　         
*エレクトラネット・プロプライエタリー・
リミテッド

 オーストラリ
ア

 エレクトラネット・エスエーと
しての取引(南オーストラリア
における送電ネットワークの運
営及び管理）

 19.35+  17.63+

　         
＾エンドレス・モメンタム・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  投資持株会社  22.24  22.24

　         
*エネフィット・ジョーダン・ビーヴィ  オランダ  投資持株会社  17.33  15.79
　         
*エクスプレス・レール・リンク・センドリ
アン・バーハッド

 マレーシア

 

セパンにあるKLIA駅から KL
Sentral駅までのERLレールウェ
イ・システムの運営及びメンテ
ナンス

 50.00

 

50.00

　         
＾ジマー・パワー・ジェネレーション・セン
ドリアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  28.30  25.78

　         
ノース・サウス・デベロップメント・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  不動産、投資及び管理サービス  49.00  49.00

　         
*P.T.ジャワ・パワー  インドネシア  石炭火力発電所の建設、委託運

営
 11.55+  10.52+

　         
ß＾*スターヒル・グローバル・リアル・エス
テート・インベストメント・トラスト

 シンガポール  高級不動産への投資  ―  29.38

　         
スパーブ・アグリゲーツ・センドリアン・
バーハッド

 マレーシア  土砂の採掘、除去、加工及び販
売

 49.07  48.97

　         
＾*スリン・ベイ・カンパニー・リミテッド  タイ  ホテル経営  49.00  49.00
　         
Ω＠*テクノロジー・テナガ・ペルリス
(オーバーシーズ)コンソーシアム・センドリ
アン・バーハッド

 マレーシア  登録抹消手続中  ―  15.79

　         
トランス－パシフィック・ホテルズ・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  50.00  50.00

　         
トランス－パシフィック・リゾーツ・センド
リアン・バーハッド

 マレーシア  休眠中  50.00  50.00

　         
*ワイ・ティー・エル(タイランド)リミテッ
ド

 タイ  投資持株会社  49.90  49.90

　         
*　HLBラー・ラムの監査を受けていない会社

　＠　10月31日が事業年度末の会社

　＾　12月31日が事業年度末の会社

ß　当グループは当事業年度において、SGREITの転換優先ユニットの転換時に、SGREITを当グループの子会社とみなしてい

た。

　Ω　当事業年度に登録を抹消された。

＋　エレクトラネット・プロプライエタリー・リミテッド及びP.T.ジャワ・パワーにおける当グループの直接持分は、それ

ぞれ33.5％及び35.0％であった。
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上記の通り、一部の関連会社の決算期末は当グループと異なる。持分法適用に際して、６月30日までに作成

されたこれらの会社の未監査財務書類が、場合により10月31日又は12月31日に終了する事業年度の監査済財務

書類と共に使用されている。

 

(b) 当グループと関連会社の会計方針の差異を調整した後の、重要な関連会社の財務情報の要約は以下の通りで

ある。

(i) 要約財務情報：

 
P.T.ジャワ・

パワー
2014年

 

エレクトラネッ
ト・プロプライエ

タリー・
リミテッド
2014年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

    

非流動資産 3,757,213  7,638,353

流動資産 746,207  104,286

非流動負債 (977,298)  (5,410,711)

流動負債 (207,337)  (1,133,398)

純資産 3,318,785  1,198,530

当期利益 656,014  54,039

その他の包括損失 ―  (71,904)

包括利益／(損失)合計 656,014   (17,865)

包括利益合計に含まれているもの：    

収益 1,930,149  941,926

その他の情報：    

関連会社から受け取った配当 280,172  20,177

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

204/507



(ⅱ) 帳簿価額に対する純資産の調整表：

 
P.T.ジャワ・

パワー
2014年

 

エレクトラネット・プ
ロプライエタリー・

リミテッド
2014年

 
合計
2014年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

     
 

期首純資産(７月１日) 3,597,644  1,243,288  4,840,932

当期利益 656,014  54,039  710,053

その他の包括損失 ―  (71,904) (71,904)

転換社債の返済 (135,671) ―  (135,671)

為替換算差額 1,289  33,338  34,627

配当金受取額 (800,491) (60,231) (860,722)

期末純資産(６月30日) 3,318,785  1,198,530  4,517,315

子会社が直接保有する関連会社に対する
持分

35.0％  33.5％   

帳簿価額 1,161,575  401,508  1,563,083

 

23,357,000マレーシア・リンギット(2013年：23,442,000マレーシア・リンギット)ののれんは関連会社に対

する投資の帳簿価額に含まれていた。

当グループは、関連会社１社における15,235,000マレーシア・リンギット(2013年：20,726,000マレーシ

ア・リンギット)の損失持分を認識していない。これは、当グループの累積損失持分が当該企業に対する持分

を超過しており、当グループはこれらの損失に対する債務を有していないためである。報告日における累積未

認識損失は、276,459,000マレーシア・リンギット(2013年：261,224,000マレーシア・リンギット)であった。

 

15　共同支配企業

(a) 共同支配企業に対する投資

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

    

非上場投資有価証券－取得原価 23,400  23,400

取得後損失に対する当グループの持分 2,912  829

 26,312  24,229
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FRS第11号に基づいた支配の評価時に、当グループは、イングランド及びウェールズで設立されたブリスト

ル・ウェセックス・ビリング・サービシズ・リミテッド(以下「BWBSL」という)を共同支配企業として認識し

た。当該契約条件によれば、BWBSLは独立した法人であり、いずれの当事者も資産及び負債に対する権利を与

えられておらず、BWBSLは自らその負債を決済することができる。

 

(i) 共同支配企業に関する詳細は以下の通りである。

 

      実質株式持分割合

会社名  設立地  主たる営業活動  2014年  2013年

      ％  ％

PDCヘリテージ・ホテル・センドリ
アン・バーハッド

 マレーシア  不動産開発  28.95  28.95

ブリストル・ウェセックス・ビリン
グ・サービシズ・リミテッド

 
イングランド

及び
ウェールズ

 請求業務  28.89  26.31

エクスチェンジング・マレーシア・
センドリアン・バーハッド

 マレーシア  
モバイル・インターネット及び
クラウド・ベースのテクノロ
ジー・ソリューション

 17.33  15.79

 

(ⅱ) 共同支配企業に対する当グループの持分に関連する、流動資産、非流動資産、流動負債、収益及び費用

のそれぞれの合計額は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

    

非流動資産 324  400

流動資産 25,768  22,338

流動負債 (9,339)  (8,069)

純資産 16,753  14,669

包括利益合計 2,083  1,236

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

206/507



16　投資有価証券

 

 当グループ  当社

 2014年 2013年  2014年 2013年

 
千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

売却可能金融資産      

上場株式      

－国内 16,313 16,376  4,436 4,415

－海外 12,432 10,810  7,721 7,303

非上場株式      

－国内 19,533 19,532  19,483 19,483

－海外 144,327 108,317  ― 142,940

 192,605 155,035  31,640 174,141

 

当事業年度において、その他の包括利益に認識される公正価値の変動により発生する利益は、当グループ及

び当社においてそれぞれ3,453,000マレーシア・リンギット(2013年：13,013,000マレーシア・リンギット)及

び1,045,000マレーシア・リンギット(2013年：1,083,000マレーシア・リンギット)であった。

当事業年度において、当グループ及び当社は、長期にわたって取引価格が取得原価を下回っている株式に対

してそれぞれ1,253,000マレーシア・リンギット(2013年：300,000マレーシア・リンギット)及び359,000マ

レーシア・リンギット(2013年：300,000マレーシア・リンギット)の減損損失を認識した。

 

17　現金及び現金同等物

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

公認銀行における預金 11,907,881  13,145,698  1,284,720  1,750,043

現金預金 1,308,615  668,315  228,839  4,405

現金及び現金同等物 13,216,496  13,814,013  1,513,559  1,754,448

当座借越(注記33) (67,332)  (71,402)  ―  ―

キャッシュ・フロー計算書上の
現金及び現金同等物

13,149,164  13,742,611  1,513,559  1,754,448
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当グループの現金預金には、1966年住宅開発業者(統制及び認可)法第７A条に基づき保有している30,684,000

マレーシア・リンギット(2013年：14,903,000マレーシア・リンギット)が含まれている。これらを他の事業に使

用することは禁止されている。

 

報告日現在有効であった預金の利率の範囲は、以下の通りである。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 ％  ％  ％  ％

公認銀行における預金 0.01-3.50  0.01-3.70  2.95-3.40  2.50-3.40

 

当グループ及び当社の預金の満期は、１日間から365日間(2013年：１日間から365日間)である。預金残高と

は、当座勘定に保有されている預金である。

公認銀行における預金総額5,211,000マレーシア・リンギット(2013年：5,077,000マレーシア・リンギット)

は、注記33に開示されている借入金の担保として供されている。

当グループ及び当社は、自国及びオフショアの信用力のある認可銀行を用いて現金及び現金同等物の安全及び

効率的な投資に努めている。自国及びオフショアの認可銀行に対する信用の質は、RAMレーティング・サービシ

ズ・バーハッド及びムーディーズ・インベスターズ・サービス・インクのそれぞれP1に格付けされている。
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18　無形資産

無形資産の詳細は以下の通りである。

 顧客獲得費用  連結に係るのれん  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年    
  

取得原価    
  

期首残高 61,477  4,762,953  4,824,430

取得 74,308  ―  74,308

子会社の新規買収により生じたのれん ―  74,263  74,263

為替換算差額 ―  150,118  150,118

期末残高 135,785  4,987,334  5,123,119

償却及び減損損失累計額      

期首残高 (21,276)  (17,669)  (38,945)

償却(注記６) (47,776)  ―  (47,776)

減損損失(NCI控除後) ―  (22,406)  (22,406)

期末残高 (69,052)  (40,075)  (109,127)

正味帳簿価額
(2014年６月30日)

66,733  4,947,259  5,013,992
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 顧客獲得費用  連結に係るのれん  合計

 
千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・
リンギット

 千マレーシア・
リンギット

当グループ－2013年    
  

取得原価   
   

期首残高 ―  4,734,795  4,734,795

取得 61,477  ―  61,477

為替換算差額 ―  28,158  28,158

期末残高 61,477  4,762,953  4,824,430

償却及び減損損失累計額      

期首残高 ―  (17,669)  (17,669)

償却(注記６) (21,276) ―  (21,276)

期末残高 (21,276)  (17,669)  (38,945)

正味帳簿価額
(2013年６月30日)

40,201  4,745,284  4,785,485

 

のれんは企業結合によってのみ発生する。当初認識されるのれんは、識別可能な取得資産及び引受負債の公正

価値に対する購入価格の配分に基づいている。資産及び負債の公正価値の決定は、高い割合で経営陣の判断に基

づく。

 

のれんは減損テストにおいて、当グループの以下の事業セグメントに従った現金生成単位(以下「CGU」とい

う)に配分される。

 

  当グループ

  2014年  2013年

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

公益事業  4,379,016  4,241,269

マネージメント・サービス  251,080  245,445

セメント製造及び販売  102,883  114,025

不動産投資及び開発  124,728  98,093

ホテル及びレストラン経営  64,798  21,698

その他  24,754  24,754

  4,947,259  4,745,284
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のれんの減損テストは、帳簿価額とCGUの回収可能価額とを比較し、年間ベースで実施される。

 

これらのCGUの回収可能価額は、使用価値に基づいて決定された。これらの計算に用いられるキャッシュ・

フロー予測は、経営陣が承認した３年分の財政予算に基づいている。３年を超えるキャッシュ・フローは、見

積成長率を用いて推定された。当該成長率は、当該CGUが含まれるセグメント事業の長期平均成長率を超えて

いない。

 

(a) 使用価値の計算に使用された主要な仮定

以下の仮定は、公益事業セグメントにおける主要なのれんの二つ、それぞれ37億マレーシア・リンギット

（2013年:35億マレーシア・リンギット）（以下「A」とする）及び670百万マレーシア・リンギット（2013

年:670百万マレーシア・リンギット）（以下「B」とする）、並びにマネージメント・サービスセグメント

（以下「C」とする）及びセメントの製造・販売セグメント（以下「D」とする）における主要なのれんの一

つ、それぞれ251百万マレーシア・リンギット（2013年: 245百万マレーシア・リンギット）及び103百万マ

レーシア・リンギット（2013年: 114百万マレーシア・リンギット）に対して、使用価値を計算するために適

用されている。

 

 2014年

 A  B  C  D

 ％  ％  ％  ％

割引率（税引前） 6.0  5.7  4.5  4.5

期間成長率 2.0  0.1  6.5  6.5

収益成長率 2.7  2.5  3.0  3.0

 

 2013年

 A  B  C  D

 ％  ％  ％  ％

割引率（税引前） 6.0  7.1  4.5  4.5

期間成長率 2.0  1.5  該当なし  該当なし

収益成長率 1.2  2.7  3.0  3.0

 

使用される割引率は税引前のものであり、CGUに関連する特定のリスクを反映している。キャッシュ・フ

ロー予測に適用される割引率は、資本コストにそれぞれのCGUの測定日における合理的なリスク・プレミアム

を加えて計算される。
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(b) 主要な仮定の変更に対する感応度分析

経営陣が選択した仮定（特に、キャッシュ・フロー予測に使用される割引率及び成長率の仮定）に対する変

更は、当グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性がある。当グループのレビューには、キャッシュ・フ

ロー予測に対する主要な仮定の変更に対する感応度分析が含まれている。

他の変数に対する変更がないと仮定した場合に、主要な仮定の合理的に起こりうる変更により、CGUにおけ

るのれんの回収可能額が帳簿価額に等しくなる状況は、以下の通りである。

 2014年  2013年

 A  B  A  B

 ％  ％  ％  ％

割引率（税引前） 8.6  12.5  9.4  14.7

期間成長率 (4.1)  (0.5)  (5.5)  (0.3)

収益成長率 1.8  (4.4)  (0.2)  (13.1)

 

経営陣は上記の主要な仮定において、上記のCGUの「A」及び「B」を除き、当該ユニットの帳簿価額がその

回収可能価額と大幅に異なることになるような合理的に起こりうる変更はないと考えている。

 

19　生物資産

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

栽培地開発費－取得原価    

期首残高 1,700  1,316

取得 98  384

期末残高 1,798  1,700
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20　売掛金及びその他の債権

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

非流動    

供給業者からの未回収額＊ 410,446  357,235

控除：貸倒引当金 (149,390) (102,605)

供給業者からの未回収額(純額) 261,056  254,630

その他の債権 22,857  ―

未収収益 895  1,162

差入保証金 900  13,188

関連会社に対する債権＾ 291,068  289,541

 576,776  558,521
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 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

流動        

売掛金 2,511,045  3,029,499  ―  ―

弁護士に留保されていた債権 1,948  15,728  ―  ―

 2,512,993  3,045,227  ―  ―

控除：貸倒引当金 (313,591) (260,887)  ―  ―

売掛金－純額 2,199,402  2,784,340  ―  ―

その他の債権 297,928  298,592  12,661  17,129

控除：貸倒引当金 (1,703) (1,503)  ―  ―

その他の債権－純額 296,225  297,089  12,661  17,129

分割払及び一括払債権 ―  1,133  ―  ―

留保額 2,424  7,861  ―  ―

未収収益 413,097  358,700  ―  ―

差入保証金 55,623  87,878  5,292  232

 2,966,771  3,537,001  17,953  17,361

 

＾関連会社に対する債権は、関連会社が発行した３件の手形貸付から成る。当該手形は、手形貸付契約に従って

関連会社により発行されている。これらの債権は2030年10月に満期を迎える。現金が十分ある限り、偶発利息も

手形貸付債権に含まれる。現金が十分ない場合、利息が計上される。

*　1993年３月15日に、当グループの子会社はガス供給契約(以下「GSA」という)を締結した。この契約に基づ

き、供給されるガスの価格は、市場価格方式を参照して算出される。しかし、1997年５月１日以降、マレーシア

政府はガスを固定価格としているため、ガス供給業者はGSAに基づき適用される市場価格方式を用いていない。

ガス供給業者は、市場価格方式で規定されている割引を一方的に廃止し、その結果、このような状況で当該割引

をGSAに基づいて適用しうるかどうかという議論が生じた。

　子会社は、当該割引に関連しガス供給業者が過剰に請求した合計金額の回収について、ガス供給業者に対する

仲裁手続きを開始した。仲裁の通知は2014年３月31日に発行され、証拠審理は2015年３月に開始するものと予想

されている。

　取締役は、異議を唱えつつも支払われた261百万マレーシア・リンギットが、ガス供給業者に対する係属中の

仲裁手続きにより回収されるという合理的な見通しが十分あると通知されている。ただし、最終的な回収可能金

額は、係属中の仲裁手続きの判決に従うものとされている。
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当グループの売掛金の期間内訳は以下の通りである。

 

  当グループ

  2014年 2013年

  
千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

延滞も減損もしていない売掛金  1,638,360 2,266,662

１日から90日延滞しているが減損していない売掛金  263,831 188,258

91日から120日延滞しているが減損していない売掛金  26,865 72,086

120日超延滞しているが減損していない売掛金  270,346 257,334

延滞しているが減損していない売掛金合計  561,042 517,678

減損している売掛金  313,591 260,887

  2,512,993 3,045,227

 

延滞も減損もしていない売掛金は、当グループとの間に良好な返済実績を持つ、信用力の高い債権である。

86.1百万マレーシア・リンギット(2013年：116.5百万マレーシア・リンギット）の債権は、銀行による金融保

証により保証され、12.1百万マレーシア・リンギット(2013年：11.9百万マレーシア・リンギット）の債権は現

金担保により保証されている。

 

延滞しているが減損していない売掛金

当グループは報告日現在、561,042,000マレーシア・リンギット(2013年：517,678,000マレーシア・リンギッ

ト)の延滞しているが減損していない売掛金を有している。これらは主に、技術的又は戦略的理由から延滞して

いる売掛金を含んでおり、関連当事者の信用力及び債務の回収可能性に対する懸念はない。
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減損している売掛金

報告日において個別に減損している当グループの債権及び減損の記録に用いられる引当金勘定の増減は、以下

の通りである。

 

  売掛金  その他  合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年度       

期首残高  260,887  104,108  364,995

子会社の取得  1,931  ―  1,931

当事業年度における費用  94,351  46,985  141,336

減損損失の戻入  (2,323)  ―  (2,323)

貸倒損失  (64,374)  ―  (64,374)

為替換算差額  23,119  ―  23,119

期末残高  313,591  151,093  464,684

当グループ－2013年度       

期首残高  228,934  1,430  230,364

当事業年度における費用  69,177  102,678  171,855

減損損失の戻入  (1,385)  ―  (1,385)

貸倒損失  (31,702)  ―  (31,702)

為替換算差額  (4,137)  ―  (4,137)

期末残高  260,887  104,108  364,995

 

報告日において個別に減損が決定される債権は、重大な財政難を抱え、支払不履行となったものである。これ

らの債権は、担保又は信用補完により保証されていない。
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21　棚卸資産

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

取得原価    

消耗品 16,958  17,780

製品 108,143  79,838

燃料 227,228  270,278

売却目的保有不動産 67,248  153,593

原材料 126,309  107,871

予備部品 168,632  150,987

仕掛品 41,645  31,491

売却費用控除後の公正価値    

燃料 17,715  37,137

 773,878  848,975
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22　不動産開発費

 

当グループ－2014年度

 

 自己保有土地  貸借土地  開発費  合計

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

不動産開発費累積額：        

期首残高 1,155,192  66,577  473,398  1,695,167

期中費用発生額 ―  5,171  354,069  359,240

不動産開発目的で所有する土地からの
振替

4,725  ―  24,339  29,064

完了プロジェクトの戻入 ―  (18,415) (114,609) (133,024)

為替換算差額 24,926  ―  4,799  29,725

期末残高 1,184,843  53,333  741,996  1,980,172

        

損益に認識された累積費用：        

期首残高       (324,286)

期中認識額       (258,312)

完了プロジェクトの戻入       133,024

期末残高       (449,574)

不動産開発費　期末残高       1,530,598
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当グループ－2013年度

 

 自己保有土地  貸借土地  開発費  合計

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

不動産開発費累積額：        

期首残高 1,165,856  105,716  424,928  1,696,500

期中費用発生額 ―  20,243  407,655  427,898

棚卸資産への振替 ―  (285) (2,916) (3,201)

完了プロジェクトの戻入 (14,449) (59,097) (357,541) (431,087)

為替換算差額 3,785  ―  1,272  5,057

期末残高 1,155,192  66,577  473,398  1,695,167

        

損益に認識された累積費用：        

期首残高       (471,872)

期中認識額       (283,501)

完了プロジェクトの戻入       431,087

期末残高       (324,286)

不動産開発費　期末残高       1,370,881

 

当グループの不動産開発費には、当事業年度中に資産計上された利息29,851,000マレーシア・リンギット

(2013年：30,792,000マレーシア・リンギット)が含まれている。

当グループの不動産開発費には、財務書類の注記33において開示されている当グループによる借入金の担保と

して供されている、帳簿価額1,451,000,000マレーシア・リンギット(2013年：1,316,000,000マレーシア・リン

ギット)の自己保有土地に係る開発費が含まれている。
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23　その他の資産

 

   当グループ

     2014年  2013年

     
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

非流動        

前払金     60,965  147,762

        

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

流動        

前払金 383,051  304,326  392  1,054

不動産開発費に関する未請求額 87,619  84,815  ―  ―

契約顧客に対する債権(注記25) 14,389  9,154  ―  ―

 485,059  398,295  392  1,054

 

24　デリバティブ金融商品

 

  資産  負債  合計

当グループ　2014年  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高  45,504  (201,614)  (156,110)

当事業年度における増減  11,431  (2,383)  9,048

子会社の取得  (7,857)  119,577  111,720

為替換算差額  1,360  (4,165)  (2,805)

期末残高  50,438  (88,585)  (38,147)
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  資産  負債  合計

当グループ　2013年  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高  79,653  (524,367)  (444,714)

当事業年度における増減  (34,167)  319,387  285,220

為替換算差額  18  3,366  3,384

期末残高  45,504  (201,614)  (156,110)

 

内訳：

  当グループ

  

契約／名目元本
 公正価値

   資産  負債

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

2014年度       

キャッシュ・フロー・ヘッジ       

－燃料油スワップ  1,785,786  33,534  6,473

－為替先渡取引  2,055,391  5,472  16,249

－金利スワップ  1,897,347  2,533  5,433

       

損益を通じて公正価値で測定する       

－燃料油スワップ  315,843  8,515  835

－為替先渡取引  324,841  384  2,176

－1.875％交換可能社債    ―  57,419

    50,438  88,585

       

流動部分    30,590  77,831

非流動部分    19,848  10,754

    50,438  88,585
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  当グループ

  

契約／名目元本
 公正価値

   資産  負債

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

2013年度       

キャッシュ・フロー・ヘッジ       

－燃料油スワップ  1,889,283  5,140  60,069

－為替先渡取引  1,955,169  35,088  1,828

－金利スワップ  431,922  ―  12,653

       

損益を通じて公正価値で測定する       

－燃料油スワップ  376,657  4,208  2,937

－為替先渡取引  109,795  1,068  57

－1.875％交換可能社債  ―  ―  124,070

    45,504  201,614

       

流動部分    37,654  61,282

非流動部分    7,850  140,332

    45,504  201,614

 

損益を通じて公正価値で測定する金融商品により発生する公正価値の変動及びキャッシュ・フロー・ヘッジに

係る非有効部分は、それぞれ55.5百万マレーシア・リンギットの利益(2013年：93.2百万マレーシア・リンギッ

トの利益）及び2.3百万マレーシア・リンギットの利益(2013年：0.1百万マレーシア・リンギットの利益）とし

て損益計算書に認識される。
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キャッシュ・フロー・ヘッジにおいてキャッシュ・フローが発生する、又は損益に影響を及ぼすと予想される

会計期間：

(a) 燃料油スワップ

燃料油スワップは、事業年度末から50ヶ月(2013年：36ヶ月)以内の様々な日付で発生する可能性が非常に

高い燃料の予定購入取引をヘッジするために締結される。燃料油スワップの満期日は、これらの取引の発生

が見込まれる日と一致する。これらの取引より前にヘッジ準備金に認識された利益及び損失は、取得時に燃

料の棚卸資産に振替えられるか、天然ガスの消費時に販売費用に振替えられる。燃料油の棚卸資産に関連す

る利益及び損失は、後に当該の燃料の消費時に損益に認識される。

燃料油スワップの公正価値は、活発な市場価格を用いて決定される。

(b) 為替先渡取引

為替先渡取引は、事業年度末から52ヶ月(2013年：36ヶ月)以内の様々な日付で発生する可能性の非常に高

い外国通貨建ての予定取引をヘッジするために締結される。為替先渡取引の満期日は、これらの取引の発生

が見込まれる日と一致する。

発生の可能性が非常に高い燃料の支払いに関連する利益及び損失は、取引発生前はヘッジ準備金に認識さ

れ、取得時に燃料の棚卸資産へ振替えられるか、天然ガスの消費時に販売費用に振替えられる。燃料油の棚

卸資産に関連する利益及び損失は、後に当該の燃料の消費時に損益に振替えられる。

有形固定資産において発生の可能性が非常に高い外国通貨建ての支払いをヘッジするために使用される為

替先渡取引に関して、利益及び損失は資産の取得原価に含まれ、減価償却費の一部として見積耐用年数にわ

たり損益に認識される。

保守契約において発生の可能性が非常に高い外国通貨建ての予定購入取引をヘッジするために使用される

為替先渡取引に関して、利益及び損失は支払額に含まれ、契約期間にわたり損益に認識される。

為替先渡取引の公正価値は、活発に取引される先物為替レートを用いて決定される。

(c) 金利スワップ

金利スワップは、借入金に係る半年毎の変動金利による利息の支払いをヘッジするために締結される。借

入金は特に有形固定資産の建設のために行われるため、これらの借入金に係る支払利息及び金利スワップの

利息純額は資産計上される。支払利息は資産の取得原価に含まれ、減価償却費の一部として見積耐用年数に

わたり損益に認識される。

金利スワップの公正価値は、将来キャッシュ・フロー見積額の現在価値で算定される。
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(d) 1.875％交換可能社債

交換可能社債は当グループの社債に含まれる組込デリバティブから分離した交換の性質を持っている。注

記32(I)に記載の通り、社債保有者は、当該社債を固定交換価格で１株当たり0.10マレーシア・リンギット

の当社普通株式（以下「YTLコーポレーション株式」という。）に交換することができる。デリバティブ金

融商品は損益を通じて公正価値で計上される。

デリバティブ金融商品の公正価値は、ジャンプ拡散モデルを用いて評価される。報告日現在、当該モデル

における重要なインプットは以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

YTLコーポレーション株価(マレーシア・リンギット) 1.62  1.66

交換価格(マレーシア・リンギット) 1.67  1.67

予想ボラティリティ(％) 21.6  26.5

交換の性質の予想残存期間(年) 0.72  1.72

無リスク金利(年率)(％) 1.48  1.48

 

 

交換の性質の予想残存期間は、これらの交換可能社債の契約期間に基づく。予想ボラティリティは、過去

のボラティリティが将来の傾向を示すという仮定を反映しており、必ずしも実際の結果とはならない場合が

ある。
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25　工事契約

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

現在までに発生した原価合計 945,707  1,520,238

認識利益(認識損失控除後) 18,275  204,321

為替換算差額 ―  (1,508)

 963,982  1,723,051

控除：分割請求額 (956,077)  (1,746,337)

合計 7,905  (23,286)

内訳：    

契約顧客に対する債務(注記38) (6,484)  (32,440)

契約顧客に対する債権(注記23) 14,389  9,154

合計 7,905  (23,286)

 

当グループの現在までに発生した原価合計には、当事業年度における減価償却費5,772,000マレーシア・リン

ギット(2013年：4,743,000マレーシア・リンギット)及び資産計上された利息414,000マレーシア・リンギット

(2013年：625,000マレーシア・リンギット)がそれぞれ含まれている。

 

26　関連当事者に対する債権／債務

(a) 関連当事者に対する債権

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

以下に対する債権：        

－持株会社 ―  1,000  ―  ―

－子会社 ―  ―  2,250,051  2,384,099

－関係会社 14,029  9,744  1,384  930

－関連会社 13,078  23,646  340  340

－共同支配企業 15,066  6,610  ―  ―

 42,173  41,000  2,251,775  2,385,369
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(b) 関連当事者に対する債務

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2013年  2012年

以下に対する債務：
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

－持株会社 845  ―  ―  ―

－子会社 ―  ―  999,602  1,048,085

－関係会社 4,148  4,679  114  30

－関連会社 1,566  680  ―  ―

 6,559  5,359  999,716  1,048,115

 

(c) 関連当事者に対する債権／債務は、主として売掛金、買掛金、貸付金及び立替費用である。未決済残高

は、年率4.4％(2013年：年率4.4％)の利息が生じる子会社に対する貸付金38.7百万マレーシア・リンギッ

ト(2013年：38.7百万マレーシア・リンギット)を除いて、無担保かつ無利息であり、請求があり次第返済

される。

　　当グループ及び当社の重要な関連当事者との取引は、財務書類の注記42に記載されている。

 

(d) 持株会社

　　当社は、マレーシアで設立されたヨー・ティオン・レイ・アンド・サンズ・ホールディングス・センドリ

アン・バーハッドを持株会社として位置付けている。

 

27　短期投資

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

売却可能金融資産        

マレーシアの非公開のユニッ
ト・トラスト－取得原価

609,531  590,715  609,531  590,715

 

非公開のユニット・トラストは、市場相場価額から直接公正価値を取得することができないため、各報告日現

在の減損損失を控除した取得原価で測定される。
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28　資本金

 

 当グループ／当社

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

授権資本：    

期首及び期末現在
－１株当たり0.10マレーシア・リンギットの普通株式15,000,000,000株

1,500,000  1,500,000

    

発行済全額払込済株式：    

期首残高    

－１株当たり0.10マレーシア・リンギットの普通株式10,738,931,473株
　　(2013年：10,546,774,669株)

1,073,893  1,054,677

他社株転換債の転換    

－１株当たり0.10マレーシア・リンギットの普通株式なし
(2013年：192,156,804株)

―  19,216

期末残高    

－１株当たり0.10マレーシア・リンギットの普通株式10,738,931,473株
　　(2013年：10,738,931,473株)

1,073,893  1,073,893

 

0.10マレーシア・リンギットの発行済全額払込済普通株式合計10,738,931,473株(2013年：10,738,931,473株)

のうち、0.10マレーシア・リンギットの普通株式375,344,039株(2013年：373,343,939株)は当社が自己株式とし

て保有している。2014年６月30日現在、発行済全額払込済普通株式数(自己株式控除後)は10,363,587,434株

(2013年：10,365,587,534株)である。

普通株式(自己株式を除く)の保有者は、当社が宣言した場合に配当金を受け取る権利を有する。すべての普通

株式は、１株当たり１議決権を有し、当社の残余財産に関して同順位として扱われる。

 

(a) 自己株式

2013年11月26日に開催された年次株主総会において、当社株主は、当社に自己株式を買戻すことを委任した。

当社の取締役は株主にとっての当社の価値を高めることに努めており、自己株式買戻計画は、当社及び当社の株

主にとって最良の利益になるように行われると確信している。

当事業年度において、当社は発行済株式資本のうち１株当たり0.10マレーシア・リンギットの普通株式

2,000,100株(2013年：１株当たり0.10マレーシア・リンギットの普通株式152,294,500株)を市場から買戻した。

当該買戻しに支払った平均価格は、0.10マレーシア・リンギットの普通株式１株当たり1.62マレーシア・リン

ギット(2013年：1.80マレーシア・リンギット)であった。買戻取引は、内部的に調達した資金によってまかなわ

れた。買戻された株式は、1965年会社法第67A条の要件に従い自己株式として保有されている。
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2012年７月２日、合計647,539,006株の自己株式934,139,770マレーシア・リンギットが、2012年６月18日時点

で保有していた普通株式15株につき自己株式１株の割合で、株主への株式配当として分配された。

2014年６月30日現在、当社は発行済普通株式10,738,931,473株(2013年：10,738,931,473株)のうち、合計

375,344,039株(2013年：373,343,939株)を自己株式として保有している。かかる自己株式の帳簿価額は、

596,570,004マレーシア・リンギット(2013年：593,338,983マレーシア・リンギット)である。

 

(b) 従業員株式オプション制度(ESOS)

2011年４月１日、当社は、2010年11月30日の臨時株主総会において当社の株主に承認された、従業員株式オプ

ション制度として知られる新たな株式発行制度を実施した。ESOSは、ESOSの付属定款（以下「付属定款」とい

う）に記載されているように、参加資格を満たす当社及び／又は当社の子会社の適格従業員及び取締役に対する

制度である。

 

ESOSの主な特徴は以下の通りである。

(ⅰ)ESOSは10年間有効であり、2011年４月１日に効力を生じるものとする。

(ⅱ)ESOSの下で付与されるオプションの行使により分配され発行される最大株数は、ESOSの有効期間のいずれ

の時点においても当社の発行済全額払込済株式総数の15％を超えないものとする。

(ⅲ)オプションの募集日(以下「募集日」という)現在に以下の要件を満たすすべての従業員(取締役を含む)

が、ESOSに対して参加資格をもつものとする。

(a) 満18歳以上、

(b) 当グループ内の会社により雇用され、また、給料を支給される取締役又は従業員、かつ

(c) 従業員の場合は、試用期間を含め、募集日までに少なくとも１年間の継続した期間、当グループと雇用

契約にあり、勤務していることが確認されていること。オプション委員会は、付属定款第3.1(ⅲ)条の適

格要件を満たさない場合でも、随時、任意で当グループの従業員(取締役を含む)を適格従業員として指名

することができる。

(ⅳ)ESOSに基づく株式の払込価格は、取締役会がオプション委員会の提言を受けて決定し、以下のいずれか高

い方に基づき修正される。

(a)ブルサ・セキュリティーズに上場された株式について、適切と見なされる場合、オプションの募集日の

直前５日間の加重平均市場価格の10％以内で割引くか、又はブルサ・セキュリティーズもしくはその他の

関連当局が発表した一般的な指標に準拠して適宜修正された下限又は上限で割引いた金額。又は、

(b)株式の額面価額(又は1965年会社法の規定により認められたその他の額面価額)。
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(ⅴ)付属定款第13条に従い、オプション委員会は、オプション付与日の前後にかかわらず随時、当社の新規普

通株式の最大数及び／又はオプション行使期間内の該当期間のオプションに含まれる当社の普通株式合計の

割合まで、オプションの行使を制限することができ、また、オプション委員会がその裁量により適切である

と見なしたその他の条件(以前に課された条件の修正／変更を含む)を課すことができる。上記に関わらず、

付属定款第10条及び第11条に従い、オプションは募集日から３年後又はオプション委員会がその裁量により

決定するその他の期間に、オプション委員会に対する書面による通知によって、被付与者によってのみ行使

されうる。しかしながら、オプション委員会が任意で、又は被付与者の書面による要求によって、当該オプ

ションが早期又はその他の期間に行使されることを承認する場合に限られる。

(ⅵ)被付与者は、分配され発行された当社の新規の普通株式を、オプション行使日より１年以内又はオプショ

ン委員会がその裁量により決定するその他の期間に売却することを禁じられている。

 

当事業年度末において、ESOSの下で付与されたオプションはなかった。

 

当社の株式オプション数の当事業年度中の変動は以下の通りである。

 

 １株当たり0.10マレーシア・リンギットの普通株式に対する株式オプション数

付与日 満期日

行使価格 期首残高 付与 失効 期末残高

マレーシア・

リンギット
千口 千口 千口 千口

2014年６月30日に終了した事業年度

制度       

 

2012年７月16日

 

2021年３月31日 1.75 141,075 ― (2,940) 138,135

   141,075 ― (2,940) 138,135

 

2013年６月30日に終了した事業年度

制度       

 

2012年７月16日

 

2021年３月31日 1.75 ― 146,830 (5,755) 141,075

   ― 146,830 (5,755) 141,075
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未行使のオプション138,135,000口(2013年：141,075,000口)の内、行使可能なものはない。

FRS第２号が適用される付与オプションの公正価値は、三項式評価モデルを使用して決定された。当モデルに

おける重要な要素は以下の通りである。

 

 2012年７月16日に付与された株式オプション

評価に係る仮定値：  

予想ボラティリティ 23.6％

予想配当利回り 4.5％

予想オプション期間 3－4年

(マレーシアの債券をベースにした)年間の無リスク金利 3.1％

 

予想ボラティリティは、過去のボラティリティが将来の傾向を示すという仮定を反映しており、必ずしもそれ

が実際の結果であるというわけではない。
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株式オプションの発行に対して受ける従業員サービスの価値

 

 当グループ  当社

 2014  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット

株式オプション付与        

　当社によるもの 15,700  15,860  15,700  15,860

　子会社によるもの 8,610  9,443  ―  ―

子会社への割当 ―  ―  (9,022)  (9,483)

株式オプション費用合計 24,310  25,303  6,678  6,377

 

29　分配不能の剰余金

(A) 株式払込剰余金

 

 当グループ／当社

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高 1,987,700  1,674,496

他社株転換債の転換 ―  313,204

期末残高 1,987,700  1,987,700
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(B) その他の準備金

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット

資本準備金 102,000  101,991  ―  ―

無償還無担保転換社債の株式部分 74,066  74,066  ―  ―

為替換算差額準備金 (359,761)  (739,135)  ―  ―

株式オプション準備金 50,409  26,601  31,560  15,860

法定準備金 27,415  27,141  ―  ―

売却可能準備金 8,754  5,299  2,099  1,700

ヘッジ準備金 (14,361)  (23,483)  ―  ―

 (111,478)  (527,520)  33,659  17,560

 

(B) その他の準備金－当グループ

 資本準備金  
ICULSの株式

部分
 

為替換算差
額準備金

 
株式オプ
ション準備

金
 

法定
準備金1

 
売却可能
準備金

 
ヘッジ
準備金

 
その他の
準備金
合計

2014年
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高 101,991  74,066  (739,135)  26,601  27,141  5,299  (23,483)  (527,520)

公正価値の変動 ―  ―  ―  ―  ―  3,453  11,057  14,510

為替換算差額 ―  ―  377,724  ―  ―  ―  ―  377,724

当期包括利益合計 ―  ―  377,724  ―  ―  3,453  11,057  392,234

株式オプション付
与

―  ―  ―  15,700  ―  ―  ―  15,700

子会社による株式
オプションの発行

―  ―  ―  8,610  ―  ―  ―  8,610

株式オプションの
失効

―  ―  ―  (502)  ―  ―  ―  (502)

為替換算差額 9  ―  1,650  ―  274  2  (1,935)  ―

期末残高 102,000  74,066  (359,761)  50,409  27,415  8,754  (14,361)  (111,478)
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(B) その他の準備金－当グループ(続き)

 資本準備金  
ICULSの
株式部分

 
為替換算差
額準備金

 
株式オプ
ション準備

金
 

法定
準備金1

 
売却可能
準備金

 
ヘッジ
準備金

 
未払配当
準備金

 
その他の
準備金
合計

2013年
千マレーシ

ア・
リンギット

 
千マレーシ

ア・
リンギット

 
千マレーシ

ア・
リンギット

 
千マレーシ

ア・
リンギット

 
千マレーシ

ア・
リンギット

 
千マレーシ

ア・
リンギット

 
千マレーシ

ア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高 101,994  74,119  (614,643)  1,298  27,236  (13,945)  (112,882)  934,140  397,317

公正価値の変動 ―  ―  ―  ―  ―  19,244  87,217  ―  106,461

為替換算差額 ―  ―  
 

(122,488)
 
 ―  ―  ―  ―  ―  

 
(122,488)

 

当期包括(損失)／
利益合計

―  ―  
 

(122,488)
 
 ―  ―  19,244  87,217  ―  (16,027)

株式オプション付
与

―  ―  ―  15,860  ―  ―  ―  ―  15,860

子会社による株式
オプションの発行

―  ―  ―  9,443  ―  ―  ―  ―  9,443

ICULSの転換 ―  (53)  ―  ―  ―  ―  ―  ―  (53)

株式配当分配額 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  (934,140)  (934,140)

当グループの組織
変更

―  ―  80  ―  ―  ―  ―  ―  80

為替換算差額 (3) ―  (2,084)  ―  (95)  ―  2,182  ―  ―

期末残高 101,991  74,066  (739,135)  26,601  27,141  5,299  (23,483)  ―  (527,520)

注：

1　この金額は、関連会社において、自国の法律の要件に従い確保しなければならない準備金を表す。
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(B) その他の準備金－当社

 
株式オプション

準備金
 売却可能準備金  

未払株式配当
準備金

 合計

 
千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット

2014年        

期首残高 15,860  1,700  ―  17,560

公正価値の変動 ―  29,099  ―  29,099

売却可能投資有価証券の売却 ―  (646)  ―  (646)

金融資産の認識中止に伴う利益 ―  (28,054)  ―   (28,054)

株式オプション付与 15,700  ―  ―  15,700

期末残高 31,560  2,099  ―  33,659

2013年        

期首残高 ―  1,142  934,140  935,282

公正価値の変動 ―  1,083  ―  1,083

売却可能投資有価証券の売却 ―  (525)  ―  (525)

株式配当分配額 ―  ―  (934,140)  (934,140)

新株の発行 ―  ―  ―  ―

株式オプション付与 15,860  ―  ―  15,860

期末残高 15,860  1,700  ―  17,560
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30　長期債務

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

繰延収益 449,230  160,002

預り金 132,969  78,685

少数株主からの借入金 ―  79,145

その他の債務 61,872  2,449

 644,071  320,281

 

非流動債務は、電力供給に関する小売顧客から徴収した預り金、水道及び下水関連インフラの提供に関して住

宅開発の開発業者から受領した差入保証金から成る。繰延収益は、顧客から譲渡された資産及びまだ提供されて

いないサービスに関するものである。

 

31　その他の非流動負債

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

契約顧客に対する債務 67,696  67,696

 

この金額は、ケレタピ・タナー・メラユ・バーハッド(以下「KTMB」という)からセントゥル・ラヤの開発事業

用地を買収するための少なくとも105,616,000マレーシア・リンギット(2013年：105,616,000マレーシア・リン

ギット)の買収対価総額の残高を表している。未決済額については、2000年12月21日付開発付随契約に従い修正

された、セントゥル・ラヤ・センドリアン・バーハッド(ワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デベロップメ

ント・バーハッドの子会社。以下「SRSB」という)とKTMBとの1993年12月８日付開発契約の規定に基づき、SRSB

がKTMBに対して行うレールウェイ・ビレッジの段階的な開発、建設及び完成により、その原価及び費用を単独で

返済される予定である。

 

 

前へ　　　次へ
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32　社債

 

 注記 当グループ  当社

 
 

2014年  2013年  2014年  2013年

 
 千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

流動
 

       

ミディアム・ターム・ノート 32(A) 628,988  1,350,000  ―  500,000

2015年1.875％保証付他社株
転換債

32(I) 889,602  ―  ―  ―

  1,518,590  1,350,000  ―  500,000

非流動         

ミディアム・ターム・ノート 32(A) 5,821,545  5,041,625  1,500,000  1,000,000

3.52％小売物価指数保証付社
債

32(B) 391,000  337,548  ―  ―

5.75％保証付無担保社債 32(C) 1,889,545  1,676,908  ―  ―

5.375％保証付無担保社債 32(D) 1,083,603  961,599  ―  ―

1.75％インデックス連動型保
証付社債

32(E) 1,051,822  908,032  ―  ―

1.369％及び1.374％インデッ
クス連動型保証付社債

32(F) 1,051,822  908,032  ―  ―

1.489％ 、 1.495％ 及 び
1.499％インデックス連動型
保証付社債

32(G) 999,857  860,054  ―  ―

2039年2.186％インデックス
連動型保証付社債

32(H) 325,135  281,679  ―  ―

2015年1.875％保証付他社株
転換債

32(I) ―  878,128  ―  ―

2021年4.0％保証付無担保固
定利付債

32(J) 1,666,236  1,482,505  ―  ―

日本債券 32(K) 38,709  ―  ―  ―

  14,319,274  13,336,110  1,500,000  1,000,000

合計  15,837,864  14,686,110  1,500,000  1,500,000
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社債は以下の通り返済される。

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・

リンギット

１年以内 1,518,590  1,350,000  ―  500,000

１年超５年以内 2,534,071  1,178,101  500,000  ―

５年超 11,785,203  12,158,009  1,000,000  1,000,000

合計 15,837,864  14,686,110  1,500,000  1,500,000

 

報告日現在の当グループ及び当社の社債の加重平均実効利率は以下の通りである。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 ％  ％  ％  ％

        

ミディアム・ターム・ノート 2.25  2.28  4.424  4.615

社債 4.66  4.95  ―  ―
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報告日現在の当グループの社債の公正価値は以下の通りである。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

3.52％小売物価指数保証付社債 301,106  313,440  ―  ―

5.75％保証付無担保社債 2,273,931  1,973,643  ―  ―

5.375％保証付無担保社債 1,237,774  1,090,743  ―  ―

1.75％インデックス連動型保証付社
債

1,473,790  1,272,083  ―  ―

1.369％及び1.374％インデックス連
動型保証付社債

1,361,222  1,134,892  ―  ―

1.489％、1.495％及び1.499％イン
デックス連動型保証付社債

1,353,949  1,128,934  ―  ―

2039年2.186％インデックス連動型
保証付社債

312,811  273,911  ―  ―

2015年1.875％保証付他社株転換債 886,300  868,945  ―  ―

2021年4.0％保証付無担保固定利付
債

1,701,863  1,507,729  ―  ―

ミディアム・ターム・ノート 6,109,509  5,904,360  1,491,279  1,492,327

日本債券 39,559  ―  ―  ―

合計 17,051,814  15,468,680  1,491,279  1,492,327

 

(A) ミディアム・ターム・ノート

(ⅰ)以下に基づき、当社のミディアム・ターム・ノートが発行された。

(a) 最大500百万マレーシア・リンギットのミディアム・ターム・ノート発行プログラムは、2004年６月

18日付の社債信託証書及びプログラム契約、並びに2004年７月13日付の最初の補足的ミディアム・

ターム・ノート社債信託証書により構成されていた。

2014年６月25日、500百万マレーシア・リンギットの既存のミディアム・ターム・ノートの借り換え

目的で、額面価額500百万マレーシア・リンギットのミディアム・ターム・ノートが発行された。当

該ミディアム・ターム・ノートのクーポン・レートは、半年毎に後払いで支払われる年率4.468％

(2013年：4.85％)であり、また当該ミディアム・ターム・ノートは2019年６月25日に額面価額で償

還される。

(b) 最大20億マレーシア・リンギットのミディアム・ターム・ノート発行プログラムは、2013年３月26

日付の社債信託証書及びプログラム契約により構成されていた。

半年毎に後払いで支払われる年率4.38％(2013年：4.38％)のクーポン・レートで、額面価額

1,000,000,000マレーシア・リンギットのミディアム・ターム・ノートが発行された。当該ミディア

ム・ターム・ノートは2023年４月25日に額面価額で償還される。
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(ⅱ)以下に基づき、ワイ・ティー・エル・パワー・インターナショナル・バーハッド(以下「YTLPI」という)の

ミディアム・ターム・ノートが発行された。

(a) 最大20億マレーシア・リンギットのコマーシャル・ペーパー及び／又はミディアム・ターム・ノー

ト発行プログラム(以下「CP/MTNプログラム」という)は、2007年５月24日付信託証書及び同日付

CP/MTNプログラム契約により構成される。

(b) 最大50億マレーシア・リンギットのミディアム・ターム・ノート発行プログラム(以下「MTNプログ

ラム」という)は、2011年８月11日付信託証書及び同日付MTNプログラム契約により構成される。

当該プログラムの与信枠には、年率4.35％から4.62％(2013年：3.80％から5.55％)の利息が付されている。

当事業年度中に返済されたミディアム・ターム・ノートは、550,000,000マレーシア・リンギット(2013年：

315,500,000マレーシア・リンギット)であった。

2003年７月９日付信託証書及び同日付ファシリティ契約により構成される、最大1,300,000,000マレーシ

ア・リンギットのミディアム・ターム・ノート・プログラムに基づき、当グループの子会社であるワイ・

ティー・エル・パワー・ジェネレーション・センドリアン・バーハッドのミディアム・ターム・ノートが発行

された。利息は半年毎に後払いで支払われる。当該プログラムの与信枠には、年率4.05％(2013年：4.00％か

ら4.05％)の利息が付されている。当事業年度において、300,000,000マレーシア・リンギット(2013年：

300,000,000マレーシア・リンギット)のミディアム・ターム・ノートが返済された。

 

(ⅲ)以下に基づき、スターヒル・グローバルREIT(以下「SGREIT」という)のミディアム・ターム・ノートが発行

された。

(a) シンガポール・ミディアム・ターム・ノート(シリーズ001ノート)

当グループは、2010年７月、当グループの20億シンガポール・ドルの多通貨ミディアム・ターム・

ノート・プログラムに基づき、シリーズ001に含まれる124百万シンガポール・ドルの５年物無担保

シンガポール・ミディアム・ターム・ノート(2015年７月満期)(以下「シリーズ001ノート」という)

を発行した。当該シリーズ001ノートは、年率3.405％の固定金利で半年毎に後払いで支払われ、ス

タンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズによる「BBB+」の格付けを有する。

(b) シンガポール・ミディアム・ターム・ノート(シリーズ002ノート)

当グループは、2014年２月、当グループの20億シンガポール・ドルの多通貨ミディアム・ターム・

ノート・プログラムに基づき、シリーズ002に含まれる100百万シンガポール・ドルの７年物無担保

シンガポール・ミディアム・ターム・ノート(2021年２月満期)(以下「シリーズ002ノート」という)

を発行した。当該シリーズ002ノートは、年率3.5％の固定金利で半年毎に後払いで支払われ、スタ

ンダード＆プアーズ・レーティングズ・サービシズによる「BBB+」の格付けを有する。
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(c) マレーシア・ミディアム・ターム・ノート

当グループは、2010年６月、アセット・バック証券構造を通じてマレーシアの不動産を取得した。

当該構造に基づき、この不動産は当グループの子会社であるアラ・ビンタン・バーハッド(バンクラ

プシー・リモートの特別目的事業体)よって取得されており、同社によってマレーシアの不動産の取

得資金を一部調達するために、330百万マレーシア・リンギット(128.3百万シンガポール・ドル)の

５年物固定金利マレーシア・ミディアム・ターム・ノートが発行された。マレーシア・ミディア

ム・ターム・ノートは、５年後に満期日を迎える予定で発効日より6.5年の法定満期日を有してお

り、特に当グループの子会社であるアラ・ビンタン・バーハッドの全資産に対する固定及び浮動担

保権により保証されている。

 

(B) 3.52％小売物価指数保証付社債(RPIG社債)

当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・ファイナンス・ピーエルシーのRPIG社債

は、１月30日及び７月30日の半年毎に、当初、年率3.52％の利息が付され、毎年、物価指数利率を上乗せした利

率で利息が支払われる。2014年６月30日現在の実効利率は年率6.17％(2013年：6.50％)である。RPIG社債は、

2023年７月30日に未払利息と共に指数価額で全額償還される。

 

(C) 5.75％保証付無担保社債

2003年10月15日、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・ファイナンス・ピーエ

ルシー(以下「発行体」という)は、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミ

テッド(以下「保証人」という)が、無条件かつ取消不能で保証する額面価額350,000,000英ポンドの2033年

5.75％保証付無担保社債(以下「5.75％GU社債」という)を発行した。この5.75％GU社債は、2003年10月15日付の

社債信託証書に基づき発行されている。発行された5.75％GU社債の額面価額は350,000,000英ポンドであり、

2014年６月30日現在345,614,692英ポンド(2013年：345,490,751英ポンド)が未償還(償却費用及び割引控除後)で

あった。5.75％GU社債の正味手取金は、既存の金融債務の借り換え並びに一般的な事業の目的で使用された。

GU社債には年率5.75％の利息が付され、各期の10月14日に毎年支払われる。GU社債は、2033年10月14日に発行

体により未払利息と共に額面価額で全額償還される。
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(D) 5.375％保証付無担保社債

2005年３月10日、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・ファイナンス・ピーエ

ルシー(以下「発行体」という)は、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミ

テッド(以下「保証人」という)が、無条件かつ取消不能で保証する額面価額200,000,000英ポンドの2028年

5.375％保証付無担保社債(以下「5.375％GU社債」という)を発行した。この5.375％GU社債は、2005年３月10日

付の社債信託証書に基づき発行されている。発行された5.375％GU社債の額面価額は200,000,000英ポンドであ

り、2014年６月30日現在198,200,754英ポンド(2013年：198,116,716英ポンド)が未償還(償却費用及び割引控除

後)であった。GU社債の正味手取金は、既存の金融債務の借り換え並びに一般的な事業の目的で使用された。

GU社債には年率5.375％の利息が付され、各期の３月10日に毎年支払われる。GU社債は、2028年３月10日に発

行体により未払利息と共に額面価額で全額償還される。

 

(E) 1.75％インデックス連動型保証付社債

2006年７月31日、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・ファイナンス・ピーエ

ルシー(以下「発行体」という)は、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミ

テッド(以下「保証人」という)が無条件かつ取消不能で保証する、額面価額75,000,000英ポンドの1.75％イン

デックス連動型保証付社債(以下「ILG社債１」という)を２回のトランシェで発行した。ILG社債１は、2006年７

月31日付の社債信託証書に基づきそれぞれ発行されており、無担保である。

ILG社債１は、１月31日及び７月31日の半年毎に、当初、年率1.75％の利息が付され、毎年、物価指数利率を

上乗せした利率で利息が支払われる。2014年６月30日現在の実効利率は年率4.40％(2013年：4.73％)である。当

該社債は発行体により、第１回トランシェ分については2046年７月31日に、第２回トランシェ分については2051

年７月31日に、未払利息と共に指数価額で全額償還される。

 

(F) 1.369％及び1.374％インデックス連動型保証付社債

2007年１月31日、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・ファイナンス・ピーエ

ルシー(以下「発行体」という)は、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミ

テッド(以下「保証人」という)が無条件かつ取消不能で保証する、額面価額75,000,000英ポンドの2057年

1.369％インデックス連動型保証付社債及び額面価額75,000,000英ポンドの2057年1.374％インデックス連動型保

証付社債(以下「ILG社債２」という)を発行した。ILG社債２は、2007年１月31日付の社債信託証書に基づきそれ

ぞれ発行されており、無担保である。

ILG社債２は、１月31日及び７月31日の半年毎に、当初、年率1.369％及び1.374％の利息が付され、毎年、物

価指数利率を上乗せした利率で利息が支払われる。2014年６月30日現在の実効利率は年率4.02％(2013年：

4.35％)である。当該社債は、2057年７月31日に発行体により未払利息と共に指数価額で全額償還される。
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(G) 1.489％、1.495％及び1.499％インデックス連動型保証付社債

2007年９月28日、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・ファイナンス・ピーエ

ルシー(以下「発行体」という)は、満期が2058年であり、当グループの子会社であるウェセックス・ウォー

ター・サービシズ・リミテッド(以下「保証人」という)が無条件かつ取消不能で保証する、額面価額50,000,000

英ポンドの1.489％インデックス連動型保証付社債、額面価額50,000,000英ポンドの1.495％インデックス連動型

保証付社債及び額面価額50,000,000英ポンドの1.499％インデックス連動型保証付社債(以下「ILG社債３」とい

う)を発行した。ILG社債３は、2007年９月28日付の社債信託証書に基づきそれぞれ発行されており、無担保であ

る。

ILG社債３は、11月29日及び５月29日の半年毎に、当初、年率1.489％、1.495％及び1.499％の利息が付され、

毎年、物価指数利率を上乗せした利率で利息が支払われる。2014年６月30日現在の実効利率は年率3.94％(2013

年：年率4.78％)である。ILG社債は、2058年11月29日に発行体により未払利息と共に指数価額で全額償還され

る。

 

(H) 2.186％インデックス連動型保証付社債

2009年９月７日、ウェセックス・ウォーター・サービシズ・ファイナンス・ピーエルシー(以下「発行体」と

いう)は、ウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミテッド(以下「保証人」という)が無条件かつ取消不能

で保証する、額面価額50,000,000英ポンドの2039年2.186％インデックス連動型保証付社債(以下「ILG社債４」

という)を発行した。ILG社債４は、2009年９月７日付の社債信託証書に基づき発行されており、無担保である。

ILG社債４は、12月１日及び６月１日の半年毎に、当初、年率2.186％の利息が付され、物価指数利率を半年毎

に上乗せした利率で利息が支払われる。2014年６月30日現在の実効利率は年率3.34％(2013年：4.03％)である。

ILG社債４は、2039年６月１日に発行体により未払利息と共に指数価額で全額償還される。

 

(I) 2015年1.875％保証付他社株転換債

2010年３月18日、当グループの子会社であるワイ・ティー・エル・コープ・ファイナンス(ラブアン)リミテッ

ド(以下「YTLCF」という)は、元本総額350百万米ドルの2015年1.875％保証付他社株転換債(50百万米ドルを上限

とする追加発行オプション(以下「追加発行オプション」という)が付いている(以下「オプション社債」という)

(以下「当社債」という)を発行した。当社債は2010年３月19日にシンガポール・エクスチェンジ・セキュリ

ティーズ・トレーディング・リミテッドに上場された。

2010年４月16日に追加発行オプションはすべて行使され、当社債の合計発行額は400百万米ドルとなった。オ

プション社債は2010年４月23日に発行され、2010年４月26日にシンガポール・エクスチェンジ・セキュリティー

ズ・トレーディング・リミテッドに上場された。当社債は2010年４月27日にラブアン・インターナショナル・

ファイナンシャル・エクスチェンジ・インクに上場された。
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当社債の各登録保有者は、1.00米ドル＝3.3204マレーシア・リンギットを固定換算レートとする当初転換価格

１株当たり8.976マレーシア・リンギットで、当社の１株当たり額面0.50マレーシア・リンギットの全額払込済

普通株式と交換することができる。また、当初転換価格は2010年３月18日付の社債信託証書に記載されている当

社債の取引条件に従い調整の対象となっている。転換価格は、当社の１株当たり0.50マレーシア・リンギットの

既存の普通株式１株を、１株当たり0.10マレーシア・リンギットの普通株式５株へと株式分割した結果、2011年

４月29日より1.80マレーシア・リンギットに調整された。その後、交換価格は1.67マレーシア・リンギットに調

整された。

当社債は、年率1.875％で半年毎に利息が計算され、毎年３月18日及び９月18日に後払いで支払われる。満期

前に買戻し及び消却、早期償還又は交換が行われないかぎり、当社債は2015年３月18日に元本の100％で、発生

しているがまだ支払われていない利息とあわせて償還される予定である。

 

 (J) 2021年４％保証付無担保社債

2012年１月24日、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・ファイナンス・ピーエ

ルシー(以下「発行体」という)は、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミ

テッド(以下「保証人」という)が無条件かつ取消不能で保証する、額面価額200,000,000英ポンドの2021年

4.00％保証付無担保社債(以下「４％GU社債」という)を発行した。４％GU社債は、2012年１月24日付の社債信託

証書に基づき発行されている。発行された４％GU社債の額面価額200,000,000英ポンドのうち198,069,500英ポン

ド(2013年：197,803,224英ポンド)は、2014年６月30日現在も未償還(償却費用及び割引控除後)であった。４％

GU社債の正味手取金は、既存の金融債務の借り換え並びに一般的な事業の目的で使用された。

2012年８月30日、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・ファイナンス・ピーエ

ルシー(以下「発行体」という)は、当グループの子会社であるウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミ

テッド(以下「保証人」という)が無条件かつ取消不能で保証する、額面価額100,000,000英ポンドの2021年

4.00％保証付無担保社債(以下「４％GU社債」という)を発行した。４％GU社債は、2012年８月30日付の社債信託

証書に基づき発行されている。発行された４％GU社債の額面価額100,000,000英ポンドのうち106,700,037英ポン

ド(2013年：107,634,926英ポンド)は、2014年６月30日現在も未償還(償却費用及び割引控除後)であった。４％

GU社債の正味手取金は、既存の金融債務の借り換え並びに一般的な事業の目的で使用された。

GU社債には年率4.00％の利息が付され、各期の９月24日に毎年支払われる。GU社債は、2021年９月24日に発行

体により未払利息と共に額面価額で全額償還される。

2021年９月24日に期日が到来する４％GU社債100,000,000英ポンドは、2012年１月24日に発行された４％GU社

債200,000,000英ポンドに統合され、単一の社債となった。

 

 (K) 日本債券

当グループの子会社であるスターヒル・グローバルREITワンTMKは、2014年６月30日現在において、2016年11

月に満期を迎える日本債券12億円(15.4百万シンガポール・ドル)(以下「シリーズ２債券」という)の残高を有し

ている。シリーズ２債券の債券保有者は、日本の資産流動化法に基づき、スターヒル・グローバルREITワンTMK

の資産から他の債権者に優先して当該債券における全ての債務の支払いを受け取る法的優先権を有している。
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33　借入金

 

 注記 当グループ  当社

 
 

2014年  2013年  2014年  2013年

 
 千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

流動         

銀行引受手形 33(A) 33,841  40,211  ―  ―

当座借越 33(B) 67,332  71,402  ―  ―

約定銀行借入金 33(C) 16,192  17,434  ―  ―

ファイナンス・リース債
務

33(D) 69,820  44,137  486  361

無償還無担保転換社債 33(E) 5,329  4,958  ―  ―

継続与信枠 33(F) 2,580,977  2,548,855  1,266,855  1,403,855

ターム・ローン 33(G) 1,031,334  150,260  ―  ―

トレード・ローン 33(H) 72,694  ―  ―  ―

  3,877,519  2,877,257  1,267,341  1,404,216
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 注記 当グループ  当社

 
 

2014年  2013年  2014年  2013年

 
 千マレーシア・

リンギット
 

千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

非流動         

ファイナンス・リース債
務

33(D) 225,486  217,981  340  545

無償還無担保転換社債 33(E) 27,708  29,117  ―  ―

継続与信枠 33(F) 1,784,421  1,740,243  ―  ―

ターム・ローン 33(G) 11,832,110  11,191,360  ―  ―

  13,869,725  13,178,701  340  545

合計         

銀行引受手形 33(A) 33,841  40,211  ―  ―

当座借越 33(B) 67,332  71,402  ―  ―

約定銀行借入金 33(C) 16,192  17,434  ―  ―

ファイナンス・リース債
務

33(D) 295,306  262,118  826  906

無償還無担保転換社債 33(E) 33,037  34,075  ―  ―

継続与信枠 33(F) 4,365,398  4,289,098  1,266,855  1,403,855

ターム・ローン 33(G) 12,863,444  11,341,620  ―  ―

トレード・ローン 33(H) 72,694  ―  ―  ―

  17,747,244  16,055,958  1,267,681  1,404,761
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当グループ及び当社の借入金は以下の通り返済される。

 

  １年以内  １年超５年以内  ５年超  合計

当グループ  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

2014年６月30日現在         

　銀行引受手形  33,841  ―  ―  33,841

　当座借越  67,332  ―  ―  67,332

　約定銀行借入金  16,192  ―  ―  16,192

　ファイナンス・リース債務  69,820  225,486  ―  295,306

　無償還無担保転換社債  5,329  ―  27,708  33,037

　継続与信枠  2,580,977  1,784,421  ―  4,365,398

　ターム・ローン  1,031,334  9,019,867  2,812,243  12,863,444

　トレード・ローン  72,694  ―  ―  72,694

  3,877,519  11,029,774  2,839,951  17,747,244

 
 

  １年以内  １年超５年以内  ５年超  合計

当グループ  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

2013年６月30日現在         

　銀行引受手形  40,211  ―  ―  40,211

　当座借越  71,402  ―  ―  71,402

　約定銀行借入金  17,434  ―  ―  17,434

　ファイナンス・リース債務  44,137  204,283  13,698  262,118

　無償還無担保転換社債  4,958  ―  29,117  34,075

　継続与信枠  2,548,855  1,740,243  ―  4,289,098

　ターム・ローン  150,260  8,169,175  3,022,185  11,341,620

  2,877,257  10,113,701  3,065,000  16,055,958
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  １年以内  １年超５年以内  ５年超  合計

当社  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

2014年６月30日現在         

　ファイナンス・リース債務  486  340  ―  826

　継続与信枠  1,266,855  ―  ―  1,266,855

  1,267,341  340  ―  1,267,681

2013年６月30日現在         

　ファイナンス・リース債務  361  545  ―  906

　継続与信枠  1,403,855  ―  ―  1,403,855

  1,404,216  545  ―  1,404,761

 

報告日現在の当グループ及び当社の借入金の帳簿価額は、それぞれの公正価値に近似している。
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報告日現在の当グループ及び当社の借入金の加重平均実効利率は以下の通りである。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 ％  ％  ％  ％

        

ターム・ローン 1.91  2.27  ―  ―

トレード・ローン 1.68  ―  ―  ―

継続与信枠 2.77  2.98  3.74  3.73

約定銀行借入金 1.10  1.78  ―  ―

無償還無担保転換社債 7.49  7.49  ―  ―

銀行引受手形 3.94  3.53  ―  ―

当座借越 2.25  2.25  ―  ―

ファイナンス・リース債務 1.02  1.11  2.38  2.39
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当グループ   

2014年  2013年   

千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 担保

3,080,199  1,766,796  －なし

―  180,000  

－子会社１社の長期賃借土地に対する固定担保権の設定
－子会社１社の現在及び将来取得する資産に対する固定及び浮動担保権

を生じさせる債務証書
－子会社１社のすべての指定口座に対する第１順位固定担保権の設定
－子会社１社の受取保険金

11,107,510  10,867,536  －子会社による会社保証

1,576,899  1,575,469  
－子会社の不動産に対する第１順位固定担保権の設定
－子会社の受取保険金
－子会社の定期預金に対する担保権の設定

78,161  26,925  

－子会社１社の土地に対する第１順位抵当権者の固定担保権の設定
－子会社１社の現在及び将来取得する資産に対する第１順位固定及び浮

動担保権を生じさせる債務証書
－子会社１社の株式に対する担保権の設定

834,162  774,004  
－子会社１社による会社保証
－開発中の自己保有土地に対する固定担保権の設定
－子会社１社の受取保険金

509,035  477,457  －当社による会社保証

295,306  262,118  －当グループの車両及び設備に対する固定担保権の設定

77,109  125,650  －子会社の上場株式に対する担保権の設定

188,863  ―  －子会社の投資不動産に対する担保権の設定

17,747,244  16,055,955   

 

当社   

2014年  2013年   

千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 担保

1,266,855  1,403,855  －なし

826  906  －当社の車両に対する固定担保権の設定

1,267,681  1,404,761   

 

(A) 銀行引受手形

銀行引受手形はすべて無担保で、請求があり次第返済される。

 

(B) 当座借越

当座借越はすべて無担保で、請求があり次第返済される。
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(C) 約定銀行借入金

約定銀行借入金はすべて無担保で、2014年８月１日に全額返済される。

 

(D) ファイナンス・リース債務

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

最低リース支払額：        

１年以内支払予定 82,224  56,449  513  393

１年超５年以内支払予定 245,883  232,340  348  564

５年超 ―  14,357  ―  ―

 328,107  303,146  861  957

控除：財務費用 (32,801)  (41,028)  (35)  (51)

ファイナンス・リース債務の
現在価値

295,306  262,118  826  906

 

ファイナンス・リース285,147,010マレーシア・リンギット(2013年：251,769,051マレーシア・リンギット)

は、2019年６月30日まで分割返済される。このファイナンス・リースには、年率0.91％から3.62％の利息が付さ

れている。
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(E) 無償還無担保転換社債(ICULS)

2011年/2021年ICULS

2011年10月31日、当グループの子会社であるワイ・ティー・エル・ランド・アンド・デベロップメント・バー

ハッド(以下「YTLランド」という)は、10年間で利率が３％から６％まで段階的に上がり、2021年10月31日(以下

「満期日」という)満期のICULSを１口当たり額面価額0.50マレーシア・リンギットで992,378,023口発行した。

2011年/2021年ICULSの主な特徴は以下の通りである。

(ⅰ) 2011年/2021年ICULSの利率は、発行日から４年目までは年率３％、４年目の後７年目までは年率4.5％で

ある。その後、満期日までの2011年/2021年ICULSの利率は年率６％である。利息は半年毎に後払いされ

る。

(ⅱ) 2011年/2021年ICULSは、発行日以降いつでも、YTLランドの新規普通株式に転換可能であり、その転換価

格は、以下の通り固定され、段階的に引き下げられる。

・ 発行日から４年目までの転換価格は常に1.32マレーシア・リンギット

・ ４年目の後から７年目までの転換価格は常に0.99マレーシア・リンギット

・ ７年目の後から満期日までの転換価格は常に0.66マレーシア・リンギット

(ⅲ) 2011年/2021年ICULSは償還されず、満期日を過ぎた2011年/2021年ICULSは直ちに上記の転換価格にて普

通株式に強制的に転換される。

(ⅳ) 2011年/2021年ICULSの転換により発行される新規普通株式は、全額払込済であり、すべての面に関して

既存の全YTLランド普通株式と同等に扱われる。

2011年/2021年ICULSの一部の金額は、当社(財務書類の注記13(a)参照)社が保有している。該当金額は当グ

ループの連結財政状態計算書から消去されている。

 

(F) 継続与信枠

継続与信枠には、ワイ・ティー・エル・パワーセラヤ・プライベート・リミテッドの無担保の与信枠

1,784,421,126マレーシア・リンギット〔694,246,246シンガポール・ドル〕(2013年：1,740,243,046マレーシ

ア・リンギット〔692,496,238シンガポール・ドル〕)が含まれている。この借入金には、年率1.24％から1.29％

(2013年：1.28％から1.42％)の利息が付され、2017年９月14日に全額返済される。

上記以外の継続与信枠はすべて無担保で、請求があり次第返済される。
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(G) ターム・ローン

(ⅰ)英ポンド建ターム・ローン

956,760,000マレーシア・リンギット〔175,000,000英ポンド〕(2013年：849,397,500マレーシア・リンギット

〔175,000,000英ポンド〕)のターム・ローンはウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミテッドの無担保借

入金であり、ウェセックス・ウォーター・リミテッドにより保証されている。この借入金は、100,000,000英ポ

ンドの借入金に年率0.76％から0.81％(2013年：0.76％から1.20％)の利息及び75,000,000英ポンドに年率1.06％

から1.13％(2013年：1.13％から1.52％)の利息が付されている。100.0百万英ポンド及び75.0百万英ポンドの当

該借入金は、2015年12月15日及び2021年７月22日にそれぞれ返済される。

765,408,000マレーシア・リンギット〔140,000,000英ポンド〕(2013年：697,518,000マレーシア・リンギット

〔140,000,000英ポンド〕)のターム・ローンはウェセックス・ウォーター・サービシズ・リミテッドの無担保借

入金であり、ウェセックス・ウォーター・リミテッドにより保証されている。この借入金には、年率0.78％から

0.80％(2013年：0.78％から1.23％)の利息が付され、2018年12月15日に全額返済される。

 

(ⅱ)米ドル建ターム・ローン

1,279,929,194マレーシア・リンギット〔398,669,738米ドル〕(2013年：1,263,122,353マレーシア・リンギッ

ト〔397,395,738米ドル〕)のターム・ローンは無担保借入金であり、ワイ・ティー・エル・パワー・インターナ

ショナル・バーハッドにより保証されている。2012年12月17日に、200.0百万米ドルの当該借入金は満期日に全

額返済され、同額の新規ターム・ローンが子会社により借り入れられた。200百万米ドルの当該借入金は、2015

年６月30日及び2015年12月17日にそれぞれ返済される。当該借入金には平均年率1.30％から1.84％(2013年：

1.34％から1.90％)の利息が付されている。

 

(ⅲ)マレーシア・リンギット建ターム・ローン

ターム・ローンには、子会社の不動産に対する第１順位固定担保権の設定により保証されている、ワイ・

ティー・エル・ホスピタリティREITの借入金1,576,899,000マレーシア・リンギット(2013年：1,581,000,000マ

レーシア・リンギット)が含まれている。当該ローンの与信枠には加重平均で年率4.54％(2013年：4.52％)の利

息が付されている。当該ローンの与信枠は、2017年11月23日に全額返済される。

上記以外のターム・ローンはすべて無担保である。
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(ⅳ)シンガポール・ドル建ターム・ローン

972,538,411マレーシア・リンギット〔378,375,447シンガポール・ドル〕(2013年：947,674,352マレーシア・

リンギット〔377,108,775シンガポール・ドル〕)のターム・ローンは、ワイ・ティー・エル・パワーセラヤ・プ

ライベート・リミテッドの無担保借入金である。この借入金には、年率0.94％から0.99％(2013年：0.98％から

1.12％)の利息が付され、2015年９月14日に全額返済される。

1,937,371,503マレーシア・リンギット〔753,753,065シンガポール・ドル〕(2013年：1,889,406,732マレーシ

ア・リンギット〔751,853,057シンガポール・ドル〕)のターム・ローンは、ワイ・ティー・エル・パワーセラ

ヤ・プライベート・リミテッドの無担保借入金である。この借入金には、年率1.24％から1.29％(2013年：

1.28％から1.42％)の利息が付され、2017年９月14日に全額返済される。

1,926,981,998マレーシア・リンギット〔749,710,928シンガポール・ドル〕(2013年：1,879,139,738マレーシ

ア・リンギット〔747,767,504シンガポール・ドル〕)のターム・ローンは、ワイ・ティー・エル・パワーセラ

ヤ・プライベート・リミテッドの無担保借入金である。この借入金には、年率1.34％から1.39％(2013年：

1.38％から1.52％)の利息が付され、2019年９月14日に全額返済される。

834,162,000マレーシア・リンギット〔324,539,000シンガポール・ドル〕(2013年：774,004,000マレーシア・

リンギット〔308,000,000シンガポール・ドル〕)のターム・ローンは、ワイ・ティー・エル・ウエストウッド・

プロパティーズ・プライベート・リミテッド(以下「YTLW」という)の担保付借入金である。このターム・ローン

には年率2.12％から2.17％(2013年：2.14％から2.30％)の利息が付されており、YTLWの資産に対する法定抵当権

の設定により担保されている。

スターヒル・グローバル・リアル・エステート・インベストメント・トラストは、当初８銀行における３年及

び５年無担保借入金の与信枠から、2013年９月に100百万シンガポール・ドルの３年借入金(2016年９月満期)及

び250百万シンガポール・ドルの５年借入金(2018年９月満期)を引き出した。この無担保借入金の与信枠に係る

金利は、大部分が金利スワップ及びキャップの金利の組み合わせによってへッジされた。

 

(H) トレード・ローン

トレード・ローンはすべて無担保であるが子会社によって保証されており、請求があり次第返済される。
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34　交付金と拠出金

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高 295,774  280,011

為替換算差額 27,424  (3,972)

交付金及び拠出金の償却(注記６) (9,757)  (9,324)

当期における受取額 33,766  29,059

期末残高 347,207  295,774

 

この金額は、インフラ資産、インフラ資産以外の資産及び熱電併給設備に係る特定の支出に関する在外子会社

における政府交付金を示している。

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

254/507



35　繰延税金負債

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高 2,403,546  2,696,881  100  100

損益に認識された貸方計上額
(注記７)

(392,630)  (147,502)  ―  ―

為替換算差額 190,744  (38,157)  ―  ―

子会社の取得 49,113  (2,554)  ―  ―

資本に直接認識された金額 24,950  (105,122)  ―  ―

期末残高 2,275,723  2,403,546  100  100

 

繰延税金資産と負債は、税金資産と税金負債を相殺する法的強制力のある権利が存在し、繰延税金が同一の税

務当局において発生している場合には相殺される。相殺額を適宜考慮後の以下の金額が財政状態計算書に表示さ

れている。
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計上された繰延税金は以下に関するものである。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

繰延税金資産(相殺前)        

未使用の資本控除 (264)  (27)  ―  ―

退職給付 (109,745)  (128,979)  ―  ―

未処分の税務上の損失 (1,995)  (1,589)  ―  ―

引当金 (10,399)  (36,731)  ―  ―

その他 (11,734)  (11,714)  ―  ―

 (134,137)  (179,040)  ―  ―

相殺 134,137  179,040  ―  ―

繰延税金資産(相殺後) ―  ―  ―  ―

繰延税金負債(相殺前)        

有形固定資産        

－減価償却費に対する資本
控除の超過額

2,342,436  2,513,907  100  100

不動産開発目的で保有する土
地

52,918  54,614  ―  ―

その他 14,506  14,065  ―  ―

 2,409,860  2,582,586  100  100

相殺 (134,137)  (179,040)  ―  ―

繰延税金負債(相殺後) 2,275,723  2,403,546  100  100
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以下の項目に対する繰延税金資産は認識されなかった。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

未処分の税務上の損失 1,041,494  894,641

未使用の資本控除 1,087,567  739,830

未使用の投資税額控除 40,537  41,267

控除可能一時差異 101,218  38,987

課税対象となる一時差異    

－有形固定資産 (810,855)  (44,484)

 1,459,961  1,670,241

 

未処分の税務上の損失及び未使用の資本控除は、内国歳入庁との合意を条件とするものである。
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36　退職後給付債務

(a) 確定拠出型年金制度－流動

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

マレーシア 4,606  4,949  330  264

 

マレーシア国内で設立されたグループ会社は、国内の確定拠出型年金制度である従業員中央積立基金に拠出

を行っている。一度拠出金が支払われれば、当グループには追加の支払を行う義務はない。

 

(b) 確定給付型年金制度－非流動

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

海外    

－英国 546,654  558,734

－インドネシア 7,126  7,576

 553,780  566,310

 

海外

(i)英国

当グループは、英国の従業員に対する最終給与確定給付型年金制度を運営している。このうち、資産に

ついては個別の信託管理ファンドが保有している。当該制度に関する直近の年金数理評価は、2010年12月

31日に行われた。この評価は、修正された仮定を用いて2014年６月30日に改訂された。
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財政状態計算書に認識された金額の当期中の増減は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高 558,734  682,564

年金費用 87,525  82,308

年金拠出額及び給付支払額 (98,261)  (89,756)

為替換算差額 68,043  (17,408)

再測定による利益 (69,387)  (98,974)

期末残高 546,654  558,734

 

財政状態計算書に認識された金額の内訳は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

積立債務の現在価値 3,105,038  2,607,480

年金資産の公正価値 (2,558,384)  (2,048,746)

財政状態計算書上の負債 546,654  558,734
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確定給付債務の現在価値の変動は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首現在 2,607,480  2,579,100

為替換算差額 334,821  (65,573)

利息費用 129,769  109,649

当期勤務費用 56,275  51,258

制度参加者による拠出額 1,059  970

過去勤務費用 1,059  970

給付支払額純額 (93,752)  (81,994)

再測定による(利益)／損失：    

－人口統計上の仮定より生じた年金数理上の損失 2,118  ―

－財務上の仮定より生じた年金数理上の損失 14,831  14,070

－過去の実績による調整より生じた年金数理上の損失／(利益) 51,378  (970)

期末現在 3,105,038  2,607,480
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年金資産の公正価値の変動は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首現在 2,048,746  1,896,536

為替換算差額 266,778  (48,165)

受取利息 102,226  81,024

雇用主による拠出額 98,261  89,756

制度参加者による拠出額 1,059  970

給付支払額純額 (93,752)  (81,994)

一般管理費 (2,648)  (1,455)

再測定による利益：    

－受取利息を除く年金資産の運用収益 137,714  112,074

期末現在 2,558,384  2,048,746
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認識された年金費用の内訳は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当期勤務費用 56,275  51,258

利息費用 27,543  28,625

過去勤務費用 1,059  970

一般管理費 2,648  1,455

損益計算書に認識された額の合計 87,525  82,308

 

損益計算書に認識された額は以下の勘定科目に含まれている。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

    

売上原価 44,987  40,262

一般管理費 14,995  13,421

支払利息 27,543  28,625

合計 87,525  82,308
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当グループの確定給付型年金制度に関して利用された主要な年金数理上の仮定は、以下の通りであっ

た。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 ％  ％

割引率 4.40  4.60

年金支払額の予想増加率 2.10－3.10  2.20－3.20

予想昇給率 2.30－3.80  4.20

物価インフレ率 3.30  3.40

 

年金資産の構成は、以下の通りである。

 

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 ％  
千マレーシア・
リンギット

 ％

持分証券 1,320,876  51.6  916,379  44.7

負債性証券 1,112,028  43.5  911,039  44.5

不動産 119,731  4.7  219,387  10.7

その他 5,749  0.2  1,941  0.1

 2,558,384  100.0  2,048,746  100.0

 

   当グループ

     2014年  2013年

     ％  ％

年金資産の実際運用収益     239,940  193,098
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(ⅱ)インドネシア

インドネシアの子会社の規定に加え、一般的な法律及び規定に基づく従業員給付に関する債務の要約は

以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

退職後給付に関連する債務 5,598  6,025

その他の長期従業員給付に関連する債務 1,528  1,551

合計 7,126  7,576

 

当グループは、インドネシア国民である正社員を対象とした確定拠出型年金制度を有している。当グ

ループの拠出額は従業員の基本給与の６％であり、従業員の拠出額は３％から14％である。

退職後給付及びその他の長期従業員給付に関する債務は、独立年金数理人により作成された年金数理報

告を参照して認識された。直近の年金数理報告は2014年６月30日付である。
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退職後給付債務

財政状態計算書に認識された金額の当期中の増減は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高 6,025  7,992

年金費用 866  1,239

年金拠出額及び給付支払額 (286)  (115)

為替換算差額 (1,041)  (448)

再測定による損失／(利益) 34  (2,643)

期末残高 5,598  6,025

 

財政状態計算書に認識された退職後給付に関連する債務は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

債務の現在価値 5,598  6,025
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確定給付債務の現在価値の変動は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首現在 6,025  7,992

為替換算差額 (1,041)  (448)

利息費用 406  519

当期勤務費用 460  720

給付支払額純額 (286)  (115)

再測定による損失／（利益）    

－過去の実績による調整より生じた年金数理上の損失／(利益) 34  (2,643)

期末現在 5,598  6,025

 

認識された年金費用の内訳は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当期勤務費用 460  720

利息費用 406  519

損益計算書に認識された額の合計 866  1,239
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その他の長期従業員給付債務

連結財政状態計算書に認識されているその他の長期従業員給付(長期休暇給付等)に関連する債務は以下

の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

債務の現在価値 1,528  1,551

 

連結財政状態計算書に認識された金額の当期中の増減は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首残高 1,551  1,878

年金費用 349  (24)

年金拠出額及び給付支払額 (116)  (197)

為替換算差額 (256)  (106)

期末残高 1,528  1,551

 

確定給付債務の現在価値の変動は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

期首現在 1,551  1,878

為替換算差額 (256)  (106)

利息費用 ―  118

当期勤務費用 349  (142)

給付支払額純額 (116)  (197)

期末現在 1,528  1,551
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損益計算書に認識されているその他の長期従業員給付債務に関連する金額は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当期勤務費用 349  (142)

利息費用 ―  118

期末現在 349  (24)

 

上記の費用はすべて売上原価に含まれていた。

 

使用された主要な年金数理上の仮定値は、以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 ％  ％

割引率 8.5  7.8

予想昇給率 8.0  8.0
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37　買掛金及びその他の債務

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

買掛金 1,282,403  1,503,628  ―  ―

その他の債務 436,662  347,203  1,617  3,248

前受金 285,828  256,818  ―  ―

未払費用 1,080,792  1,053,099  10,852  11,638

繰延収益 50,507  134,745  ―  ―

受入保証金 117,110  164,906  ―  ―

 3,253,302  3,460,399  12,469  14,886

 

当グループの買掛金の支払期日は30日間から180日間(2013年：30日間から180日間)まで様々である。その他の

支払期日はその都度審査され承認される。

 

前へ　　　次へ
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38　その他の流動負債

 

   当グループ

     2014年  2013年

     
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

不動産開発費に関する分割請求額     79,016  ―

契約顧客に対する債務(注記25)     6,484  32,440

不動産の売却に対する保証     6,438  1,996

     91,938  34,436
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39　引当金(その他の負債に対するもの)計上を伴うもの

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

事業再編(注記a) 27,265  870

損害賠償(注記b) 37  4,405

 27,302  5,275

 

引当金の増減は以下の通りである。

 

 事業再編  損害賠償  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年度      

期首残高 870  4,405  5,275

為替換算差額 150  ―  150

損益に認識された借方／(貸方)計上額(注記６) 27,542  (3,478)  24,064

支払額 (1,297)  (890)  (2,187)

期末残高 27,265  37  27,302

当グループ－2013年度      

期首残高 773  4,004  4,777

為替換算差額 (20)  ―  (20)

損益に認識された借方計上額(注記６) 1,206  405  1,611

支払額 (1,089)  (4)  (1,093)

期末残高 870  4,405  5,275

 

(a)事業再編

事業再編引当金は、主に資産除去債務に関連している。

 

(b)損害賠償

損害賠償引当金は子会社が請け負ったプロジェクトに関連しており、適用される売買契約の条件に基づき予想

される損害賠償金について認識されている。
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40　金融リスク管理

当グループ及び当社の事業は、外国為替リスク、金利リスク、価格リスク、信用リスク及び流動性リスクにさ

らされている。

当グループ及び当社の金融リスク管理方針は、上述のリスクを管理し株主の価値を高めるために適切なリソー

スを確保するように努めることである。投機的取引を行うことは当グループ及び当社の方針ではない。

取締役会は、これらのリスクのそれぞれの管理方針及び手続きをレビューし、承認する。リスクの要約は以下

の通りである。

 

(a) 外国為替リスク

外国為替リスクは、為替レートの変動により、金融商品の公正価値又は将来のキャッシュ・フローが変動す

るリスクである。

当グループは、主に英ポンド及びシンガポール・ドルに関して、様々な通貨のエクスポージャーから発生す

るリスクにさらされている。当グループは、純資産が外国為替リスクにさらされる外国事業に投資を行ってい

る。かかるエクスポージャーは、それぞれの機能通貨建ての借入金により軽減されている。

必要があれば、当グループは、外国通貨建ての債権及び債務、並びに外国通貨建ての予定取引から生じる

キャッシュ・フローによるエクスポージャーを制限するため、先渡為替予約を締結している。

以下の表は、通貨の感応度による当グループの純資産への影響額を表している(その他の残りの変数がすべ

て一定の場合)。

 

 純資産における増加／減少

 2014年 2013年

 
千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

当グループ   

英ポンドの為替レートにおける５％の変動 169,555 166,894

シンガポール・ドルの為替レートにおける５％の変動 438,880 408,493

 

当社において、外国為替リスクに対する重要なエクスポージャーはなかった。
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(b) 金利リスク

金利リスクは、市場金利の変動により、当グループ及び当社の金融商品の公正価値又は将来のキャッシュ・

フローが変動するリスクである。

当グループ及び当社の金利リスクに対するエクスポージャーは、主に変動金利の社債及び借入金から発生

し、その一部は変動金利で保有する預金及び短期投資と相殺されている。当グループ及び当社は、固定金利と

変動金利の負債を組み合わせて利用することでキャッシュ・フロー金利リスクを管理している。デリバティブ

金融商品は、望ましい金利プロファイルを作り出す目的で適宜利用されている。

報告日現在の帳簿価額に基づく、当グループ及び当社の重要な利付金融商品の金利プロファイルは、以下の

通りであった。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

固定金利商品    

金融負債 17,414,763  16,264,966

変動金利商品    

金融資産 12,517,412  13,736,413

金融負債 16,170,345  14,477,099

 28,687,757  28,213,512

 

 当社

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

固定金利商品    

金融負債 1,500,000  1,500,000

変動金利商品    

金融資産 1,894,251  2,340,758

金融負債 1,267,681  1,404,761

 3,161,932  3,745,519
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報告日現在、その他の残りの変数が一定で、金利が50ベーシス・ポイント下落／上昇した場合、当グループ

及び当社の税引後利益は、借入金に対する支払利息が下落／上昇する結果、それぞれ約80.8百万マレーシア・

リンギット(2013年：約72.4百万マレーシア・リンギット)及び約6.3百万マレーシア・リンギット(2013年：約

7.0百万マレーシア・リンギット)上昇／下落することとなる。

当グループ及び当社は、損益を通じて公正価値で測定する固定金利商品を有していない。そのため、報告日

における金利の変動は税引後利益に影響を与えない。

当グループ及び当社の余剰資金は、銀行預金及びその他の短期商品へ投資される。当グループ及び当社は、

かかる余剰資金を期間の短い商品に投資することで流動性リスクを管理し、キャッシュ・フロー上のニーズを

満たしている。預金金利が10ベーシス・ポイント上昇／下落した場合、当年度の当グループ及び当社の受取利

息はそれぞれ12.5百万マレーシア・リンギット(2013年：13.7百万マレーシア・リンギット)及び1.9百万マ

レーシア・リンギット(2013年：1.3百万マレーシア・リンギット)上昇／下落することとなる。

 

(c) 価格リスク

株価変動リスク

当グループ及び当社の株価変動リスクに対するエクスポージャーは、主に上場有価証券への投資により発生

する。

持分証券に対する投資から発生する価格変動を管理するため、当グループ及び当社はポートフォリオを分散

している。

報告日現在、当グループ及び当社の上場有価証券への投資に対するエクスポージャーの公正価値は、それぞ

れ28,745,000マレーシア・リンギット(2013年：27,186,000マレーシア・リンギット)及び12,157,000マレーシ

ア・リンギット(2013年：11,718,000マレーシア・リンギット)であった。
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以下の表は、その他の残りの変数がすべて一定と仮定した場合の、報告日の市場相場価額において合理的に

予測可能な相場の変動を適用した当グループ及び当社の株式の影響額を表している。

 

 帳簿価額  
株価の上昇
／下落

 
株式の
影響額

 
千マレーシア・
リンギット

 ％  
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年      

国内株式 16,313  ＋/－10  1,631

外国株式 12,432  ＋/－10  1,243

当グループ－2013年      

国内株式 16,376  ＋/－10  1,638

外国株式 10,810  ＋/－10  1,081

当社－2014年      

国内株式 4,436  ＋/－10  444

外国株式 7,721  ＋/－10  772

当社－2013年      

国内株式 4,415  ＋/－10  442

外国株式 7,303  ＋/－10  730

 

燃料商品価格変動リスク

当グループは、燃料の取得原価に影響を与える燃料油価格の変動に対するデリバティブ商品を利用すること

により、燃料商品価格変動リスクをヘッジしている。

燃料の購入から発生する価格変動に対するエクスポージャーは、燃料価格が指標規格品(CST180燃料油など)

に連動した、燃料油スワップを通じて管理される。2014年６月30日現在、先物燃料油価格が５％(2013年：

１％)上方／下方にカーブした場合、当グループにおける税引前利益は0.1百万マレーシア・リンギット(2013

年：0.2百万マレーシア・リンギット)下落／上昇することとなる。

 

(d) 信用リスク

信用リスクは、取引相手が債務不履行となった未払いの金融商品に関して損失が発生するリスクである。

当グループ及び当社の信用リスクに対するエクスポージャーは、主に売掛金及びその他の債権から発生す

る。その他の金融資産(投資有価証券、現金及び現金同等物並びにデリバティブを含む)については、当グルー

プ及び当社は信用力の高い取引相手とのみ取引することにより信用リスクを軽減している。
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マレーシアにおける当グループの発電事業における売掛金は、唯一の取引先である国有電力供給会社による

ものであり、この取引相手のリスクはごく僅かであると考えられる。シンガポールにおける当グループの発電

事業については、すべての顧客に設定された信用リスクの限度額に対する信用評価が実施されており、担保に

よる保証を要求している。当グループの水道及び下水事業においては、売掛金の信用リスクは、厳格な回収手

続を通して軽減されている。また、取締役の見解では、水道及び下水処理事業により生じる信用リスクは、顧

客層が幅広いものであるため限定されている。

デリバティブ金融商品に関連する取引は、信用力の高い取引相手との間にのみ認められる。そのため、経営

陣は取引相手の債務不履行を予想していない。当グループは、財政上の取引相手の不履行により重大な損失の

リスクが発生する可能性は低いと考えている。

債権残高は継続的に監視されており、その結果、当グループの信用リスクに対するエクスポージャーは最小

限に抑えられている。

当グループ及び当社の減損、信用の質及び主要な信用リスクの集中に関する情報である期間内訳は、財務書

類の注記20に開示されている。

報告日現在、債権から発生する信用リスクに対する最大エクスポージャーは、財政状態計算書において帳簿

価額で表示されている。

 

金融保証

当社は一部の子会社に付与された銀行の与信枠に関して、金融機関に対して無担保の金融保証を提供してい

る。

当社は子会社の財務成績及び返済状況を継続的に監視している。

子会社に対する銀行の与信枠に関して、当社は銀行に額面価額1,440,161,000マレーシア・リンギット(2013

年：1,365,227,000マレーシア・リンギット)の会社保証を提供した。

報告日現在、いずれの子会社についても返済不履行となる兆候はなかった。

当初認識の公正価値は重要ではなかったため、金融保証は認識されていない。

 

会社間残高

当社は子会社に対して貸付金を提供し、必要な場合、子会社に代わり費用の支払いを行う。当社は子会社の

業績を定期的に監視する。2014年６月30日現在、信用リスクの最大エクスポージャーは、財政状態計算書にお

いて帳簿価額で表示されている。

経営陣は、会社間債権が確実に実現可能価額で計上されるための合理的な手続きを取っている。2014年６月

30日現在、子会社に供与された貸付金に回収不能の兆候はない。
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(e) 流動性リスク

流動性リスクとは、当グループ又は当社が、資金不足によって金融債務を履行するにあたり困難に直面する

リスクである。当グループ及び当社の流動性リスクに対するエクスポージャーは、主に金融資産及び負債の満

期の不一致により発生する。

当グループ及び当社の目的は、継続的な資金調達とスタンドバイ信用枠の利用による柔軟性とのバランスを

維持することである。

以下の表は、契約上の割引前返済債務に基づく、報告日現在の当グループ及び当社の金融負債の満期別の内

訳である。

 

 2014年

 
要求払い

又は１年以内
 １－５年  ５年超  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ        

非デリバティブ        

社債及び借入金 6,290,573  15,542,043  27,730,273  49,562,889

買掛金及びその他の債務 3,202,795  194,841  ―  3,397,636

関連当事者 6,559  ―  ―  6,559

 9,499,927  15,736,884  27,730,273  52,967,084

デリバティブ        

純額－金利スワップ 3,625  1,808  ―  5,433

総額－燃料油スワップ 6,784  524  ―  7,308

総額－先渡為替予約 10,003  8,422  ―  18,425

交換可能社債 57,419  ―  ―  57,419

 77,831  10,754  ―  88,585

当社        

非デリバティブ        

社債及び借入金 1,270,082  612,048  1,386,160  3,268,290

買掛金及びその他の債務 12,469  ―  ―  12,469

関連当事者 999,716  ―  ―  999,716

 2,282,267  612,048  1,386,160  4,280,475
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 2013年

 
要求払い

又は１年以内
 １－５年  ５年超  合計

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ        

非デリバティブ        

社債及び借入金 4,537,641  10,680,611  17,292,775  32,511,027

買掛金及びその他の債務 3,325,654  160,279  ―  3,485,933

関連当事者 5,359  ―  ―  5,359

 7,868,654  10,840,890  17,292,775  36,002,319

デリバティブ        

純額－金利スワップ 9,532  3,120  ―  12,652

総額－燃料油スワップ 50,262  12,744  ―  63,006

総額－先渡為替予約 1,487  398  ―  1,885

交換可能社債 ―  124,070  ―  124,070

 61,281  140,332  ―  201,613

当社        

非デリバティブ        

社債及び借入金 1,972,298  155,883  1,219,120  3,347,301

買掛金及びその他の債務 14,886  ―  ―  14,886

関連当事者 1,048,115  ―  ―  1,048,115

 3,035,299  155,883  1,219,120  4,410,302
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41　金融商品

(a) 分類別の金融商品

以下の表は、分類別の金融商品の内訳を表している。

 

    金融資産

    貸付金及び債権  
損益を通じて
公正価値で測定
する金融商品

 
ヘッジに
使用される
デリバティブ

 
売却可能
金融商品

 合計

  注記  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年度             

非流動             

投資有価証券  16  ―  ―  ―  192,605  192,605

売掛金及びその他の債権  20  576,776  ―  ―  ―  576,776

デリバティブ金融商品  24  ―  ―  19,848  ―  19,848

             

流動             

デリバティブ金融商品  24  ―  8,899  21,691  ―  30,590

売掛金及びその他の債権  20  2,966,771  ―  ―  ―  2,966,771

関連当事者に対する債権  26  42,173  ―  ―  ―  42,173

短期投資  27  609,531  ―  ―  ―  609,531

定期預金  17  11,907,881  ―  ―  ―  11,907,881

現金預金  17  1,308,615  ―  ―  ―  1,308,615

合計    17,411,747  8,899  41,539  192,605  17,654,790
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    金融資産

    貸付金及び債権  
損益を通じて
公正価値で測定
する金融商品

 
ヘッジに
使用される
デリバティブ

 
売却可能
金融商品

 合計

  注記  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2013年度             

非流動             

投資有価証券  16  ―  ―  ―  155,035  155,035

売掛金及びその他の債権  20  558,521  ―  ―  ―  558,521

デリバティブ金融商品  24  ―  ―  7,850  ―  7,850

             

流動             

デリバティブ金融商品  24  ―  5,276  32,378  ―  37,654

売掛金及びその他の債権  20  3,537,001  ―  ―  ―  3,537,001

関連当事者に対する債権  26  41,000  ―  ―  ―  41,000

短期投資  27  590,715  ―  ―  ―  590,715

定期預金  17  13,145,698  ―  ―  ―  13,145,698

現金預金  17  668,315  ―  ―  ―  668,315

合計    18,541,250  5,276  40,228  155,035  18,741,789
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    金融負債

    
損益を通じて
公正価値で測定
する金融商品

 
ヘッジに
使用される
デリバティブ

 
償却原価で計上
されるその他の

金融負債
 合計

  注記  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年度           

非流動           

長期債務  30  ―  ―  194,841  194,841

社債  32  ―  ―  14,319,274  14,319,274

借入金  33  ―  ―  13,869,725  13,869,725

デリバティブ金融商品  24  3,011  7,743  ―  10,754

           

流動           

買掛金及びその他の債務  37  ―  ―  3,202,795  3,202,795

デリバティブ金融商品  24  57,419  20,412  ―  77,831

関連当事者に対する債務  26  ―  ―  6,559  6,559

社債  32  ―  ―  1,518,590  1,518,590

借入金  33  ―  ―  3,877,519  3,877,519

合計    60,430  28,155  36,989,303  37,077,888
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    金融負債

    
損益を通じて
公正価値で測定
する金融商品

 
ヘッジに
使用される
デリバティブ

 
償却原価で計上
されるその他の

金融負債
 合計

  注記  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2013年度           

非流動           

長期債務  30  ―  ―  160,279  160,279

社債  32  ―  ―  13,336,110  13,336,110

借入金  33  ―  ―  13,178,701  13,178,701

デリバティブ金融商品  24  124,070  16,262  ―  140,332

           

流動           

買掛金及びその他の債務  37  ―  ―  3,325,654  3,325,654

デリバティブ金融商品  24  2,994  58,288  ―  61,282

関連当事者に対する債務  26  ―  ―  5,359  5,359

社債  32  ―  ―  1,350,000  1,350,000

借入金  33  ―  ―  2,877,257  2,877,257

合計    127,064  74,550  34,233,360  34,434,974
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    金融資産

    貸付金及び債権  売却可能金融商品  合計

  注記  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当社－2014年度         

非流動         

投資有価証券  16  ―  31,640  31,640

         

流動         

売掛金及びその他の債権  20  17,953  ―  17,953

関連当事者に対する債権  26  2,251,775  ―  2,251,775

短期投資  27  609,531  ―  609,531

定期預金  17  1,284,720  ―  1,284,720

現金預金  17  228,839  ―  228,839

合計    4,392,818  31,640  4,424,458

当社－2013年度         

非流動         

投資有価証券  16  ―  174,141  174,141

         

流動         

売掛金及びその他の債権  20  17,361  ―  17,361

関連当事者に対する債権  26  2,385,369  ―  2,385,369

短期投資  27  590,715  ―  590,715

定期預金  17  1,750,043  ―  1,750,043

現金預金  17  4,405  ―  4,405

合計    4,747,893  174,141  4,922,034
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    金融負債

    
償却原価で計上される
その他の金融負債

 合計

  注記  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当社－2014年度       

非流動       

社債  32  1,500,000  1,500,000

借入金  33  340  340

       

流動       

買掛金及びその他の債務  37  12,469  12,469

関連当事者に対する債務  26  999,716  999,716

借入金  33  1,267,341  1,267,341

合計    3,779,866  3,779,866

当社－2013年度       

非流動       

社債  32  1,000,000  1,000,000

借入金  33  545  545

       

流動       

買掛金及びその他の債務  37  14,886  14,886

関連当事者に対する債務  26  1,048,115  1,048,115

社債  32  500,000  500,000

借入金  33  1,404,216  1,404,216

合計    3,967,762  3,967,762
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(b) 公正価値測定

以下の表は、評価方法毎に公正価値で計上された金融商品の内訳である。以下の通り、異なるレベルが定義さ

れている。

(a) レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における(未調整の)相場価格

(b) レベル２：資産又は負債に関して、直接的(すなわち、価格)もしくは間接的(すなわち価格から算出され

る金額)に観測可能な、レベル１に含まれる相場価格以外のインプット

(c) レベル３：観測可能な市場データに基づかない、資産又は負債のインプット(観測不能なインプット)

 

報告日に、当グループ及び当社は、財政状態計算書に公正価値で計上される以下の金融商品を保有していた。

 

  レベル１  レベル２  合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2014年       

資産       

損益を通じて公正価値で測定する金融資産：       

－売買目的デリバティブ  ―  8,899  8,899

ヘッジ目的で使用されるデリバティブ  ―  41,539  41,539

売却可能金融資産  28,745  ―  28,745

合計  28,745  50,438 　 79,183

負債       

損益を通じて公正価値で測定する金融負債：       

－売買目的デリバティブ  ―  3,011  3,011

ヘッジ目的で使用されるデリバティブ  ―  85,574  85,574

合計  ―  88,585  88,585
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  レベル１  レベル２  合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当グループ－2013年       

資産       

損益を通じて公正価値で測定する金融資産：       

－売買目的デリバティブ  ―  5,276  5,276

ヘッジ目的で使用されるデリバティブ  ―  40,228  40,228

売却可能金融資産  27,186  ―  27,186

合計  27,186  45,504  72,690

負債       

損益を通じて公正価値で測定する金融負債：       

－売買目的デリバティブ  ―  2,994  2,994

ヘッジ目的で使用されるデリバティブ  ―  198,620  198,620

合計  ―  201,614  201,614
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  レベル１  レベル２  合計

  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

当社－2014年       

資産       

売却可能金融資産  12,157  ―  12,157

合計  12,157  ―  12,157

当社－2013年       

資産       

売却可能金融資産  11,718  ―  11,718

合計  11,718  ―  11,718

 

当事業年度において、レベル１とレベル２の公正価値測定の間に移動はなかった。
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(c) 公正価値で計上されず、帳簿価額が公正価値に合理的に近似しない、クラス別の金融商品の公正価値は以下の

通りである。

 

 当グループ  当社

 帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

2014年        

金融資産：        

非上場株式        

－マレーシア国内 19,533  *  19,483  *

－マレーシア国外 144,327  *  ―  ―

金融負債：        

社債 15,837,864  ^  1,500,000  ^

2013年        

金融資産：        

非上場株式        

－マレーシア国内 19,532  *  19,483  *

－マレーシア国外 108,317  *  142,940  ―

金融負債：        

社債 14,686,110  ^  1,500,000  ^

 

*　取得原価で計上される非上場株式投資及び非上場負債性証券(注記16)

これらの非上場株式投資及び非上場負債性証券の公正価値情報は開示されていない。これは、これらの商品がいずれの市

場にも上場されておらず、また上場している比較可能な同業他社もないために確実に測定することができないためであ

る。さらに、合理的な公正価値の見積りにおいて、評価手法に由来する変動性が激しいためである。

 

^　社債(注記32)

これらの社債に関する公正価値情報は、財務書類の注記32に開示されている。これらの社債の公正価値は、同等の残存期

間を有する類似した貸付及び借入契約に対する貸出利率の現在の増分を基に、割引キャッシュ・フロー分析を用いて見積

られる。
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(d) 公正価値の決定

以下は公正価値で計上されず、帳簿価額が公正価値に合理的に近似する金融商品のクラスである。

 

 注記

その他の債権(非流動) 20

売掛金及びその他の債権(流動) 20

短期投資(流動) 27

定期預金(流動) 17

現金預金(流動) 17

長期債務(非流動) 30

買掛金及びその他の債務(流動) 37

借入金(流動) 33

 

これらの金融資産及び負債の帳簿価額は、短期の性質のため、又は報告日現在もしくは報告日付近における市

場金利で価格が再設定された変動金利商品であるためのいずれかの理由により、公正価値に合理的に近似してい

る。

貸付金及び借入金の流動部分の帳簿価額は、割引の影響が僅かであるため、合理的に公正価値に近似してい

る。

流動貸付金及び借入金の公正価値は、見積将来キャッシュ・フローを、報告日現在の類似した貸付、借入及び

リース契約に対する貸出利率の現在の増分で割引いて見積られる。

 

金融保証

公正価値は確率加重された割引キャッシュ・フロー法に基づき決定される。確率は以下の主要な仮定について

見積られ、割当てられている。

－保証を受ける当事者が保証期間内に債務不履行となる可能性

－保証を受ける当事者の債務不履行により予測される回収不能部分に係るエクスポージャー

－保証を受ける当事者が債務不履行となった場合の見積損失エクスポージャー

 

42　重要な関連当事者との取引

当グループ又は当社が、ある当事者を直接又は間接的に支配し、当該当事者が財務上及び経営上の決定を下す上

で重要な影響力を行使する能力を持つ場合、又はその逆の場合、もしくは当グループ又は当社と当該当事者が共通

の支配又は共通の重要な影響を受ける場合、財務書類上、当該当事者は当グループと関係があると見なされる。関

連当事者は、個人又はその他の事業体の場合がある。

主要な経営陣は、当グループの活動を、直接又は間接的に計画、監督及び支配する権限と責任を有する者と定義

される。主要な経営陣には、当グループの取締役全員が含まれる。
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(a) 重要な関連当事者との取引

ⅰ)本財務書類の他の箇所に記載されている関連当事者の開示に加えて、下記はその他の重要な関連当事者と

の取引である。

 

      当グループ

      2014年  2013年

事業体  関係  取引の種類  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

アラ・ビンタン・バーハッド  
SG REITの特別目的
事業体^

 
サービス料収益  ―  2,601

         

   
 土地建物の賃借費

用
 ―  73,894

         

ビジネス・アンド・バジェット・
ホテルズ(クアンタン)センドリア
ン・バーハッド

 関連会社

 管理費用、インセ
ンティブ・フィー
及びソフトウェア
保守費用

 712  1,155

         

   
 投資不動産の賃借

費用
 6,000  6,000

         
コマーシャル・セントラル・セン
ドリアン・バーハッド

 持株会社の子会社
 事務所及び駐車場

の賃借費用
 2,207  2,206

         

コーポレート・プロモーション
ズ・センドリアン・バーハッド

 
持株会社の子会社
 

 広告及び宣伝費用
 

 12,310  8,891

         

エクスプレス・レール・リンク・
センドリアン・バーハッド

 
関連会社
 

 土木工事及び建設
による収益に関す
る分割請求額

 3,812  38,885

         

   
 コンピュータ機器

及びサービスの販
売による収益

 1,705  1,336

         

    広告及び保守費用  1,350  1,368

         

イースト・ウエスト・ベンチャー
ズ・センドリアン・バーハッド

 
持株会社の子会社
 

 投資不動産の賃借
費用

 19,250  19,250

         

   
 ホテル宿泊設備及

び設備賃借費用
 5,638  ―

         

オリエンタル・プレイス・センド
リアン・バーハッド

 
持株会社の子会社
 

 土地建物の賃借費
用

 7,847  7,434

         
PDCヘリテージ・ホテル・センド
リアン・バーハッド

 共同支配企業
 

建設  7,000  ―

         

スターヒル・グローバル・リア
ル・エステート・インベストメン
ト・トラスト(「SG REIT」)

 
不動産投資信託^
 

 

管理費用  ―  51,795

         
スパーブ・アグリゲーツ・センド
リアン・バーハッド

 関連会社
 

建材の購入  1,727  2,018
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      当グループ

      2014年  2013年

事業体  関係  取引の種類  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

シャリカット・ペランコンガン・
パンコール・ラウト・センドリア
ン・バーハッド

 持株会社の子会社
 

投資不動産の賃借
費用

 8,400  8,400

         
    ホテル宿泊設備  6,392  3,680
         

   
 管理費用、データ

処理費用及びロイ
ヤルティ収益

 2,534  1,511

         

サンダー・マッチ・テクノロ
ジー・センドリアン・バーハッド

 関連会社の子会社

 装置の一括販売に
よる手数料、イン
センティブ及び／
又は払い戻し

 10,310  ―

         

エクスチェンジング・マレーシ
ア・センドリアン・バーハッド

 共同支配企業
 ITコンサルタント

及び関連サービス
費用

 34,456  38,368

         

 

      当社

      2014年  2013年

事業体  関係  取引の種類  
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

コンストラクション・リース(M)
センドリアン・バーハッド

 
子会社
 

 
その他の受取利息
 

 1,702  1,960

         

エクスプレス・レール・リンク・
センドリアン・バーハッド

 関連会社  
優先株式の償還に
よる手取金

 ―  45,600

         
プリズマ・チュリン・センドリア
ン・バーハッド

 子会社  
投資有価証券の取
得

 ―  50,265

         
ワイ・ティー・エル・セメント・
バーハッド

 
子会社
 

 
ICULSによる受取
利息

 ―  3,902

         
ワイ・ティー・エル・コープ・
ファイナンス(ラブアン)リミテッ
ド

 子会社  
他社株交換債向け
株式の発行

 ―  332,419

         
ワイ・ティー・エル・インダスト
リーズ・バーハッド

 子会社  
投資有価証券の取
得

 ―  243,097

         
ワイ・ティー・エル・ランド・ア
ンド・デベロップメント・バー
ハッド

 子会社  
ICULSによる受取
利息

 11,745  11,745

         

ワイ・ティー・エル・イーソ
リューションズ・バーハッド
 

 
子会社
 
 

 
コンピュータ設備
及びサービス収益

 1,332  1,324

 

^　当グループはSG REITにおいて36.27％(2013年：29.38％)の持分に相当する780,973,047口(2013年：570,777,885口)を有している。
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ⅱ)主要経営陣の近親者との間に実施された重要な取引、並びに主要経営陣及びその近親者が支配する事業体

との間に実施された重要な取引は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

購入不動産に関する分割請求額 11,388  29,717

 

取締役の意見では、上記の取引は通常の事業活動において締結され、関連当事者間で交渉し合意を得た条件で

設定されている。

 

(b) 主要経営陣の報酬

主要経営陣に対する報酬は、財務書類の注記６に開示されているように取締役報酬のみから成る。

 

(c) 重要な関連当事者の残高

財務書類の注記26に開示されている情報に加えて、報告日現在の関連当事者への債権残高は、以下の通りであ

る。

 

 当グループ  当社

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

不動産売却に関する分割請求額        

－主要経営陣の近親者に対する請求額 715  177  ―  ―

投資有価証券の売却        

－コーナーストーン・クレスト・
センドリアン・バーハッド

―  ―  384,190  384,190

 

前へ　　　次へ
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43　契約債務及びオペレーティング・リース契約

(a) 投資契約債務

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

承認済であるが未契約 389,120  33,692

契約済であるが未実行 1,988,464  1,558,025

 

上記の契約債務は主に予備部品及び有形固定資産の購入から成る。

 

 

 当社

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

追加投資に関する投資契約債務 310,000  310,000

 

追加投資の詳細は、財務書類の注記47(i)に記載されている。
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 (b) オペレーティング・リース契約

(ⅰ)当グループが賃借人である場合

当グループは、解約不能オペレーティング・リース契約の下に、土地、オフィス及び倉庫を賃借してい

る。これらのリースの期間、エスカレーション条項及び更新権は様々である。土地における数件の長期

リースを除き、当グループのリース期間は通常、１年から５年である。変動リース料に含まれるリース

はない。

報告日現在、解約不能オペレーティング・リースにおける将来の最低リース支払額の内訳は以下の通り

である。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

１年以内 103,359  170,024

１年超５年以内 263,966  404,974

５年超 148,240  152,130

 515,565  727,128

 

(ⅱ)当グループが賃貸人である場合

報告日の解約不能オペレーティング・リースにおける将来の最低リース受取額は以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

１年以内 489,473  109,405

１年超５年以内 1,129,930  247,240

５年超 1,274,983  325,454

 2,894,386  682,099
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１件の長期リース及び一部の商業施設におけるマスターリース契約を除き、当グループの商業施設に関

するリース期間は通常１年から５年である。非関連当事者から受け取る商業施設に関連する将来の最低

リース料受取債権額は、約22億マレーシア・リンギットである。当グループは、ホテル不動産のオペ

レーティング・リースを行っており、当該リース期間は15年及び25年である。すべてのリース契約に

は、５年毎に５％のステップ・アップ・レートが付され、また当初のリース契約に類似した条件で将来

のリースを更新するオプションが各賃借人に付与されている。非関連当事者によるホテル不動産に関連

する将来の最低リース料受取債権額は、約531百万マレーシア・リンギット(2013年：約573百万マレーシ

ア・リンギット)である。

また、オペレーティング・リースとして分類される電力購入契約(以下「PPA」という)に基づくリース料

受取債権額は、以下の通りである。

 

 当グループ

 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

１年以内 445,283  420,960

１年超５年以内 117,007  532,894

 562,290  953,854

 

将来の最低リース料受取債権額には最低リース料支払額とその他の要因が含まれているため、その金額見積

りである。

 

44　セグメント情報

当グループには、以下の７つの報告セグメントがある。

(ⅰ)建設

(ⅱ)情報技術及びeコマース関連事業

(ⅲ)ホテル経営

(ⅳ)セメントの製造及び販売

(ⅴ)マネージメント・サービス及びその他

(ⅵ)不動産投資及び開発

(ⅶ)公益事業

経営陣は、戦略的決定を下す際に意思決定責任者(以下「CODM」という)により利用される報告に基づいて事業

セグメントを決定した。

CODMは地域別と事業別セグメントの両側面から事業を検討する。地域別では、経営陣は、３つの主要な地域

(マレーシア、英国及びシンガポール)における事業を管理及び監視している。地域セグメントの詳細は以下の財

務書類の注記において開示されている。
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報告セグメントについてCODMに提供されるセグメント情報は以下の通りである。

 

 建設  
情報技術及び

eコマース関連事業
 ホテル経営  

セメントの製造
及び販売

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

2014年度        

収益合計 436,178  86,834  716,451  2,695,960

セグメント間収益 (333,111)  (81,542)  (15,169)  (48,340)

外部収益 103,067  5,292  701,282  2,647,620

業績        

受取利息 1,673  4,153  859  17,750

財務費用 (9)  (12)  (12,764)  (19,478)

関連会社及び共同支配企業におけ
る持分損益

―  ―  (765)  (49)

セグメントの税引前利益 (20,708)  2,204  4,312  664,012

        

セグメント資産        

関連会社株式及び共同支配企業株
式

―  ―  30,944  901

その他のセグメント資産 720,479 　 143,672 　 1,014,639 　 4,838,483

        

セグメント負債        

社債及び借入金 16,794  190  573,657  603,377

その他のセグメント負債 267,466  3,859  196,777  785,071

        

その他のセグメント情報        

資本的支出 17,785  80  116,143  685,973

減損損失 ―  110  44,648  27,686

減価償却費及び償却費 8,979  610  78,945  168,420
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マネージメント・サ
ービス及びその他

 
不動産投資
及び開発

 公益事業  合計

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

2014年度        

収益合計 815,050  1,239,016  14,312,822  20,302,311

セグメント間収益 (349,440) (198,813) (6,659) (1,033,074)

外部収益 465,610  1,040,203  14,306,163  19,269,237

業績        

受取利息 5,631  7,005  24,574  61,645

財務費用 (351,955) (153,495) (586,036) (1,123,749)

関連会社及び共同支配企業におけ
る持分損益

16  (10) 250,479  249,671

セグメントの税引前利益 (141,343) 888,782  1,414,340  2,811,599

        

セグメント資産        

関連会社株式及び共同支配企業株
式

11,220  24,864  1,607,820  1,675,749

その他のセグメント資産 11,378,296  13,388,668  27,882,424  59,366,661

        

セグメント負債        

社債及び借入金 9,297,919  5,127,666  17,965,505  33,585,108

その他のセグメント負債 314,376  451,463  5,658,607  7,677,619

        

その他のセグメント情報        

資本的支出 28,656  506,678  1,865,012  3,220,327

減損損失 1,253  6,952  211,550  292,199

減価償却費及び償却費 10,442  35,205  1,312,228  1,614,829
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 建設  
情報技術及び

eコマース関連事業
 ホテル経営  

セメントの製造
及び販売

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

2013年度        

収益合計 487,677  87,884  519,122  2,409,900

セグメント間収益 (239,096) (82,665) (14,337) (43,259)

外部収益 248,581  5,219  504,785  2,366,641

業績        

受取利息 1,099  3,251  972  17,898

財務費用 (12) (8) (10,058) (27,601)

関連会社及び共同支配企業におけ
る持分損益

―  ―  (3,228) (60)

セグメントの税引前利益 16,752  2,947  32,757  509,106

        

セグメント資産        

関連会社株式及び共同支配企業株
式

―  ―  31,916  949

その他のセグメント資産 972,789  146,839  1,925,741  4,177,561

        

セグメント負債        

社債及び借入金 35,042  313  500,962  620,295

その他のセグメント負債 244,023  4,240  200,709  678,868

        

その他のセグメント情報        

資本的支出 6,526  1,833  215,657  320,634

減損損失 ―  ―  (2) 3,657

減価償却費及び償却費 7,493  412  13,680  150,946
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マネージメント・サ
ービス及びその他

 
不動産投資
及び開発

 公益事業  合計

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

 
千マレーシア
・リンギット

2013年度        

収益合計 808,821  743,444  15,746,897  20,803,745

セグメント間収益 (254,634)  (136,422)  (215)  (770,628)

外部収益 554,187  607,022  15,746,682  20,033,117

業績        

受取利息 4,671  6,065  23,213  57,169

財務費用 (321,808)  (50,679)  (608,593)  (1,018,759)

関連会社及び共同支配企業におけ
る持分損益

5,214  93,888  300,656  396,470

セグメントの税引前利益 118,085  292,937  1,326,795  2,299,379

        

セグメント資産        

関連会社株式及び共同支配企業株
式

11,652  1,670,530  1,739,248  3,454,295

その他のセグメント資産 12,478,944  4,302,911  26,144,321  50,149,106

        

セグメント負債        

社債及び借入金 9,464,832  2,878,319  17,242,305  30,742,068

その他のセグメント負債 537,166  214,617  5,796,765  7,676,388

        

その他のセグメント情報        

資本的支出 13,252  1,403,066  1,515,912  3,476,880

減損損失 3,478  3,672  159,665  170,470

減価償却費及び償却費 9,901  68,019  1,223,153  1,473,604
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(b) 地域別情報

当グループの７つの事業セグメントは、４つの主要な地域において運営されている。

(ⅰ)マレーシア

－建設

－情報技術及びeコマース関連事業

－ホテル経営

－セメントの製造及び販売

－マネージメント・サービス及びその他

－不動産投資及び開発

－公益事業

(ⅱ)英国

－公益事業

(ⅲ)シンガポール

－公益事業

－セメントの販売

－不動産投資及び開発

 

 収益  非流動資産

 2014年  2013年  2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

マレーシア 5,414,954  4,935,794  8,243,849  7,900,090

英国 2,919,758  2,507,191  14,352,500  11,979,298

シンガポール 10,108,952  11,865,825  13,980,979  6,261,178

その他の国 825,573  724,307  2,279,382  2,463,587

 19,269,237  20,033,117  38,856,710  28,604,153
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上記の非流動資産情報は連結財政状態計算書に表示されている以下の項目から成る。

 

   非流動資産

     2014年  2013年

     
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

有形固定資産     25,314,106  22,207,486

投資不動産     7,586,285  633,608

開発費     940,529  975,874

無形資産     5,013,992  4,785,485

生物資産     1,798  1,700

     38,856,710  28,604,153

 

(c) 主要な顧客

当グループの収益の10％以上を占める主要な顧客は以下の通りである。

 

   収益  

 

   2014年  2013年  

   
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 セグメント

エナジー・マーケット・カンパニー   4,351,541  5,703,228  公益事業

 

45　重要な会計上の見積り及び判断

見積り及び判断は、過去の実績、及び現状で合理的と考えられる将来の事象の予想を含むその他の要因に基づ

いており、継続的に評価されている。

当グループ及び当社は将来に関する見積り及び仮定を行う。結果として生じる会計上の見積りは、当然に、関

連する実際の結果と一致することはまれである。翌事業年度の資産及び負債の帳簿価額に重要な調整をもたらす

重要なリスクを持つ見積り及び仮定は以下の通りである。

(a)有形固定資産の見積減損

有形固定資産が減損しているかを決定する際には有形固定資産の使用価値の見積りが必要である。使用

価値の計算は、将来キャッシュ・フローの現在価値を計算するために、経営陣に将来キャッシュ・フロー

及び適切な割引率を見積もることを要求している。経営陣はこのような見積りを評価し、減損引当金は必

要ではないと確信している。

当グループの経営陣は、有形固定資産が減損していると見なされる時期の決定について、注記２(d)に記

載された会計方針に従う。
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ある資産が減損している可能性があることを示す事象及び状況があり、その資産の帳簿価額が回収可能

価額を超過する場合に、減損が認識される。これらの資産の回収可能価額の決定において、資産のキャッ

シュ・フローに関する特定の見積りがなされる。

(b)有形固定資産の見積残存価額及び耐用年数

有形固定資産の残存価額及び耐用年数は各事業年度末に見直される。見直しは事業計画及び戦略、予想

される使用水準並びに将来の規制変更などの要因に基づいている。残存価額及び耐用年数の見積りには重

要な判断が伴う。

(c)投資不動産の分類

当グループは、不動産が投資不動産としての条件を満たしているかどうかを判断するに当たり、FRS第

140号に基づき一定の基準を策定した。当グループの投資不動産は、リース料獲得又はキャピタル・ゲイン

目的で保有する自己所有の土地及び建物並びに賃借の土地及び建物から成る。

(d)のれんの見積評価

当グループは、当グループの会計方針に従って、年に１度のれんの減損テストを行う。現金生成単位の

回収可能価額は使用価値又は売却費用控除後の公正価値の計算に基づき決定される。これらの算定には、

財務書類の注記18に記載された見積りの使用が求められる。

(e)不動産開発

当グループは、工事進行基準を用いて不動産開発収益及び費用を損益に計上する。進捗度は、見込まれ

る不動産開発費合計に対するその日までに行われた作業に関して発生した不動産開発費の割合によって決

定される。

進捗度、発生した不動産開発費の範囲、不動産開発収益及び費用の見積合計額並びに開発計画の回収可

能性を決定する際には重要な判断が必要となる。判断を行う際、当グループは過去の実績に基づき、かつ

専門家による評価を利用して評価する。

(f)工事契約

当グループでは契約収益の会計処理について、契約費用の回収が見込まれる場合に工事進行基準を適用

する。進捗度はこれまでに発生した契約費用の契約費用見積総額に対する割合に基づいて測定される。

進捗度、発生した契約費用の範囲、契約収益及び契約費用の見積合計額並びに契約の回収可能性を決定

する際には重要な判断が必要となる。契約収益合計には、顧客から回収可能な変更作業及びクレームの見

積りも含まれる。判断を行う際、当グループは過去の実績と専門家による評価を利用している。

(g)債権の減損

当グループ及び当社は、債権が減損しているという客観的な証拠があるかどうかを各報告日に評価す

る。減損損失は、現在の債権の状況の見直し及び過去の回収実績に基づき計算される。かかる引当金は、

実際及び予想される減損を反映して定期的に調整される。報告日における当グループの債権の帳簿価額

は、財務書類の注記20に記載されている。
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(h)法人税等

(ⅰ)法人所得税

当グループは様々な税務管轄地において所得税が課せられている。法人所得税に関するグループ全体の

引当金の決定に際しては判断が必要とされる。通常の事業活動において、最終的な法人税の算定が不確

実な取引及び計算がある。当グループは、追加的な税金の支払いが求められるかどうかの予測に基づ

き、法人税関連の負債を認識する。これらの法人税関連の最終結果と当初の認識額とに差額が生じる場

合、その差額は、法人税の算定が行われる期間の法人税等及び／又は繰延税金引当額に影響を及ぼすこ

とになる。

(ⅱ)繰延税金資産

繰延税金資産は、一時差異を将来の課税所得に利用できる可能性が高い場合に認識される。これには、

繰延税金資産を認識している特定の事業体の将来の経営成績に関する判断が必要である。

(i)株式報酬

持分により決済される株式報酬は、付与日の公正価値で測定される。当グループは、各報告日に、市場

外の権利確定条件に基づき、受給者が受け取ることが見込まれる業績連動型株式数の見積りを修正する。

公正価値の算定に使用する評価モデルの仮定値は財務書類の注記28(b)に記載されている。

(j)見積年金給付額

年金債務の現在価値は複数の要素による影響を受け、年金数理上の複数の仮定を用いて算定される。年

金費用(収益)純額の算定に用いられる仮定には、割引率が含まれる。これら仮定の変動により年金債務の

帳簿価額は影響を受ける。

当グループは各事業年度末に適切な割引率を決定している。これは、年金債務の決済に必要となるであ

ろう将来の見積キャッシュ・アウトフローの現在価値を算定するのに用いるべき利率である。適切な割引

率の決定において、当グループは、給付が行われる通貨建ての、関連年金債務と満期が近似する優良社債

の利率を考慮している。

年金債務のその他の主要な仮定は、部分的に、現在の市況に基づいている。追加情報については財務書

類の注記36に開示されている。

(k)当グループが50％以上保有していない企業の連結

当グループは、スターヒル・グローバルREITの議決権の50％以上保有していないが、経営陣は当グルー

プがスターヒル・グローバルREITを事実上支配していると考えている。当グループは、スターヒル・グ

ローバルREITの株式持分の36.27％を保有する大株主であり、９％を保有する１名の株主を除き、他のすべ

ての株主はそれぞれ株式持分の１％未満しか保有していない。過去において、他の株主がグループを形成

して議決権を集団的に行使したことはない。
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46　新しい又は改訂された財務報告基準

当財務書類承認日現在、以下の新しい又は改訂されたFRS、FRSの修正及びIC解釈指針が公表されているが、効

力は発生しておらず、当グループ及び当社は適用を開始していない。

 

詳細
以下の日付以降に開始する会計期間

より効力発生

FRS第10号の修正「連結財務諸表」－投資企業 2014年１月１日

FRS第12号の修正「他の企業への関与の開示」－投資企業 2014年１月１日

FRS第127号の修正「個別財務諸表」－投資企業 2014年１月１日

FRS第132号の修正「金融商品：表示」－金融資産と金融負債の相殺 2014年１月１日

FRS第136号の修正「資産の減損」－非金融資産に係る回収可能価額の開示 2014年１月１日

FRS第139号の修正「デリバティブの契約更改とヘッジ会計の継続」 2014年１月１日

IC解釈指針第21号「賦課金」 2014年１月１日

FRS第119号の修正「確定給付制度：従業員拠出」 2014年７月１日

FRS年次改善 2010－2012年サイクル 2014年７月１日

FRS年次改善 2011－2013年サイクル 2014年７月１日

FRS第９号「金融商品」 未発表

FRS第11号「共同支配事業に対する持分の取得に関する会計処理」 2016年１月１日

FRS第14号「規制繰延勘定」 2016年７月１日

FRS第116号及びFRS第138号の修正「減価償却及び償却の許容される方法の
明確化」

2016年７月１日

 

当グループ及び当社は、上記の基準、公表済の基準の修正及びIC解釈指針の影響に係る予備的な評価を開始し

たが、その影響についてはまだ評価中である。

 

FRS第９号「金融商品：分類及び測定」

FRS第９号は、FRS第139号の置き換えに係る作業の第１フェーズを反映しており、FRS第139号に定義されている

ように、金融資産及び金融負債の分類及び測定に適用される。当基準は、2013年１月１日以降に開始する年次会計

期間より当初効力が発生する予定だったが、2012年３月に公表されたFRS第９号の修正「FRS第９号の強制発効日及

び移行に関する開示」によって、強制発効日は2015年１月１日に延期された。その結果、2014年２月14日、新発効

日は当プロジェクトが完了する直前に決定される見込みであると発表された。FRS第９号の第１フェーズの適用

は、当グループの金融資産の分類及び測定に影響を及ぼすが、当グループの金融負債の分類及び測定には影響を及

ぼさない。当グループは、すべてのフェーズを含む最終基準が公表される際に、他のフェーズと併せて影響を定量

化する予定である。
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FRS第136号の修正「非金融資産に係る回収可能価額の開示」

当修正は、FRS第136号で要求された開示に係る、FRS第13号による意図しない結果を削除している。さらに、当

修正は当期間において減損損失の認識又は戻し入れをしたCGUの資産の回収可能価額の開示を要求している。当修

正は、2014年１月１日以降に開始する会計期間から遡及的に適用され、早期適用も認められている。

 

FRS第139号の修正「デリバティブの契約更改とヘッジ会計の継続」

当修正は、ヘッジ商品として指定されているデリバティブの契約更改が一定の条件を満たす場合に、ヘッジ会計

を中止しなくてよいように救済措置を講じている。当グループは、当期間において当グループのデリバティブの契

約更改をしなかった。しかし、当修正は将来の契約更改について検討される。

 

マレーシアの財務報告基準(「MFRSフレームワーク」)

2011年11月19日、マレーシアの会計基準審議会(以下「MASB」という)は、新しくMASBが承認した会計上の枠組

みであるMFRSフレームワークを公表した。

MFRSフレームワークは、2012年１月１日以降に開始する年次会計期間において、プライベート・エンティティ

以外の全事業体に適用される。ただし、親会社、重要な投資家及び投機家(以下「トランジショニング・エン

ティティ」とする)を含む、MFRS第141号「農業」(以下「MFRS第141号」という)及びIC解釈指針第15号「不動産

の建設に関する契約」(以下「IC解釈指針第15号」という)の範疇にある事業体を除く。従って、トランジショニ

ング・エンティティによるMFRSフレームワークの適用については、2017年１月１日以降に開始する年次会計期間

より強制される。MFRSの早期適用は認められている。

当グループ及び当社は、トランジショニング・エンティティの定義の範囲内にあり、新しいMFRSフレームワー

クの適用を延期することを選択した。その結果、当グループ及び当社は、2018年６月30日に終了する事業年度の

最初のMFRS財務書類において、MFRSフレームワークを用いて財務書類を作成するよう要求される。

当グループ及び当社は、財務報告基準に基づく会計基準とMFRSフレームワークに基づく会計基準間の相違によ

る財務上の影響を評価する過程にある。
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47　会社提案

(ⅰ) 2013年６月14日、当社が70％を保有する子会社であるピンタール・プロジェック・センドリアン・バー

ハッド及びスターヒル・リアル・エステート・インベストメント・トラスト(YTLホスピタリティーREITとして知

られる)のマネージャーは、以下の提案を引き受けるよう提案した。

 

(a) YTLホスピタリティーREITの借入金を一部返済し、そのギアリング・レベルを下げるために、総手取金を最

大800百万マレーシア・リンギットまで引き上げるように、後日決定される金額で、YTLホスピタリティーREITに

新ユニットを設定する(以下「設定ユニット」という)(以下「設定」という)

 

(b)当該設定に従って、設定ユニットの発行を容易にするために、YTLホスピタリティーREITの現行の承認された

ファンドの規模を1,324,388,889口から最大2,125,000,000口まで増加する（以下「ファンドの規模の増加」とい

う）

 

(c)将来、借入金により、より大きな買収機会に資金調達する柔軟性をYTLホスピタリティーREITに提供するため

に、借入限度額をYTLホスピタリティーREIT及びその子会社の総資産価値の60％まで引き上げる。この柔軟性

は、新ユニットの発行により資金調達する株式ファンドと比べて、借入金による資金調達がより適切である可能

性があるため、入札過程を通じて潜在的な買収が行われる状況において必要とされる。

 

2013年６月28日、当社は、最大310百万マレーシア・リンギットまでの設定ユニットの引き受け(以下「引受」

という)に対するYTLホスピタリティーREITの条件付募集を承認した。

YTLホスピタリティーREITの証券保有者は、2014年２月11日に開催された証券保有者総会において設定及び引

受を承認した。

2014年５月14日及び2014年５月28日、YTLホスピタリティーREITのマネージャーは、設定及びファンドの規模

の増加を完了させるために、申告期間を2014年６月30日から2014年12月29日まで６ヶ月延長(以下「期間延長」

という)するようマレーシア証券委員会(以下「SC」という)及びブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バー

ハッド(以下「ブルサ・セキュリティーズ」という)のそれぞれに申請書を提出した。SC及びブルサ・セキュリ

ティーズによる期間延長の承認については、2014年５月23日付及び2014年６月12日付の書簡を参照のこと。

設定及び引受は、実施を保留中である。
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48　当事業年度中の重要な事象

2013年７月５日、スターヒル・グローバル・リアル・エステート・インベストメント・トラスト(以下

「SGREIT」という)に対して、当社及び当社の完全子会社であるワイ・ティー・エル・ホテルズ・アンド・プロ

パティーズ・センドリアン・バーハッドが所有するSGREITの転換可能優先受益証券152,727,825口の転換による

210,195,189口の新規受益証券の発行に伴い、SGREITに対する当グループの持分は29.38％から6.89％増加し、

36.27％となった。

新しい財務報告基準の第10号に従って、上記の持分の増加により当社がSGREITを事実上支配することとなった

ため、SGREITは当社の子会社となった。

 

49　資本管理

当グループの資本管理の主な目的は、事業を支え、株主の価値を最大限にするために、健全な自己資本比率を

確実に維持することである。

当グループは資本構成を管理し、景気の変動に照らして調整を行う。資本構成の維持又は調整のために、当グ

ループは株主への配当金支払の調整、株主へ資本の返還、新規株式の発行を行う場合がある。当事業年度におい

て、当グループの資本管理方法に変更はなかった。

当グループは負債資本比率を用いて、すなわち負債純額を加えた資本合計で負債純額を除した額により資本を

監視する。当グループは、現金及び現金同等物を控除した借入金合計を負債純額に含めていた。資本には、株主

に帰属する資本が含まれる。

 

 当グループ  当社

 2014年  
2013年

（修正再表示）
 2014年  2013年

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

 
千マレーシア・
リンギット

社債(注記32) 15,837,864  14,686,110  1,500,000  1,500,000

借入金(注記33) 17,747,244  16,055,958  1,267,681  1,404,761

貸付金及び借入金 33,585,108  30,742,068  2,767,681  2,904,761

控除：現金及び現金同等物(注記
17)

(13,216,496)  (13,814,013)  (1,513,559)  (1,754,448)

負債純額 20,368,612  16,928,055  1,254,122  1,150,313

親会社の株主に帰属する資本 14,386,764  13,142,113  6,994,973  7,137,507

資本及び負債純額 34,755,376  30,070,168  8,249,095  8,287,820

負債資本比率 59％  56％  15％  14％

 

ブルサ・セキュリティーズの実務注釈書第17/2005号の下で、当社は発行済払込済株式資本(自己株式を除く)

の25％と同率又はそれ以上の連結株主資本を維持するよう求められている。かかる株主資本は40百万マレーシ

ア・リンギットを下回らない。当社はこの要件に準拠している。
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50　報告期間後の重要な事象

2014年６月２日、ワイ・ティー・エル・パワー・インターナショナル・バーハッド(以下「YTLパワー」とい

う)の子会社であるワイ・ティー・エル・コミュニケーションズ・センドリアン・バーハッド(以下「YTL Comm」

という)は、コンソーシアム・ジャリンガン・セランゴー・センドリアン・バーハッド(以下「KJS」という)の発

行済払込済株式資本の60％にあたる１株当たり1.00マレーシア・リンギットのKJS普通株式合計1,500,000株を、

該当する場合には調整することを条件として、現金対価総額49,800,000.00マレーシア・リンギットで、クンプ

ラン・ダルル・イーサン・バーハッド及びイングレス・ソフトウェア(M)・センドリアン・バーハッドから取得

した(以下「当該取得」という)。KJSは主に、通信塔の計画、設置及び保守や通信関連サービスに従事してい

る。当該取得は、2014年８月１日に完了した。その結果、KJSはYTL Commの直接子会社となり、YTLパワー及び当

社の間接子会社となった。

 

51　比較情報

前事業年度末の後、当グループはFRS第116号の修正及びFRS第119号の修正の適用時に、当グループの予備部品

及び退職後給付債務の認識及び測定に関する会計方針を変更した。

MFRS第116号及びMFRS第119号に対するこれらの修正の適用によって、有形固定資産の定義を満たす予備部品、

予備装置及びサービス設備の資産計上、並びにコリドー・アプローチ下で過年度に繰延べられた年金数理上の損

益のすべてを発生した事業年度のその他の包括利益で直ちに認識する一括処理が生じた。

当事業年度の表示に整合させるため、組替がなされている。
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これらの変更による影響は遡及適用され、比較情報は以下のとおり修正再表示されている。

 

 以前の報告額
FRS第116号に
よる調整

FRS第119号に
よる調整

組替 修正再表示

 
千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

当グループ      

2012年７月１日現在      

財政状態計算書      

非流動資産      

有形固定資産 20,620,111 17,046 ― ― 20,637,157

流動資産      

棚卸資産 928,654 (40,487) ― ― 888,167

非流動負債      

退職後給付債務 127,898 ― 564,536 ― 692,434

繰延税金負債 2,696,881 ― (132,233) ― 2,564,648

資本      

利益剰余金 10,305,216 (12,049) (222,984) ― 10,070,183

非支配持分 2,200,582 (11,392) (209,319) ― 1,979,871
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 以前の報告額
FRS第116号に
よる調整

FRS第119号に
よる調整

組替 修正再表示

 
千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

千マレーシア・
リンギット

当グループ      

2013年６月30日現在      

損益計算書      

収益 19,972,948 ― ― 60,169 20,033,117

売上原価 (15,816,569) (6,022) 5,938 ― (15,816,653)

一般管理費 (1,075,820) ― (364) (1,238) (1,077,422)

その他の営業収益 (305,947) 304 ― ― (305,643)

財務費用 (1,001,293) ― (17,466) ― (1,018,759)

関連会社及び共同支配企業におけ
る持分損益－税引後

451,801 ― ― (55,331) 396,470

法人税等 (467,607) ― 2,733 (3,600) (468,474)

包括利益計算書      

その他の包括利益／(損失)      

－退職後給付債務の再測定に
よる利益

― ― 92,299 ― 92,299

－為替換算差額 (245,428) ― 5,522 ― (239,906)

財政状態計算書      

非流動資産      

有形固定資産 22,193,050 14,436 ― ― 22,207,486

関連会社株式 3,418,740 ― 11,326 ― 3,430,066

共同支配企業 22,490 ― 1,739 ― 24,229

流動資産      

棚卸資産 892,569 (43,594) ― ― 848,975

非流動負債      

退職後給付債務 100,012 ― 466,298 ― 566,310

繰延税金負債 2,513,137 ― (109,591) ― 2,403,546

資本      

その他の準備金 (530,426) ― 2,906 ― (527,520)

利益剰余金 11,395,643 (15,058) (179,206) ― 11,201,379

非支配持分 2,224,274 (14,100) (167,342) ― 2,042,832
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52　財務書類発行に対する承認

当財務書類は、2014年10月９日付の取締役会の決議により発行が承認されている。
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２ 【主な資産・負債及び収支の内容】

財務書類に対する注記を参照のこと。

 

３ 【その他】

(1) 当期末日以降の後発事象

財務書類に対する注記50記載の開示項目を除いて、当期末から本報告書提出時までの期間において、重要な

後発事象はなかった。

 

(2) 訴訟

当社及び当社の子会社に関連する重要な訴訟事項はない。
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４ 【マレーシアと日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】

ここに掲載された財務書類は、マレーシアにおいて一般に公正妥当と認められている会計原則に準拠して作成

されているため、わが国における会計原則とはいくつかの点で相違している。主たる相違点は、次の通りであ

る。

(1) 連結上ののれん

マレーシアの会計原則では、企業結合により取得したのれんは償却されない。その代わり、会計基準（以下

「FRS」という）第136号「資産の減損」に準拠し、買収企業による減損テストが、年に一度、あるいはのれん

の減損の可能性を示す事象や状況の変化が生じた場合はより頻繁に行われる。のれんは、減損テストの目的で

現金生成単位に配賦される。のれんは、減損損失累計額控除後の取得原価で計上される。のれんに係る減損損

失の戻入れは行われない。

日本では、連結上生じたのれんは20年を超えない期間にわたって償却され、「固定資産の減損に係る会計基

準」により減損テストが実施される。

(2) 資産の減損

マレーシアの会計原則においては、修正されたFRS第136号が主にのれんの減損テストに関連している。

この基準は以下の資産に適用される：

i) 契約日が2006年１月１日以降の企業結合により取得したのれん及び無形固定資産

ii) 2006年１月１日以降に開始した事業年度の期首よりその他のすべての資産(非遡及的適用)

減損損失は回収可能価額の決定に使用した見積りの変更がある場合に戻し入れできるが、のれんの減損損失

は戻し入れできない。

日本においては、固定資産の再評価について「固定資産の減損に係る会計基準」が適用され、減損の測定及

び認識が要求される。減損損失の戻し入れは禁止されている。

(3) 従業員の休暇に係る債務

マレーシアの会計原則においては、年次有給休暇及び疾病休暇は、従業員が当グループに役務を提供する事

業年度に費用として認識される。

日本の会計原則では、年次有給休暇や疾病休暇に係る債務の会計処理は要求されていない。

(4) 関連当事者の開示

マレーシアの会計原則に基づき、当グループは主要な経営幹部の報酬を関連当事者及びその他一部の関連当

事者取引に含めて開示している。

日本の会計原則では、役員に対する報酬は関連当事者取引の開示対象外である。

(5) 投資不動産

マレーシアの会計原則においては、投資不動産は、取得原価(減価償却累計額及び減損累計額を含む)又は公

正価値のいずれかに基づいて会計処理される。

日本の会計原則においては、投資不動産は、その他の有形固定資産と同様に取得原価基準により会計処理さ

れ、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき減損処理が行われる。なお、「賃貸等不動産の時価等の開示

に関する会計基準」により、投資不動産の時価情報の注記が必要とされる。
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(6) 公正価値の測定

マレーシアの会計原則においては、FRS第139号に従って、トレーディング目的の金融資産は公正価値で測定

し、公正価値の変動を損益計算書で認識する。さらに、一定の場合に使用可能な取消不能のオプションが認め

られており、金融資産、金融負債を「損益計算書を通じて公正価値で測定する」項目として分類し、公正価値

で測定して差額を損益計算書で認識することができる。売却可能投資は公正価値で評価し、評価差額は資本に

計上する。活発な市場における市場価格がなく、かつ公正価値を信頼性をもって測定できない持分投資は原価

で評価する。

日本の会計原則においては、トレーディング目的の金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動を損益計

算書で認識している。売却可能有価証券（「その他有価証券」）は公正価値で測定し、公正価値の変動額は以

下のいずれかの方法で処理している。

１）公正価値の変動額を純資産に計上し、売却、減損あるいは回収時に損益計算書へ再計上する。

２）個別ベースで、公正価値が原価を上回る場合には純資産に計上し、下回る場合には損益計算書に計上す

る。

市場価格のない株式は原価で評価する。金融負債はヘッジ会計によるものを除き、公正価値での測定は認め

られていない。

(7) ヘッジ会計

マレーシアの会計原則においては、FRS第139号「金融商品の認識と測定」に従って、一般に、以下のヘッジ

が認められている。

(1) 公正価値ヘッジ

ヘッジ手段は公正価値で評価する。ヘッジ対象項目については、当該項目のリスクに起因する公正価値

の変動部分についてのみ、帳簿価額を修正する。公正価値ヘッジから生じる損益は、ヘッジ手段に関す

るものもヘッジ対象物に関するものも、損益計算書に計上する。

(2) キャッシュ・フロー・ヘッジ

ヘッジ手段は公正価値で評価し、有効なヘッジ部分に関する損益については当初資本に計上し、その後

ヘッジ対象項目の損益認識のパターンと同様の方法で損益計算書に含める。

日本の会計原則においては、「金融商品に関する会計基準」に基づき、原則として、時価評価されている

ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで、これに係る繰延税金資産又

は繰延税金負債の額を控除した金額で純資産の部において繰延べられる。ただし、ヘッジ対象である資産又は

負債に係る相場変動等を損益に反映させることにより、その損益とヘッジ手段に係る損益とを同一の会計期間

に認識することもできる。また、資産購入に関する予定取引のヘッジについては購入資産の取得原価に加減す

る処理が認められる。金利スワップにより完全に有効なヘッジ関係が想定される場合には、特例処理が認めら

れている。
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(8) 連結財務諸表

FRS第10号は、連結財務諸表を取り扱うFRS第127号「連結及び個別財務諸表」及びIC解釈指針第112号「連結

－特別目的事業体」の一部を置き換えている。

FRS第10号では、(a)投資企業が被投資企業に対してパワーを有する場合、(b)投資企業が被投資企業への関

与により生じる変動リターンに対してエクスポージャー又は権利を有する場合、また(c)投資企業が投資企業

のリターンの金額に影響を及ぼすように被投資企業に対してそのパワーを使用する能力を有する場合に、投資

企業は被投資企業を支配する。FRS第127号「連結及び個別財務諸表」では、支配は、企業の財務及び経営方針

を管理することによって企業活動による便益を享受するためのパワーとして定義されていた。

FRS第10号には、どのような場合に被投資企業の議決権付株式の50％未満を保有する投資企業が被投資企業

を支配するかを説明する詳しいガイダンスが含まれている。FRS第10号は、投資企業が関連するすべての事実

及び状況(特に、他の議決権保有者の保有の規模及び分散状況との比較における投資企業の議決権保有の相対

的な規模)を考慮するよう要求している。日本の会計原則においては、企業会計基準第22号「連結財務諸表に

関する会計基準」に基づき、実質支配力基準により連結の範囲が決定され、支配の及ぶ会社（子会社）は連結

の範囲に含まれる。ただし、子会社のうち支配が一時的であると認められる企業、又は連結することにより利

害関係者の判断を著しく誤らせるおそれのある企業については、連結の範囲に含めないこととされている。ま

た、非連結子会社及び重要な影響力を与えることができる会社（関連会社）については、持分法の適用範囲に

含める。尚、日本でも、IFRSの共同支配企業に該当するものには持分法が適用される。

(9) 従業員給付

FRS119号の修正「従業員給付」は、確定給付年金費用及び解雇給付の認識及び測定、並びにすべての従業員

給付の開示を大幅に変更する。数理計算上の差異について、回廊アプローチによる繰り延べは行われなくな

る。

日本の会計原則においては、未認識数理計算上の差異の償却について、回廊アプローチは採用されていな

い。また、2012年５月17日付で企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針

第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」が公表され、オフバランスとなっていた未認識過去勤務債務

及び未認識数理計算上の差異が貸借対照表に認識されることとなる。なおその期に費用処理される退職給付費

用の金額については変更ないが、過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異の発生額のうちその期に費用処理

されない部分は、貸借対照表のその他の包括利益累計額に計上される。これらはその後の期間にわたって費用

処理され、当期純利益を構成する。この取扱いは2013年４月１日以後開始する事業年度の年度末に係る財務諸

表から適用されている。但し、2013年４月１日以後開始する事業年度の期首から適用することができる。

 

 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

487/507



第７ 【外国為替相場の推移】

最近５年間及び最近６ヶ月間の日本円とマレーシア・リンギットの間の為替相場は国内において時事に関する事

項を掲載する２以上の日本の日刊新聞において掲載されているため、本項の記載は省略する。
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第８ 【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

１　本邦における株式事務等の概要

(1) 株式の名義書換取扱場所及び名義書換代理人

日本においては、当社株式の名義書換取扱場所又は名義書換代理人は存在しない。しかし、株式会社証券保

管振替機構(以下「証券保管振替機構」という。) 又はそのノミニー名義となっている当社株式の実質株主

(以下「実質株主」という。) に対する株式事務は、東京証券取引所 (以下「取引所」という。) の定める上

場有価証券管理基準に基づき指定された三井住友信託銀行株式会社 (以下「株式事務取扱機関」という。) が

これを取扱う。

取引所に上場された当社株式は、取引所の外国株券振替決済制度に従い、証券保管振替機構が指定した保管

銀行(以下「保管銀行」という。) によって、マレーシアの中央預託制度に基づき、マレーシア国内における

同制度の中央預託機関であるブルサ・マレーシア・デポジタリー・センドリアン・バーハッド (「BMD」) に

預託され、同機関又はそのノミニーの名義で当社の株主名簿に登録される。したがって当社株式の取引所決済

にあたっては、取引所の会員である証券会社間では証券保管振替機構に開設した当該会員の口座間の振替が行

われ、また、同一会員の顧客間の決済については、同会員に顧客が外国証券取引口座約款に従い開設した外国

証券取引口座間の振替が行われるため、当社株主名簿上における株式名義書換は行われない。

一方当社は、その株主名簿上の登録名義人を当該株式の事実上の所有者として取扱う権利を有し、マレーシ

ア法が要求する場合を除いては、他の者の当該株式に対する衡平法上その他の権利を承認する義務を負わな

い。したがって、取引所の定める上記保管制度に従って株式を保管させている投資家、すなわち実質株主は、

配当を受領する権利、議決権などの権利を、証券保管振替機構を通じて行使することとなる。

以下に記載するものは、上記外国株券振替決済制度に基づき締結された証券保管振替機構及び保管銀行間の

保管契約、証券保管振替機構、株式事務取扱機関及び当社間の株式事務委任に関する契約、証券保管振替機

構、配当金支払取扱銀行及び当社間の配当金支払事務委任に関する契約等に基づく、実質株主の配当受領権、

議決権などの権利を証券保管振替機構を通じて間接的に行使するための、実質株主に関する株式事務等の概要

である(この株式事務等は、今後変更されることもあり得るし、上記の記載は投資家が必要な外国為替法上の

許可を得て株券の保管及び当社の株主名簿上の登録名義人につきこれと異なる取り決めをした場合には適用さ

れない。)。

(2) 株主に対する特典　…………　原則としてなし。

(3) 株式の譲渡制限　　…………　原則としてなし。
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(4) その他の株式事務に関する事項

(イ)決算期 ………… 毎年６月30日

(ロ)定時株主総会 ………… 毎年少なくとも１回、前回の定時株主総会より15ヶ月以内に開催

しなければならない。

(ハ)株主名簿の閉鎖 ………… 18市場日前にマレーシアの日刊新聞に掲載し、ブルサ・セキュリ

ティーズに対し通知することにより、閉鎖期間が一年につき30日

を超えない範囲で随時これを閉鎖することができる。

(ニ)基準日 ………… 当社の株式に対する配当を当社から受領する権利を有する株主

は、配当金支払のため取締役会が定める基準日における当社の株

主名簿上の登録名義人であり、証券保管振替機構から配当を受領

する権利を有する実質株主は、通常日本国における同一の暦日現

在で株式事務取扱機関が作成した実質株主明細表上の名義人であ

る。

(ホ)株券の種類 ………… 合理的な単位の株券を発行する。

(へ)株券に関する

　　手数料

………… 日本における当社株式の実質株主は、日本の証券会社に外国証券

取引口座を開設、維持するにあたり、外国証券取引口座約款に

従って年間口座管理料の支払いをする必要がある。マレーシアに

おいては、３マレーシア・リンギットを超えない当社名義書換代

理人又は登録機関が株主より徴収する名義書換手数料又は登録手

数料があり、株券の紛失又は滅失による再発行について手数料が

課されることがある。

(ト)公告掲載新聞名 ………… 実質株主のために当社は、日本国内において一定の事項を日本経

済新聞に掲載して公告する。
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２　日本における実質株主の権利行使に関する手続

(1) 実質株主の議決権行使に関する手続

日本における当社株式の実質株主は、公告により株主総会の日時及び議題を通知され、公告で指定する手続

に従い株式事務取扱機関に指示を与えることにより議決権を行使することができる。実質株主の指示がない場

合には、当該株式について議決権は行使されない。

(2) 配当請求に関する手続

株式事務取扱機関は、当社から配当金額、配当支払日その他に関する通知を受領した時はこれを基準日現在

の実質株主明細表に基づき実質株主に通知する。

配当金は、保管銀行が証券保管振替機構に代わって当社から一括受領し、これを配当金支払取扱銀行に交付

し、配当金支払取扱銀行は、株式事務取扱機関が作成した実質株主明細表に基づき原則として銀行口座振込に

より実質株主に交付する。

株式配当及び株式分割については、外国株券振替決済制度に基づき行うこととなるが、原則として証券保管

振替機構を通じて実質株主の口座に振り込まれる。ただし、株式配当の場合には、(イ)証券保管振替機構が株

式による交付が可能であると判断していること、及び(ロ)実質株主がそれに関する源泉徴収税を支払済みであ

ることを条件とする。取引所の定める当社株式の取引単位未満の株式は、市場で売却処分し、売却代金を株式

事務取扱機関を通じて実質株主に交付する。

当社株主は、株主としての新株引受権はないが、株主に対して新株引受権が付与された場合には、保管銀行

が当該新株引受権を証券保管振替機構に代わってマレーシアにおいて売却処分し、売却代金は配当金支払と同

様にそれに対する権利を有する実質株主に対し、保管銀行から株式事務取扱機関を通じて支払われる。

(3) 株式の移転に関する手続

マレーシアにおいては、当社株式の移転には、当該株式を表章する株券を正当に作成された株式譲渡証書と

ともに交付し、譲渡に係るすべての印紙税を支払わなければならない。

マレーシア中央預託制度に基づき当社株式が中央預託機関であるBMDに預託されている場合、当社株式の取

引は、預託者がBMDに開設する証券口座間の振替記帳により行われる。

日本においては、実質株主は当社株式の株券を保有せず、また取引所の会員である証券会社から受領する預

かり証は、外国株券振替決済制度のもとでは流通を認められない。実質株主は当社株式に関する権利を取引所

の取引により譲渡することができる。この場合、取引の決済は、証券会社に開設された口座間の振替か又は証

券保管振替機構に開設された証券会社の口座間の振替によって行われる。
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(4) 配当等に関する課税上の取扱い

(イ)配当 ………… 実質株主に対する配当は、日本の税法上配当所得となる。日本の

居住者たる個人又は日本の法人が支払いを受ける配当金について

は、マレーシアにおいて当該配当の支払いの際に徴収されたマ

レーシア又は周囲の地方政府による源泉課税があるときは、この

額をマレーシアにおける当該配当の支払額から控除した後の金額

に対して、2014年１月１日から2037年12月31日までに支払いを受

けるべき上場株式の配当については、個人の場合は15.315％の所

得税と５％の地方税が、法人の場合は15.315％の日本の所得税

が、2038年１月１日以降に支払いを受けるべき上場株式の配当に

ついては、個人の場合は15％の所得税と５％の地方税が、法人の

場合は15％の所得税が源泉徴収される。かかる配当所得について

は個人は確定申告を要しない。個人が2014年１月１日以降に支払

いを受けるべき上場株式の配当については、申告分離課税を選択

することが可能である。申告分離課税の場合、2014年１月１日か

ら2037年12月31日までに支払いを受けるべき上場株式の配当につ

いては、15.315％の所得税と５％の地方税が、2038年１月１日以

降に支払いを受けるべき上場株式の配当については、15％の所得

税と５％の地方税が課せられるが、かかる配当の額は、2009年１

月１日以降の上場株式の譲渡損と、(2016年１月１日以降は)2016

年１月１日以降の上場株式や一定の公社債の譲渡損等と損益通算

が可能である。

実質株主に支払われた配当につき源泉徴収されたマレーシアの所

得税額については確定申告により外国税額控除が利用できる場合

がある。

(ロ)売買損益 ………… 当社株式の日本における譲渡に基づく損益についての課税は、日

本の会社の上場株式の譲渡損益課税と同様である。

(ハ)相続税 ………… 当社株式を相続し又は遺贈を受けた日本の実質株主には、日本の

相続税法に基づき相続税が課せられるが、外国税額控除が認めら

れる場合がある。

(5) その他の諸通知報告

日本における当社株式の実質株主に対し通知が行われる場合には、株式事務取扱機関は、一定基準日現在の

実質株主明細表に基づき実質株主に交付するか、所定の方法により公告を行う。
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第９ 【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

該当なし。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から本有価証券報告書の提出日までの間に、当社は次の書類を関東財務局長に提出してい

る。

 

１　臨時報告書

（金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定

に基づく臨時報告書）

2013年11月29日提出

 

２　有価証券報告書(2012年７月１日～2013年６月30日)及びその添付書類

2013年12月26日提出

 

３　上記２に関する確認書及びその添付書類

2013年12月26日提出

 

４　内部統制報告書

2013年12月26日提出

 

５　四半期報告書(2013年７月１日～2013年９月30日)及びその添付書類

2013年12月26日提出

 

６　上記５に関する確認書及びその添付書類

2013年12月26日提出

 

７　四半期報告書(2013年10月１日～2013年12月31日)及びその添付書類

2014年３月28日提出

 

８　上記７に関する確認書及びその添付書類

2014年３月28日提出
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９　四半期報告書(2014年１月１日～2014年３月31日)及びその添付書類

2014年６月27日提出

 

10　上記９に関する確認書及びその添付書類

2014年６月27日提出

 

11　臨時報告書

（金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定

に基づく臨時報告書）

2014年12月３日提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当なし。
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（訳文）

 

独立監査人の監査報告書

 

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッドの株主各位

 

財務書類に係る報告

 

私どもは、ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッドの財務書類、すなわちグループ及び会社の2013

年６月30日現在の財政状態計算書、同日をもって終了する事業年度におけるグループ及び会社の損益計算書、包括

利益計算書、資本変動表及びキャッシュ・フロー計算書、並びに重要な会計方針の要約及びその他の注記を監査し

た。

 

財務書類に関する取締役の責任

 

会社の取締役は、財務報告基準及びマレーシアにおける1965年会社法の要件に準拠して真実かつ適正に表示する

財務書類の作成に対して責任を負っている。また、取締役は、不正や誤謬による重要な虚偽の表示のない財務書類

の作成を可能にするために必要であると取締役が判断する内部統制に対して責任を負っている。

 

監査人の責任

 

私どもの責任は、私どもの監査に基づいて本財務書類についての意見を表明することにある。私どもは、マレー

シアにおいて適切と認められている監査基準に準拠して監査を行った。当該基準は、私どもが倫理規定に従うこ

と、並びに財務書類に重要な虚偽の表示がないかどうかについての合理的な保証を得るために、監査を計画し実施

することを求めている。

 

監査には、財務書類上の金額及び開示内容に関する監査証拠を得るための手続の実施を含んでいる。不正や誤謬

による財務書類の重要な虚偽の表示のリスク評価を含め、選択された手続は監査人の判断による。これらのリスク

評価を行うにあたり、私どもは、企業による真実かつ適正に表示する財務書類の作成に関する内部統制を考慮に入

れるが、これは状況に照らして適切である監査手続を策定するためであって企業の内部統制の有効性についての意

見を表明することが目的ではない。監査は、取締役が採用した会計方針の適切性及び取締役によって行われた会計

上の見積りの合理性についての評価も含め全体としての財務書類の表示を検討することを含んでいる。

 

私どもは、私どもが入手した監査証拠が、私どもの監査意見表明のための基礎を得るのに十分かつ適切であると

判断している。
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意見

 

私どもは、本財務書類が、財務報告基準及びマレーシアにおける1965年会社法の要件に準拠して、グループ及び

会社の2013年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローに

真実かつ適正に表示しているものと認める。

 

その他の法律及び規定にかかる報告

 

マレーシアにおける1965年会社法の要件に準拠して、私どもは以下の報告も行う。

 

(a) 私どもは、私どもが監査人である会社及びその子会社が1965年会社法により保持することを要求されてい

る会計記録及びその他登記簿は、1965年会社法の規定に準拠して適正に保持されているものと認める。

(b) 私どもは、財務書類に対する注記13に記載されている、私どもが監査人ではないすべての子会社の財務書

類及び監査報告書について検討した。

(c) 私どもは、会社の財務書類に連結されている子会社の財務書類は、グループの財務書類を作成する観点か

ら様式及び内容の点で適切かつ適正なものと考え、また、同観点より要求した情報及び説明も十分に受けて

いる。

(d) 子会社の財務書類の監査報告書には何ら限定事項は含まれておらず、また、1965年会社法第174条第３項

に規定された不適正なコメントも含まれていない。

 

その他の報告責任

 

補足情報は、ブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッドの要件に準拠して開示されたものであり、財

務書類の一部ではない。取締役は、マレーシア会計士協会により公表された特別事項に関する指針第１号「ブル

サ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッドの上場要件に準拠した開示内容における実現損益及び未実現損益

の決定」(以下「MIA指針」という)及びブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッドの指示に準拠した補

足情報の作成に責任を負う。私どもの意見では、あらゆる重要な点において、補足情報はMIA指針及びブルサ・マ

レーシア・セキュリティーズ・バーハッドの指示に準拠して作成されている。
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その他

 

本報告書は、マレーシアにおける1965年会社法第174条に準拠して、機関としての会社の株主に対してのみ作成

されるものであり、その他の目的はない。私どもは、本報告書の内容に関して他のいかなる者に対して責任を負う

ものではない。

 

 

 

HLBラーラム

AF 0276

勅許監査人

 

ラム・タック・チェン

1005/3/15(J/PH)

勅許監査人

 

2013年10月３日

クアラルンプール
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Independent Auditors’ Report
to the Members of YTL Corporation Berhad
 

REPORT ON THE FINANCIAL STATEMENTS
 

We have audited the accompanying financial statements of YTL CORPORATION BERHAD, which comprise the
Statements of Financial Position as at 30 June 2013 of the Group and of the Company, and the Income Statements,
Statements of Comprehensive Income, Statements of Changes in Equity and Statements of Cash Flows of the
Group and of the Company for the year then ended, and a summary of significant accounting policies and other
information notes.
 

DIRECTORS’ RESPONSIBILITY FOR THE FINANCIAL STATEMENTS
 

The Directors of the Company are responsible for the preparation of financial statements so as to give a true and
fair view in accordance with Financial Reporting Standards and the requirement of the Companies Act 1965 in
Malaysia. The Directors are also responsible for such internal control as the Directors determine are necessary to
enable the preparation of financial statements that are free from material misstatement, whether due to fraud or
error.
 

AUDITORS’ RESPONSIBILITY
 

Our responsibility is to express an opinion on these financial statements based on our audit. We conducted our
audit in accordance with approved standards on auditing in Malaysia. Those standards require that we comply with
ethical requirements and plan and perform the audit to obtain reasonable assurance whether the financial statements
are free from material misstatement.
 

An audit involves performing procedures to obtain audit evidence about the amounts and disclosures in the
financial statements. The procedures selected depend on our judgement, including the assessment of risks of
material misstatement of the financial statements, whether due to fraud or error. In making those risk assessments,
we consider internal control relevant to the entity’s preparation of financial statements that give a true and fair view
in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing
an opinion on the effectiveness of the entity’s internal control. An audit also includes evaluating the
appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates made by the Directors,
as well as evaluating the overall presentation of the financial statements.
 

We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our audit
opinion.
 

OPINION
 

In our opinion, the financial statements give a true and fair view of the financial position of the Group and of the
Company as of 30 June 2013 and of their financial performance and cash flows for the year then ended in
accordance with Financial Reporting Standards and the requirements of the Companies Act 1965 in Malaysia.
 

Report on Other Legal and Regulatory Requirements
 

In accordance with the requirements of the Companies Act 1965 in Malaysia, we also report the following:-
 

EDINET提出書類

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド(E05821)

有価証券報告書

499/507



a) In our opinion, the accounting and other records and the registers required by the Act to be kept by the Company
and its subsidiaries of which we have acted as auditors have been properly kept in accordance with the provisions
of the Act.

 

b) We have considered the accounts and the auditors’ reports of all the subsidiaries of which we have not acted as
auditors, which are indicated in Note 13 to the Financial Statements.

 

c) We are satisfied that the accounts of the subsidiaries that have been consolidated with the Company’s financial
statements are in form and content appropriate and proper for the purposes of the preparation of the financial
statements of the Group and we have received satisfactory information and explanations required by us for those
purposes.

 

d) The audit reports on the accounts of the subsidiaries did not contain any qualification or any adverse comment
made under Section 174(3) of the Act.

 

OTHER REPORTING RESPONSIBILITIES
 

The supplementary information is disclosed to meet the requirement of Bursa Malaysia Securities Berhad and is not
part of the financial statements. The Directors are responsible for the preparation of the supplementary information
in accordance with Guidance on Special Matter No. 1, Determination of Realised and Unrealised Profits or Losses
in the Context of Disclosure Pursuant to Bursa Malaysia Securities Berhad Listing Requirements, as issued by the
Malaysian Institute of Accountants (“MIA Guidance”) and the directive of Bursa Malaysia Securities Berhad. In
our opinion, the supplementary information is prepared, in all material respects, in accordance with the MIA
Guidance and the directive of Bursa Malaysia Securities Berhad.
 

OTHER MATTERS
 

This report is made solely to the members of the Company, as a body, in accordance with Section 174 of the
Companies Act 1965 in Malaysia and for no other purpose. We do not assume responsibility to any other person for
the content of this report.
 

 

 

HLB LER LUM
AF 0276
Chartered Accountants
 

 

 

LUM TUCK CHEONG
1005/3/15(J/PH)
Chartered Accountant
 

Dated: 3 October 2013
Kuala Lumpur
 

※上記は、原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出代理人が別途保管しております。
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（訳文）

 

 

 

2014年12月５日

 

55100 クアラルンプール

ジャラン・ブキット・ビンタン55

ヨー・ティオン・レイ・プラザ11階

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッド

取締役会　御中

 

私どもは、2014年および2013年６月30日現在のワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッドの財務書類

ならびにワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッドおよび子会社の連結財務書類が、私どもの2014年10

月９日および2013年10月３日付の監査報告書とともにこの有価証券報告書の一部に含められるという報告を受け

た。

 

2014年12月５日現在、私どもの知るかぎりにおいては、上記の有価証券報告書に私どもの監査報告書が含められ

ることを防げる事項はないと考えている。

 

 

ＨＬＢラーラム

登録番号：AF 0276

勅許監査人

 

ダト・ラー・チェン・チー

パートナー
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Our ref  : GEN/0625/2014
 
Your ref :
 
 
5 December 2014
 
 
The Board of Directors
YTL Corporation Berhad
11th Floor, Yeoh Tiong Lay Plaza
55 Jalan Bukit Bintang
55100 Kuala Lumpur
 
 
Dear Sirs,
 
You have informed us that the accompanying financial statements of YTL Corporation Berhad and the Group

financial statements of YTL Corporation Berhad and its subsidiaries as of 30 June 2014 and 2013 together with our
reports thereon dated 9 October 2014 and 3 October 2013 are being included as part of the Annual Securities
Report.
 
At 5 December 2014, we are not aware of any matters which would prevent the inclusion of our audit reports in the
aforementioned Annual Securities Report.
 
 
 
HLB LER LUM
Firm Number: AF 0276
Chartered Accountants
 
 
 
DATO’ LER CHENG CHYE
Partner of the Firm
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（訳文）

 

独立監査人の監査報告書

 

ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッドの株主各位

 

財務書類に係る報告

 

私どもは、ワイ・ティー・エル・コーポレーション・バーハッドの財務書類、すなわちグループ及び会社の2014

年６月30日現在の財政状態計算書、同日をもって終了する事業年度におけるグループ及び会社の損益計算書、包括

利益計算書、資本変動表及びキャッシュ・フロー計算書、並びに重要な会計方針の要約及びその他の注記を監査し

た。

 

財務書類に関する取締役の責任

 

会社の取締役は、財務報告基準及びマレーシアにおける1965年会社法の要件に準拠して真実かつ適正に表示する

財務書類の作成に対して責任を負っている。また、取締役は、不正や誤謬による重要な虚偽の表示のない財務書類

の作成を可能にするために必要であると取締役が判断する内部統制に対して責任を負っている。

 

監査人の責任

 

私どもの責任は、私どもの監査に基づいて本財務書類についての意見を表明することにある。私どもは、マレー

シアにおいて適切と認められている監査基準に準拠して監査を行った。当該基準は、私どもが倫理規定に従うこ

と、並びに財務書類に重要な虚偽の表示がないかどうかについての合理的な保証を得るために、監査を計画し実施

することを求めている。

 

監査には、財務書類上の金額及び開示内容に関する監査証拠を得るための手続の実施を含んでいる。不正や誤謬

による財務書類の重要な虚偽の表示のリスク評価を含め、選択された手続は監査人の判断による。これらのリスク

評価を行うにあたり、私どもは、企業による真実かつ適正に表示する財務書類の作成に関する内部統制を考慮に入

れるが、これは状況に照らして適切である監査手続を策定するためであって企業の内部統制の有効性についての意

見を表明することが目的ではない。監査は、取締役が採用した会計方針の適切性及び取締役によって行われた会計

上の見積りの合理性についての評価も含め全体としての財務書類の表示を検討することを含んでいる。

 

私どもは、私どもが入手した監査証拠が、私どもの監査意見表明のための基礎を得るのに十分かつ適切であると

判断している。
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意見

 

私どもは、本財務書類が、財務報告基準及びマレーシアにおける1965年会社法の要件に準拠して、グループ及び

会社の2014年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローに

真実かつ適正に表示しているものと認める。

 

その他の法律及び規定にかかる報告

 

マレーシアにおける1965年会社法の要件に準拠して、私どもは以下の報告も行う。

 

(a) 私どもは、私どもが監査人である会社及びその子会社が1965年会社法により保持することを要求されてい

る会計記録及びその他登記簿は、1965年会社法の規定に準拠して適正に保持されているものと認める。

(b) 私どもは、財務書類に対する注記13に記載されている、私どもが監査人ではないすべての子会社の財務書

類及び監査報告書について検討した。

(c) 私どもは、会社の財務書類に連結されている子会社の財務書類は、グループの財務書類を作成する観点か

ら様式及び内容の点で適切かつ適正なものと考え、また、同観点より要求した情報及び説明も十分に受けて

いる。

(d) 子会社の財務書類の監査報告書には何ら限定事項は含まれておらず、また、1965年会社法第174条第３項

に規定された不適正なコメントも含まれていない。

 

その他の報告責任

 

補足情報は、ブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッドの要件に準拠して開示されたものであり、財

務書類の一部ではない。取締役は、マレーシア会計士協会により公表された特別事項に関する指針第１号「ブル

サ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッドの上場要件に準拠した開示内容における実現損益及び未実現損益

の決定」(以下「MIA指針」という)及びブルサ・マレーシア・セキュリティーズ・バーハッドの指示に準拠した補

足情報の作成に責任を負う。私どもの意見では、あらゆる重要な点において、補足情報はMIA指針及びブルサ・マ

レーシア・セキュリティーズ・バーハッドの指示に準拠して作成されている。
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その他

 

本報告書は、マレーシアにおける1965年会社法第174条に準拠して、機関としての会社の株主に対してのみ作成

されるものであり、その他の目的はない。私どもは、本報告書の内容に関して他のいかなる者に対して責任を負う

ものではない。

 

 

 

HLBラーラム

AF 0276

勅許監査人

 

ダト・ラー・チェン・チー

871/3/15(J/PH)

勅許監査人

 

2014年10月９日

クアラルンプール
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Independent Auditors’ Report
to the Members of YTL Corporation Berhad
 
REPORT ON THE FINANCIAL STATEMENTS
 
We have audited the accompanying financial statements of YTL CORPORATION BERHAD, which comprise the
Statements of Financial Position as at 30 June 2014 of the Group and of the Company, and the Income Statements,
Statements of Comprehensive Income, Statements of Changes in Equity and Statements of Cash Flows of the
Group and of the Company for the year then ended, and a summary of significant accounting policies and other
information notes.
 
DIRECTORS’ RESPONSIBILITY FOR THE FINANCIAL STATEMENTS
 
The Directors of the Company are responsible for the preparation of financial statements so as to give a true and
fair view in accordance with Financial Reporting Standards and the requirement of the Companies Act 1965 in
Malaysia. The Directors are also responsible for such internal control as the Directors determine are necessary to
enable the preparation of financial statements that are free from material misstatement, whether due to fraud or
error.
 

AUDITORS’ RESPONSIBILITY
 
Our responsibility is to express an opinion on these financial statements based on our audit. We conducted our
audit in accordance with approved standards on auditing in Malaysia. Those standards require that we comply with
ethical requirements and plan and perform the audit to obtain reasonable assurance whether the financial statements
are free from material misstatement.
 
An audit involves performing procedures to obtain audit evidence about the amounts and disclosures in the
financial statements. The procedures selected depend on our judgement, including the assessment of risks of
material misstatement of the financial statements, whether due to fraud or error. In making those risk assessments,
we consider internal control relevant to the entity’s preparation of financial statements that give a true and fair view
in order to design audit procedures that are appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing
an opinion on the effectiveness of the entity’s internal control. An audit also includes evaluating the
appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates made by the Directors,
as well as evaluating the overall presentation of the financial statements.
 
We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our audit
opinion.
 
OPINION
 
In our opinion, the financial statements give a true and fair view of the financial position of the Group and of the
Company as of 30 June 2014 and of their financial performance and cash flows for the year then ended in
accordance with Financial Reporting Standards and the requirements of the Companies Act 1965 in Malaysia.
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Report on Other Legal and Regulatory Requirements
 
In accordance with the requirements of the Companies Act 1965 in Malaysia, we also report the following:-
 
a) In our opinion, the accounting and other records and the registers required by the Act to be kept by the Company

and its subsidiaries of which we have acted as auditors have been properly kept in accordance with the provisions
of the Act.

 
b) We have considered the accounts and the auditors’ reports of all the subsidiaries of which we have not acted as

auditors, which are indicated in Note 13 to the Financial Statements.
 
c) We are satisfied that the accounts of the subsidiaries that have been consolidated with the Company’s financial

statements are in form and content appropriate and proper for the purposes of the preparation of the financial
statements of the Group and we have received satisfactory information and explanations required by us for those
purposes.

 
d) The audit reports on the accounts of the subsidiaries did not contain any qualification or any adverse comment

made under Section 174(3) of the Act.
 
OTHER REPORTING RESPONSIBILITIES
 
The supplementary information is disclosed to meet the requirement of Bursa Malaysia Securities Berhad and is not
part of the financial statements. The Directors are responsible for the preparation of the supplementary information
in accordance with Guidance on Special Matter No. 1, Determination of Realised and Unrealised Profits or Losses
in the Context of Disclosure Pursuant to Bursa Malaysia Securities Berhad Listing Requirements, as issued by the
Malaysian Institute of Accountants (“MIA Guidance”) and the directive of Bursa Malaysia Securities Berhad. In
our opinion, the supplementary information is prepared, in all material respects, in accordance with the MIA
Guidance and the directive of Bursa Malaysia Securities Berhad.
 
OTHER MATTERS
 
This report is made solely to the members of the Company, as a body, in accordance with Section 174 of the
Companies Act 1965 in Malaysia and for no other purpose. We do not assume responsibility to any other person for
the content of this report.
 
 
 
HLB LER LUM
AF 0276
Chartered Accountants
 
 
DATO’ LER CHENG CHYE
871/3/15(J/PH)
Chartered Accountant
 
Dated : 9 October 2014
Kuala Lumpur
 

※上記は、原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出代理人が別途保管しております。
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